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｢都心周辺低層高密度市街地の居住環境整備計画論｣要旨

本研究は,低層 ･木造 ･高密度の市街地によって特徴づけられるわが国大都市の都心

周辺市街地,とりわけ東京区部の都心周辺高密度市街地において,居住環境整備上 ･住

宅政策上の課題が複合的に山積しつつあることに着目し,当地域の整備を,単に地区内

部の即地的問題を解くのみならず.大都市圏の中における当地域の役割を踏まえながら,

居住者属性のバランスや定住性の維持実現にも配慮した計画システムを形成するための

方法論を構築することを目的とする｡ これは,以下の問題意識から発しているOすなわ

ち.｢問題｣の多い低層高密度市街地でこうした計画を描こうとした場合,建物の共同化

･狭あい道路の拡幅などの物的整備に偏った計画のみでは限界があり,居住者属性 (年

齢 ･職業 ･就業地)に関連する非物的計画も含めて計画を総合化することが必要になる｡

しかし,わが国ではこうした経験に乏しいため,ともすれば地区内の物理的問題にのみ

目を奪われ,都市全体の中での当該地域の地理的 ･社会的位置づけを欠いたものになり

易い｡一方,都心周辺の低層高密度市街地は,都心とも郊外とも異なる独自の地域とし

て.その居住のありかたも含めた空間像を積極的に描いていくべきと考えるものである｡

以下,研究内容の要旨を示す｡

まず,第 Ⅰ部 (主要概念の再検討と計画仮説の抽出)において,当該地域の整備計画

を考える前提として明らかにすべき主要な概念を再検討し,本研究で論じ実証すべき仮

説群を示したOここでは特に,即地的住環境の質向上をめざす計画論の流れと,部市全

体からの要請を受けた都心周辺部の機能更新 ･高度利用を意図する流れがどの様に整合

できるかを検討している｡ すなわち,地区の ｢改造｣｢改善｣といった手法論に偏った

整備論に留まっている現状況を乗り越えるためには,① ｢都市構造と地区構造｣論の面

から都市の有機的成長のなかで都心周辺部を位置づけることが必要であること,②同じ

｢公共の福祉｣をめざしながらも｢機能更新 ･高度利用｣の論理と ｢住環境整備｣の論

理は全く異なっており,両者の論理は,ゆるやかな合意を得て策定きれた ｢マスタープ

ラン｣や ｢まちづくり方針｣を中心とする計画体系を根拠にして,調整されながら実現

すべきこと,③その際,最終的な姿として現れる空間としての ｢都市型住宅｣は,そこ

に住まう居住者を想定しながら政策的 ･誘導的に形成すべきことを,既存の研究を踏ま

えて論じた｡

続く第Ⅱ部 (実壊詩)では, ｢計画｣を描く前提として,当該地域の形成 ･変容過程

の実態を,第 Ⅰ部で提出した仮説の証明という視点から把接した｡

まず第5章では,東京区部都心周辺低層高密度市街地の形成過程を,都市計画の履歴

と対置させながら明らかにし,今日踏まえるべき課題を抽出した｡現在の低層高密度市

街地の多くは,面的基盤整備がなされないまま幅9尺の建築線に沿って個別に開発が追

み,大戦前にかけられた空地地区も戦後のたび重なる緩和の結果,容積地区指定時 く環

6内-昭和39年,外-昭和43年)には姿を消すが,このとき,一般規制は,平面的密集

化防止をめざすものから,許容できるボリュームの上限を規制するものに変質したO-

方,今日の状況を ｢計画論の蓄積｣という目でながめると,①諸規制を緩和 しつつも多

心型都市構造への移行を強力な鉄道道路網で再構成しようとした昭和30年代末期に基本

を置き,②その後の ｢居住環境｣重視の世論のなか,前時代の計画を ｢修正｣した昭和

40年代末期から50年代初期の動きが重なり,③そのうえに産業構造の転換や高齢化等の

1



新たなる課題に対処 しなければならない状況として理解できる｡ この3着を,昭和30年

代までにほぼできあがり｢建て替え｣を通して ｢変容｣している低層高密度市街地の状

況に対置させながら,将来にむけてどの様に再構成し.｢計画システム｣として定着させ

るか,というのが今日の課題であることが結論づけられた｡

第6,7章では東京区部低層高密度市街地全体の動向と将来像を検討している｡ ここ

で軌 低層高密度市街地を ｢持家世帯及び民営借家世帯人員密度が 180人/ha以上 (昭

和55年国詞グロス｡旧15区は除外｡)｣と定め,区部の約16%に相当する9583haを主要

な対象とした｡ この地域は,もともと都心部下町にあった高密度地帯が,都市の拡大と

副都心の成長のなかで ドーナツ状に拡散しつつ形成された地域であり,以下の特徴をも

っているO①鉄道駅まで500m以内(山手線は1km以内)の町丁目が76%とアクセシビリテ

ィーが高い｡②建物密度は46.6棟/haと高く,区部平均の 1.8倍に連するo③基盤整備

状態が悪く,区画整理済み 4.9%,耕地整理程度36.1%,未整備59.0%であるO⑥指定

主要用途地域は2種住専･住居･準工地域の容積200%･300%が8割を占めている｡ ⑤建

て替え期の木賃7パ-トストックが大量に存在するものの,新たな ｢貸家｣｢分譲住宅｣
が東京区部のなかで最も高密に着工されている｡⑥東京区部の平均値に比べ,単身世帯

シェアが高く.0-4才人口シェアが低く,65才以上シェアが高い｡0-4才人口シェアは区

部平均以上にさらに低下している｡⑦地域内での地域性,とりわけセクター性が強く,

西部から西南部セクタでは居住水準が高く若年単身世帯の特化傾向が強いのに対し,北

東部セクタでは居住水準は低く60才以上世帯主への特化傾向がみられ,持家世帯におい

ても低所得分位が増加しつつある｡ こうした変容動向を地区として受け止めるには,①

更新ポテンシャルの高い地域では.住宅政策の側面からも,新規住宅の立地･敷地内配置

･住戸構成等について規制･誘導をおこない,フローを望ましい方向に制御することが,

②活力の低下しつつある地域では,公的住宅の供給 ･建て替えに留まらず,木賃アパー

トの建て替え･狭あい道路の拡幅などを,地区の住宅政策上の課題を解く手がかりとし

て活用することが重要であるとの結論を得た｡

第8葦の典型地区スタディーから紘以下の点が判明したo'まず,低層高密度市街地に

共通する一般的特徴として, ｢共同住宅化｣が著しく物的密度を次第に上昇させている

ものの,居住地としては極めて安定していること,新規供給住宅は供給内容 ･密度にセ

クタ間の差はあるものの供給単位の小規模性を共通の特徴としており,地区内に分散し

て立地していることが判明した.また,新規供給住宅の立地を地区レベルでみると,即地

的要因(敷地面積と接道道路幅農)に規定されていることが判明した｡すなわち,①マン

ションは広幅農(7-87n以上),大敷地(500m2以上)に立地し,高容積を実現しているo②

リースマンションは敷地面積200-300m2.接道幅鼻 5-10mに立地するO ③鉄貸7パ-

トとミニ開発は,従前敷地境横は150-200m2と同程度だが接道幅農に差があり,前者が

5-6m (容積率200%),後者が2.7-4m(同120%)と異なる｡ ④木賃アパー トは,敷地面

積 100m2前後,接道幅農 2.7m前後に固まっており,最も敷地条件が惑い｡⑤以上の特

性は,どの地区にも共通する｡⑥木賃アパート･鉄貴アパー トのストックは共にフロー

と同様の特性を示すが,⑦無接道の木賃アパー ト率はフローよりストックの方が高いO

また,比較的設計の自由度が高い 300m2以上の敷地は件数比で1-4%に留まるが,高容

積が実現可能な 6m以上道路接道の敷地は10-18%と高率に存在する｡ しかし,両条件

を備えた敷地は1%程度に留まる｡

第9章では第8葦で明らかになった変容動向の背景となる各主体の行動論理をまとめ

た｡その結論は,①地主は基本的に旧自作農であり｢先祖から受け継いだ土地を手放し
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たくない｣という考えである. 従って,相続税対策を中心とする資産価値の維持増進が

一義的価値であるO ②木賃アパート経営者は,個人の副業的経常が一般的で,権利調整

が煩わしい ｢共同化｣には賀意が少なく,建替後もアパー ト経営を指向するとは限らな

い｡③戸建持家層は昭和30年代前半までに当地域に定著した層で非常に安定的であるの

に対し,その後居住を開始した持家層や借家層は流動的であり,需要の変化により,特

定形式の住戸の大量集積につながる可能性がある｡

以上の結果から,第Ⅱ部の結において ｢低層高密度市街地のあるべき市街地像｣を以

下の6点にまとめた｡①居住地としての安定性が保持されていること,②更新が安定的

に起こっていること,③住宅需要等の変化に対し柔軟に対応できること,⑥居住者属性

(年齢 ･職業)に大きな偏りが生じないこと,⑤ ｢居住｣に対する管理がゆき届いてい

ること,⑥高密度市街地に相応する良好な住環境が確保されていることである｡こうし

た性能を実現する具体的方向を第Ⅲ部 (計画論)で検討した｡

第10章では.目指すべき市街地像を共有する方法を検討している.近年各区で作成され

つつある ｢市街地整備方針｣や ｢地区別計画｣を核とし,コミュニティ･カルテ等の地

区の評価まで含めた情報を公表 ･共有して計画を補完する｡ この際,住宅政策 ･住環境

整備方針に関する部分も, ｢地域住宅計画｣｢住宅白書｣などをきっかけとしながら計

画として認知 ･共有し,個々の開発行為を誘導する重要な根拠とすべきことを論じた｡

第11章では,規制誘導による方法では整備に限界がある地区に限り,事業手法を用い

た整備をおこなうべきことを述べている｡しかし,事業とはいっても,その地区が潜在

的にもっている更新の自律性を発揮するまでの後押しをすればよい｡公的資金の投入に

よる空地系の整備 (公園,街路のうち4mを超える部分),2項道路の拡幅助成,個別

更新の不可能な密集区域に対する点的改造事業が主要な構成要素となる｡但 し,事業の

プロセスでは社会的 ･経済的ロスを受ける者に対する補完措置が必要であり,建て替え

に対する促進策のみに傾斜した現行事業制度には問題があることを示した.また.計画論

レベルにおいても,現行のマスタープランは都市再開発方針のみが膨らみ,住宅 ･住環

境政策のマスタープランが不在であることに大きな欠陥があることを示し,是正の方向

を論じた｡ 一

第12章では.事業手法のみに偏らない居住環境整備の総合性を保持するための方法を,

各種規制誘導手法のシステムとしての運用面から模索している｡まず, ｢マスタープラ

ン｣に示された居住地像 ･地区将来像を実現するために,個々の開発単位がめざすべき

目標像 ･規準を共有することが第-である｡ある場合には法定地区計画の ｢方針｣に依

拠するものの,多くの場合は条例 ･要綱といった誘導的手法による｡ ここで想定する誘

導手法は,特定開発を禁止的に誘導するもののほかに,数敷地あるいは街区単位で合意

が得 られればその協定を担保に規制を緩和する共同緩和的誘導手法や景観 ･緑化等住環

境の質を総合的に実現する誘導手法を含む｡

第13章では地域地区の見直しを捉えてこうした誘導的計画システムに移行する方産を

具体的に論じた｡この場合,個々の ｢基準｣の設定は,安全性に係わるものなど地区に

とって是非必要な性能基準は法的拘束力をもつもので担保すべきであるが,より高い水

準をめざすものは,ゆるやかな合意のうえに,指導要綱等をこれに連動させながら,主

体間の協議によって実現すべきであることを論じた｡
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序 (Ⅰ)序(Ⅰ)-1 居住環境整備からみた低層高密度市街

地の特徴低層高密度市街地は,住工混在市街地と共に,従来から｢問題市街地｣として

扱われてきており,以下の様な共通した住環境上の課題をもっ

ている｡●建物は低層 ･木造を物的特徴とし,敷地規模が小さいため密集しやすく日

照 ･通風･防災の面で住環境の水準が低い｡とりわけ基盤が未整備の場合にはさら

に水準が低 くなりがち

である｡●市街化の時期が古く,少なくとも高度成長前期までに形成された｡従って

,住環境整備上の課題も時間経過の中で蓄積 ･錯綜しており,問題が解きづらくなっ

ている｡以上の課題に加えて,こうした地域が低成長時代に変質し

た結果,●活力の相対的低下,更新活動の遅れから居住地としての地位が低下し

ている｡さらに新しい動き

として,●都心部に近接する地域においては,高度利用要請の圧力が強まっており,

特に東京都心周辺地域では大きく変容している地区もみ

られる｡ことが近年新たなる動向としてクローズアップされている. しかし反面,以下の様

なプIラスの面も持ち合わせ

ている｡○利便性は一般に高く,郡市妻の居住を選好する世帯に適しているはか,就

業地に近接 しているため居住立地限定階層にも重要な居住の場になっ

ている｡○歴史の蓄積のなかで空間的多様性を形成し,社会的にも昔からのコミュニ

ティーが維持され

ている｡次に,視点を変え,典型的な低層高密度市街地をあ

げると,①戦前長屋やその更新建物で構成される密集地域.関西の都心周辺や東京下町

に多い｡このうち基盤未整備の地区では更新によるさらなる密集化が進む一方,基

盤がある程度整備されている地区でも個別建て替えによって相隣環境の悪化がみら

れる｡ また,共通して活力の低下が問題になっている｡ さらにこうした地域の多く

の部分は住工混在あるいは住商混在の問題も併

せもつ｡②戦前は戸建てを中心とする住宅地だったが高度成長期に庭先 ･空地に建物

の充填が進み木賃アパー ト地帯となった地域｡尭京の都心周辺に典型的にみられ,

いわば,｢一般住宅地｣が ｢悪化｣した地域

である.③戦後の高度成長期初期にスプロール的に木賃アパー トの建設やミニ開発の

集積が進んだ地域｡東京郊外にも一部みられるが,関西の大都市周辺に典型的にみ

られる｡等であり,それぞれに独特な地域を形成しているが,先に挙げた住環境上の課題の発生



や変質の仕方は,地域毎に異なっている｡本論文ではこのうち①②に着冒し,対象を東

京区部に限定して考察を進める｡

序(Ⅰ)-2 昭和50年代以降の研究の動向と意毒づけの変化

低層高密度市街地に関する昭和40年代までの研究は,当該地域を対象とする ｢まちづ

くり｣の動きが始まったばかりであり日,また,高度経済成長期に大豊に建設された住

宅群や,ベビーブーム層の独立に対応 してなお大量供給されていた民営借家群ち,個々

の質については問題視されることが多かったものの.地区のストックとしてはいまだ｢改

善｣へのコンセンサスを得るまでは至らなかったこともあって,提案的な研究を除くと,

基礎的なものや個別地区 ･個別住宅タイプの調査報告的なものが多かった｡

しかし,昭和50年代にはいると状況は変わる｡ まず,高度成長初期に建てられた低質

な木賃アパー ト群が更新時期を迎える一方,居住者全休の居住水準が飛躍的に向上した

結果,大量の ｢空き家｣を生じ始めた｡同時に,居住者が低所得者や高齢者などの特定

の階層に特化しはじめ,｢インナーシティー問題｣の発生も懸念されるようになった｡
とはいえ,戦後のにおいが急速に失なわれていくなかで,明らかに ｢スラム｣と定義

できるような地区は急速に減少し,密集市街地全休の環境が少なくとも住宅単体として

良 くなってきたのは事実であって,むしろ個別の ｢建て替え｣の際に低層のまま密度が

上昇するにもかかわらず接道条件が改善されないために起こる, ｢建て詰まり｣による

相隣環境の悪化が,問題の中心に浮かび上がってきた｡

こうしたなか,従来 ｢私道｣｢路地｣として扱われ.｢問題あり｣｢親しみやすい｣等

のレベルに留まっていた狭陰道路を,整備論の立場から解きほぐす研究や,従来から提

唱はされていたが実現可能性の検討が弱かった ｢共同建替え｣に関するより実践的な研

究がおこなわれるのもこの時期である｡ こうした代表的な研究を含め,この時期に共通

する研究の視点は,問題点を単に指摘するに留まらず,どうして問題なのか,それはど

こにネックがあるのか,どうしたらそれをクリアできるかにつき,アプローチの差はあ

るものの努めて客観的 ･分析的に明らかにした点にある｡しかし,それらの考え方の背

景となる理論は,今では古典的ともいえる,1970年代初頭のものを基礎としており,時

代の変化に対応できていないのが現状である｡

序(Ⅰ)-3 低層高密度市街地の居住環境整備計画論の理論的根拠

居住環境整備論の対象とする要素としては従来,1)住宅,2)相隣環境,3)地域施設環

境,4)交通環境の4点に分けてそれらがが良好な状態であることが整備目標とされた｡

この際,整備の方法としては,a)良好なものを保全する,b)いやなものを除去する,C)

既存のストックを十分利用する,d)必要なものを建設することとされたO-方,規範的

な環境水準は,7)安全性,イ)保健性,ウ)利便性,エ)快適性の4つの面から捉えられ,こ

のうち安全性が最も基本的な規範であり,保健性,利便性,快適性の順により高度の規

範として位置づけられるものとされた｡これらは,整備対象要素,整備方法,整備規範

についてわかりやす く説明しているが,反面,単純すぎるため以下の様な欠点をもつ ｡

①整備対象要素については,即地的 ･静的には間違いではないが,都市の中で位置づけ

られた地区という視点から考えると限界があり,さらに,整備方法に動的視点が入っ

ているとはいえ単純すぎる｡

②整備方法についてはそれ自体間遅いではないが,整備対象要素の上記限界と,整備規

範が抽象的すぎることにより,平板的なものになっている｡ 誰が,何の根拠をもって
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整備をおこなうかの視点が欠けているのである｡

③整備規範については,4つの競範自体が抽象的すぎ,また,これを具体化 した｢目標｣

は,上記 ｢整備対象要素｣を ｢良好｣にすることに尽きる｡また,各規範から地区ご

とに達成すべき ｢水準｣が ｢基準｣化されるが,総合的視点に欠ける｡

従って,従来の ｢居住環境整備論｣をより体系的に展開するためには,新たな視点か

らの論理の構築を試みる必要があるO この際, ｢インナーシティ-問題｣や ｢規制緩和

問題｣, ｢ワンルームマンション問題｣等の現代的問題を単なる ｢問題｣として個別に

捉えるのではなく,それらをも政策 ･計画の対象として含みこんだ体系的な論を構成す

ることが必要とされている｡

序(Ⅰ)-4 居住環境整備計画論が備えるべき4つの構成分野

では,いかなる形で現代的な居住環境整備計画論の構築が可能であろうか｡

それにはまず,当地域の居住環境整備の課題をrストックの改善｣ と｢フローの誘導｣

に分離することが必要であろう｡ これは,そもそも当地域において誰の目にも｢不良｣

な地区は非常に少なくなっていること,従って, ｢不良｣な部分を取り除くことによっ

て改善をはかるべき地区は少ないこと,逆に.フローの建設は旺盛であり.長期的にみれ

ばこれらをいかに良好なストyクに誘導するかに,より多くのエネルギーが注がれるべ

きであると考えるからである｡ 従来,理念レベルで ｢中高層住宅地を形成する｣とは表現

していても,実態上進む宅地の細分化や建て詰りに対 して,どう対応すればこうした望

ましい市街地に誘導できるかの方法には言及していなかった｡しかし,いかなる論理で

｢ストックの改善｣と ｢フローの誘導｣を進めたらよいのだろうか｡単に物的に ｢患い｣

ものを ｢除去｣し ｢よい｣ ものを ｢付加｣するといった単純な論理でいいのだろうか｡

いったい誰がそれをおこなえるのか?また誰のためにおこなうのか?

こうした疑問に応えるためには,都市 ･地区の物的構造の認識と共に,社会的構造を

も踏まえて,居住環境整備を総合化することが必要になる.この理論的整理がない限り,

｢ストyクの改善｣｢フロ-の誘導｣は,単なる手法論に留まってしまうのである｡
I

さらに,都市の内部で,どのような論理の元にどの様な合意のプロセスを経て,誰が

その地区の居住環境整備をおこない得るのか?という疑問にも応える必要がある｡ その

地区を改善しなくてはならない論理とはなんなのか?こうした課題に応えるためには,

従来,最も遅れていた居住環境整備マスタープラン論を整理 ･展開することが是非とも

必要なのであるO すなわち,それぞれの地区が達成すべき ｢望ましい市街地像｣を一定

の手続きを経て作成された計画中に明示し,いっ.誰が.どの様な手法でそれを実現する

かについてのガイ ドラインを作成する必要があり,そのための方法論が必要なのである｡

以上から明らかなように,低層高密度市街地の｢居住環境整備論｣は.少なくとも以下

の4つの構成分野2)に立脚 している必要がある｡

(1)都市構造 ･地区構造論と変容過程論

これは,郡市全体の動向を踏まえてそれぞれの地区の現況及び将来を位置づけるのに

必要な理論的根拠である｡ここでは.郡市･地区双方における今日の変容を理解するため

の基礎的理論を整理する. 具体的には, ｢構造｣自体の捉え方が論点になるほか,それ

と対になる ｢機能｣についてその概念を明らかにする｡次いで, ｢構造｣に関して,物

的/非物的両面から,都市/地区両レベルにおいてその概念を明らかにする｡ そのサブ

テーマとして, ｢インナーシティー問題｣が検討課題となる｡ その際,都市構造の大き

な変化と関連づけながら｢問題｣を一般化するのが主要な関心になる0
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(2)改善型再開発論

これは,そこをどの様に改善していくべきかについての理論的根拠である｡ このヵ野

は今日最も蓄積が進み,実績も徐々にではあるが蓄積されつつあるoLかし,どちらか

といえば地区自体の改善そのものを従来の不完全な理論の上に試行錯誤しながら効率悪

く進めているのが現状であり,理論面での整理が必要な時期にある｡ここでは,従来,

概念として畷味だった ｢地区の基本的構造｣を(1)との関係で明らかにしたうえ,従来

の方法の限界と今後のあるべき方向を示すoそのサブテーマとしては,再開発概念の再

検討,とりわけ,機能更新及び高度利用の流れと住環境整備の流れとがいかに調和可能

かに関する検討が中心になる｡

(3)都市型住宅形成誘導論

これは,そこにどの様な住宅を形成すべきかに関する理論的根拠である.この分野は,

｢住宅需給論｣ , あるいは,住宅供給の面から従来の諸埋論を統合したrハウジング論｣

によって展開されてきた｡ しかしこれらは ｢住宅｣そのものの議論に偏り.r住宅政策の

空間化｣の動きも抽象的レベルに留まっているため,特に即地的な対応を求められる地

区レベルの計画において有効でないばかりか,続々と叢生する新しいタイプの都市住宅

に対して有効な歯止め ･誘導をおこなってこなかった｡また,改善型再開発においても,

｢悪いもの｣を ｢除去｣したあとにどういう建物を建てるべきかについての空間イメー

ジがほとんどなかった｡今日,都市型住宅論をこうした反省の上に展開することが必要

とされているo そのサブテーマとしては,木賃アパート連番論, ｢ワンル-ムマンショ

ン問題｣等があるが,ここではそれらをいかに統合するかが主要な関心になる｡

(4)居住環境整備マスタ-プラン論

これは,居住環境整備計画全体を実際に進める際,各種の改善,誘導について,どこ

杏,いっ,どの桂度,誰がおこなっていくべきかに関する理論的根拠である｡近年,也

区の計画を都市全体に渡って示そうとする動きが活発化しているが,その際,従来から

行われてきた ｢地区類型｣ごとに整備タイプを用意する方法に限界があることもわかっ

てきた.ここではそうした経緯のレビューのうえに,実際の自治体で進みつつある動向

を詳細に検討したうえ,居住環境整備マスタープランのあり方を論じる｡サブテーマと

しては,地区別計画論,要綱行政論,等が検討課題となる｡

従来の居住環境整備計画論は, (1)～(4)のうち一部を重点的に論じてはいても全体

を論じてはいなかった｡とくに,地区計画制度の法制化,自治体での各種要綱の実践,

都市構造の大きな転換等,現実の動きが先行している今日においてこそ,居住環境整備

計画論の全体像を試論的に示すことが重要だと考えるO

補注(序(Ⅰ))

1)森村道具によれば ｢既成市街地の住環境整備型再開発 (まちづくり)への関心は,

昭和40年代の後半に高まりをみせる.昭和50年には大阪市毛馬大東地区の基本構想が,

翌51年には豊中市庄内南部地区の地区整備計画がまとめられることになる｡｣

2)三村浩史は ｢住環境整備をめぐる諸論点 -スラム対策からまちづくり手法へ- ｣

(『都市問題研究』1984.5pp.66-85)のなかで,住環境整備へのアプローチ側面とし

て, ｢都市構造政策的アプローチ｣｢事業対象的アプローチ｣｢開発制御的アプロー

チ｣｢目標像論アプローチ｣の4点をあげて回顧と展望をおこなっている｡ 本論文で

設定する.｢4つの構成分野｣はこれに近いものである｡
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第1章 都市構造 ･地区構造論と変容過程論の再検討

本章は,低層高密度市街地の居住環境整備を考える前提として,都市全体の有様的成長

の中で当地域の位置づけをおこないながら,その ｢変容｣に対する評価の仕方, ｢停滞｣
｢安定｣ ｢転換｣と都市構造 ･地区構造の関係を考察することで,計画論の組み立てに関

する知見を得ることが目的である｡

具体的には,まず,計画対象としての都市構造 ･地区構造を,物的側面に限定して整理

する (第1節)｡ 次に,非物的側面から.｢同心円地帯仮説｣などの社会空間構造理論を,

特に都心周辺低層高密度市街地との関連において捉え直も,より一般的な都市の変容につ

いて整理をおこなう (第2節)｡ ここで視点を転じ,物的構造と社会的構造の関係をより

具体的にみるため, ｢インナーシティー問題｣を題材にしながら,都心周辺の地区を評価

･類型化するには ｢停滞｣｢安定｣｢転換｣との切口が有効であることを示し(第3節),
それぞjlの状態を成立させる要因を仮説的に列挙した く第4節)0

1-1 都市の物的構造と地区の物的構造

1-1-1 都市の物的構造

都市空間に展開する多数の械能 ･要素の存在及びそ

の相互関係を保障あるいは維持成立せしめている物的

社会的しくみが都市構造である｡このうち,本節では

まず,物的しくみとしての都市構造に着目し,その内

容 ･変化 ･計画対象としての意味,都市構造と地区構

造の関係を整理する｡

はじめに,都市構造は,道路,鉄道,河川･運河,

橋梁,港湾,空港などの諸要素により組み立てられて

いる｡ これらは ｢骨格｣とも表現されるが,上記諸要

素の上下空間を利用した,エネルギー ･水供給処理,

情報通信などの諸施設も含めた諸要素群からなるシス

テムを総称して都市構造とすることができる｡ 放射環

状型都市構造,多心型都市構造などが典型例としてあ

げられる｡

一方,都市構造は,人為的に計画し実現するもので

あるが,その位置と形態は地形 ･水系によって基本的

に制約を受けている｡ しかし,その制約の度合は,刺

約を突破する必要性(主に活動量の増大)と可能性 (主

に工学技術の進歩)により左右されてきた｡すなわち,

都市が兼だ小規模で職住近接を基本としていた時代に

紘,地形･水系に規定されながら土地利用が決定され,

そjJLらを結ぶ道路が敷設されていたが,都市が大きく

成長し,物流が増大すると,都市を将来どの方向に発

展させ,それを支えるシステムとしての鉄道 ･道路を

どう構成するかが中心的テーマとなり,工学技術の発

連とあいまって,地形 ･水系にあまり左右されない都

市構造の形成が進められた0

-万,新規の都市構造を形成する場合に限らず,一

旦形成された市街地内部の都市構造を再構成すべく,

幹線道路や都市内高速鉄道を新設することも都市計画

の重要な役割である｡東京区部に限ると,市区改正事

業以来,たび重なる都市構造の修正 ･転換を経験して

きた｡また,戦災復興後に限れば,一貫して放射環状

をベースにした多心型都市構造が追求されてきたo

しかし,一旦形成された都市構造は,大災害や都市I

機能の大幅な転換といった特定の積金を除くと,財政

的制約 ･社会的抵抗などを受けて変更が難しくなるO

こうなると,都市機能の変化に対して都市構造の変化

が追いっけずに機能不全を起こしたり,逆に,古びた

都市構造に規定されて都市機能の転換が遅れるなどの

弊害が発生する｡オイルショック後の10年間はその様

な時代だったと考えられる.そこで軌 都市構造は ｢変

容｣をもたらす背景や説明要因として認識された｡

1-1-2 地区の物的構造

本研究で対象とする都心周辺低層高密度市街地は,

都市機能の面からみると,基本的には居住地である｡

すなわち,住工混在市街地や住商混在市街地などの混

合市街地を含むものの,都心及び副都心等への通勤者

世帯が高密に居住している｡こうした械能分担を前提

とする地区の物的構造とはいかなるものかo一般に,

市街地の ｢基本的構造｣として,1)住宅そのものの質,

2)建築用地の密度と空地,3)公共系空間の量 ･質 ･配
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置,4)空間の安定性,が取り上げられるものとされて

いる日 ｡ ただし,この説明は, ｢改善型再開発｣をす

る判断根拠として ｢基本的構造｣を示したものであり,

地区の物的構造そのものを示したものでない.しかし,

低層高密度市街地の大部分を占める非計画的市街地で

紘,かつての田畑を造成し,農道を拡幅して自然発生

的に市街地が形成されているので,現状を ｢犠能｣や

｢構造｣など抽象化された概念でとらえることができ

ず,道路や敷地といった明確な機能的位置づけのない

｢まとまり｣という実態が試論の対象とならざるを得

ない2㌔ 従って,純粋な物的まとまりというよりも,

土地所有界や自治会の境界などの社会的構造に重なっ

たまとまりが対象となる｡

1-1-3 都市の物的構造と地区の物的構造

では,都市計画の対象としてみた都市の物的構造と

地区の物的構造はどう関係しているか｡上記議論から

明らかなように,都市の物的構造は,都市全体の機能

が効率的に働くことを主要な目的として,都市全体の

立場から形成 ･修正 ･転換する対象であるのに対し,

地区の物的構造は,そうした都市の物的構造を前提と

し,地区が分担し実現すべき機能を支えるものとして

形成 ･修正 ･転換する対象である｡理想的にはそうし

た分担関係にある｡

しかし実際には,都市の物的構造は,現在要請され

ている都市樵能を十分に実現するには欠点があり,ま

た,急速な産業構造の転換と東京が担うべき都市機能

の位置づけが変化する状況下に,将来像を明確に描け

ないでいる. また,地区の物的構造も,もともと市街

化が非計画的に進んだうえ,将来のあるべき市街地像

にコンセンサスが得られていない｡従って,都市と地

区とのあるべき関係は,両者が流動的なために確定す

ることが困難である｡ とはいえ,両者の接点を求める

なら,地区と地区を結ぶ中骨道路,地区中心で実現す

べき械能とそれを支え地区内に連なる道路網などが対

象になろう｡ しかし, ｢環7内の中高層化｣の事例が

端的に示すように,都市全体のなかで環7内を高度利

用すべLという広域的要請と,環7内の各地区におい

て建つ建築は中高層にすべLという即地的要請との間

に本来あるべき,そうした地区における物的構造 (及

びそこに建つ中高層建築が担う機能のあり様)や地区

と都市とを結ぶ物的構造のあり方に関するイメージは

不在である｡従って,それぞれの地区における現実味

のある ｢居住地像｣についても十分触れ得ていない｡

1-2 都市の社会経済的構造と制御の可能性

1-2-1 都市社会学 ･生態学からみた都市の社会

空間構造

都市の社会的構造は,都市計画の計画対象としてあ

まり認識されないが,社会構造自体を認識する研究は

古くから存在していた｡このうち本節では,都市計画

と関連深い社会空間構造に関する成果をレビューし,

のちに物的構造と重ね合わせた検討をおこなう｡

まず,社会空間構造認識の古典となるのが.シカゴの

都市成長過程を詳細に調査する中からE.W.バージェ

スによって唱えられた.｢同心円地帯仮説(Concentric

zonehypothesis)｣(1925)である. CBDを核として,

遷移地帯(Zoneintransition),労働者居住地(zone

ofyorkingmen'shomes),中産階級の住む一般居住地

(ResideJltialzone)I通勤者住宅地(commuters'zone)

(1929年追加)が同心円状にひろがる3)このモデルに

おいて,バージェスは,各ゾーンを ｢空間的にも,社

会構成 ･生活様式の面でも区別される｣地帯と説明し

た｡また,どうしてこの様な地帯が形成されるかにつ

いては, ｢拡大,遷移,求心,離心,組織化,組織解

体といった運動を含む都市成長の過程が,個人や集団

を住居や職業によってふるい分け,分離し.再配置させ

ることによって同心円的地帯構造を生み出す｣と説明

している｡ また,都市が成長するにつれて,それぞれ

の環はひとつずつ外の環へ侵食していくものとされた

.このうち.低層高密度市街地に関連すると考えられる

｢遷移地帯｣は土地利用の不安定な推移地帯で,ここ

にはかつての高級住宅地も島のように残っているが,

全体的にみればアパートや商業施設の流入の激しい地

帯であるとしている｡ また,この地帯は,頼廃化地区

(DeteriorationArea)とも呼ばれる (図.1-1)O

バージェスの同心円地帯仮説は,その後,ホイトに

よる ｢扇型理論(Sectortheory)｣(1939)4)へ,さら

に,R.D.マッケンジ-による業績(1933)をC.D.-

リスとE.L.ウルマンが ｢多核心理論(Multinuclei

theory)｣ 5)-と発展させた(1945).その理論の詳細は

省くが,ここで得られた結論は,都市の発展に従って

土地利用パターンが何故そのように現象するのかを説

明するため,都市の立地条件,都市機能の発生と都市

構造の形成,居住者 ･勤労者の定着 ･移動について,

社会的 ･経済的背景も加味しながら動的に描いている

のが特徴である｡ これらはあくまでも仮説的スケッチ

-6-
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であって,少々の誤りやズレは大した意味をもたない｡

従 って,バージェスの描いたごく簡単なモデルもその

一般性を失っていないし,都心周辺地帯に限ってみれ

ば,バージェスが提示した遷移地帯の性格はその後の

仮説のなかにも共通 して兄いだされる6)のであるQ

これら一連の｢叙述的｣モデルは,その後の統計的手

法の導入により社会地区分析(socialAreaAnalysis)

-と発展 してゆく｡すなわち,シェヴキイらは,セン

サスの実証的分析によって,地区分化の決定要因を次

のように捉えた｡まず,社会地区分化の最も重要なフ

ァクターは ｢社会経済的地位｣(職業,学歴,所得)で

あって,これは ｢扇型｣の分布に対応する｡次に重要

なのは ｢都市的地位｣ (出生率,婦人の就業率,丁戸

建て住宅居住率)で,これは ｢同心円｣的分布に反映

される｡ さらに, ｢分離化｣(人種,民族)は多核心

として反映されるものとした｡そして,｢社会経済的地

位｣｢都市的地位｣r分離化｣の3着はこの僧に強い説
明力を有するというものである7㌔

この業績は,社会学的には1960年代以降因子生態学

として清撤化されるが.因子の抽出自体に興味がいき,

本来の目的である都市の空間横道のパターンを示すと

いう興味からそれていった｡

わが国でも,1980年代の後半になって,都市社会学

の分野において,都市の社会空間構造を統計的に明ら

かにする試みがなされっつある｡ 倉沢(1986)8)紘,東

京区部を例に, ｢分離化｣に相当するものとして ｢活

力的地位｣ (65歳以上人口割合,人口移動率)が説明

力をもつことを示したうえ,いわゆる下町の活力が低

下 した住工混在市街地のみならず,良好住宅地の中に

も低活力地帯が存在することを示した (図.1-2)｡

また,以下の重要な結論を得ている｡

①社会地区(SocialArea)の空間分布札 土地利用形旗

の分化すなわち商業地,住宅地,工業地という分類

に従うとき,ゾーン的パターンを示すと言いうる｡

これは,束京の商業主義的発展が,都心部に近い住

宅地,それもしばしば旧高級住宅地を商業化 ･繁華

街･オフィス街化させることによって,商業地的機能

の同心圏的拡大を実現させてきたからである｡ この

パターンは,人口の年齢構成および家族構成が示す

空間分布においても確認することができる｡すなわ

ち,高齢者層の都心部における残留と滞積.対するに

年少人口比率と核家族比率の外周部分における高度

化である｡ すなわち.東京では家族的地位特性(都市

化特性)に関する限りゾーン的パターンを示すo

②東京23区は,社会経済的地位特性,すなわち階層的

特性によって社会地区の空間分布をみる限り,明確

なセクタ的パターンを示す｡ しかし,ホイトの仮説

とは異なり,セクタ内部において上層の住民が郊外

に移動するような現象はあらわれず,むしろセクタ

ー別に階層帰属が固定化する傾向を有 し,しかもし

ばしば中心部に上層が居住する傾向もみうけられる

9㌔ 南西セクターは比較的上層の住民が居住し,北

方向のセクターでは中心に上層,周辺部にブルーカ

ラー層という居住分化が定着 している｡これらのこ

とは,ゾーン仮説と同じくセクター仮説の限定的妥

当性を物語る｡

③上記要因は,都市の形成過程と大きくかかわる｡各

社全地区の個性は歴史的産物なのである.これは,

都市の社会構造と物的構造とが都市の形成という歴

史の理解を軸として明らかになる可能性を示す｡

④ ｢社会経済的地位｣｢都市的地位｣｢活力的地位｣

の説明率を,1970年と1980年で比較すると,1970年

には37.1%,25.4%,14.4%と,三者で76.9%を説

明していたのに対し,1980年には47.5%,26.3%,

12.1%の,計85.9%となった｡すなわち,10年間に

｢社会経済的地位｣の説明率が10%上昇し,これが

3着の説明率を大幅に上昇させた｡

上記結果を東京区部における社会空間構造の主要な

特徴とみるなら,郡市の物的構造の変容とは別の次元

で,ある部分では都市構造の変化と開通しながらも重

要な変化が生じて上るとみることができる.従って,

重要なのは,こうした社会的都市構造と物的都市構造

の関係を明らかにしたうえに,計画論を再構築するこ

とであるQすなわち,物的構造(の変化)が社会的構造

(の変化)に適合しているかを見極めながら都市計画論

を組み立てることが必要である｡

1-2-2 地区の社会構造

地区の社会構造は,自治会や商店会といった組紙に

関するものもあるが,ここでは都市計画の計画対象と

いう意味から.物的空間の変容に係わるものをみると,

地区の土地建物所有形態が最も基本的なものとしてあ

げられる｡地区の物的構造の下部構造となっているの

である｡ このうち,土地の変容に直接係わる地主家主

が最も重要な要素であり,定住層の基本にもなってい

る｡逆に,土地建物に権利をもたない非地権者の多く

は非定位層であって,地区の物的変化に関与する力を
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もっておらず,地区の,ひいては都市の変容の過程で

転居を通じて居住環境の改善を実現 している｡この場

令,居住者が占有できる空間面積は社会経済的地位を

反映し,それが低ければ密集しやすく,高ければ密度

は低下することが予想される｡

1-2-3 都市の社会構造と地区の社会構造

都市の社会構造は,先に示したとおり,即地的な権

利関係というよりも,むしろ,地域全体としてみたと

きの ｢社会経済的地位｣, ｢都市的地位｣,といった

ものと説明できる｡これらは,住宅需要階層や住宅地

階層と深く結びっいている｡ 従って,地域レベルでの

住宅政策に大きく係わるものである｡しかし,これら

は直接には都市の物的構造と関連していない｡もう少

しいえば,都市の物的構造のうちアクセシビリティー

に係わる要素は,社会構造の一要素である ｢都市的地

位｣と結びついているものの,社会地区の空間分布を

最もよく説明する ｢社会的経済的地位｣と都市の物的

構造とはあまり関係せず,むしろ都市構造以前の立地

条件に大きく係わっているO-方.地区の社会構造は,

地区の物的構造と分かち難 く結びつ･いており,この傾

向は都心周辺低層高密度市街地の多くを占める非計画

的市街地において顕著である｡

では,都市 ･地区の物的 ･社会的構造の,将来のあ

るべき関係とはどの様なものか｡それを考える素材と

して,次節において,1980年代にわが国でも問題視さ

れている ｢インナーシティー問題｣の検討を通して論

点を明らかにする｡

1-3 インナーシティー問題と低層高密度市街地

1-3-1 インナ-シティー問題と都市構造

インナーシティー問題とは,各都市の成長期におい

て形成された都心周辺地域の活力が失われた結果発生

する,物的 ･社会的 ･経済的問題を総称した概念であ

る｡元々イギリス固有の問題として1970年代の終わり

に日本に紹介されたが,イギリスでは戦後一貫して続

けられた都心の再開発と郊外のニュータウン建設によ

る人口･雇用の分散政策の結果という政策的側面が強

い｡これは都市機能の面からの解釈であるが,都市構

造との関係からみるなら,旧来の都市を支えていた都

市施設 (例えば水路 ･港湾 ･鉄道)が都市機能の変化

によって不要となりこうした関係の職が大量に失われ

た結果失業率が上昇し,一方こうした地域は現代化し

た都市構造からはずれており事務所や商店としての魁

力もないため投資がおこなわれずに衰退 ･荒廃すると

説明できる｡

先にみた同心円地帯仮説において,こうした地域は

r遷移地帯｣柑 )からr労働者居住鞄帯｣ 1日(元々のモデ

ルはシカゴから導かれた)とされ,古典的にもこうし

た問題の発生が指摘されていた｡ 従って,改めてイン

ナーシティー問題を論じる理由は,1)移民や公営住宅

の老朽による新たなるゲットーの形成,2)都市機能の

衰退と地域の活力低下,の2点にまとめられる｡ しか

し,これらが今日のみに発生した固有の課題であるか

どうか,また,わが国においても当てはまるものかに

ついてはさらなる検討が必要である｡

例えば,遷移地帯とインナーシティー問題の解釈に

しても,都心械能の拡大により荒廃するのか,逆に縮

小によって荒廃するのかについても,説が分かれてい

る｡ ただ,東京区部に限れば, ｢都心部の夜間人口の

流出は,都心部の経済状況に反比例する現象と考える

べきで,土地の自由市場の基では都心部での夜間人口

の定住化,あるいは人口減少防止 ･増加策の実現は極

めて困難である｣が｢都心周辺高密市街地においては,

定住問題と地域･経済の衰退は裏腹の関係にある｣ 12)

と考えるのが一般的であるo

1T-3-2 インナーシティー問題と都市政策

古典的なモデルに従えば,都心はど地価は高くこの

負担に耐えられる居住者は高所得であることが求めら

れる｡ 新たに居住する者はもちろんのこと,既存の住
I

民に対しても,固定資産税＼相続税等の税制や都心機

能等の拡大による異用途の侵入によって,タイムラグ

を伴いっつも地価が大きな影響を及ぼす｡

こうし_たことはインナーシティ-においても例外で

はない｡活力の低下していた地域も,相対的な割安感

や都市構造の転換プロジェクト等によって見直され,

所得階層のより高い世帯が再び居住を求める地域にな

る｡ これは,経済法則にのっとって自然に起こること

もあれば,政策的に行われることもある｡

東京区部でみるなら,従来ブルーカラーの居住地で

あった江東区のマンション化 ･ホワイトカラー化を先

導したのは,工場敷地を公的賃貸 (さらには分譲)住

宅に転用し,用途地域もこれに合わせて準工業地域か

ら住居地域に変更し,さらに地下鉄の導入等都市構造

の強化によってこれを促進した政策が中心にあった｡

しかし,低層高密度市街地の一部にマンションや鉄賃

アパー トが建ち地区の所得階層が上がるのは非政策的
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な現象である.従って, ｢インナーシティー問題｣と

紘,都市全体の均衡ある発展に歪が生じた一側面を指

す見方にすぎないともいえる｡これは, ｢第二次産業

の振興により果してきた高度経済成長以降の,第三次

産業主体-の産業構造転換と,従前からの市街地にお

ける土地利用様式との落差の表出であり,また,土地

利用転換の遅れとその困難さの表出｣13)であると言い

替えることもできる｡

1-3-3 大部市内部構造の変化と ｢インナーシテ

ィー問題｣

こうした見方からインナーシティー ｢問題｣を一般

化するOまず,大都市内部における｢インナーシティー

問題｣の現われ方は大都市全体の状況の相違,都市ご

との機能や変化動向の違いによって異なろうが,1)那

市内における役割と土地利用の変化,2)建物更新力,

3)社会階層の変化の3側面から定義できよう｡ 具体的

にわが国の状況をみると,

①大都市の拡大と共に機能を分化しつつ一定の土地利

用を伴いながら歴史的に展開した各地域において,

②時間の経過のなかで何らかの理由 (多くは産業構造

と都市構造の変化から取り残された結果)によって

建物の更新力が一定以下となった結果,

③本来起こるべき機健の更新 (量的･質的)が起こら

ず,利用者の需要に見合わないストックが蓄穣きれ.

㊨その結果として物的にも社会経済的にも問題が次第

に山積されてゆくプロセス

と定義することができよう｡ そして②の原因となるの

がその地域の (決して都市全体ではない｡都市全体は

一般に成長している｡)経済的衰微や居住地としての

位置の低下であり,③を経て⑥に至る過程で何故社会

的問題が発生するかについては, ｢居住立地を限定さ

れず一定の健力 (≒収入,技能)をもった居住者は,

地域が百分の要求に合わなければ容易に転出可能 (工

場も同じ)だが,そうでない老人 ･低所得者は残存し

てしまうから｣と説明できる｡

以上の ｢インナーシティー問題｣と逆のケースが,

次に述べる土地利用転換型の問題群であるO つまり,

｢インナーシティー問題｣が本来あるべき建物更新力

が足りずに停滞してゆく地域であるのに対し,こちら

は土地利用転換が急激に進む結果,従前の土地利用及

びその利用者 ･居住者と,新規の土地利用及びその利

用者 ･居住者との間に摩擦が生 じ,あるいは械健のア

ンバランスが生じ,それが ｢問題｣として認識される

ケースである｡ここでは, ｢居住空間｣が経済空間的

価値に置き換えられてゆく｡

1-3-4 インナーシティー ｢問題｣の体系化

従って,これらを体系づけて説明するには,いわゆ

る ｢インナーシティー問題｣を ｢土地利用停滞型問題

地域群｣,後者を ｢土地利用転換型問題地域群｣と整

理することが可能である｡従って,その中間として,

｢安定的良好地域群｣が存在していること,以上3地

域群の集合体として大都市が成り立っており,3者の

色分けは刻々と変化している,とまとめられよう｡

こうした分類を経た後,政策的には,

① ｢転換型｣地域においては,転換力の一部を規制し

つつ,都市械能と居住主体と空間構成の問の良好な

関係を誘導的に形成してゆくことが,

② ｢停滞型｣地域においては,何らかの事業手法で活

力を導入しつつ,地区の活力 ･建物更新力を引き出

してゆくことが,

③ ｢安定的｣地域においては,それを維持しているシ

ステムを発見 ･尊重しつつ,極端な ｢転換｣や ｢停

滞｣に陥らない努力をおこなうことが必要になる｡

1-4 都市構造 ･地区構造論からみた計画仮説

1-4-1 インナーシティー問題と地区別対応の方

向仮説

前節で示した仮説をもう少し一般化して展開するO

①土地利用 ｢転換型｣地域においてほ,転換力の一部

を規制しつつ,物的構造と社会経済的構造の良好な

関係を誘導的に形成してゆくこと,すなわち,その

地域の社会的合意 ･社会的規範を根拠として,先に

動いてしまう物的土地利用を制御する仕組みが必要

になる｡ これは,民間活力制御型の居住環境整備と

いえる｡

② ｢停滞型｣地域においては,何らかの事業手法で活

力を導入しつつ,地区の活力を引き出してゆくこと

が重要になる｡ここではそもそも本来起こるべき更

新力が低下しているのだから,｢狭あい道路の拡幅｣

や ｢木賃アパー ト建て替え｣もその状況に合わせた

運用が必要である｡すなわち,物的整備 ･更新を公

的に後押しすることによって,沈滞している社会的

状況に風穴を開けるのである｡ 従って,場合によっ

ては公的主体が事業手法を用いて良質な住宅を再開

発的に供給し,住み替えを促すことも考えられるべ

きであるO この際,地区内の借家世帯の居住水準を
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向上させることと共に,地区外に転出してしまった

若夫婦の呼び戻しや地区内にない階層の定住を促す

工夫も並行して進めることが必要である｡

③ ｢安定的｣地域においては,それを維持しているシ

ステムを発見 ･尊重しつつ,極端な ｢転換｣や ｢停

滞｣に陥らない努力をおこなうことが必要である｡

｢維持しているシステム｣を仮説的に列挙するなら,

基本的には定住層 (-戸建て持家層14))の占有する

一定規模の敷地 (標準世帯の居住に耐え,細分化が

起こりにくい,80-100-150-200m2) がまとまって

存在し,建物更新ができない無按道敷地は極小であ

ること,ある時代の住宅需要を集中して受け止めて

いないこと (例えば木賃アパートの過密立地がない

状態),逆にいえば,民営借家等の多様な住宅の建

設が一定割合で続いており,その逆に老朽化した民

営借家等が一定の割合で建て替わることによって常

に居住者の流動性を保持 しながら居住水準を一定の

割合で向上させることを可能にし,その結果として

居住者の社会的バランスが極端に偏らないこと,さ

らに,地域地区指定はある程度緩･いが緩すぎないこ

と (自力更新が可能な程度)であり,これらの結果,

地区全体にわたってまんべんなく,一定程度の更新

がコンスタントに起こりつつ,時代の変化,地区内

外の居住者のニーズに対応していることである｡ す

なわち,一定の物的更新を通 して社会的な変化を誘

発し,これがまた物的更新を訴発する様な関係を保

つことが重要である｡ ｢停滞｣や ｢転換｣に陥らな

いためには,こうした ｢安定的｣状態を創り出す く誘

導する)ことこそ必要だと考える｡

1-4-2 マスタープランと地区対策類型

以上は各特性をもつそれぞれの地区での対応の方向の

仮説である. 従って,こjlを都市全体のマスタープラ

ンからみると,

⑥まず,都市を上記 ｢転換｣｢停滞｣｢安定｣の3特

性をもっ市街地に分鞍することが必要で,その後,

それぞれの課題が示される｡

⑤次に,都市全体をどのような方向に発展 .成熟させ

ていくかという将来像 (市街地イメ-ジ)が示され

る｡ これに④を重ね合わせたとき,それぞれの地域

のとるべき方向が浮かんでくる｡

⑥その上に戦略の段階があり,各論へと展開する｡

補注(第1章)

1) 『新建築学体系 NO.19市街地整備』p.156

2)都市計画学会第18会学術研究論文発表会ワークシ

ョ･Pプでの小林東敬氏のまとめ.

3)バージェスは,同心円を歪める要素として,地形

･鉄道 ･工業の位置の歴史的要因,および社会の抵

抗の程度などを指摘している｡

4)高級住宅地域(最高地代地域)が,都市内部で扇形

(セクター)状に分布することを基本的主旨とするも

ので,上記注から同心円仮説の一部とみなすことも

できる｡ しかし,バージェスが都心距離に着目した

ように,セクターモデルにおいては ｢方向｣による

立地条件の差が重要な要素であるとの主張は無視で

きない｡

5)多核心モデルでは一般化はなされず,都市の状況

と過去の歴史に依存するとしており,抽象の度合が

低い｡

6)例えば.デイキンソンの｢3地帯構造説｣(1947)
はヨーロッパの都市から得られたもので,中央地帯

(都市の中心部)一中間地帯 (19世紀から20世紀の

初頭に都市化)一外部地帯 (電車 ･自動車の発達で

郊外化した地帯)の3ゾーンを示したOまた,日本

でも田辺(1975)は ｢新同心円構造説｣のなかで,日

本の都市にはデイキンソンの中央地帯の内側に内部

漸移地区がかなり広くひろがっていることを提示し

ている｡しかし,いずれもバージェスの同心円仮説
l

の各論といわざるを得ない｡

7)成田孝三(1987)『大都市衰退地区の再生』第 1部

8)倉沢進綜(1986)『東京の社会地図』東京大学出版

塾ヨコ言

9)都市経済学の立場からも同様な指摘がなされてい

る (宮尾等弘(1986)『現代都市経済学』 p.106).

10)軽工業･事務所･下級住宅･貧民窟･外国人移民地区

に相当する.

ll)｢遷移地帯｣から脱出したが職場への近接を望む熟

練労働者や商店の従業農の居住地区で, 2階建ての

アパー トが多く,移民の2代目も多く居住している｡

12)中林一樹(1983)｢大都市の内部市街地に関する研

究(1)｣(『総合都市研究』No19p.126)

13)同上 p.126

14)長屋建て持家層や,持家化していない古くから居

住する借家層も含むが,小数であるためこの表現と

した｡
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第2章 改善型再開発論の再検討

本章の主題は, ｢改善型再開発｣論を,今日的視点から再検討することにより,これま
で特定の ｢モデル｣地区整備に留まっていた低層高密度市街地の居住環境整備を,より一

般的な形で展開するための,理論的枠組みを提出することにある｡

ここでは,再開発の概念の中に,同じ｢公共の福祉｣を目指しながらも, ｢機能更新 ･

高度利用｣の論理と, ｢住環境整備｣の論理が両極として共存していることを明確にした

うえ, ｢改善型再開発｣は両者の論理を含むことを示す (第1節)｡これを受けて,具体

的整備内容 (｢不良住宅(木賃アパート)の改善｣｢建物の共同化｣｢狭あい道路の整備｣)
に着目しながら,両者の論理がどう説明づけられるか,また,今後の居住環境整備の構成

をどうすべきかにつき考案する (第2節)｡ 最後に,以上の検討を踏まえて,今後求めら

れる改善型再開発論の方向を論じる (第3節)0

2-1 再開発理念の変遷と改善型再開発の位置づけ

2-1-1 市街地再開発の論理と住環境整備の論理

わが国の再開発には,以下の4つの流れがある｡

①基盤整備の流れ ;都市機能の高度化 ･建物の高容積

化に追いっけずに不足を生じる都市基盤を,都市構

造の一環として整備する.

②防災の流れ ;都市の安全性向上のために路線 ･街区

単位で防災性能の強化をはかる｡

③都市機能更新と高度利用の流れ ;その場所に不相応

な低度利用の状態に対し,土地利用を高度化しつつ

密度増をはかるO

⑥住宅改良の流れ ;安全性や保健性の面から著しく不

健全な住宅地を改良する｡

さて,これらの流れの両極の考え方を示すのが,住

宅地区改良事業 (⑥に対応)と市街地再開発事業 (③

に対応)の考え方でる｡

まず,住宅地区改良の流れは大正期に社会政策 (貧

民救済)として始められたが,当初より住宅地の改良

に傾斜し生活内容の改善は伴わなかった｡その原因の

ひとつには,社会福祉事業と不良住宅改良とが分離し

ていたことがあげられるO 昭和34年に住宅地区改良法

が施行されたときにも,事業は住宅自体の改良に限定

されていた｡すなわち,法の目的は ｢当該地区の環境

改善を図り,健康で文化的な生活を嘗むに足りる住宅

の集団的建設を促進し,もって公共の福祉に寄与する

こと｣ (第 1条)を目的としていた｡ここでは,施行

主体が公共団体に限定されたことからも明らかなよう

に,建物の構造･設備上の ｢不良｣点の加算をもとに,

公共団体が個別建物の ｢不良｣度をチェックし, ｢保

安.衛生等に関し危険または有害な状況にある-団地｣

を建設大臣が指定して,この結果事業に強い公共性が

発生することをもって,公共団体が強制的に改良事業

をおこなうものである｡この際,事業によって住宅を

失う居住者は受け皿としての公営住宅に収容されるこ

とで,事業は効率的に進むと同時に生活保障をおこな

うことになるのである｡このように,住宅地区改良事

業には事業に強い公共性をあたえることによって,不

良な住宅を良好な住宅に一新させる強制力を与えてお

り,従って,基準を満たす改良 ｢必要｣地区について

紘,居住者の合意手続きは重きを置かれないまま事業

を成就することが目的とされるO いわば,公共の福祉

(居住者の要求に基づくものではない)の ｢必要性｣

のためにおこなわれる事業であって,事業採算はとて

も見込まれないので公共の資金をつぎこんででも改良

を促進するという論理である｡ ここにおいて,居住者

の意向を反映する手続きとしては,法第35条に不服申

し立てを規定しているのみである (｢対抗しうる権利

を有しない者｣として扱われる)｡ また,後に検討す

るが,実際に適用された地区は公的住宅がらみのもの

や公有地の不法占拠地区が圧倒的に多く,民有地上の

一般不良住宅には踏み込ま (め)なかったことをみて

ち,ここでいう｢公共の福祉｣の論理は,国民の全て

に最低限の生活を保障するという理想 (憲法第25条)

を具現したものというより,むしろ公的立場から放置
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しておけない｢不良｣を.公的責任において｢除去する｣

という意味での ｢公共の福祉｣であったと解される｡

一方,1969年施行の都市再開発法に基づく市街地再

開発事業はどうだろうか｡第 1種市街地再開発事業に

限定するなら,先の住宅地区改良の論理とは極めて異

なった論理構成となっている｡ すなわち,R市街地再開

発事業を定める都市再開発法は, ｢都市における土地

の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新とを図

り,もって公共の福祉に寄与することを目的とする｣

(第ュ条)というように,論理的には明快である｡さ

らに,権利変換の方式,補償の方式といった合意プロ

セスまでも含みこんだ制度内容になっており,可能性

の論理で事業を進めていく方向が,明快に示されてい

る｡ ここでの可能性を支える要因の多くは,そこが高

度利用するにふさわしく,従って事業採算性が高いこ

とによっている｡

この二つの流れは,その後のいろいろな事業手法,

制度手法の創設にもかかわらず一貫して認められる考

え方であって,前者は住環境整備のながれ,後者は市

街地再開発のながれと呼ぶことができる｡ 以下,具体

的な流れをみていく.

まず,住宅改良の流jlは,住宅自体の改善と住宅ま

わりの住環境の改善とに分化する｡ 住宅自体について

もいくつかの分化がみられる｡ そのひとつは,住宅建

設5か年計画 (昭和41年～)によって示される ｢住宅

難｣ ｢最低居住水準｣といった居住世帯との対応関係

による居住水準最低ラインの明示であるo もうひとつ

は,従来住宅そのものの構造設備不良しか ｢不良｣の

判定に用いられなかったことから踏み出し, ｢接道不

良｣が住宅を不良とするに足る根拠として採用された

ことである｡ 前者は強制力も地区指定もなく,いわば

目標としての最低ラインであるが,これが設けられた

理由は, ｢世帯構成に対応 し,寝食分離等最低限の水

準をどの世帯も達成することを目標として示す｣こと

であった｡また,公的に関与できる住宅については少

なくとも (供給時には)この基準を達成すべLとの建

設基準でもあった｡後者はいわば住宅地区改良法が当

初想定していた市街地が変質し,かわって木賃アパ-

ト地帯等を中心とする軽度の問題地区が圧倒的に多く

なってきたことの反映である｡ 一方,住環境面につい

ては,狭あい道路拡幅を目的とする制度の創設 (地区

住環境総合整備事業)などがあげられる｡

これらは,住宅地の住宅及び住環境について本来あ

るべき水準を明示すると共に,その達成を促進するた

めの援助をおこなうという論理である点で,住宅地区

改良事業の延長ともとれるo Lかし,論理的により治

めてみれば,行政がこれまで何もしてこなかったため

に問題が発生している実状に対 し,他地区との公平性

を損なわない限りにおいてその場の居住環境を向上さ

せる責務の範囲を示したものといえる｡ その責務の範

囲が, ｢公共の福祉｣の範囲であるが,その内容が社

会の変化,市街地の変容のなかで分化 ･変質している

のである｡

市街地再開発の流れはどうか｡ここでは,強い公共

性のもとに強力に再開発を推進する第2種事業や,再

開発促進地区が新設されると共に,個人施行の再開発

が可能になるなど, ｢公共の福祉｣の規準按和がおこ

なわれ,結果として,再開発の概念が多様化つつ ｢公

共の福祉｣の範囲がひろがった｡ しかし,そこに一貫

して認められるのは,都市全体の更新やそれぞれの地

区の合理的･機能的土地利用をめざす論理である｡

今後,低層高密度市街地の居住環境整備を展開する

ためには,両者の論理を調整しながら実現することが

必要とされている｡

2-1-2 改善型再開発論の再検討

改善型再開発は一般に以下の様に定義されるO ｢一

定の地域生活単位において,既存の基本的構造 (や地

域の歴史,特性)を重視しつつ,小規模事業･限定的事

業を空間的･時間的に積みまねながら.公共空間の整備
I

と敷地建物の整備を併せて.発意･立案･実施･環境管理

の一連の段階で市町村が住民の意向を反映しあるいは

住民の参加を得ておこない,それぞれの地区の物的生

活環境な.6ぴに固有性の回復をはかる｣もが )であるO

ここでの主要な概念は, ｢-定の地域生活単位｣｢基

本的構造｣｢小規模事業･限定的事業を空間的･時間的

に積み重ね ｣ ｢公共空間の整備と敷地建物の整備｣

｢地区の物的生活環境｣である｡

まず, ｢一定の地域生活単位｣についてo 単位設定

の方法には,町丁目や町会のようなコミュニティー単

位で区切る場合と,ある空間要素との関係で範囲を設

定する (例えば防災広場から00m,幹線道路から0
0m)場合の2つがあるO公共施設定借の様に,便り

の単位としてある区域を設定してそれぞれに整備をお

こない,結果としてどの区域にも同じ水準の整備が可

能な場合にはこれでよかった｡ しかし,ある特定の地

域のみを取り出し,特定の空間要素のみをを備対象と

- 13-



することが,どの様に正当化できるか｡ひとつは,そ

の自治体にとって,その場所の住環境水準が他の場所

より圧倒的に低いので整備の ｢必要性｣があり.また,

過去において何等の公共投資がなされなかったので,

整備の ｢正当性｣がある.｢可能性｣は定かではないが,

公共投資をおこなう部分は少なくとも改善されるであ

ろう,すなわち,そういう意味で ｢公共の福祉｣に貢

献する,という論理 (-住環境整備の流れ)が一般的

である｡しかし,この場合,そこだけが圧倒的に ｢必

要性｣があるとは一般には言い難く, ｢一定の地区｣

を選んだあとは,なかでも｢必要性｣が高い部分は公

共投資をおこなうが,その他の部分は地権者の合意を

得ながら,各自が主体となって整備をおこない,公共

はその援助をするという構成が樫にかなっている｡た

だし,集中的に改善をおこなう地区がまわりへの波及

効果を持っている場合,あるいは,それ自体として都

市全体に貢献する場合は別である｡ これは戦略的なレ

ベルでの事項であり,市街地再開発の流れにむしろ近

いものである｡

次に, ｢基本的構造｣について｡これは第 1章で示

したとおり,地区の物的構造と社会的構造の両面とし

て理解する必要があるし.都市構造との関係でみれば,

都市構造を前提とするその枠の内部での整備であれば

一般にそれは改善型再開発の範囲内であるが,都市構

造の一端を担うための整備であれば,一般的な再開発

として位置づけられよう｡

次いで, ｢小規模事業 ･限定的事業を空間的 ･時間

的に積み重ね｣についてo これは,改善聖再開発が改

善を一挙におこなえないこと,改善の ｢部品｣そのも

のは個別要素の改善にしかならないことから導かれる

事業手法の必然的帰結である｡しかし,各 ｢部品｣は

個別制度手法に分解しており,かつ-率の基準に縛ら

れているのが現状である｡ そこで,個別に分解した諸

制度手法を,地区をペースにしていかに重層的に用い

るかが問われる｡ この際, ｢部品｣ひとつひとつは個

別改善にしか使えなくても,ルールにのっとって ｢部

品｣を使うことにより地区的･総合的な効果をあげる

ことができる｡すなわち, ｢部品｣をコントロールす

る地区のルールや計画システムが必要になる｡

次に, ｢公共空間の整備と敷地建物の整備｣である

が,公共公益施設を別にするなら,これは,街路と敷

地建物の整備となる｡ 低層高密度市街地では.一般に,

街路空間と敷地建物空間が集合体として分かち難く-

体的に形成されている｡従って,これらを要素ごとに

分解し,それぞれに対して法による一般規制を強制し

たのでは,結果として形成される空間,住環境が必ず

しも良くなるとは限らない｡しかも,既存の空間を再

整備することを考えると,地区全体を一体として計画

することは困難である｡ このジレンマをどう調整しな

がら整備につなげるかに関する課題であるO この場合

の ｢公共の福祉｣は,地区にとって是非とも必要な要

莱,例えば6m道路は,より上位の ｢公共性｣が,吹

のレベルの共用空間 (例 :4m道路)はその次の ｢公

共性｣がある｡しかし,相隣環境にのみ関わる部分は

｢共同性｣はあっても｢公共性｣が高いとはいえない ｡

従って,建菅に対する援助は, ｢公共性｣の強い部分

には手厚くするが ｢共同性｣の部分は｢調整｣｢伸介｣

｢協議｣に対するコーディネー トの役割が期待される｡

にもかかわらず手厚い援助をするためには,福祉の面

からの ｢公平性｣の論理構成,又は,波及効果も含め

た上位の整備戦略に関わる ｢戦略性｣の論理が用意さ

れる必要がある｡

2-2 整備計画手法各論の状況

2-2-1 各論の状況

｢低層高密度市街地の居住環境整備｣を今日的課苛

としてとらえた場合,大きく分けて3つの方向で計画

論が形成されつつある｡

(1)不良住宅の建替え,とりわけ木賃アパー トの建替

(2)建物の共同化及び敷地のコントロール

(3)狭あい道路の拡幅･整備

なお.防災性の向上,緑化等その他の課題も重要だ

が,ここでは上記(1)～(3)に絞って議論する｡

さて,それぞれの課題は空間的に分離して存在する

わけでなく,場合によっては三者が同一地区に重なる

こともある｡実際,今日モデル的に整備が進みつつあ

る地区は,課題山積が著しく,整備の必要性が最も高

い地区である場合が多い｡そして,そこで示される計

画は,必然的に.｢必要性｣の論理で構成されていた｡

しかし,必要性の論理のみで構成された計画は,た

とえ計画論的には正しくても,実際の適用段階では容

易には受容されないことが,地区レベルの ｢まちづく

り｣のなかで明らかになってきた｡ これを受けて,個

々の物的整備水準目標設定にも変化が生じている｡ し

かし,より深くみるなら, ｢必要性｣の論理自体を分

析的に明らかにする必要がある｡
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2-2-2 不良住宅の建て替え (特に木賃アパート

の建て替え)

(1) ｢不良｣住宅の概念の変容 :

｢不良｣概念は対象とする時期により意味が大きく

異なっている｡ 戦前のスラム問題,戦後の非戦災老朽

住宅地区等の ｢不良｣は,高度経済成長l弓は,木賃ア

パー ト地区,低質住宅地区等に加え,公賓地区も加わ

った2㌔ また,近年では,初期に形成されたマンショ

ンが,フィルタリングの結果, ｢不良｣となる可能性

をもっていることが指摘されている3)｡ 以上を空間的

側面に着目してまとめると,初期のスラムは宅地基盤

が不良なのは前提に,建物構造 ･設備が極めて不良だ

った｡次いで,建物のみが不良,基盤が不良く2項道路

も含めて),建物は不燃化されているがその維持管理

が不良,という様に,不良の概念が拡大 ･分化 ･多様

化している｡今日の低層高密度市街地は,環境上不良

な要素があるとはいうものの,それらの多くは分散し

ており,かつての ｢不良｣とは様相を異にしている｡

従って,住環境整備の論理上,公共主体が責任をもっ

て ｢建替必要｣とする区域は限定さ･れており.｢不良｣

の要素,そのひろがりの程度に応じて,改善を援助す

る道具立てを整えることが中心的役割になる｡

(2)木賃アパー ト建て替え論の再検討 :

木賃アパー ト問題は,単なる老朽ストックの建て替

えという課題をこえて,今臥 以下の様な多様な課題

群から成り立っている｡

①初期に建てられた設備共用型の老朽化しつつあるア

パートは,設備 ｢不良｣であるから建て替えが必要

である｡しかし,建て替えの可能性を検討すると,

家主の意欲がない (現状維持,高齢化,資金不足),

共同化して良好な住環境を確保すべきであるが,そ

の条件(敷地面積300-500m2) にある敷地が少ない.

これらの課題をどうクリアするか｡その場合,設備

｢不良｣に対して,公共主体が責任をもち改善すべ

き程度をどこに設定するか｡

②実際には ｢設共｣木賃アパー トは大幅に減少してい

る｡ その過程で,居住者はますます低所得化してい

る｡むしろ問題は,こうして取り残された沈毅層に

対し,どう対応できるかではないか｡特に,建て替

えを公的に促進するなら補完措置が必要でないか｡

②従後の空間形態をどう誘導するか｡これは,整備の

模範的なモデルであるべきであるがそれは可能か｡

③現存するストック,その建て替え,新たなるアパー

ト建設の関係はどうなっているのかO老朽アパー ト

の建て替え促進だけでは,問題の再生産になるだけ

ではないか｡

こうした地区の課題を解く作業は,事業適用をもって

始まったといってよい｡その際, ｢公共の福祉｣のた

めにおこなう事業である以上,①～③に適切に応えて

いなければならないのである｡

2-2-3 建物の共同化

まず,建物密集の解消を目標として示されていた中

高層住宅による建て替え-オープンスペースの確保と

密度増の図式は,都市全体のマスタープランでは保持

されつつも,実際の地区の計画では ｢共同化｣｢ミニ

再開発｣へと縮小した4㌦ これらは,おおむね 500nf

程度の敷地を目安に権利者が共同して建物を建て替え

ることで,低層建物の密集による相隣環境の悪化を防

ぐと共に一定量の共同空地を確保することをねらいと

するものであるが,その後,数多くおこなわれたアン

ケー ト結果等5)によって,①共同化の必要なしとする

者が多い｡②密集地区においては共同化のためにまと

めるべき敷地数が多くなり,①によって共同化の合意

が得られにくいことが明らかとなった｡またこの際,

｢条件付で共同化受け入れ可｣とした者が条件とした

｢権利調整｣や ｢低利融資｣が,公的な制度として定

借されつつあるものの,実際に共同化が行われるケー

スは稀であり,また一部が共同化したとしても,地区

全体にわたる秩序だった建て替えの保証がないことは
I

当初から指摘されている｡ 従って,一般の高密度市街

地においては,｢協調化｣が精一杯のところ.との指摘

もなされてきたO従って.｢オープンスペースの確保｣

を個別吟敷地に負うことは不可能との判断から,これ

を別の整備体系,すなわち大規模敷地の開発に伴うオ

ープンスペースの誘導的確保や,跡地買収によるスポ

ット的なオープンスペースの確保,さらには事業手法

による地区内道路の整備に任せるという考え方がとら

れることになる6㌦また,｢協調化｣は,現実的には地

区計画等によって協調内容が担保されない限り実現は

難しく7㌦ こうした合意の難しい一般的な低層高密度

市街地においては,他の手法が必要になる｡ 従って,

これを補足する意味では ｢ミニ開発｣｢ワンルームマ

ンション｣等の建て方を規制誘導することで,少なく

とも ｢悪い｣フローは排除し,できるだけ良好なもの

に誘導するというのが,現実的な考え方である｡

以上を, ｢公共の福祉｣から評価するなら,まず,

-15-



都市更新レベルでの高度利用は,-般に,低層高密度

市街地の地権者からは敬遠さjlており,また,地区壌

境向上のための ｢共同化｣にも賛意が低い｡従って,

論理的には,放置できないほどの問題に対しては公共

資金の投入が正当化できるものの,一般の個別建替に

は ｢公共性｣の程度に従って援助が正当化されよう｡

2-2-4 細街路の整備

最後に ｢道路の拡幅｣についても,理論的に必要とさ

れた,既成市街地ではr250-500mおきに幅農8-15m

道路8㌦全ての道路を4m以上9)｣という目標値が必ず

しも明言されなくなっている｡このうち,暗点6-8m

の道路については地区計画等により拘束力をもたせて

(実際には事業手法で)地区内に最低限のものを整備す

るという考え方が一般的10)であるが.その他の狭あい

道路については,密集市街地の過半を占める2項道路

が過去に拡幅されなかった現実を,その要因も含めて

改めて確認したうえで,拡幅が何らかの方法で可能な

ところは拡幅しつつも,全ての道路を 4mにというの

ではなく,当該道路の公共性 ･防災性を考えて地区整

備の分脈のなかで検討すべきだ.との考え方1日 に変化

している｡

2-2-5 まとめ

以上,各計画論を通して共通するのは,計画論的に

は正しいとされた考え方が,現実の市街地に存在する

各主体の論理や行政現場で蓄積されてきた既成事実に

より厳しくチェックされ,計画論自体が変質を迫られ

ている点である｡これは,一面では計画理論の敗北と

して批判されねばならないとしても,現実的にみれば,

実績もなく ｢必要性｣の論理のみで構成されていた計

画論が, ｢公共の福祉｣｢公平性｣などの現実的 ･社

会的論理によって修正を迫られている,とみることが

できるQ現在,各地で進行しつつある ｢まちづくり｣

紘,実際の場面で整備の可能性を模索しているものと

いえる｡しかし,これまでの形でのモデル的 ･集中投

資的な改善型再開発を指向する限り,その限界は明ら

かである｡今日,改善型再開発そのものを計画体系の

なかで位置づけ直す必要に迫られているのである｡

2-3 今日求められる改善型再開発論の方向

2-3-1 改善型再開発で明らかにすべき論拠と論

理

以上で検討したように,改善型再開発を進める場合

に明らかにすべき重要な点は, ｢公共の福祉｣｢公平

性｣丁戦略性｣｢計画性｣である｡ ｢公共の福祉｣を
持ち出すためには,行政としてこれまで何もやってこ

なかったので問題が起きていること (-住環境整備の

流れ)あるいは,その場所の健全な高度利用と郡市機

能の更新が都市全体に貢献すること (-市街地再開発

の論理)が重要な論拠となる｡ ｢公平性｣には何故そ

の地区だけに手厚い援助をするのかの論拠と共に,同

じ地区内でもどの主体に対して援助をおこなうのかの

説明が必要である｡ ｢戦略性｣は,整備を効果的 ･効

率的に進めるための手段として位置づけられる｡最後

に ｢計画性｣は,改善をおこなう.際に目指すべき空間

像に関わる課題である｡これらの課題は,従来の改善

型再開発の論理では説明しきれていないが,乗り越え

るべき課題であり,ここでは以下の様に考える｡

まず,住環境整備の論理からみた ｢公共の福祉｣は

第1節で検討したように,行政がその場に厚い援助を

すべき論理であって, ｢公平性｣の見地とからませな

がら,客観的指標として整備地区の優先順位を示すこ

とが重要である｡しかし,地区内のどの主休に援助す

べきかは,自力でおこないうる層と援助が必要な層と

を分け,そのバランスを地区外とのバランスも考慮し

て順位づけることが必要である｡

しかし,都市全体の更新計画を考える場合,あるい

は地区内の改善型再開発を進める場合,残りの ｢戦略

性｣と｢計画性｣も同時に考えおく必要がある.まず,

｢戦略性｣は,放っておけばポテンシャルの高い一部

の区域が個別に ｢再開発｣｢建て替え｣されていくな

かで, ｢計画論｣の見地から重みづけし,さらに練り

直す作業である｡都市レベルにおいては,都市全体の

構造を強化すべく,望ましい再開発は促進させ,そう

でないものは位置づけない,などの姿勢であるが,具

体的にはその地区を計画書に書き込むことによって,

｢戦略性｣の見地からの ｢公共性｣を与える｡ 従って,

先の住環境整備型の位置づげとは異なっている｡ ここ

における ｢公平性｣ももちろん重要な要素であるが,

下位の要素である｡ ここでは,概ねポテンシャルがあ

ると判断されるが,必要ありと位置づけられれば公共

投資を集中して目的を達成することも正当化される｡

2-3-2 ｢市街地再開発｣｢住環境整備｣と改善

型再開発

以上から明らかなように, ｢住環境整備｣はその場

の環境向上のために行政が責任を負って住民と共同し

ておこなうもの, ｢市街地再開発｣は,都市全体の,
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あるいは地域 ･地区全体のために,行政が位置づけを

おこない,民間の活力を導入して主におこなうもので

ある｡従って,両者の方針は本来別々に描かれるべき

内容である｡改善型再開発はどちらかといえば前者に

関わるものであるが後者にも関わる｡ ｢高度利用｣の

考え方は ｢戦略性｣を色濃 く含むという意味で ｢再開

発｣に関わる事項である｡例えば, ｢環7内の申高層

化｣は,住環境整備の論理では説明しきれない再開発

(高度利用)の論理である｡ ｢戦略性｣に彩られた再

開発方針という道も残されているのである｡

争いを避けうるのならそれぞれの論理に従ってそれ

ぞれのコトを運べばよい｡しかし.今日,都市計画は,

その場の空間性能を向上させる住環境整備の論理と都

市全体の戦略的再開発 ･高度利用の論理をいかに調整

･総合させるかに応える責務を負っている｡改善型再

開発もこうした文脈のなかで再構成することが求めら

れている｡

2-3-3 改善型再開発の総合的展開のための理論

的枠組み

以上の検討をもとに,今後改善型再開発を一般化し

つつ展開するうえで必要な理論的根拠と検討課題を整

理しておく｡

①地区選定については,ある特定の地区を選んでその

なかで通用する総合的制度を作ることは非現実的で

あり,他地区とくに隣接地区とのバランスからみて

放棄すべきである｡選ばれた地区で公共投資として

おこなうべきは,その地区が最も必要としているも

のだけ (例えば広場,6m道路)であって,その他

は各種 ｢道具｣を用いっつも,他地区とのバランス

を考え,地権者が主体となって整備を進めるのが現

実的である.公共側はその援助に努めるべきである｡

この場合,そこを選ぶに至った ｢公共の福祉｣の論

理と,にもかかわらず整備対象 ･内容に重み付けす

るに至った ｢公平性｣の論理が用意され,そうでな

い場合も｢戦略性｣が説明できなくてはならない｡

②その関連でみると,特定の地区を抜き出す場合も,

全地区にわたって整備の強度を示す場合も,マスタ

ープランの見地から戦略的な計画が作成される必要

があり,たとえ特定の地区といえどもその中で適切

に位置づけられるべきである｡

③基本的構造については,都市構造との関係で,物的

構造と社会的構造との関係でその地区をはっきり位

置づけたうえで,適切な目標が掲げられるべきであ

る｡ これは ｢公共の福祉｣の内容を見極めるうえで

重要な手続きとなる｡

⑥空間の整備像については,単に手法論ペースで表現

する (例えば ｢ミニ再開発｣)のでなく,第3章で

述べる都市型住宅形成誘導論をベースに,どういう

住宅を形成するかを適切に打ち出すべきである｡

⑤基礎的テーマとしては,地区がどう変容しているの

か,それは何故なのかを,｢計画｣と対置させつつ,

不足している部分を改善･克服する,という計画論の

組み立てが重要になる｡

補注(第2章)

1)土田旭(1979)｢市街地改善のための新しい手法

一改善型再開発の提案-｣(『都市計画』NO.107)

2)住田昌二(1984)『住宅供給計画論』

3)社会開発総合研究所(1984)『大都市地域における

活力の維持方策に関する調査報告書』pp.7卜98

4)代表的なものに,東京都首都整備局(1975-6)『再

開発事業基本調査 ト Ⅱ･Ⅲ』,中央区(1975)『月島

地区再開発適地調査』がある｡

5)日本住宅公団(1980)『民営木賃アパ- ト経営者等

の建て替え意向に関する研究』が代表的である｡

6)例えば.住宅･都市整備公団(1981)『木質アパート
建て替えの可能性に関する研究』P18｡

7) ｢共同化｣が数人の地権者さえまとまればよいのl

に対し, ｢協調化｣は対象となる地権者が増えるこ

とから,より高度の整備方法ともいえる｡

8)戦前に都市計画街路の補助として計画された 8-

15mの細街路は昭和39年に廃止された経緯がある｡

9)理想的には街区は6m以上の街路で囲まれること

が望まれるが,既成市街地はやむを得ず4mを目標

値としている｡

10)既に計画決定した例に杉並区蚕糸試験場跡地周辺

地区がある.6m道路3本 (延長780m).地区整備

計画を定めても実現手法がないと形成が保障されな

いという問題がある. 実際,蚕糸試験場周辺地区の

場合も単独事業として実現した｡

ll)土岐悦康･高見沢邦郎･井上林部･井上隆 ｢｢2項道

路｣における4メートル拡幅の意義とその実現につ

いて｣(『日本都市計画学会学術研究発表会論文集』
Ⅳ018p.346)
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第3章 都市型住宅形成誘導論の再検討

本章の主題は,従来の改善型再開発論が, ｢問題｣を ｢改善｣することに関心が集中し
た結果,次々に発生する ｢フロー｣をどう誘導するかの視点が希薄だったとの問題意識に
立ち,そこに住まう居住者を想定しながら政策的･誘導的に望ましい市街地像を実現する

方法に関する基本的理論 ･手法を整理することにあるo

ここでは,まず,1970年代前半に出そろった ｢住宅政策の空間化｣をめざす計画論の推

移とその限界につき整理をおこなう (第1節)｡次に,こうした基礎的理論が出された後

め,時代背景と計画条件の変化を確認したうえ, ｢住宅政策の空間化｣をめざす現実的手
法の研究 ･実践につき考察する (第2節)｡さらに,形態的側面から｢都市型住宅｣を定

義したうえ,わが国にそれが定着しなかった歴史的経緯を概戟する.最後に,こうした現

実を踏まえながらも,現代的な形で ｢住宅政策の空間化｣を展開するために必要な計画仮

説を指摘し,結とする (第3節)｡

3-1 ｢住宅政策の空間化｣をめざす計画論の推移

と限界

3-1-1 ｢住宅政策の空間化｣要請の背景

都市が成長していた時期においては,住宅需要推計

をもとに住宅 ･宅地供給計画が立奏され,都市基本計

画における住宅供給計画として位置づけちれていた｡

住宅需要については,人口推計を元に,世帯規模の推

計 ･住戸形式の推計を加味し,必要住宅用地面積を求

め,これを住宅適地に ｢はりつける｣ ｡ ここでの計画

紘,フロー主義であること,公共住宅大豊建設主義で

あることに大きな特徴があった｡しかし, ｢遠 ･高 ･

狭｣の問題や,地元自治体からの ｢団地お断り｣が公

的住宅でも発生し,民間住宅分野においてもマンショ

ン紛争をはt3めとする種々の問題が発生した｡

こうして,住宅はそのものの質ばかりでなく,その

立地や家賃,相隣環境も含めて総合的な質が確保され

ていなければならないことが認識されてきたO言い方

をかえれば,従来,個人 (世帯)をベースとし,住宅

階層別に政策を立姦してそれぞれの公的住宅供給主体

(公営 ･公社 ･公団 ･公庫)が建設戸数を確保してい

た属人的 ･非空間的方法の限界が明らかとなり,地区･

街区を単位として住宅需要を知り住宅供給の問題点を

知る属地的空間的視点からの方法論が必要になったと

整理できる｡

一方,住宅は,供給後の維持管理も重要である. 住

宅の供給は,まさにその供給時において,将来の建て

替え,さらには,それが集積した場合の問題点を考慮

したものでなくてはならない｡なぜなら,今日の問題

市街地の多くは,元々 ｢問題｣と指摘された住宅が高

密に建てられた地帯であったり,供給後の建て替えの

結果一般住宅地が ｢悪化｣して形成された地域だから

である｡

この様に考えると,基本的には,次々と建ち,さら

にいずれは建て替わる住宅をそれぞれの場 ･地区 ･地

域にどう誘導するか,その根拠はなにかに対する理論

が必要である｡.もう少しいえば∴住宅の供給時におけ

る,その立地と内容 (質)のあり方に関する理論化が

必要である｡ こうした観点から,｢住宅政策の空間化｣

に関する議論を中心にレビューしつつ,理論的基礎を

確認する｡

3-1-2 ｢住宅政策の空間化｣の提唱とその理論

｢住宅政策の空間化｣が初めて体系的に整理されて

提唱されたのは1973年である11.それ以前においても,

先進的な自治体において地区別の住宅供給計画をスタ

ディーしたもの2)もあったし,木賃アパー トの実懸把

撞のみならずその対策をマクロなフレームの中で試案

的に示したもが )もあらわれた｡しかし,事態の緊急

性から,すぐにでも使える政策論をめざした点が異な

っている｡

これを理論的側面に着日してまとめるなら, ｢住宅

政策の空間化｣をおこなう主体は,きめ細かい施策の

展開が可能で,社会福祉政東との連動が可能であり,

地域管理主体となりうるという利点から,地元自治体

ときれた｡計画は,基本計画と事業計画とからなって
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いる｡ まず,基本計画では,｢住宅環境容量(-密度)｣

･r住宅立地範囲｣･｢住宅基準｣が示されるO このう
ち, ｢住宅環境容量｣は大阪府が各自治体に戸数を配

分するというもので, ｢住宅立地範囲｣は住居系の用

途地域以外では住宅建設を許可制にするというもの,

｢住宅基準｣は住宅の設備 ･広さ等についてストック

･フロ-別々に最低の基準を定めるというものである.

また,事業計画は,地区を｢更地地区｣｢保全地区｣｢修
復地区｣｢再開発地区｣に分けたうえで,｢更地地区｣に
は ｢住宅建設計画(-フロー)｣を,残りの3地区には

｢住区環境整備計画(-ストyク改善)｣を対応させて

いる｡

以上を今日的な目から評価すると,

①いますぐにできる計画を目指 しながら,公共住宅主

導を前提に計画しており,大量の良質なもの (公共

住宅)の供給によって順次水準以下の住宅が置換さ

れて減少すると想定している｡ これは,その後の公

共住宅の供給減,相対的な居住水準悪化を考えると,

当時の構想の限界であった｡

②上記欠陥は,高度成長期の政策を批判しつつも,未

だ都市の成長が続いていたこと,従って,成長する

｢パイ｣の配分計画的色彩が強かったことによる｡

③民間住宅の立地をコントロールする力がほとんどな

く,また,住民参加によるまちづくりもまだ実践例

がほとんどなかったので,ス トック改善も考え方を

示す理念レベルにとどまっていた｡

④また,この計画は手法技術的なレベルの話であり.住

宅需要側の生活的視点がないことも特徴である｡

上記限界は,その後の社会情勢の変化と計画論の発

展により揃われ修正されてゆく｡

3-1-3 ｢住宅政策の空間化｣に関するその他の

理論

まず,住宅政策の空間化を生活的視点から論拠づけ

た牛兄の ｢居住立地限定階層論｣(1973-4) 4)は画期

的である｡ここでは束京区部を例に,居住立地限定型

の職種に携わる人口を積み上げ式に提示 (城東地域で

61.4%,区郡全体で50%強)したうえ,①文化的な生

活を享受するために通勤時間は最小限度にとどめるべ

きであるO (診限定階層は徒歩または自転車で15分以内

が望ましく,都心居住選好階層は徒歩又は公共の交通

機関で20分以内,非限定階層もできれば30分以内,最

高45分以内にとどめるべきである,といった政策提言

をおこなっている｡ ただし,異体的方策についてはこ

れも理念論に留まっており,実際には,その後,居住

立地限定層の内容と立地自体が大きく変化する一方,

中枢管理機能はますます都心部に集中し,公共交通も

一段と強化されたものの,通勤時間はますます伸びる

など,状況は刻々と変化している｡

一方,東京区部を住宅地類型として示したのが三宅

(1976)5)である｡類型の手がかりとしては,①住宅

の型 (公共住宅.木賃アパート等),②人口構造 (年齢

構成)が主として用いられた｡しかし,個々の型にお

ける整備の方向性までは示されておらず,またその方

向性が仮に示されたとしても,即地的な整備の方向と

しての根拠があるか疑問ときれた61｡

以上により, ｢住宅政策の空間化｣の考え方自体は

素朴なレベルであるものの出そろった｡｢都市と住宅,

郡市問題と住宅問題,都市政策と住宅政策について,

新しい視座をおき展望をえがく基盤は,おおむねこの

時期につくりあげられた｣ 7)のである｡ しかし,これ

を現夷に適用できる道具とするにはいくつかの乗り越

えるべき課題があった｡

3-2 ｢住宅政策の空間化｣の理論化と実現手法

3-2-1 前提としての時代背景と計画条件の変化

｢住宅政策の空間化｣を取り巻く状況は刻々と変化

している｡ これを,①都市全体の状況変化,②住宅供

給パターンの変化,③住宅需要者層の変化の3GTJ面か

らみていく｡
J

まず,低層高密度市街地を取 り巻く状況をみると,

人口増から一転して減少のつづく状況下,1977年の白

書8)を契機にして,欧米におけるインナーシティー問

題がわが国に紹介され,都心周辺の低層高密度市街地

においてもこうした現象が発生 していないかを確認す

る調査が行われた｡ここでの成果は,地区整備目槙と

して物的 ･機能的 ･即地的整備目槙と同時に,地区内

(都市内)の社会的バランス (SocialNix)や活力の

維持といった非物的側面も整備自壊として重視して地

区の計画 ･都市の計画に携わる必要があるとの認識が

広まったことである｡しかし一方,低層高密度市街地

における住宅需要者の内容が変化してきたのも事実で

ある｡ そのひとつは,特に工業系の現業従業者が減少

し,かわって副都心を中心に増加してきたサービス業

の従業者や,近年では再び首都圏への集中が顧著にな

ってきた中枢管理棟能の従業者の増加である｡これら

の結果として,通勤時間がさらに長くなっている｡
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住宅供給のタイプに着日すれば,中高層集合住宅が

一般化すると共に,ミニ開発, リースマンションとい

った多様な都市住宅が発生し.敷地の狭小性･密度の高

さ等が社会問題を発生した｡住宅供給が住環境整備の

側面から反対を受けるという格好であるO すなわち,

｢住環境｣に対するニーズの高まりが, ｢住宅｣の外

部依存性を問う形になった｡そのプロセスはおおむね

地元住民の反対-地元自治体の対応という形であり,

ここでは社会問題の大きさに鑑み,最低限の歯止めが

｢指導要綱｣という形で行われた｡こうしたなか,氏

成市街地における住宅供給主体としての公的主体の位

置づけはますます小さくなり,民間住宅の立地に対す

る間接的コントロールが地元自治体の主要な業務にな

ったo新規公的住宅供給の中心はより郊外に移り,既

成市街地では ｢建て替え｣が中心になったが,供給時

点とは異なり,公的住宅を取り巻く条件は大きく変化

していた｡

住宅需要者についてみれば,所得水準の向上に伴い

居住水準自体は絶対的向上が果たされて,この過程で

質の悪い住宅,とりわけ狭小,設備不良の低質な住宅

紘,市塙からドロ･yプアウトしているo また,第二次

ベビープ-ムの終わりと少産化の加速の中で,高齢者

問題が急速にクローズアップされているo

以上の背景を念頭に ｢住宅政策の空間化｣の研究動

向巻本研究の視点に沿って整理する｡

3-2-2 ｢住宅政策の空間化｣の研究動向

｢住宅政策の空間化｣は.｢都市全体あるいは対象と

する地域の大状況の認識 (及び推計)のもと,住宅供

給側の論理と住宅需要側の論理を調整しつつ,さらに

市街地整備の論理と整合させながら,それぞれの時点

において物的にも社会的にも調和のとれた状態をそれ

ぞれの場 ･地区 ･地域において実現すること｣と定義

できる｡

まず,大状況の認識及び推計であるが,東京区部全

体の社会構造や人口構造を基礎的研究として実証的に

行ったものは別とすると,住宅需要把接の面から,住

宅統計調査 ･国勢調査を用いて将来の住宅ストックと

そこに居住する世帯をトレンド予測する方法論が提案

された9)O但し,将来予測を住宅供給の面から行うの

は難しく,住宅供給は短期的予測に限られている10㌔

こうした研究は,将来重点的におこなわれるべき住宅

芦政策の方向を示すほか,既成市街地に発生した跡地に

建設するべき住宅タイプの方向性を示す論拠にもなる

点に意義があった｡

住宅供給の効果という面からは,既成市街地内 ･周

縁に立地するマンション･ミニ開発等の住宅政策上の

効果を, "-ウジングチェーン''の概念を用いて定量

化したもの1日が代表的研究である｡また,住宅需要面

からは, ｢室別継居級数｣という定量概念を用いて将

来の住宅供給のあり方を模索したも0 121がある｡

これらに共通してみられる特徴は,従来まで供給さ

れる住宅単体のみに著目し, ｢木賃アパー ト｣ ｢鉄賃

アパート｣｢ミニ開発｣｢マンション｣の立地 ･分布

･入居者特性 ･供給主体特性を個別の論理内で把接し

てその欠点を批判するという硬直的方法を一歩抜け出

して,そうした住宅を,仮に単体として扱うにしても,

いちど地区の中に置いて,その需給構造や住宅政策上

の効果,さらにはそれらが形成する住環境を冷静に見

つめ,実証的 ･定量的にそれを把捉しようと努めてい

る点である｡地区に供給される民間の住宅や,建て替

えのエネルギーをプラスに評価する機運が生まれたと

いえる｡

3-2-3 ｢住宅政策の空間化｣を実現する手法の

展開

｢住宅政策の空間化｣を実現する手だては,基本的

には新都市計画法による開発許可制皮と地域地区制の

なかに出そろっている｡ しかし,住宅という特殊性に

鑑み,不足する手だてを補う形で ｢空間化｣の努力が

なされている｡

始めに, ｢住宅環境容量｣について｡ 基本的には指

定容積率の問題である｡特に,低層一戸建てを想定し

た100%以上の,150%,200%.300%の容積をどこでど

の様に実現するかの問題である｡実際には,既に無条

件で容積率が指定されているので,ここでの課題はむ

しろ,政策論のレベルにおいて,都市全体の密度構造

杏,現況の指定を前提にしてどの様に戦略づけていく

かということであろう｡例えば東京都では,環6外項

7内のエリアの容横緩和を意図しているが,これは,

都市全体にとって,また,その地区にとってどういう

効果があるか,また,こうした緩和が地区の ｢問題｣

の解決に結び付けられるかどうかの課題を内包してい

る｡

なお,制度面では,昭和51年の法改正で2種住専に

loo拓,150%の容積指定が可能になったのを始め,住

居系地域での前面道路幅農による容積逓減が厳しくな

った(x0.6から×0.4へ)｡また,日影規制は即地的住
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環境の保全もさることながら,都市にとっても密度規

制の強化になった｡

次に, ｢住宅立地範囲｣についてみると,基本的に

は,用途地域における用途,とりわけ住宅と非住宅,

戸建て住宅と集合住宅との立地に関する,あるべき論

である｡しかし,元々の用途地域のみでは規制は緩す

ぎ,良好な住環境形成のためにはプラスアルファの手

だてが試みられてきた｡古 くは,横浜市において建築

基準法第50条を拡大解釈しておこなった用途別容積率

規制が,近年では,都心部(周辺)に良質な住宅供給を

促進すべく運用されている大阪市の制度,東京都心区

の住宅付置要綱,広島市の容積率緩和とからめた手法

などが挙げられる｡

一方,良質でないものを規制するのも一般的な方法

である｡ その典型は,次々に叢生してくるミニ開発,

ワンルームマンション等,新しいタイプの都市住宅に

対抗して定められた各種要綱や,敷地コントロ-ル手

法である｡ これらは積極的に良質なものを創り出さな

かったとはいえ,良くないレベルを示すことによって

ひとつの貢献をしてきたと評価でき･る｡しかし,この

ままでは積極的な意味づけはもちえないばかりか,無

意味な規制に変質する可能性もあり,再検討が必要で

ある｡

最後に, ｢住宅基準｣についてみると,建築一般の

基準はあっても住宅の基準は無 く,わずかに住宅建設

計画法に基づく単身者の最低居住水準があるが,これ

とて民間住宅やストyク住宅には拘束力をもっていな

い o Lかし,ワンルームマンション指導要綱制定時に

初めて｢16nf｣が一般的指導項目として明示されたこと

は評価できる｡ また,最低限の安全確保のために設け

られた東京都安全条例では.居室の最低限面積を7m'と

定めろ (第19条)ほか,窓先空地や接道条件に関する

法への上乗せ基準が示されるなど,徐々にではあるが

｢住宅基準｣が実態的に形成されつつある｡

しかし,住宅基準と近接の概念である ｢居住水準｣

に限ってみれば,レベル (-実態としての居住水準)

の向上は著しく,スタンダー ド(-基準)が10年と経

たないうちに陳腐化してしまうのが現実である13)0

従って,住戸の構成まで住宅基準として細かく定める

のではなく,世帯を想定しながら,その世帯が確保す

べき総面積と住環境の確保をめざす基準に重点を置く

べきである｡

さらに,以前注目された ｢居住立地限定階層｣は今

日もその内容や居住地分布を変えながらも存在するの

で, ｢住宅基準｣のなかにはこうした要素も取り入れ

るべきであるO ただ,こうした政策は規制誘導のみで

は限界があり, ｢公平性｣の観点から分配政策として

理論化すべきものである｡

3-2-4 まとめと課題

これまで,都市型住宅形成誘導論を ｢住宅政策の空

間化｣という側面からみてきた｡ 両者の結びっ垂を理

論的に整理しつつこれまでの研究成果に不足している

課題を克服することが必要である｡ 具体的には,以下

の4点が指摘できるO

①まず,都市全休との関連でみるなら,やや原論的な

課題であるが,前提となる低層高密度市街地の居住

者像の問題である｡ その立地至便性やコミュニティ

ーの連続性からみるなら,老人.若年単身や外国人,

居住立地限定階層,及び定住層の居住地として今後

も位置づける必要があろうが,その際,それぞれの

階層の総量とその分布に的確に応えると共に,それ

ぞれの求める環境の質を同時に達成するペく計画を

構成 ･実現する必要がある｡

②最低居住水準の達成が既に達成されつつある今日,

住宅と住環境の水準を当地域でさらにどの様に向上

させるかの戦略である｡ それぞれの階層が満足を得

ることを基本としつつ,地域 ･地区の特性を最大限

引出しながら居住環境整備を実現していく方法を,

住宅供給とからめながら提案 していく必要がある｡
,I

③これまで ｢必要性｣の論理だけで最も環境の悪い所

を摘出 ･改善してきた従来の政策の限界を乗り越え

るために,どの地域においても存在するそれぞjJLの

課轟を,それぞれの地域の課題として解いていく方

法が求められている｡ (とくに②の視点で)

⑥それを速成するには,今日的状況の認言放のうえに,

自治体の住宅基本計画を策定 ･実行することが必要

である｡ 住田の構想した ｢住宅政策の空間化｣から

は既に15年が経過し,時代の状況は変化した｡しか

し,先に確認したように,以前は不可能であった自

治体における住宅基本計画策定実行の条件は,次第

に熟しているといえるo こうしたなか,国レベルで

住宅基本法を定めるペLとの議論も可能であるが,

実態的に形成されつつある住宅･住環境関連施策を,

自治体レベルで総合化 ･体系化することが,現在,

最も重要なステップと考える｡
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3-3 都市型住宅設計 ･誘導論の検討

3-3-1 都市型住宅とは

｢都市型住宅｣を仮に定義するなら. ｢都市に建つ

住宅として一般的に (曙黙のうちに)認められたプロ

トタイプ｣ということになる｡ もう少しいえば,建物

の内容の如何にかかわらず,建物のファサ- ド(門塀

のしっらえも含めて),街路との関係,隣地との関係

において一定のル-ルの範囲内で建つという条件を備

えた都市住宅のプロトタイプということになる｡ここ

では低層高密度市街地に建つ都市型住宅を想定するの

で,拠点型の塔状住宅は除外して考える｡

3-3-2 日本の既成市街地における都市型住宅の

歴史

日本の市街地に都市型住宅は育ち難いといわれてい

る｡ 実際,敷地条件をうまく使った住宅や建築家の設

計 した ｢先鋭的｣な建築はあるが,都市に建つプロト

タイプとしての都市型住宅には育っていない｡

吉野 (1982)川 は,日本で三階建て住宅が普及しな

かった理由について,地震説を否定 したのち,三階住

宅が江戸幕府によって政策的に禁止されていたことを

含めて,三階をつくらせない社会的規制力があったこ

とを第-にあげる｡ そのような条件のもとで,住宅づ

くりの建築技術が,平屋ないしは二階建を前提として

体系だてられたというのである｡ 吉野は続ける｡わが

国では二階建てとて大正の初め填までは珍しく.宿屋･

料亭･廓･商店･養蚕農家などに限られており.敷地の高

度利用が要請されていた町屋でさえ2階は屋根裏部屋

だった｡二階住宅は,大正期に中流ホライトカラー階

層住宅として定著 した｡また,ブルーカラー階層のた

めの借家も狭い敷地内にできるだけ詰め込むというこ

とで二階長屋が建てられ,昭和に入る頃には二階建て

は当り前になった｡しかし,三階建てには発展しなか

った｡これには先にあげた理由の他,増築が必要にな

っても横への拡張が可能だったことも挙げられる｡

逆にいえば,その余裕のない下町の狭小敷地では物

干し台が変 じて3階的機能を果たし,さらに ｢ペンシ

ルビル｣との悪評はあるものの都市型住宅のプロトタ

イプを示し持たとも考えらj･Lる｡

しかし,市街地の密集化,地価高騰という条件変化

のなか,絶対的居住水準を向上させようとすれば,三

階建て以上の住宅が必然になるが,実際,密度規制の

厳 しい第 1種住居専用地域 (第 1種高度地区)を除け

ば,100mt以下の敷地でも容積率160%くらいの三階建

1

て住宅は建設可能である｡ 三階までであれば,日影規

制にもかからず,周辺が許容する範囲内で建設は可能

である｡

こうしたなか,何故 ｢都市型住宅｣といわれる住宅

が育たないのだろうか｡ひとつの理由は,住宅が立ち

並んで町並みをつくるという意識が希薄なこと.また,

庭付きに執着する日本人心理によって,いかに狭い住

宅にも門塀がつき,ファサー ドとしての壁面を見る機

会が少ないこと,そもそも宅地基盤が未整備であり,

前面道路の斜線制限が邪魔して三階建てが建ち並びに

くいことがあげられる｡

3-3-3 今後のあるべき ｢都市型住宅｣論

しかし,市街地は確実に変容 しつつある｡ 昭和60年

の国勢調査では, 3階以上の住宅に居住する主世帯割

合は東京区部で32.1%に逮している｡しかし,都市構

造の再編という意味で唱われていた ｢中高層化｣路線

には具休的市街地像としての提案は希薄であった｡具

体的形として描かれたの軌 木賃アパー ト密集地域の

整備に関連した中層街区イメージ15)程度である.

ただ,近年では,それぞれの地域にふさわしい住宅

づくりという観点からのコンペがおこなわれている｡

墨田下町住宅,神田下町住宅,通り庭による協調化な

どのアイディアである｡ これらは,啓蒙的レベルでの

意味に現在留まっているが,より定著した段階では指

導 ｢基準｣として盛り込める要素を内包 している｡ 市

街地整備を進める際には,土地利用の適正化,前面道

路の拡幅等の地区的プランの合意に留まらず,単体レ

ベルでそれぞれが達成すべき住宅の質に対する合意形

成もなされる必要がある｡その意味では,低層高密度

市街地に建つ ｢都市型住宅｣像をも含み込む住環境整

備基本方針の定着も重要な課題として取 り上げるべき

である｡

3-3-4 域のコンテクストを媒介とした市街地整

備への適合

京都や大阪の都心部のように明確な市街地の秩序が

ある場合にはある空間要素についてのルールを共有す

ることが可能である16㌧ しかし,基盤未整備の低層高

密度市街地の様に,何等の秩序 もないところでは何を

手がかりにルールを形成しうるか｡

ひとつは,自然に形成される ｢何等かの秩序｣を発

見する方法17)である｡例えば.過去の土地所有界など

を手がかりに更新に関する法則性や共同意識を抽出す

るものである｡ しかし,これにも限界がある｡
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もうひとつは,より一般的な意味での ｢文脈｣を発

見する方法である｡切口はいろいろあろう｡ 例えば,

現行の建築基準法の効果を評価 し改善の方向を提示す

ること,変容のクセを発見すること等である｡これら

は近年試みられるようになった研究であり,今後さら

に進めるべき分野であるO

都市型住宅は,こうした形態的側面と,第1,2節

で示した住宅政策的側面を,それが建設される ｢場｣

において調整しつつ実現するシステムを創造して初め

て定着が可能だと考える｡

補注(第3葦)

会学術研究論文集』No.20 pp.42ト426

13)田中勝･三宅醇･小川正光(1988)｢居住者の住宅評

価による現行居住水準の再検討｣ 『日本建築学会計

画系論文報告集』Ⅳ0.385pp.76-87

14)吉野正治編著(1982)｢三階住宅都市に住むために｣

15)東京都(1971)『広場と青空の構想』には既にこう

したイメージが描かれている｡

16)例えば,藤井治(1980)｢｢建て替え協定｣を媒介とし

た誘導型市街地整備の可能性｣『日本都市計画学会

学術研究発表会箪文集』No.15pp･31-36,紘,京都

市都心部の空間的秩序を前提にしている｡

17)佐藤滋(1985)｢街並みの変容と歴史的環境の文脈｣

『地域開発』1985.3pp.卜9

1)住田昌二 (1973) ｢住宅政策の空間化｣ 『新建築

7311』pp.264-294

2)川上秀光(1980)｢都市と住宅政策一地方公共団体

の総合計画における住宅政策-｣『都市問題研究』

pp.13-25,によれば,岡山市 (1968) 『岡山市住宅

立地計画』,横浜市 (1970) 『横浜市住宅立地計画』

が例示されているoなお,このス･タディーを実際に

おこなったのは建設省住宅局の若手とされる｡

3)若山和生 ｢東京都における木賃アパートの実態と

その対策について (試案)｣『住宅』1972.8pp.5-24

これも建設省住宅局の役人の試案である｡

4)牛見葺く1973)｢居住立地限定階層に関する一連の

研究くその1)(その2)｣日本建築学会論文報告集 Ⅳ0

203pp_71-89,No216pp.25-35

5)三宅醇(1976)｢住宅の形成と変容の過程｣ 『建築

研究所秋期講座梗概集』

6)高見沢邦郎(1978)｢既成市街地の地区的動向と居

住環境の整備について｣ 『総合都市研究』No.4pp.

143-155

7)補注2)の文献による｡

8) ｢PolicyforthelnnerCitiesJ1977

9)三宅醇(1985)｢住宅事情予測の-方法論くその1･

2･3)｣ 『日本建築学会学術講演梗概』8034-8036

pp.2389-2394

10)例えば,日本住宅総合センター(1984)『住宅産業

の長期展望に関する調査』があげられる｡

ll)神戸市(1982)『神戸/-ウジングチェーン追跡調

査』(『市政調査 No.26』)

12)合羽康郎(1985)｢区を単位地域とした住宅･世帯の

フローの定量分析に関する研究｣『日本都市計画学
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第4葦 居住環境整備マスタープラン論の再検討

本章の主題は,低層高密度市街地の居住環境整備を｢｢モデル｣のみに留まることなく,
それぞれの地区におけるそれぞれの整備として展開させるために必要になる ｢居住環境整

備マスタープラン｣の構成と制度的定着の方法を明らかにすることにあるo
そのために,まず,地区の計画とマスタープランの歴史的経緯を歴史的に明らかにする｡

ここでは,ニュ-タウンの事業単位としての ｢地区｣の計画と,既成市街地内の地区的事

業計画の流れを確認したうえ, 1970年代になって ｢トリー トメントプランとしてのマスタ

ープラン｣という考え方が導入された経緯を明らかにする (第1節)｡ 次いで,現行法体

系に着目し,都市計画法サイドの ｢整備･開発又は保全の方針｣と地方自治法サイドの ｢地

区総合計画｣の両面から,居住環境整備マスタープランのあり方を検討する (第2節)0

最後に,都市計画法体系のなかに現在不足している ｢住環境整備に対する基本方針｣を位

置づけながら,全体として居住環境整備マスタープランを形成 ･定著させる方向に言及す

る (第3節)｡

4-1 地区の計画の歴史とマスタープラン

411-1 1950年代の団地 ･ニュータウン建設にお

ける計画の蓄積と住宅地区改良事業の蓄積

地区の計画,さらには,それらが部門別計画と関連

づけながら形成されるマスタープランを論じる場合,

その典型としてのニュータウン計画の特徴を明らかに

することが有用である｡

ニュータウン計画に基本的にみられる特徴は,新規

開発地に近隣住区論を適用しつつ,設定された住区を

交通系統で結ぶという発想である｡別の日でみれば,

ニュータウン全体としては,中心地区,工業地区,住

宅地区といった械能別地区単位の計画が乗合したもの

であって,地区それぞれは地区的事業単位の計画であ

る｡そして,基本的部分は計画し尽くせるとの仮定に

基づいており,これは,開発の範囲と時期が明確であ

ることを意味した｡

一方,既成市街地においても,住宅地区改良事業や

若干の再開発的事業の実績があったが,これは整備の

｢必要性｣の論理でスクリーニングをおこない,最も

問題の大きい地区を改造する,特定地区の事業であっ

たO従って,一般の既成市街地を対象とする地区の計

画とは性格を異にしていた｡

その後,既成市街地にスラム的な問題地区が減少す

るなかで試みられた ｢地区の計画｣の考え方には,ニ

ュータウンで試みた地区の計画を既成市街地にも適用

し ｢地区の計画｣で既成市街地全域を覆おうとする流

れと,特定の事業地区に限られていた再開発の動きを

一般化して,それぞjlの地区においてそれぞれの改善

を指向する流れが存在したが,前者はコミュニティー

施設計画を中心に,後者はトリー トメント計画を中心

に据えていた｡

4-1-2 地区の計画の隆盛と実践

地区の計画は,とりわけ1960年代から70年代の社会

経済状況下に注目を集め,既存の ｢都市計画｣中でも

居住環境にかかわる都市計画の問題点や限界性へ解答

を与えるものとして期待され始めた計画分野である｡

その理論的基礎としては,まず,川名(1958)が小学

校校区を住区単位と仮設して居住地計画の方法論を,

また,日豊(1959)紘,小学校校区の上位に ｢共同住区｣

を仮設して,段階的な計画論を提出した｡また,太田

(1960)紘,居住者の生活圏調査を通じて,近隣意識の

回復をめざす段階的単位構成論を示した｡これらは,

先にあげた地区の計画のうち,前者のコミュニティー

計画の考え方の基礎となった｡ 日笠によれば,地区の

計画 (住宅地計画)の枠組みは以下の様に示される｡

住宅地計画

千

a.住宅地計画に適 した計画単位

を選定する

b.計画単位内の土地利用の合理

化を図る

C.計画単位内の施設の計画基準

を作成する

すなわち,既成市街地においても,駅勢圏や小学校

区を手がかりとして計画の単位を設定し(a),公平性

の観点から一定の基準にのっとったコミュニティー施
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設の配置を計画し(C),さらに,地区内部における土

地利用上の対策をおおまかに示す(b)こととして捉え

られていた｡こうした考えを実際の計画書レベルで展

開した代表例が ｢富山市都市開発基本計画･1966｣で

ある｡

この頃の計画を評価すると, a(計画単位)はともか

くとして,

①Cの施設に関する部分は計画理論としても単純であ

り,予算化次第で順次建設が可能であり,最も計画

･建設が進んだ分野である｡ また, ｢達成率｣とい

う評価も容易だった｡しかし,地区施設としての街

路だけは,複数の私権に係わる事項であることから,

計画論は若干進んだものの実践はほとんど進まなか

った｡

② bの土地利用の合理化に関する部分は,計画 ･実践

共に遅れている分野である｡ しかし,昭和55年に地

区計画が法制化され,制度面での整備が進んだ｡と

はいえ,既成市街地の整備となると適用事例は限ら

れる｡ ｢モデル事業｣も徐々に増加しているものの,

権限 ･組織 ･財源 ･技術等の面で限界がある｡

従って,この分野で進んだのは,計画仮説 ｢市街地に

必要な地区対策によって全体計画を描くべき｣とする

立場からの,計画立案に限った一定の成果であったO

次にその軌跡をみていく｡

4-1-3 低層高密度市街地における地区の計画の

実践

まず,一つの大きな流れである住宅地区改良の系譜

については,市街地の環境の全般的向上のなかで ｢不

良｣の内容自体が変質 しつつ改善手法自体も多様化し

た く第2章)｡ しかし,これをマスタープランとの関

係で地区選定の手法に着目するなら,住宅地区改良事

業以来のスクリーニングによるものばかりであるo す

なわも,改善の ｢必要性｣の ｢基準｣による ｢スクリ

ーニング｣を経て,最も ｢必要性｣の高い地区が最も

公共性も高いということで ｢モデル｣に選ばれる｡ し

かし,最も整備の ｢必要性｣が高いということは整備

が最も難しいということであり, ｢モデル｣事業はメ

ニューの多様化とは裏腹に,それほどの進展をみなか

った ｡

一方,もうひとつの ｢地区の計画｣の一般化は,既

成市街地をある単位で区切り (多くは町丁界)それぞ

れについて整備の方向と強度を類型化して示すものと

して進められた.ここでは,整備頬型ごとに計画概念

として ｢改造｣ ｢改善｣ ｢保全｣といった色塗りがな

されたoLかし.参考としたアメリカの事例(CRP)

が前提とする①基盤整備済みの市街地,②計画概念と

実施施策との連動,という条件が,わが国にはほとん

どなく,計画概念と実際に進められる事業概念との間

には埋めるべき大きな溝があった｡

4-1-4 トTj-トメントプランとしての都市再開

発基本計画

｢不良｣市街地が絶対的に減少し,それぞれの地区

がそれぞれの状況に応じた居住環境整備をおこなって

いくという課題に直面した今日,都市全体の計画と地

区の計画とをっなぐ計画の理論が是非とも必要になっ

ている｡ ここではこれを居住環境整備マスタープラン

と呼ぶことにする｡

こうした計画は,わが国でも,既に1970年代の初め

頃から,策定の必要性が指摘されていた｡すなわち,

｢都市計画 (土地利用計画)紘,都市開発 ･再開発の

マスタープランともいうべき地区対策図として表現さ

れるべきもの｣I)という考え方に示される様に∴個々

の地区計画や施設計画等の都市計画の要素をコントロ

-ルする上位計画に相当するマスタ-プランの存在す

ることが必要との見方は,地区計画策定の必要性が強

調され,調査 ･研究等が進みつつあった状況下に既に

存在しており,アメリカのCRPの紹介 (1971) 2)等

を含めて精力的にその具体化が指向されていた｡しか

しながら大都市東京に限ると,空間の巨大さとその複■

雑さゆえに将来像が明確に措かれず,従って将来像に

ついてのコンセンサスが全く得られない状況下にあり

3㌦ 地区の計画もこうした中で模索の段階にあった｡

すなわち,個々の地区のあるべきトリー トメントの種

類は,地区自体のあるべき計画概念として示されたも

のの,全体のマスタープランが措かれない状況下,也

区をいくら寄せ集めてもそれ以上にはならず,全体の

マスタープラ.ンが描かれた時点では, トリー トメント

の内容は,それを受けた内容に変質すべきものであっ

た｡

その後,1978年には地区対策図を東京区部全体につ

いて示し,一定の整備水準を達成するための事業量が

全体として示された4〉ことは一応の成果であったとい

える｡そこでは,整備目標を従来の水準に設定する限

り,関連事業費を充てて-応の市街地整備を行なうの

に40年分の予算が必要だとの試算が示され,改善塑整

備は ｢長期的視点に基づかなければならないこと,段
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階的整備を前提として取り組む必要があること｣が明

らかになった｡しかし,そこには大部市全体のあるべ

き方向は示されなかった点,静的かつ物的な指標を中

心に扱っていた点に限界があり,その後の展開が必要

ときれた5)o

さて,この トリートメント型再開発計画において,

整備課題が多く整備の必要性が高い割には整備の可能

性が低いのが一般的な低層高密度市街地に限れば,一

部の地区については公共事業を集中的に投入すること

で整備の必要性を可能性に転化することが可能である

と考えられるものの,その他の圧倒的多数の地区は,

｢事業化の可能性を高め,再開発を実現していくため

には地区の変容とそのメカニズムの把捉により,地区

活力を誘発するに必要かつ有効な手だてを見つけると

ともに,公共団休の財政 ･マンパワーの制約のもとに

いかに誘導事業を投入しうるか｣6)にかかっている,

とされた｡この際,問題地区近傍に存在する大規模跡

地や地区中心で再開発の可能性の高い区域は,問題地

区の課題を解くために貢献すべきとする論理も必然的

に導かれるが,これをどう具体化するかの方法につい

ての理論的研究が不足していた7)ばかりでなく,これ

まで ｢モデル｣地区においてしか進展のなかった改書

聖再開発の今後についてはあいまいに触れるに留まっ

ているoこれを乗り越えるためには,マスタープラン

として公的に位置づけられた ｢地区の計画｣の老練を

明らかにすると共に,こうした地区が束ねられたとき

に全体計画に整合しつつ相補の関係となる計画を模索

することが必要となる｡

4-2 現行法体系における地区の計画

4-2-1 都市計画法(｢整備･開発又は保全の方針｣)

と地区の計画

｢整備･開発又は保全の方針｣は.新都市計画法が生

まれた際,都市全体の整備･開発･保全に関する方針を

計画の冒頭に示すことを目的として設けられた (都市

計画法第7条第4項)制度である｡この際, ｢整備･開

発又は保全の方針｣(義.4-1)には,①都市全体の

フレームと都市計画の目標を示すこと,②主要な整備

対象となる空間要素毎に整備の基本方針を示すことが

役割として期待されていた｡その後,時代を追うごと

に要求される内容が部門別に分化していく｡ 緑のマス

タープラン (昭和51年通達).市街地整備基本計画 (昭

和52年)を皮切りに,昭和55年には都市再開発方針が

取り入れられたO ｢整備･開発又は保全の方針｣は,那

門別詳細化の連をたどったのである｡

4-2-2 居住環境整備計画における都市再開発方

針の位置づけ

｢整備･開発又は保全の方針｣のうち,低層高密度市

街地の整備に関連の深い ｢都市再開発方針｣に着目す

ると,それが必要とされた背景は以下の3点にまとめ

ることができる｡

第-紘,再開発自体の内容 ･質の問題である｡ これ

紘,従来の再開発が都市再開発法に基づく｢市街地再

開発事業｣に限られ,点的な事業でしかないことの限

界である｡大都市東京が大きく変容する段階にあると

き,再開発概念自体をより積極的な ｢都市更新｣とし

て拡大する必要性が増大してきた｡｢採算型｣｢改善型｣

を問わず,それぞれの地区において,将来の市街地像

を見据えた時,いかなる再開発が必要であるかを,事

業概念としてではなく,計画概念として体系的に示す

ことが必要になったのである｡

第二は,個別かつ無秩序,無計画に進む再開発の実

状に対する反省である｡ より具体的には,①他事業と

の関連に欠くこと.従って事業効率が悪いことである｡

これは,再開発に関する各種施策を総合的 ･計画的に

調整する機能がない (既成市街地の市街地整備プログ

ラム的なもの)ことを意坪している｡そこで,効率的

に再開発が進むように各種施策を総合化すること,あ

るいは,事業が起こるとき)=各種施策が総合化して実

現されることが必要となるが,そのためには,他の施

策に関する ｢方針｣もしっかり描かれている必要があ

る｡例えば,再開発事業を進めるためには, ｢交通体

系の整備の方針｣｢住環境整備基本方針｣｢住宅マス

タープラン｣等が既に描かれていなくてはならない｡

さらに,実現される舞台は具体的な場所であるから,

それぞれの基本方針はできる限り ｢空間化｣される必

要がある｡ その場合,計画の実現主体として住民や企

業が関わることを考えると,計画は各主体に ｢認知｣

されている必要がある｡一方,②都市構造上の位置と

計画内容という点で,現状では適した再開発になって

いないことが挙げられる｡ この場合,放置しておけば

個々の再開発が望ましい都市構造の形成に寄与しない

ことになる｡そこで,都市構造の将来像を措き,それ

に沿った ｢再開発の方針｣を示すことが課題となる｡

ここで描かれた計画は ｢公共性｣をもつことを意味し,

これによって ｢公共性｣の概念が拡大する｡
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表.4-1 ｢整備･開発又は保全の方針｣の内容
(｢市街化区域及び市街化調整区域に関する都市計画の見直しの方針についてJ 別表
昭和55年9月16日 事務連絡 建設省都市局都市計画課長から各部遥何県都市計画担当部長あて)

(-)少なくとも定めるべき事項
1都市計画の目標
1)都市づくりの基本理念
2)都市計画区域の範囲及び規模
3)都市計画の目畏(概ね10年後及TJ20年後)
一三,人口
至'産業
◎市街地の規模

2土地利用の方針
1)主要用途の配置の万金十

①業務地 (官公庁施設)

②商業地
壱)工業地

t3流通業校地
魯住宅地
2)市街地の密度津成に関する方針
､fl地域別人口配分

2;密度棟戒に関する方壷十

3)住区棟成とその生絹の方針
4)市街化調整区域の土地利用の方針
王)佳良な農地として保全すべき区域

言虜等防止上保全すへき区域
3:-}自然環境形成上保全すべき区域
三滝十画的な市御世整備の見通しが為る

区域

3市街軽の開発汲U再開発の方針
1)基本方針

2)市釧 ヒ進行地域及TJ新市街地の整備方針
L王)市街化進行地域
含新市街地
3)現在市街地の再開発の方針 ≡̀
･三馬度利用に関する方針

を.,用途乾換及U用途純化に関する方針
◎劣悪な居住環境の改善に関する方針
③既存の工業地における公害防止に関
する方針

4)市街地整備の方針
5)重点的に整備すべき面的開発事業

5交通体系の整備の方針
1)基本方針
2)整備水準の目標
3)根幹的交通施設等の荘悌方針
iT･･道指
各都市高速鉄道
LlS･駐車場
魯自動車ターミナル

魯港湾､空港

◎交通管理

4)重点的に登頂すべき根幹的交通施設の整
整備方針
①道路
虐)郡市高速鉄道
e･貼革積
魯自動車ターミナル

I tSt港湾､空嬉

葛5自然的環靖の保全及Lt公共空地系統の整備
の方針

L 1)基本方針
2)緑地の確保水草
3)美景地の配置計画の概要
4)実現のための施策cTJ方針LT)概要

5)重点的に保全又は整備すべき主要な緑地
J公共空地の保全乾惰計画

I6下水道及び河川の整備方針
i 1)基本方針
i 2)整備水草の目標
3)下水道及び河川の整備方針
①下水道

i ③河川
I 4)重点的に整備すべき施設の整備方針
i7その他の公共施設の整備方針
l 1)軽侮水準の目標
I 2)主要な公共施設の整備方針
①ごみ処理施設
◎卸売市場
③小､中学校

⑨その他の中核的施設

3)重点的に並備すべき公共施設の整惰方針

く二)地域の特性に応じて定めるべき事項
㍗1市街地盤備7-ログラムの基本的事項
l)市街地盤偏の基本方針

r 2)市街地整備プロクラムの策定方針
t 3)市街地掛 積フ-'ロクラムの位要
!2公害防止又は環塙の改署の方針
l i)基本方針
皇 2)公害防止又は環境の改善のための施策の
‡ 牧草
3都市防災に関する方針
1)基本方針
2)都市防災のための施策の概要
①火災対策
②震災対策
◎浸水対策
奄ミコンビナ一斗防災対策

4住宅の建設の方針
1)住宅建設の目標

2)住宅建言量のためLrJ権竜の概要

†主)
寺1別途指示
*2位宅建設をすすめろうえでの目標･層注水

婆等について示す

*3良好な住宅供給を促進するため実権する
施策の概要を示す

匡L4-1 各種法定マスタープランの構造

出典:『都



第三は, ｢必要性｣は高いのに進まない再開発をい

かに合理的に進めるかという課題である｡とりわけ低

層高密度市街地の様な ｢問題市街地｣を全体としてど

うするかに関する ｢方針｣を他の再開発との関連で措

き,都市のなかで位置づける必要が出てきた｡例えば,

副都心周辺の改善型再開発と,下町密集市街地のそれ

とは当然性格が異なるべきであるが,現状では各種モ

デル事業の ｢適用｣が虫喰い的に先行している｡すな

わち,その事業地区は合理的に位置づけられたという

よりも,地元の要請,行政の発意等で個別に取り上げ

られたものであり, ｢必要性｣と ｢可能性｣両面から

の評価を経て ｢計画｣として位置づける必要があった

のである｡

4-2-3 都市再開発方針法制化の議論の経過

都市再開発方針法制化の過程は以下の様に整理する

ことができる｡

大都市東京の不燃化,住宅と業務施設の合理的配置,

建築密度の適正化等の再開発課題は戦災復興計画以来

一貫して主張されてきたが,昭和44年にようやく都市

再開発法が制定される｡ しかし,その内容自体は,蕊

体的権利変換を主要な手法とする狭義の再開発事業の

域を出ず,その後おこなわれた同法に基づく事業は,

｢駅前シリーズ｣と呼ばれる,限定的かつ小数の事例

に留まった｡

これに対し, ｢構想｣レベルの再開発論と,法とし

て担保できる再開発事業との隔たりを埋めるべき｢再

開発基本計画｣は,昭和48年の都市計画中央審議会答

申により端緒がひらかれたOすなわち,この中で初め

て都市再開発基本計画策定の必要性が述べられ,昭和

51年の法改正で答申の-部は盛り込まれた.すなわち,

計画レベルでは市街地再開発促進地区の創設,事業レ

ベルでは第2種市街地再開発事業,個人施行の市街地

再開発事業の創設である｡ しかし, ｢構想｣に唱われ

るような広義の再開発を計画的に推進するには至らな

かった8㌦ その後,昭和54年の都市計画中央審議会答

申｢長期的視点に立った都市整備の基本方向について｣

に示された既成市街地整備の基本計画の策定要請を受

けて,ようやく,昭和55年,都市再開発法改正により

｢都市再開発方針｣の策定が制度化され,｢整備･開発

又は保全の方針｣の一部として ｢都市再開発方針｣策

定が義務づけられることになった9)のである｡

4-2-4 ｢整備･開発又は保全の方針｣の空由的総

合化の必要性

以上の様な｢整備･開発又は保全の方針｣の機能的(那

門別)詳細化の展開は,都市全体の整備戦略の詳細化

という意味では評価できるものの,地区スケールの居

住環境整備を進めるうえでの意味づけは積極的にはな

されなかった｡ もちろん,その地区の再開発上の位置

づけはなされるが,地区の計画では,総合的な地区環

境の改善 ･向上が第-の目標であるから,むしろ,そ

れぞれの地区においてどういう内容の整備をおこなう

べきかの総合的な ｢方針｣を,公的に認知する機能こ

そ必要であった｡

ここで, トリー トメント型の再開発基本計画を ｢整

備･開発又は保全の方針｣の日からみるなら,目標市街

地像としての ｢土地利用の方針｣があり,こj'Lに至る

手段のひとつとして ｢再開発の方針｣すなわち再開発

基本計画があるものと考えられる｡しかし.｢整備･開

発又は保全の方針｣における ｢再開発の方針｣だけで

はトリー トメントの一部しか示 し得なかった｡すなわ

ち, ｢都市型住宅形成誘導｣に関する方針(以後.｢住

環境整備基本方針｣とする)が補完的に用意される必

要があった｡それには, ｢再開発方針｣の1号市街地

に関する記述を充実させるのもひとつの方法ではある

が,本来は独立すべきものであろう｡しかし, ｢住環

境整備基本方針｣は,｢整備･開発又は保全の方針｣の

中にメニュ-化されていないのである. すなわち,那

市全体の住宅政策あるいは,住環境政策に関する部門

が想定されていない (｢住宅建設に関する方針｣しか

示されていない)ことは大きな問題である｡ HOPE

計画 (地域住宅計画)等の住宅 ･住環境関連の既存制

度は,こうした機能を担うものとして重要な位置を占

めるものと考えられるが,今の所,そうした械能は脆

弱である (図.4-1)0

4-2-5 地区計画制度とその限界

この間,1980年には都市計画法 ･建築基準法が一部

改正されて ｢地区計画制度｣が法制化された｡地区計

画によって既成市街地を覆おうとする動きが進むのは

これ以降であるが,実際には,低層高密度市街地のよ

うな市街地で法定地区計画が成立することはごく希な

ケ-スであって,むしろこうした地区における課題は,

いかにそれぞれの地区における整備の内容と強度,整

備の順序を公的な計画として認知するか,また,いか

に事業手法を補完する誘導手法を導入してその実現に

努めるかにかかっていたOそれには,地区的スケール

での計画化とは別に,もう少し広い範囲で総合的な市
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街地整備の方針を定著させる必要があった｡

4-2-6 地方自治法 (市町村計画)と地区の計画

市町村計画のなかで地区別の計画が要請された背景

は以下の3つとして理解される｡

①それぞれの地区の整備上の順位づけを示す

②それぞれの地区での整備のガイドライγを示す

③TOTALな市街地像を提示する

そのアプローチにもいろいろな方法が実績としてあ

り,構想されている川 ).以下に主要なものを示すo

地区別計画へ

アプローチ

‡

地区総合計画 (総合的計画)

地区基本計画 (物的計画)

市街地整備方針 く物的計画)

特定地区計画 (物的計計画)

一方,地区の計画を実効性あるものにするための前

提条件を整理しておく｡

まず第 1は,自治体の権限の問題である｡地区別計

画が単なる報告書 (研究書)とならないための条件と

して,各自治体 (区)の都市計画における権限強化と,

そうした権限を効果的に運用する行政組織がまず東要

になる｡ 建築行政と土木 ･都市計画行政などの関連分

野を｢まちづくり｣の立場から横割りにして地区的スケ

ールで整備を進めるための必要条件である. これは,

計画立案過程に留まらず,実施 ･運用管理の面でも重

要な条件ある｡

第2は,計画に対する地元住民 ･整備主体のコンセ

ンサスが得られていることである｡いくらプランニン

グがうまくできていても,とりわけ個別権利者の財産

権に関わる計画に関しては,いかに関係者が計画を認

知しており,かつ,合意が得られているか くあるいは

合意づくりのルールができているか)が重要になる｡

第3は,計画の実現過程における総合性の確保であ

るoそのためには,従来の ｢諸道具｣(ツ-ル)を総

合化して各主体の意見を調整しながら使いこなさなけ

ればならない｡また,その前提条件として,諸プラン

は調整され,ひとつの計画体系をなしていなければ実

効はあがらない｡

第4は,上位計画との整合性･補完性の問題である｡

尊に上下が整合していればよいとの消極的側面ばかり

でなく,上位計画の役割 (下位間の調整),下位計画

の役割 (地元密着,地区での総合化)杏,それぞれの特

性を踏まえながら分担 ･補完することが重要である｡

4-2-7 地区別計画と法定地区計画

では,地区スケールの計画における地区別計画と法

定地区計画との関係はどう説明できるか｡法定地区計

画には要素として,①地区整備方針(｢整備･開発又は

保全の方針｣の地区版｡基本方針oガイドライン),

②地区整備計画 1)地区施設の整備, 2)建築物の規制

がある｡ 従って,地区別計画のうち地区の物的方針に

ついて述べた部分は対象とする空間スケール ･拘束力

に程度の差こそあれ法定地区計画の地区整備方針と同

レベルの方針ということになる｡すなわち,地区別計

画の ｢整備方針｣自体が ｢整備･開発又は保全の方針｣

の地区版であるとの論理である｡この際, ｢方針｣の

示し方が法定地区計画がなじむのか地区別計画型がな

じむのかは対象とする地区の特性に左右され,密集市

街地など既に土地利用が動きにくいところでは法定地

区計画は事実上告備方針レベルに留まるので大差なし

ということになろう｡むしろ重要なのは,地区の計画

がいかに総合性を確保しうるかという点である｡ すな

わち,法定地区計画は,所詮,物的要素を規制するだ

けとの限界があり,課題解決的 ･創造的側面はその他

の誘導手法や事業手法に頼らざるをえない｡とりわけ
既に環境が悪化している低層高密度市街地では,計画

の中心はむしろ誘導 ･事業にある｡ この場合,法的形

式よりも,地区をどのような方向に導くか,それを達

成するにはどうすべきかに関する ｢方針｣がより重要

にな｡その意味では,国が次々に用意している各種の

｢モデル事業｣は,地区のまもづくりをおこなうきっ

かけとして大きな意味をもつ ｡ また,地域地区の改訂

ち,地区の計画をおこなう蓮具の一つとして意識する

ことも必要な時期にある｡

4-2-8 地区別計画と ｢整備 ･開発又は保全の方

針｣

では,地区別計画と ｢整備･開発又は保全の方針｣の

関係はどうなるか｡地区別計画を｢整備･開発又は保全

の方針｣の地区版とみるのは分かりやすいが,実際の地

区別計画の総合性に比べれば,現在の ｢整備･開発又は

保全の方針｣が機能別 (-部門別)に傾斜しすぎてお

り,説明しきれない.地区においては ｢整備･開発又は

保全の方針｣がより空間的に詳細化する必要に迫られ

る｡次に,地区別計画は ｢整備･開発又は保全の方針｣

の地区版と地区の給合計画が掛け合わされたものとい

う理解であるが,これには無理がある｡最後に,地区

別計画は地区の総合計画 (物的計画は手段)ととらえ

るのは理想的ではあるが地区別計画の現状はそれほど

進んでいない｡
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低層高密度市街地において,今後マスタープランを

充実させていくためには,最初の考えを進めていくの

が現実的であるoすなわち,方向としては ｢草備･開発

又は保全の方針｣の地区別詳細化の方向をめざすなか

で,従来想定されていなかった ｢住宅政策の空間化｣

をその内容として含む ｢住環境整備基本方針｣も H

0PE計画などを手がかりに策定 し,地区レベルでの

計画の総合性を確保する方向である1日 .実際の計画は

ここまで進んでいない｡しかし-今後あるべきは.｢整

備･開発又は保全の方針｣を部門別に詳細化すること以

上に,空間的詳細化をおこなうことである｡ この場合,

上位の計画主体で全てを計画し尽くすのでなく,東京

都の場合なら,都レベルが全体に係わる方針を,各区

がそれぞれの地域に密接に係わる方針を分担 ･補完し

つつ策定し,実現することが条件となろう｡

4-2-9 まとめ

以上からみて,都心周辺低層高密度市街地の居住環

境整備マスタープランは,再開発方針+住環境整備基

本方針を基本とし,市街地の将来像にむかって実現手

段を伴いつつ構成する必要がある｡ ここでは,①都市

構造 ･地区構造論を理論的基礎においていること,②

改善型再開発論+都市型住宅形成誘導論に裏打ちされ

ていること,③計画実現のためのツール.組織が体系

的に整備されており,総合的な目標像が実現できるこ

とが前提条件となる｡

補注(第4葦)

1)住宅 ･都市を備公団(1982)『東京都区部市街地の

動向と再開発課題について』 p.810 なお.森村はこ

の様なマスタープランを従来の ｢都市基本計画｣に

対して ｢都市更新 (再開発)基本計画｣とし,これ

は ｢地区の居住環境問題から出発した都市全体の整

備に対する戦略｣とした (森村道美(1976)｢居住環

境整備の必要性と可能性｣ 『建築文化7605』 pp.37

-44) 0

2)森村遺糞･上野勝弘･里居和義(1971)｢CRPにつ

いて｣『都市計画65』 pp.3-30

3)川上秀光(1976)｢既成市街地再開発計画論 (その

1)｣ 『川崎市における混合市街地の環境整備およ

び住宅供給手法に関する調査その1』 pp.3-17

4)建設省都市局(1978)『市街地の高度利用促進のた

めの調査 (改善型再開発の検討)』｡なお,東京区

部の類型はあくまで行政内部の参考資料として用い

られ,計画として発表されたときにはかなり抽象化

して整備方向が措かれたのに対し,神戸市において

は同様な類型を ｢市街地整備のための環境カルテ｣

等の形で市民に公開し,これを発展させて都市再開

発方針を策定している｡

5)森村道美･土田旭･高山恵･白神浩志く1978)｢既成市

街地の整備対策検討のための地域区分について｣『
建築維誌1978.5』 pp.46-54

6)水口俊典･角田隆司･土岐悦康(1984)｢都市再開発

方針における再開発プロジェクトの評価に関する考

察一東京都区部における計画事例調査を素材として

-｣『日本都市計画学会学術研究論文報告集』 No.

19pp.51ト522

7) リプレース手法や群島型整備等の計画概念は存在

し,事業も進行しつつあるが,いまだ理論的側面,

とりわけ住宅供給の効果についての一般的考察は蓄

積が少ない0

8)高度利用地区 (昭和44年都市再開発法),市衝地

再開発促進地区 (昭和50年同法改正)が ｢計画｣と

して存在するが,前者は市街地再開発事業を前提と

したものであり,後者は高度利用地区内の再開発を

促進すべく決定されるが5年以内に実施されない場

合市町村が実施義務を負うので活用されていない｡

9)策定は,東京区部をはじめとする人口集中の著し

い全国22都市に義務づけられた｡①乗京区部及び十

大政令指定都市.②首都圏整備法の既成市街地,近畿

圏整備法の既成都市区域,③大規模敷地,大規模交

通計画の存在する都市である｡ なお,その他の都市

でも｢整備･開発又は保全の方針｣に盛り込めること

とされた｡埼玉県南の諸都市,阪神問が典型例であ

る｡なお,東京都には｢告備･開発又は保全の方針｣が

義務づけられているが.各区には義務づけがない｡

10)高見沢邦郎(1985)｢市町村総合計画と都市基本計

画における｢地区の計画｣｣ 『都市計画 139』 p.47

-49

ll) ｢住環境整備基本方針｣が｢車備･開発又は保全の

方針｣の中でメニュー化きれるべきか,別の体系(

例えば,住環境整備法)で位置づけられるべきかは

議論の余地がある｡

-30-



結 (Ⅰ) 本研究の計画仮説と論文の構成

さて,以上の検討から,新たなる居住環境整備計画論を構築する際に検討すべき課題

群は,以下の様にまとめられる｡

まず,都市構造 ･地区構造論に関連しては,地区の居住環境整備を ｢必要性｣の論理

のみで構想するまえに,その地区の土地利用が ｢転換｣しているのか ｢停滞｣している

のか,その中問的状態 (-｢安定｣)なのかを見定めることから始めなければならない｡
このうち, ｢転換｣地区においては,転換を支える更新エネルギーを地区の整備に誘導

する方法が,都市型住宅形成誘導論に立脚しつつ模索される｡｢停滞｣地区においては,
更新停滞の結果,問題となっている現象とその原因を認識したうえ,主に事業手法によ

って,総合的な整備を動機づけることが課題になる｡ここでは細街路整備ひとつをとっ

ても拡幅のための拡幅でない地区総合計画的な位置づけがなされる必要があり,改善型

再開発論に基づいて計画,実施される｡ さらに, ｢安定｣地区においては.その ｢安定｣

をもたらす要因と考えられる仮説群が検証される｡ この要因群は,都市が成長 ･安定 ･

衰退を繰り返し,社会構造 (居住者属性)がいかに変化しようとも,少なくともその地

区レベルではこれらに柔軟に対応できるための資質である｡ ｢転換｣地区にせよ, ｢停

滞｣地区にせよ,回復 ･保持すべきはこうした資質だというのが基本的認識である｡

以上からも明らかなように,構想されるべき計画には,単に物的環境を整えるという

視点のみでなく,地区における物的構造が居住者属性に調和し,その関係が安定してい

るとの視点が必要である｡その意味では,地区 ･都市双方のスケールにおいて,居住者

属性の変容実態を正確に認識することが課題になる｡特に,人口構造や産業構造が大き

く変わるなかで,それらを地区においてどの様に受け止めるべきかを示すことは,地区

の計画を都市全体のなかで位置づけるために是非必要である｡

具体的にみると,都市構造 ･地区構造論については,低層高密度市街地の形成を歴史

的に明らかにし (第 5章),低層高密度市街地を取り巻く状況を車理した'ぅぇ住宅需給

の将来予測をおこなうこと (第6葦)により,低層高密度市街地の居住環境整備が踏ま

えるべき都市構造 ･地区構造論の基本を明らかにする｡これは,計画論の検討 (第10-

13葦)をおこなうための基礎的知見となる｡

次に,改善型再開発論については,まず,その基本的道具ともいえる ｢木賃アパー ト

の建て替え｣｢共同化｣｢細街路拡幅｣等の計画論理が,そもそも地区に起こりつつあ

る更新実態の面からどの程度 リアリティーをもつか,どの場合には良く,どの場合には

だめなのか,問題があるとしたらどう改善すればよいのかを整理する必要がある｡その

うえでさらに,地区の総合的課題を解く場合にどのような計画の組立てが可能なのか杏

示すことである｡ この際,特定の地区のみの改善に終始しながらもそれほどの成果を上

げられなかった過去の整備の反省も踏まえ,こうした整備の ｢道具｣を誘導手法によっ

て補う方法,さらには,それらの使い分けを計画のシステム化の見地から体系づける方

法が検討される｡

具体的には,低層高密度市街地全体の類型化を整備論の見地からおこなったのち (罪

7章), 地区に起こりつつある物的更新動向 (第8章)と,そうした物的変化の背後に

ある主体の論理 (第 9章)を明らかにする｡ これは計画論として主に第11章の改善型再

開発論へとつながっていく｡
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第 3に,都市型住宅形成誘導論については,原論的には,低層高密度市街地に今後居

住す る居住者像を,就業構造や社会的バランス等の関係か ら掘 り下げることが課題にな

る｡ そ して, こうした将来像を受けて,地区 レベルで誘導的に実現すべき課題はなにか

杏,絶対的居住水準の向上にも拘 らず決 して向上 していない住環境という現実のなかで

示す ことである｡

具体的には.低層高密度市街地を取 り巻 く住宅需給の状況 と推計をおこない(第 6章).

これが地区の課題 としてどう設定 されるかを明らかにし,実際地区に起 こりつつある住

宅更新を実証的に明 らかにして (第 8, 9章),計画への手がかりを得る｡計画論 とし

ては,第12,13章において誘導論的側面からの検討へつなげていく｡

最後に,全体を統括する居住環境整備マスタープラン論については.実際に存在する,

あるいは計画策定中の各種プラン自体を批判的に検討することが主要な課題である｡ 具

体的には,居住環境整備を指向 した矯型化 (第7章)を受けて,東京区部で進行 しつつ

ある地区別計画作成 の動向を詳細に整理する (第10章)なかで,具体的場面 に即 した計

画の立案につき提案するO第11,12,13章は居住環境整備計画論の各論になるO

序

序

緒

序
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序 (Ⅱ)第Ⅱ部は,第 Ⅰ部の検討によって提出されたテーマ･仮説群を実態論的視点

から検証する部分

である｡まず第5葦ではその前段として,低層高密度市街地の形成過程を,都市計画が

果たした役割と,実態としての市街地変容とを対置させながら明らかにすることで,今

後の居住環境整備論が踏まえるべき課題を整理する｡ その際,都市計画の考え方の変容

をレビューするのみならず,実際にどう適用されたかを実証的に捉えることに重きを

置いた｡次に第6葦と第7章は,低層高密度市街地をとりまくマクロな動向と課題を

明らかにする部分である｡このうち第6章では住宅需給の動向･職住関係の分析と推計

をおこない,今後,それぞれの地区において居住環境整備をおこなう際に必要とされる

基本的事項を明らかにする｡第7章では, ｢低層高密度市街地｣の範囲を画定したうえ

,その動向を町丁目単位に分析 ･評価し,それぞれの地区でおこなうべき居住環境整備

の方向を仮説的に類型化し

て示す｡第8章と第9章は低層高密度市街地の典型地区を中心とする変容過程に関す

る調査分析が中心になっている｡ ここでは,先に示された整備の方向性のリアリティーを検

証 ･I補足すべく,詳細な考察がおこなわれる｡第8章では,主に物的変化動向を4

つの典型地区調査より詳察する｡ ｢住宅地としての安定性｣｢民営借家等のストックと

フロー｣｢物的更新の規定要因｣が主な検討の視点である｡第9章は低層高密度市街地

の居住環境整備に関係する各主体 (地主/家主/戸建持家層/民営借家層)の変容動向

と意識につき,既存の統計 ･調査を主な拠り所としつつ明らか

にする｡以上の結果は,第 Ⅱ部の<結>として ｢あるべき市街地像｣を提出すること

で締めくくられる｡ここでは,低層高密度市街地の居住環境整備を,狭義の ｢住環境｣

整備に限定せず,都心周辺部に分布する当地域の役割と,地区としての空間性能のある

べき姿を踏まえた市街地像を浮き彫りにする｡

-



第5葦 都心周辺低層高密度市街地の形成過程と整備課題

本章の目的は,東京区部都心周辺低層高密度市街地の形成過程を,都市計画が果たした

役割と実態としての市街地変容とを対置させながら明らかにし,今後の居住環境整備計画

が踏まえるべき課題を整理することにある｡

具体的には,まず第-に,今日の都心周辺低層高密度市街地の形成過程を, ｢第一次市

街化｣｢戦災と復興｣｢第二次市街化と容積地区の指定｣｢低成長期-の移行｣の4期に

分けて,上記目的に沿った考察をおこなう (第 1節)｡ ここでは,建築線と建物形態 ･空

地地区 ･容積地区と用途地域が主要な考察対象になる｡第二に,これを受けて, ｢市街地

形成と都市計画規制｣ ｢都市計画規制と社会背景｣の両面から低層高密度市街地の形成と

変容に関する歴史的特徴を考察する (第2節)｡最後に,小結として,歴史から得られる

教訓,今日塔まえるべき課題を整理する (第3節)O

5-1 都市計画規制の変化と低層高密度市街地の形

成 ･変容

5-1-1 第一次市街化

最盛期には 140万人に達したといわれる江戸の人口

は,幕末の混乱の中で減少の一途を辿り,幕府の崩壊

した明治元年には約50万人に減少していた｡その後,

明治政府の成立と社会の安定に伴って人口は次第に回

復,明治24年には121万6千人と最盛期の人口にほぼ回

復した｡この間,明治11年, ｢卸先引内｣よりわずか

に広い区域を15区の区域に,明治21年にはこの15区が

東京市となった｡

日清 ･日露の両戦争を境に工業は著しく進展し,明

治40年には東京市の人口は 215万人に遺した｡この頃

より市域の人口は飽和状怨になって郊外に居住するも

のが増加し,市域に接する千駄ヶ谷村 ･大崎村 ･渋谷

村などが ｢町｣に変っていく｡ この傾向は,欧州大戦

に伴う戦争景気に支えられ,さらに市街地は拡大するQ

この頃の住宅地形成はおよそ次の2つの型として理

解できる｡そのひとつは職工町で,大井町 ･大崎町な

ど,当時急速に工場が立地した地域に隣接して,主に

貸家長屋による高密な住宅地が形成されたo工業は低

地に立地し,就業形態も職住近接を基本にしていたか

ら,住宅地は低地を中心としていた (図.5-5a).

もう一つはホワイトカラーの住宅地で,こちらは市内

電車の終点付近や市内電車と連絡する王子電車 ･京王

電車 ･玉川電車の駅近くに形成された｡すなわち,都

市内電車による通勤を前提として旧市街地のすぐ外側

に新たな住宅地が形成されたのである｡ こちらも貸家

が中心ではあったが.戸建てやこ軒長屋が中心であり,

密度もそれほど高くはなかったし,居住水準も相対的

に高かった (図.5-5b)｡また.こうした住宅は台

地上の乾燥した土地が多く充てられたが,次第に条件

の悪い谷筋や北斜面にも開発が及んでいった｡

この時問の市街地形成を都市計画的にみるなら,宅

地基盤･建物をコントロールする手段がほとんどなく,

劣悪な環境形成も放置せざるをえない状況であった｡

例えば, ｢南千住や三河島 ･日暮里といった地区は市

内に出稼ぎにでかける便がよくて,しかも市内をすれ

すれにはずれていて,市内としての禁令にひっかから

ないという好条件があり,貧困者の集団地区を作りあ

げるようになってゆき,大正の中頃から震災頃にかけ

てかなりのスラム街を形成した｣日との記述がこの状

況をよく示している｡

こうした状況に対し,ようやく大正8年に都市計画法

･市街地建築物法が公布される｡新市域には大正11,

12年に市街地建築物法が適用され,これにより建築線

の指定 (幅鼻 9尺以上)が可能となったが,適用以前

に既に市街化された部分もあるうえ,計画的かつ面的

に建築線が指定されることは少なく,従って面的な基

盤整備を事業的に行なわない限り良好な市街地は形成

できなかった｡ 既にこのとき,現在の狭あい道路問題

が内包されていたのである (なお,昭和14年の法改正

で道路は 4m以上とされた)｡ 折しも大正12年 9月に

発生した関東大震災による羅災民に加え,震災を契機
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図.5-1 市街化以前の筆割り (1911年(M44),1:5000郵便地図)

a.荒川区町屋c1.品川区戸越(耕地整理前)

b



図.5-3 市街化の推移
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に大きな流れとなった郊外居住の圧力のもと,広大な

基盤未整備市街地が形成された｡ただし,耕地整理程

度の基盤整備に限るなら,今日の都心周辺低層高密度

市街地でも南部の荏原から蒲田に至る一帯,西北部で

も長崎から板橋にかけての一帯は一応の整備がおこな

われた｡しかし,街区が過大に設計されていたため,

その後の敷地の細分化と建物の密集化により街区内の

住環境の質はそれほど高 くはならなかった｡

東京区部の用途地域はようやく大正14年 1月に告示

される｡低地は工業地域,台地は住居地域,目黒川沿

い及び芝浦海岸沿いは未指定地とされた｡住居地域は

安静快適 (建蔽率60%以下),工業地域は生産能率の

増進 (建蔽率70%以下｡但し,住居の用に供するもの

は60%以下2)O 昭和14年の改正で60%以下3)),未指

定地は将来利用未定 ･緩衝地帯形成など都市の実状に

対応した指定を可能にするものである｡ 現在の低層高

密度市街地も,このとき,基本的には台地の住居地域

と低地の工業地域として指定された｡昭和 4年 4月に

は区部外周33町村に用途地域が追加指定 (物法は昭和

3年 4月より)され,住居地域はそ･のまま外へ延ばし

す形で指定された｡

満州事変発生(昭和6年)級,工業地が3方向-拡大し

ていく｡ すなわち,南部においては大崎･大井町から.

品川･大森･蒲田へと外延的に発達,臨海部は深川を越

えて城東地域へ,墨田川沿いには本所を越えて向島 ･

王子 ･荒川方面へと伸び,これに付随して長屋を主体

とする高密な職工街がひろがった｡

昭和13年には ｢専用地区｣が新設される一方,密集

市街地形成防止のための ｢空地地区｣が容積規制のひ

とつとして指定される (第一種～六種 (容積率20%～

70%))｡初指定は昭和15年9月,西武新宿線以南に,

昭和16年7月には,西武新宿線以北及び荒川放水路以東

の郊外部に.昭和18年2月には山の手住宅地一帯に指定

された｡指定の理由は ｢東京市の膨張発展によって随

所に密集市街地ができ,保健･衛生はもとより防火,防

空にも見過し得ないものがあり,この防止策として宅

地内の空地保有量および相隣間隔に規制を加え,郊外

市街地の健全化を計るとともに帝都の防衛に備える｣

旨とされた4㌔ 既に建ち上った住居地域指定地区 (逮

蔽率60%)でのこうした指定は実態上難しかったもの

め, ｢防空｣の視点から今日の低層高密度市街地にも

多く重ねて指定された｡

なお,昭和5年以後昭和18年にかけて,都市計画補助

街路の細部を補うものとして,幅農8-15mの細街路が

計画決定され,東京区部におけるその総数は1000路線,

1400kmを超えた (図.5-4a)oLかしこの道路は,

多心型都市構造の形成を効率的に導くペく幹線道路中

心の交通体系に再編された時期 (昭和39-40年)に廃

止に至る(図.5-4b)o

戦時色が一段と強まる昭和18年,建築諸法 (防火地

域 ･空地地区は除く)の効力を一時的に停止する市街

地建築物法施行令戦時特例が発せられた｡住居地域内

に工場が混入するなどの問題を残して,適用が再開さ

れたのは昭和23年のことである｡

以上のように,戦前までにほぼ市街化が及んだ現在

の低層高密度市街地は,一部の耕地整理事業施行地区

を除けば,基盤未整備のまま個別申請による建築線に

依存して形成された｡また,市街地の密集化防止のた

め指定された空地地区も｢防空｣色が強かった｡さら

に,キメが荒く戦時中の運用に問題があった用途地域

のために,居住環境は低いレベルに留まった｡

5-1-2 戦災と復興

戦災により区部面積の28%家屋71万戸を焼失した｡

人口も昭和15年の678万人が昭和20年には278万人-と

激減,低層高密度市街地においても物的･人的に大き

な変化をとげたのみならず,社会的制度的変化により

市街地の変容をコントロールする主体に構造的変化が

生じた｡また,戦前の市街化が高密度な長屋建で進め

られた非戦災市街地(図.5-6)紘,戦後の経済成長

の中で密集度を増し,居住環境上の問題がいち早く起

こることが予想された｡現に,昭和34年の ｢不良住宅

地区調査｣5)の中には,非戦災を主要因とする ｢一般

老朽住宅密集地区｣が,231地区中140地区 (60.6%)と

過半を占めている｡

こうした状況下に立案された戦災復興計画は,過大

都市の抑制を大目的としていた.人口は最大でも500万

人にとどめるものとし,工業地域･商業地域面積は,昭

和5年の商業(人口)規模の2分の1,工業(人口)頒模の

3分の2と見込んだ｡現在の低層高密度市街地は ｢住居

地域｣または ｢未指定地｣と指定され,その一部に拠

点型商業地ができるものと想定さjlた.これを受けて

昭和21年8月,戦前の地域制は廃止され.新地域制が指

定される0人口500万人と見込むこの計画では,住居地

域はこれまで低湿地に指定されていたものを廃止,山

手の高台を中心に指定した｡商業地域,工業地域面積

は縮小され,末指定地は3倍となった｡この様に,戟
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図.5-6 非戦災地区 と人口密度
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図.5-7 東京区部における等人口密度線の変化
(夜間人口)

出典:杉山照 r人口等密度繰回の作成と二･三の考察｣
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災復興計画は計画論重視の ｢理想｣計画であった｡し

かし,戦災で壊滅的な被害を受けた工業も戦前の姿で

復興,商店街も復活する｡こうして昭和23年11月には

275箇所の大変更が ｢変化の追認｣という形でおこなわ

れる｡昭和25年の国勢調査では.早くも人口500万人を

突破していた｡

昭和25年5月,市街地建築物法にかわって建築基準

法が制定される｡ 準工業地域新設,特別用途地区制度

化,建蔽率変更が低層高密度市街地関連の変更点であ

る｡このうち建蔽率の変更は敷地の細分化による市街

地の密集化防止を目的としたもので,従来の60%は30

nfを控除した面積の60%-と変更され小面積宅地に厳

しい規制になった67(建築基準法にもとづく新用途地

域は昭和25年12月に告示)0

昭和26年3月,根拠法変更により,市街地の状況に

合わせた空地地区指定変更がおこなわれるが,その背

後には地価高騰と建築違反の増加があった｡但し,指

定は ｢住居の環境を保護するため｣住居地域に限られ,

従来の第2種 く容積率30%)は新設された第8種 (建

蔽率40%)との大幅な後退であった(図.5-9a)0

しかしこれでも急速な市街化には追いつけず,違反の

90%は建蔽率遵反だといわれた7) (昭和38年の大変更

までは個別変更)｡この頃,住宅地区内に工業が侵入

し問題化したのを受け,専用地区が指定される｡昭和

28年12月告示の用途地域では住居地域の29%に住居専

用地区が指定された｡現在の低層高密度市街地のうち

住宅の専用度が高い一部の地区は,このとき住居専用

地域になった｡

5-1-3 第二次市街化と容積地区の指定

首都圏整備計画 (昭和33年)紘.区部人口を980万人

(既成市街地860万人)と想定していた｡その後,昭和

35年頃から東京への中枢管理積憤の集中と公害が社会

問題になってきた｡こうしたなか,地価も高騰しっづ

汁,昭和38年,空地地区の緩和と日照問題防止のため

の高度地区の指定が,さらに,空地地区の指定できな

い区域に空地の減少を防災的にカバーする準防火地域

指定がかけられた｡この時,従来の第8種(建40%)紘

9種(建50%)に,第9種は準防火地域に塗りかえるの

が原則だったが,実際は環6内や赤羽 ･十条に残って

いた第8種は-投飛ばして準防火とされ(図.5-b).

これで環6内全体が準防火か防火地域になった｡密集

防止のための空地規制はここでまた大後退を余儀なく

されたのである｡

一方,昭和38年の改正建築基準法で容積地区制が制

度化され,東京都でも都市計画街路縞再検討に合わせ

て容積地区の指定がなされた｡まず昭和39年10月,環

状6号線以内に容積地区の指定がおこなわれた｡考え

方の基本は,昭和55年の区部人口を950万人と想定,多

心型の都市構造をめざし,幹線道路網と都市高速鉄道

を中心とする強力な交通手段でこれを実現する点にあ

り,業務地においては道路交通 との関係で,住宅地に

おいては通勤輸送能力との均衡の観点から容積設定が

おこなわれた8㌔ しかし,既存建物の容積にひきづら

れて高めの設定になった9)こと,用途規制と容積規制

は別物と考えられていたので用途 ･容積間にアンバラ

ンスが生じたことは後に問題を残した｡地区レベルで

みると,住宅地については公共施設 くとくに道路)と

の不均衡を防止するため過密居住防止を図り,住環境

保護のため高度地区の活用を図るべきものとした｡住

宅形式は,都心 ･副都心 ･別々都心周辺は中高層高密

度居住区域とし.低層独立住宅地は存続の方針だった｡

実際に指定された結果をみると,事前に,1)第一種

高度地区柑 )指定部分,2)皇居･新宿御苑等の大公園も

しくはこれに準ずるものを除外 した (すなわち環6内

といえども低層独立住宅地に容積地区は指定しなかっ

た)うえ,環状6号線内山の手副の中高層 ･中低層共

同住宅地を3種(300%)から4種(400%)(一部2種 (

200%)),下町側で工業地域を主体とする北区 ･荒川

区 ･旧向島区 ･旧城乗区は2種,都心 ･副都心 ･副々

都心 ･主要幹線沿い･駅周辺は4種から6種(600%)と

したく図.5-10)｡この時点において.現在の低層高密

度市街地の指定容積率は,概ね,山手側で300%,下町

側で200%であった.この差を指定の考え方と対応させ

て理由づければ,山手側は基盤整備の有無に拘らず市

街地像を ｢中高層｣｢中低層｣と想定し,通勤交通負荷
の限界線としての容量がチェ･1クされたのに対し,下

町側は軽工業や家内工業を中心とする工業地域で,即

地的な発生交通を主要要素とし,区画整理未了の地区

は200%(完了は300%)とされたからと考えられる1日 ｡

引き続き.昭和43年2月には環状6号線より外側の容

積地区指定がおこなわれる｡この際も実際の指定では

罪-種高度地区及び開設中の大公園,さらには緑地地

域も除外された｡環状6号線外側の山の手側低層独立

住宅地は原則として1種高度地区とし容積地区はかけ

ず,残りの住居地域に3種を中心とする容積地区を指

定,2種も1種高度との境界部分などにかけている｡
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また,荒川放水路以東の地域のうち緑地地域を除いた

部分は,住居地域の一部を一種高度とし,残りは2種を

中心にしながら基盤整備の済んだ小岩等では3種がか

けられた｡環6外の指定と現在の低層高密度市街地と

の関係をみると,山の手側では環6内と同様3種が多

かったものの,1種高度との境が2種とされたため3

種 ･2種がかかる結果となり,一部,副都心 .主要駅

周辺 ･近隣商店街では4種がかけられた0-万,下町

側では,基盤未整備地区は2種,整備済みは3種とさ

れたから.荒川放水路の内側と連続的な指定となった｡

環6外の容積地区指定に合わせて昭和43年には空地

地区の大幅緩和がおこなわれる｡このとき,空地地区

は容積地区指定の一部として捉えられた12).空地地区

変更の考え方は,①第9種 (建50%)は150-300人/

haになるが,ZOO人/ha以上は木造低層独立住宅地とし

ては過密で不適当なので,空地地区はやめて準防火地

域にする｡②3,4,5の延空地地区も現在75-150人/ba

で近い将来120-150人/haになることが予想されるの

で原則として9種(建50%)に (道路が整備されていな

い地区は8種(建40%))③とくに良好な地区の延空地

は残すものの,他の地区は他の容積地区とのバランス

及び住宅環境保護のために高度地区-移行する,とい

うものだった13㌦実際の指定結果を容積地区との関連

でみると (図.5-9C,図.5-10),山の手側では

空地9種はおおむね容積2種あるいは第一種高度地区

に重なり,容積 3種は準防火に重なっていた｡下町側

では容積2種3種に拘らず準防火地域とされた｡現在

の低層高密度市街地と重ねると,この時点で空地地区

指定部分はほぼなくなり,従って｢地域｣の規制内容で

ある建蔽率60%のみが規制力をもつことになった｡

以上からみるに,容積率そのものは即地的住環境の

質向上を目的としていないので,良好な戸建住宅地は

容積地区を指定せず,高度地区を併用するという形で

住環境の保護を図ったものの,副都心､周辺等の現在の

住居系の低層高密度市街地では誘導的意図を含めて高

容積を設定したため,前面道路幅員による容積率低減

の甘かったく当時は幅員×0.6)こと,高度地区が積極

的にかけられなかったことと相まって,指定が意図し

ていた職住近接実現の前に中高層住宅が一般化して日

照問題が起こってしまった｡反面,下町側の低層高密

度市街地では容積2種が基本にあり山の手に比べ中高

層住宅の建設も少なかったこと, もともと工業を中心

とする地域であったことから,問題はむしろ工場関連

の公害問馬や密集そのものの問題であった｡

5-1-4 低成長時代への移行

この後,昭和46年1月には建築基準法が改正され容積

率が建蔽率とセ･yトになって用途地域に組み込まれる

(このとき30m2控除規定は廃止)が,東京区部の指定

メニューはそれまでの制度の連続的な読み替えですん

だ｡むしろ,民主的手続きを踏みながら新たに指定を

おこなうことが大きな変化であったといえる｡ こうし

て,説明会等の手続きの後,新用途地域が指定告示さ

れたのは昭和48年であった｡但し,当時の区はいまだ

区長公選はおこなえず,建築 ･都市計画担当の権限 ･

人材も脆弱だった｡

新用途地域指定に際しては,生活環境の保護改善が

ひとつの大きな柱として据えられ,マンション規制等

を目的として低容積率の第 1,2種住専を拡大した｡

また,その他の地域でも容積率指定を大幅に厳しくし,

さらに高度地区の指定を積極的におこなった｡すなわ

ち,容積地区指定時に3種(SOO知)と過大だった容積

率の多くは200%にダウンし,駅周辺や近隣商店街で4

種とされていた容積率の多くも300%(場合によっては

200%)に強化された｡また,隣接地区の容積率差を,

2-300%に縮める努力もなされた｡こうした指定結果,

住居専用地域は20.0%から45.3%へと拡大,300%以上

の高容積率も減少した (-13-1)0

さらに,昭和51年11月改正建築基準法により,日影

規制が導入されたはか,2種住専での低建蔽率 ･低容

積率のメニュー化,住居系地域での全面道路幅農によ

る容積率規制の強化など,住環境を重視する一連の一

般規制強化策が取入れられた｡郡市全体の機能分担 ･

密度配置という視点から策定された昭和40年前後の法

定都市計画が,即地的住環境重視の世論の中で大きく

修正を受けたのである｡

5-2 市街地形成と都市計画課題

5-2-1 市街地形成と都市計画規制

戦災復興が一段落すると増改築 ･建て替えによって

個々の建物密度 (容積)は急上昇し,高度成長期のア

パート需要等を受け止めた庭先木賃や既成市街地型 ミ

ニ開発が急増して市街地は密集化した｡この間,元々

4mに満たなかった街路は拡幅されず,高容積化しつ

つある建物とのバランスを欠いてゆく｡ さらに,都市

が拡大するにつれ当地域は相対的に都心化して地価も

急上昇し,戦前の開発で取り残されていた谷筋の土地
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や斜面地あるいは点在していた空地が細分化されなが

ら建て込んでゆく｡こうして居住環境問題は,当初の

不良住宅地区の問題から,より一般的な相隣環境問題

-と変質していった｡

こうした市街地の変容に対し,密集化を防止すべく

指定された空地地区は,建蔽率違反の急増に対応すべ

く容積地区指定に合わせて緩和され,昭和43年時点で

現在の低層高密度市街地からほぼ姿を消した｡また,

敷地細分化の防止を意図してかけられた30nf控除規定

も既に運用上意味を失っていたが昭和45年の法改正で

廃止された｡こうして再編された規制の捧系は,用途

制限及び ｢地域｣による建蔽率とセット化された容積

翠,密集化による延焼危険を減じる準防火地域,北側

敷地への日照通風確保のための高度地区であり,後に

日影規制 ･前面道路幅鼻による容積率制限強化が追加

された｡総じてみれば.平面的密集化防止の規制から,

前面道路及び北側敷地との関係のなかで許容できる建

物容積の上限を地域特性を手がかりにして規制する方

向-と転換をとげたといえる｡ しかし,いずれにして

も望ましい市街地像は合意されておらず,平面的密集

化防止規制は敷地細分化防止の手法を欠き建蔽率規制

のみに頼ったことから,最大許容範囲の容積率の中身

は何等規制されず,次々に発生する適法な新都市住宅

にはなす術がなかった｡

5-2-2 都市計画規制と社会背景

一方,長期的視点から, ｢用途地域制を支える社会

背景｣という面に着目するなら,以下の考察も可能で

ある｡ すなわち,都市の拡大 ･成長が続くなかにも,

規制緩和を求め開発を指向する時期と,現状維持や規

制の強化を求める時期とが交互に発生している点であ

る｡戟前のある時期までは規制といえば建築線と若干

の斜線制限のみで,開発指向というよりも放任に近い

状況だった｡ところが戦時色が強くなるなかで, ｢防

空｣の見地を大義名分にして空地地区が指定され,道

路幅員も ｢自動車交通｣が理由の一端にあるとはいえ

｢防空｣の見地からも4m以上が支持された｡ これ以

級,戦災復興計画も｢計画論｣の見地からの計画とは

いえ,その後の急速な復興のまえにはかなり厳しい計

画と映った｡こうした状況は違反建築の増大を招くが,

これに対し ｢計画｣側では個別の後退が続いた｡

こうした現状に対し,新しい ｢計画論｣の見地から

望ましい将来道を描き,これを法定都市計画とできる

だけ連動させて再編成したのは昭和30年代の後半とみ

ることが妥当である｡すなわち,その基本は単なる容

積地区制の導入に留まらず,多心型の都市構造を形成

すべく,都市高速道路の導入,効率的かつ強力な幹線

道路重視の交通休系の再編といった根本的な都市構造

の見直しがあり,これを土地利用に転化した形で容積

地区の指定,空地地区の緩和と準防火地域 ･高度地区

の指定が伴ったという関係にあるO こうした流れは,

当然,都市における地区の位置づけを変えていく｡ 端

的にみれば,現在の住環境はどうあれ, ｢容積率｣に

よってそこのあるべき土地利用強度が想定され,その

方同に市街地は変化していくべきとの論理になる｡ 従

って,都市計画道路の見直しにおいて地区的環境にし

か係わらない ｢細街路｣は削除されている｡そこでは

｢細街路｣は交通需要が幹線で負担できるから必要で

なく,また仮に残したとしても財政面で実現の可能性

がない (優先順位が低い)という都市交通計画側から

の論理が先行し,幹線で囲まれた地区内部の居住環境

整備として ｢細街路｣を位置づける総合的視点は欠落

していた.一方,開発指向の世情とはいえ,郡民の生

命に係わる ｢安全性｣の面からは一般規制の強化がな

されていた｡また.｢保健性｣に係わる規制としても,

通風 ･採光をペースに,低層戸建住宅地については高

度地区という形で日照をも担保 しており,あとはこれ

を積極的に使うかどうかの運用上の問題であった｡

しかし,その後の中高層住宅の一般化,公害問題の

激化のなかで, ｢日照｣を代表とする住環境の質を,

たとえそこが都心周辺部でも確保すべきであるとの世

論が高まり,昭和48年の新用途地域指定,昭和51年の

法改正 (日影規制等)-とシフ トしていく｡ しかし世

の中は既にオイルショックを経験し,低成長の時代へ

と移行していた｡こうしたなか,区部にある工場は次

々に転出し,昭和55年2月からは3年間の長い景気後退

期にはいるO英国で発生した｢インナーシティー問題｣

が発生するのではないかとの懸念が表明されるのも自

然ななりゆきであった｡

5-3 小結

低層高密度市街地の形成に都市計画の対応が皆無で

あったわけではない｡しかし,実態としてはいろいろ

な問題を蓄積しており,多くの面で都市計画が無力だ

ったことは確かである｡歴史から得られる教訓,今日

踏まえるべき課題は,以下の3点にまとめられる｡

第-は,市街地形成を実際に進めていった地主 ･家
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主 ･企業の論理を汲み上げることなく,もっぱら密集

市街化防止の ｢000の必要性｣に基づいて一面的 ･
一方的なコントロールがおこなわれてきた点であるO

とりわけ,一旦市街化されたあとの ｢変容｣に対して

都市計画はあまりに無力であり,都市機能の集中 ･地

価の高騰が進むなか,計画の ｢必要性｣の論理のみで

は実態に流されるばかりであった｡しかし一方,ゴー

ルのボリュームを ｢目標｣としてではなく規制値とし

てのみ示したことにより,変容のプロセスで大きな問

題を起 こしたことも事実である｡従って,ある程度合

意された ｢市街地像｣にむかって,個々の ｢変容｣の

プロセスを調整 しながら誘導する仕組みづ くりが是非

必要である｡

第二は,形成当時は法的に問題のなかった水準が時

代の変化のなかで陳腐化 し,不良になってきた点であ

る｡これは,わが国の経済が急速に成長 し生活が豊か

になったことと無関係ではないが,より重要な点は,

もともと法においてその時々の最低限の水準しか確保

できなかった点にある｡道路の2.7m (のちに4m)居

住水準○○mtは時代の経過に伴って書 き改められフロ

ーには適用されるものの,ス トックとしての市街地は

元の基準をひきづってしまうのである｡居住水準など

個人の努力によって平均としては次第に向上してゆく

要素はさておき,狭あい道路の拡幅の様に行政が働き

かけないと達成できない課題には積極的に対応すべき

ものである｡

第三に,現在の状況を ｢計画論の蓄積｣という目で

ながめると,①多心型都市構造の形成を意図して,こ

れを強力な鉄道道路網と新たな諸規制を再構成 しなが

ら実現 しようとした昭和30年代末期に基本を置き,②

その後の ｢居住環境｣重視の世論のなかで前時代の計

画を ｢修正｣した昭和40年代末期から50年代初期の動

きが重なり,③そのうえに産業構造の転換等の新たな

る課題に対処 しなければならない状況として理解でき

る｡ この3着を,昭和30年代までにほぼできあがり ｢

建て替え｣を通 して ｢変容｣ している低層高密度市街

地の状況に対置させながら,将来にむけてどの様に再

構成 し, ｢計画システム｣として定着させるかという

のが今日の課題なのである｡

補注(第 5章)

1)下谷新聞北豊嶋支社 『三河島町誌』

2)但 し,法適用前の大正13年6月9日,早 くも勅令152

号で削除された0

3)衛生上 ･防空上の理由による｡

4)堀内亨-(1978)『都市計画と用途地域制』

5)東京都民政局(1959)『東京都地区環境調査一都市

不良環境地区の現況-』 ｡ なお,高見沢邦郎 ･洪正

徳(1984)｢1959年調査による不良環境地区のその後

の変容について｣『日本都市計画学会学術研究発表

会論文集』Ⅳ0.18 pp.85-90によれば,追跡可能だ

った 190地区中28地区に地区改良事業が施されたも

のの,その過半は事業実施の可能性が優先されて進

められ,戦前からの一般老朽住宅地区はほとんど対

象とされなかった,但 し,こうした地区も時間の経

過のなかで自力改善 し一般の要改善地区との差はな

くなりつつあるとしている｡

6)早 くも昭和27年,準防火地域内なら30mtの控除は

おこなわなくてよいことになった｡さらに昭和34年

の改正で,過小敷地が多 く特定行政庁が認めれば控

除しなくてもよいことになった｡こうした経過を経

て昭和45年に廃止される｡

7)堀内亨-(1978)『都市計画と用途地域制』

8)同上

9)堀内によれば, ｢委員長報告では,都市施設が未

整備な間は容積率を低く定め,整備された時点で高

い容積率に変更することを考えていた｡ しか し,莱

際には現存する建築物の容積率を考慮して高い容積

率を決めざるを得ず,したがってその容積率は都市

施設がすでに整備されたものとして指定される状態

になった｡｣

10)昭和39年当時の第1種高度地区は,北側斜線の規制

内容が現在と若干異なり.6m立ち上がり2分の1の傾

斜でかかるものだった｡

ll)一般に.住居地域では既得権(高さ20m以下-6階

程度)との関係から容積率360% (60%x6)とみる

ことができ,3種(300%)の指定はむしろ厳 しくな

ったとの見方がある｡ しか し,工業地域では高さ制

限が31mなのに基盤未整備地区は2種(200%)を基

準としたO従って,住居地域で3種が多 く指定され

たのは,将来イメージを政策的意図としてそのまま

容積に転化 したものと考えるべきである｡

12)但 し.考え方は全く逆である.空地地区の目的は開

発抑制にあるが,容積地区は高度利用の限界を示 し

開発を指向している｡
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第6章 都心周辺市街地における居住者属性の変容と将来予測

本章の主題は,住宅需給の動向を中心に東京区部低層高密度市街地を取り巻くマクロ吃

状況の分析と推計をおこない,今後,それぞれの地区において居住環境整備をおこなう場

合に必要とされる基本的事項を明らかにすることにあるO

まず第-に,墨夜間人口･所得階層の変容動向を区を単位に分析する｡ ここでは,都心

周辺区自体の特性の把撞のみならず,首都圏の中での東京区部の位置づけや東京区部の内

部での執亡､周辺区の位置づけをおこなうことに重点を置いている (第 1節)｡次に,住宅所

有関係別 ･区別に将来世帯数の予測をおこない,その結果が都心周辺市街地にどの様な意

味をもつかを,住宅供給のトレンドと突き合せながら考察した (第2節)｡ 最後に,以上

を踏まえて,今後,都心周辺低層高密度市街地の居住環境整備において配慮すべき事項を

類型的に整理した (第3節)o

6-1 東京区部都心周辺市街地居住者属性の動向

6-1-1 人口移動の変化とその要因

東京都及び千葉･埼玉･神奈川の3県 (以下.｢1都3

県｣とする)への人口集中は高度経済成長期に入って急

速に進み,昭和30年代後半には自然増加人口を加える

と年間60万人の人口増があった｡しかし,昭和50年代

にはいると社会増加人口は減少し,自然増加人口も第

二次ベビーブームの沈静化と共に急減して,その後の

人口増加は年間30万人程度になった (図.6-1)Oこ

の間,東京区部では自然増加人口は首都圏と同様の増

減傾向を示したものの,圧倒的な社会減少人口によっ

て昭和44年には既に人口減となり,その後も人口減少

が続いた｡しかし昭和55年以降,自然増の減少を上回

る社会減の縮小がみられ,昭和57年から木口は増加に

転じ,61年までこの傾向は続いた (図.6-2)1㌦ そ

こで,特徴的な傾向を示す社会増減の動態を,その要

因を含めて次に明らかにするO ここでは,東京区部を

｢区部｣,東京区部を除く1都3県を ｢東京圏郊外｣,

1都3県を除く道府県を ｢全国｣とする｡

｢区部｣の社会減は昭和39年に始まったが,昭和48

年をピークに縮小し,昭和58-61年は年間2万人程度

の減少に留まっていた｡これは, ｢区部｣から｢束京

圏郊外｣-の出超人口が急速に減少したのが主要因で

ある｡すなわち,昭和46年には24.5万人あった出超人

口は昭和51年には17.5万人,56年には10.5万人,61年

には8.6万人に縮小した｡これを移動理由別にみると,

いずれの年も ｢住宅｣を理由とする出超がそのほとん

どを占めているが,出超の減少の要因をみると,昭和

46年から51年にかけて減少した 7.0万人のうち51%が

｢職業｣を理由とする出超の滅(入超に転じた)を占め

ていたのに対し.同じく7.0万人出超の減少した51年か

ら56年には, ｢住宅｣を理由とする出超の減が92%を

占めた｡さらに56年から61年までに出超が 1.8万人減

じたが,これも｢住宅｣を理由とする出超の減が102%

寄与しているO -方.昭和51年から56年の動きを｢住宅

の種類別｣にみると, ｢区部｣の民営借家から｢東京

圏郊外｣への転出が大きく減少 (昭和51年の18.3万人

が56年には11.1万人｡減少の75%に寄与｡出超減の82

鍾)したためだが,持家からの転出は微増 (56年から

61年にかけてはかなりの増加)している(図.6-3)o

このように,区部の近年の社会減は ｢住宅｣要因に

よるものが大半であるものの,① ｢住宅｣を理由とす

る出超が昭和51年にピークをむかえてから大きく減少

してきたこと,②出超の減少の大半は区部の民営借家

からの転出の減少によるものであること.③かわって.

区部から郊外への持家からの転出が増加 (区部内部で

の持家間移動も増加)している,とまとめられる (以

上,移動理由調査2))｡

この結果,ストyクベース (国勢調査)でみると,

昭和50から55年に東京区部全体では29.5万人減少した

が,民営借家世帯人員の減少が30.5万人だったのに対

し.持家世帯人月は21.2万人増加している.民営借家人

農の減少は外周区3)で14.5万人(-4.1人/ha),中間区

4)12.8万人卜8.0人/ba),持家人員増加は外周区20.1
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図･6-1 東京圏及び東京区部の人口変化
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万人 (区部の増加の94.8%)であるQ昭和55-60年に

紘,東京区部人口にはほとんど変化がなかったが,拷

家は14.0万人増加,うち10.4万人(3.0人/ha)は外周区

4.4万人(2.8人/ha)が中間区で増えたO民営借家は区

部で2.6万人減少 し,中間区だけで3.0万人減少した｡

結局,昭和50年以降,民営借家人口が大きく減少する

中で外周区を中心に持家人口が増加したのである｡

次いで,東京区部内の地域別に昭和50年以降の人口

増減を1年単位でみると (義.6-日,都心区5)では

連続して減少,中間区では江東区を除いてはぼ毎年減

少,外周区では昭和53-56年を除き概ね増加となって

おり,人口の童心は確実に外周区に移っている｡

さらに,年齢別人口構造変化を知るため,世代別に

(5年ごとに)昭和50年以降の人口変化を区部全体につ

いてみると(図.6-4),①同一年齢残留率は世代が

新 しくなるほど高くなる｡ ②第一次ベビーブーム世代

(昭和23年生まれ)は既に減少を停止させつつあり,

前世代より2万人以上多い｡③ これに伴って第二次ベ

ビーブーム世代も減少から増加にむかっており,16才

人口は前の世代(昭和38年生)に比べ1万人以上多く,

しばらく18,19才人口の増加が続く見込みである｡

以上から,東京区部人口減の主因であった ｢住宅｣

を理由とする郊外化は,民営借家から郊外への転出減

と持家からの転出増,ベビーブーム層の定着という構

造的変化を伴いっつ次第に減少 し,区部への入口定着

傾向がみられるものの,外周区を除けばなお社会減が

自然増を上回って人口減となったことが示された｡

6-1-2 産業構造の変化と職住関係の変化

1郡 3県の労働力人口 (常住地ペース)の増加は夜

間人口の増加に並行して進み,昭和60年には対全国シ

ェア25.2% (人口シェアは25.0%)となった｡しかし,

東京区部の従業地としての地位は相対的に低下しつつ

あり,とりわけ現業部門でその傾向が著しい｡とはい

え,区部の夜間人口と従業人口との関係をみると,昭

和45-55年に49万人の夜間人口減があったのに対し,

昭和44-56年の従業者数 (事業統計調査)は114万人増

加 (都心3区53万人,その他61万人)した｡また,昭

和56年から61年にかけて夜間人口はほぼ横ばいだった

のに対して従業者は28万人増加 し,東京圏郊外から区

那-の通勤者が兼だ増加していることを示している｡

すなわち,昭和50年から60年の問に,東京区部に通勤

通学する人数は715万人から773万人へと58万人増加し

たが,自区内が21万人減少 (うち自宅が33万人滅少な

ので自宅外自区内は12万人増加),23区から地区が17

万人増加に対し.23区外からは62万人増加(都下と1郡

3県で58万人)した｡これを区部内の分布からみると,

昭和40年代末期には下町や工業を主体とする区での減

少が特徴的だったのに対して,昭和56年から61年にか

付ては,千代田 .港 ･新宿 .渋谷区での主にサ-ビス

業での伸びが大きな特徴であった｡

次に,職業面から昭和45年と60年を比較すると,専

門技術職が18万人,事務販売職が15万人増加したのに

対 し,技能工程職は35万人減少 した (東京圏郊外では

専門技術職は73万人,事務販売職は157万人,技能工程

職は63万人の増加であった)｡この結果, ｢居住立地

限定階層｣の居住地分布は大きく変化している｡牛見

(1973)の積み上げ計算を参考に職業大分類別に限定率

を設定し6),昭和45年と60年の限定階層をゾーン･セ

クタ別に比較すると く表.6-2),

①区部全体の限定階層割合は,昭和45年の49.7%から

60年の44.5%-と5.3%減少 した｡この間,技能工程

職は大幅な実数の減少により限定層に占めるシェア

を57.3%から49.4%へと7.9%減じ,かわって販売サ

ービス職が5.8%,専門技術職が1.7%シェアを伸ば

した｡この結果,限定階層割合の地域差が縮小した｡

②技能工程職の大幅な減少のみらjlた下町地域では,

かわって販売サービス職が限定階層の中心になろう

としている｡

この様に,区部の従業地としての地位は東京圏内で

相対的に低下しているものの,夜間人口が停滞するな

かで東京圏郊外からの通勤者は確実に増加 しており,

区部内部でも産業構造の転換に伴って技能工程職を中

心とする限定階層から販売サービス職を中心とする限

定階層に居住者属性を変化させている,と整理できる｡

6-1-3 職住関係の将来像と低層高密度市街地

国土庁の予測7)によれば,今後も東京区部の現業部

門,とりわけ製造業が大きく減少する一方,現業管理

･中枢管理部門はかなりの増加が見込まれている｡ 従

って,図式的にみれば,産業構造の変化による土地利

用の変化に伴い従業地の分布が変化し,それにつれて

夜間人口転入地が変化,結果として職住関係の変化が

進んでいくC さらに,一旦転入 したあとの ｢住宅｣を

理由とする郊外化によって居住構造の変化が起こる｡

従って,産業構造変化による職業の変化と転出入地の

変化,住み替えと郊外化による居住構造の変化の両者

により職住関係はさらに変化すると予想できる｡
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東京区部の低層高密度市街地に限れば,今後,工業

系地域での職住近接を特徴とする技能工程職がさらに

減少する一方で,都心･副都心及びその近傍への通勤者

が増加すること,住み替え需要も絶えず発生すること

から,工場跡地のみならず低ま利用地に対する住宅需

要が常に発生し,集合住宅地化が進んでいくものと考

えられる｡しかし,都心部での人口減少に伴って中間

区から外周区,さらには区部外へと居住地が外緑化し

ているのも事実である｡ 従って,低層高密度市街地で

の居住環境整備は,こうした動向に伴って発生する住

宅政策上の課題に対しても適切に応える必要がある｡

6-1-4 所得階層変化からみた居住者属性の変化

次に, ｢所得階層｣の ｢変容｣を ｢大都市のなかで

位置づける｣ため,京浜大都市圏e)を一つの住宅市場

とみたてて所得を5分位に分け.区部と郊外,区部内各

区の所得分位の昭和48年から58年の変化を考察する.

(1)所得5分位の変化 (図.6-5,義.6-3)

昭和48年に 181万円だった京浜大都市圏居住世帯の

所得は昭和53年に312万円 (1.72倍)となり.昭和58年

に403万円となった.これに伴って所得分位が同じでも

所得変化は大きく,例えば第 Ⅰ分位の上限は90万円-

161万円-213万円に,所得第Ⅴ分位の下限は253万円-

467万円-609万円と大きく変化 している｡

(2)京浜大都市圏における東京区部の所得階層変化

(図.6-6)

京浜大都市圏において東京区部が占める世帯数割合

紘,居住地の郊外化の進展の結果,昭和48-58年の間

に37.5%-33.8%-31.7%とシェアを下げた.この間,

昭和48年にシェアの高かった第 Ⅰ分位は昭和58年でも

高い (40.9%)'が第Ⅲ･Ⅳ分位は相対的に低く一かつて

は高かった第Ⅴ分位のシェアが急減して昭和53年には

京浜大都市圏の平均以下となり,昭和53年から58年に

さらにシェアを減じた｡ この結果,京浜大都市圏の平

均を上回る所得分位は第 Ⅰ･Ⅱ分位のみとなった｡

持家 ･借家別にみると,持家は,第 Ⅰ分位では29.2

%ナ29.1%一十29.5%と後半で増加,第Ⅱ分位もシェア

減から安定化 (25.7%-25.5%-25.5%)した反面,

第Ⅲ分位以上ではシェア減になっており,特に昭和48

年から53年にかけての第Ⅳ･Ⅴ分位のシェア減は著し

かったO-方,借家のシェア変化は持家のそれとは逆

の傾向を示し,第 Ⅰ～Ⅲ分位で徐々に減少,第Ⅳ分位

でシェア減の縮小,第Ⅴ分位ではシェア増となった｡

ただ.借家は分位が上がるほど総数では減少しており,

減少のなかでのシェア増である｡ 借家のうち民倍設共

紘,もともと全体の70%前後を東京区部が占めていた

が,第Ⅲ分位以上でシェア減,第 Ⅰ･Ⅱ分位で減少の

のち増加 (絶対数では大きく減少)し,設共-の低所

得者の沈澱が早く進んでいる｡公債ではもともと下分

位ほどシェアが高く,昭和58年現在も第Ⅱ分位までは

く特に第 Ⅰ分位)京浜大都市圏の平均を上回っている｡

く3)東京区部の所得分位の変化と世帯の変化

(図.6-6)

次に,東京区部全体の所得分位の変化を整理すると,

①借家では若年層の需要減を反映して第 Ⅰ･Ⅱ分位で

の増加が止まり,第Ⅱ分位では微減となった｡第Ⅲ

分位では大きな減(-9.8%)となったが,持家第Ⅲ分

位で同量の増加があり,結果として第Ⅲ分位が変化

なしとなった｡第Ⅳ･Ⅴ分位での借家世帯の減少は

後半も続いたが,後半にはほぼ同量の第Ⅳ ･Ⅴ分位

の持家の増加によって柑殺され,変化なしとなった.

個別にみると,民倍設共は大きく数を減らすなかで,

第 Ⅰ分位のシェアを急増させている｡

②持家の第Ⅱ分位は前5年と同様後半で十数%の増加

となったが,特徴的なのは持家第 Ⅰ分位での大幅な

増加 (16.1%)である｡ これによって,第 Ⅰ分位の

増加数に占める持家第 Ⅰ分位の増加数の割合は,前

期の14.5%から後期の69.3%へ上昇した｡これは,

世帯主が高齢化し子供が転出した持家世帯が相当量

増加しているためであり,結果として活力が低下し

ているとみることができる｡

③総じてみると,区郡内では第Ⅲ(Ⅱ)分位以上で借
家から持家 (主にマンション)への転換が進んでお

り,その一方で ｢無職｣と化し,持家であるものの

所得分位の低い高齢者(夫婦)世帯が増加している｡

(4)乗京区部内地域別の所得分位変化

(図.6-7,表.6-5)

都心周辺区における所得分位毎の変化を,実数変化

と特化度g〉変化からみると.以下の点が明らかになる｡

①一般に第Ⅴ分位の特化度のばらっ善が最も大きく,

借家で著しい｡また,持家では第Ⅱ･Ⅲ分位のばら

つきも大きいが,第Ⅴ分位とは逆にプラスに特化し

たものが多い.また,第Ⅳ分位のばらつきは小さい.

② トータルでみる限り,区部内の地域間較差は大きく

昭和53-58年でひろがった｡つまり,この時期に限

ると全ての分位で不均衡が拡大している｡

③都心では元々第Ⅴ分位に特化 しており,大きな変化
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図.6-5 京浜大都市圏所得分位の変化(昭和48-58年,住宅統計調査)
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はない ｡

⑥江東区,江戸川区は区部内で最も分位の偏りが大き

く,第Ⅲ分位を中心に第Ⅱ･Ⅳ分位に特化し,第 ト

Ⅴ分位がマイナスに特化しているQ特に江東区の借

家第Ⅲ･Ⅳ分位,江戸川区の持家第Ⅱ･Ⅲ分位に集中

がみられ.江東区の第 Ⅰ分位の減少も加速している｡

⑤逆に,最もバランスがあるのが品川区 ･大田区の城

南セクタ-であるO大田区の借家で若干の偏り (罪

Ⅲ･Ⅳ分位への特化化)がみられるものの,第Ⅴ分

位も平均的に居住しており,均衡を保っている｡こ

れは,区内に多様な地区を含んでおり,それがミ･y

クスされたものと考えられる｡

⑥都心周辺の低層高密度地域 (上述の江東区 ･品川区

を除く)は何らかの偏りがみられるQなかでも墨田

+荒川区は持家に第 Ⅰ･Ⅱ分位が特化しており第Ⅴ

分位が少ないが,この傾向は豊島+北区にも現われ

始めている (第 Ⅰ･Ⅱ分位増加)｡ なお.借家は第Ⅴ

分位で著しく不均衡な状態にあり,目黒+渋谷+中

野区でのプラスの特化がみられ,都心,世田谷+杉

並区と共に借家第Ⅴ分位特化セクタとなっている｡

以上の様に,地域内の所得分位の偏りがひらきつつあ

る｡ この事実は特定の地域に特定の階層が集まりつつ

あることを示しており,社会学の成果もこれを裏づけ

ている (1-2-1)0

6-1-5 まとめ

東京区部都心周辺低層高密度市街地における居住者

属性の変化特性は,以下の様にまとめられる｡

①夜間人口の減少は,社会減の縮小によって収まりつ

つあるものの,居住地の中心は区部郊外に移ってい

る｡一方,従業者は都心を中心に大幅に増加し続け

ており,郊外からの通勤者が増加している｡その結

果,東京区部で京浜大都市圏の平均を上回る所得分

位は,下から40%の第 Ⅰ･Ⅱ分位のみとなった｡

②産業構造の転換により,現業工場部門の縮小,サー

ビス･事務販売雇用者の増加が並行して進んでいる｡

従って,技能労働者中心のかっての居住立地限定階

層は減少 し,その内容が変質しているO また.東京区

部の所得分位が京浜大都市圏において相対的に低下

するなかで,西北部地域の持家世帯に高齢世帯が増

加すると共に第 Ⅰ･Ⅱ分位が増加するなど,所得階

層の偏りが地域人口構造の高齢化と関連しながら拡

大している｡

6-2 東京区部における住宅所有関係別世帯数の推

計と評価

6-2-1 推計の方法

本節でおこなう推計は,昭和48･53･58年 (10年間

3時点)の住宅所有関係別世帯主年齢別世帯数変化の

トレンドを将来に延ばし,人口予測と突合せながら今

後の予測をおこなうものである.この際,データの制約

(集計単位と精度)を考え,世帯人農別の推計は省略

している｡ また,将来の主世帯数推計の元になる将来

人口推計値については,既存の資料 (東京都198310))

が既に古く,現実には区部への人口定着現象が強く現

れているため,現在値(昭和60年1月)で補正し,高め

に人口予測値を設定した1日 ｡

6-2-2 推計に関する基本的特性

(1)人口関係

①合計特殊出生率 ;東京区部の合計特殊出生率を近年

でみると,昭和47年の1.93をど-クに低下の一途を

たどり,昭和56年には1.33(都下区部外1.61,全国

(昭和55年)1.74)まで低下している｡人口再生に必要

な値は,約2.09であるから,かなり低い値である｡

『都58』では厚生省人口問題研究所の予測 (- 『厚

56』)を参考にして,合計特殊出生率は昭和60年に

底をむかえたのち漸増に向うと仮定しているが,そ

れでも東京区部においては昭和75年に1.44程度に回

復するにすぎない(全国は2.09と仮定)｡都心区 ･都

心周辺地域ではさらに合計特殊出生率は低い｡

②年齢別生存率 ;先の,『厚56』によれば,昭和54年度

に男子73.14才,女子78.50才であった平均寿命は昭

和100年に男子75.07才.女子80.41才に達し,以後一

定になると仮定している｡ 『都58』によれば,東京

都は上記値を現在上回っているものの全国との差は

縮小の方向にあり,最終的には全国値と同じ値に収

束すると仮定している｡ しかし,昭和60年度には既

に男子74.84才,女子80.46才となっているO

③社会動態 ;自然動態に増して,社会動感の予測は困

難である.『都58』では.過去の動態を元に将来値を

トレンド予測しているが,昭和50年代の後半に東京

区部から郊外への人口流出が緩和した結果,各年齢

階級で社会減少率の低下がみられ,これが人口増加

(昭和55-60年)要因の一つとなった｡但 し, 『郡

58』も,社会減少率の緩和を今後も予測しており,

人口定着が予測より早めに起こったものと判断でき

る｡
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I.7(東京区部,昭和48-58年)図･6-9 東京 区部住宅所有関係 別世帯数の 実績 と予測

万世帯 a･捻計く持家>2:i加;m:桐4:い川にlr78rh'HLJ17.i
b.世節立坪離別<民官借家> 7隅mWr

S2328詫H綿434R比f.+ 非水 域呼 水 図.6-8 世帯主率の実績と予測(2)世帯主率年齢階級ごとの世

帯主率の今後の動向をみると,近年,核家族化の進展により各年

齢階級で増加がみられたが,ベビーブーム層の独立を

反映 した20才代の世帯主率の増加と女性の55才以

上世帯主率の増加が特徴的であった.しか し,こうした

動 きも今後の予測では収まり,ほとんど変化なしとみられている (

図.6-8)06-2-3 区部における住宅需給の予測結果

(1)住宅所有関係別 シェア(図.6-9.義.6-7)

持家世帯の順調な増加により,持家率は昭和58年の

42.3%から43.2% (昭和63年).44.2

% (昭和68年),45.2% (昭和73年)-と

増加する｡ 持家の増加のうち多 くは民間分譲共同住宅

(マンション)であると予想される｡

給与住宅は若干シェア減となり,公的借家は若干シェアを

伸ばす.民営借家は徐々にシェアを減 じ,なかでも設備共同世帯は昭和58年の9.9%から2.1%-

と減少,また,木造設備専用 も20.9%から15.0%へ
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心とする持家率の増加があげられ,30才代では昭和58

年の33.1%から昭和73年には39.9%へ上昇すると仮定

している.それ以下の年齢層でも上昇が見込まれるが,

これは,東京第二世代の独立層を中心にしたマンショ

ン取得が中心になろう｡逆に,40才代以上では,持家

率は微減と仮定しているが,ベビーブーム世代が通り

抜ける40才代を除けば実数としては持家世帯が増加す

ると予測される｡

(3)住宅所有関係別の世帯主年齢階級別シェア

(義.6-8)

次に,ある住宅所有関係内に占める世帯主年齢階級

シェアにつき特徴的な点を示すと,

①持家については,世帯主年齢別持家率上昇より世帯

主年齢全体の高齢化が効いて高齢世帯のシェアが高

まる｡

②借家のうち,公的借家は30才代までの若年世帯でシ

ェアを減じ,50才代以上の公団公社,60才代以上の

公営住宅世帯が大幅にシェアを増加させる｡60才代

以上世帯に限れば,公営は25.2% (昭和58年)から

35.3% (昭和73年)へ.公団公社は8.3% (昭和58年)

から19.2% (昭和73年)へと増加する｡

③民営借家については, トータルではシェアに大きな

変化はないが,設備共同の変化が激しく,24才まで

の若年と60才以上の高齢者との2極分化が予測され

る｡ このうち後者のシェア増は著しく,7.8% (昭和

58年)から13.1%(63年),23.5%(68年),49.6% (

73年)へと大幅に増加する｡

この結果は,木賃 (設備共同)アパー トの建て替え

が相当程度進んだとしても,こうした低質ではあるが

低家賃(そして多くは好立地)の民営借家に対する需要

が根強く残ることを示している｡

6-2-4 都心周辺高密度区の住宅需要推計

(図.6-10)

都心周辺区の主世帯総数にはそれほど大きな変化は

なく,区部全体で予想される世帯増の多くは郊外部で

吸収されるo また,世帯主年齢別世帯数を,｢特化度｣

(-各地域内の世帯主年齢別シェア/区部全体の世帯

主年齢別シェア)の面から特徴を示せば(義.6-10),

①都心周辺区の合計では,世帯主年齢シェアに大きな

偏りはみられないが (ただし,60才以上がやや多い｡

特化度1.1前後)ノJヽ地域別には偏りがあり,江東区

での25才未満世帯のマイナスの特化と30代,40代の

プラスへの特化,荒川+墨田区の30才未満世帯のマ

イナスへの特化と80才以上世帯のプラスへの特化,

渋谷+中野+目黒の25才未満世帯主への特化が著し

い｡

②25才未満に特化していた豊島+北区はやや特化度を

下げ,これにかわって昭和48年まではこの年齢にそ

れほど特化していなかった渋谷+中野+目黒区が鋭

い特化を示すようになり,今後もその状態が続くと

予測される｡

次いで,持家率に着日すると,どのセクタも2-7

%程度の持家率の上昇がみられる｡持家の増加分は主

にマンションによるものと考えられる｡民営借家を量

と内容の面からみると,どの地域も徐々に減少にむか

うoこのうち設備共同住宅は一般に,急速に減少する

と予刺されるが,荒川十墨田区と渋谷+中野十日黒区

で減少の度合が小さい｡この理由は,

①荒川～墨田区では元々25才未満世帯の割合が小さく

(昭和53年=24.1%),50才以上世帯主で大きかっ

た (19.9%)傾向がそのまま反映したものであり,

昭和73年予測値に占める25才未満世帯主割合-34.0

%,50才以上世帯主割合-66.0%とされるのに対し,

②渋谷+中野+目黒区では先の25才未満世帯主への特

化傾向を反映して若年世帯需要がしばらく残り,昭

和73年予測値に占める25才未満世帯主割合=64.5%,

50才以上世帯主割合-15.6%とされるからである｡

③ただし,定性的には①②で述べた傾向をもつとして

も,特に渋谷+中野+目黒区における設備共同住宅

の残存量は多すぎ(4.2万戸.区部全体の予測6.9万戸

の80%を占めることになる)るから,実際はもう少し

早く減少するものと予想される｡

さらに,世帯主年齢別 ･住宅所有関係別 (持家,氏

営借家,公債+給与)に昭和53年と73年の比較をする

と,民嘗借家需要は中高齢世帯主にシフトしながら(と

りわけ荒jlf+墨田区でその傾向が強い)もかなりの割

合で残り,これからの民営借家はさらに住戸規模の大

きなものが必要とされることを示す｡

6-2-5 住宅供給と住宅需要の関係

昭和36年から60年の住宅建設の動向を,戸数と戸当

り面積の両面からみると (義.6-ll),この25年間に

270.8万戸が着工された｡ これは.昭和58年の住宅総数

337.7万戸の約80%に相当する｡ また,昭和53-58年

の住宅統計調査による住宅数の増加数17.5万戸を昭和

54-58年着工住宅数55.9万戸と単純に比較すると,こ

の間に38.4万戸の住宅が滅失した く昭和53年住宅数の

-56-



表.6-9 都心周辺区におけるセクタ別世 帯主年齢別世帯数の実練と予測(S63-73)
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心周辺区における世帯主年齢別主世帯数の実

績(S48-58)と予測(S63-73)12%)

ことになる｡以上を前提として住宅供給の特性をみると,

①量の面では,既存持家の建て替えが中心とみられる

｢持家｣が全期間にわたり同程度の建設戸数なのに

対し.｢貸家｣と ｢分譲｣は上下幅が大きい｡また

,｢分譲｣が本格化するのは昭和43年以降であり2

0年弱の歴史しかない｡②質 (-戸当り延床面積)の面で

は, ｢持家｣の順調な広さの拡大(昭和36年-81.

5m1.80年-132.4rnZ),｢貸家｣の昭和55年までの順調な拡大 (昭和36

年-27.7nf,昭和55年--53.Onf) と

その後の縮小 (昭和60年-41.9TTf),

｢分譲｣の60nf前後 (≒3DK)での安定が

あげられる｡では,先の住宅需要の予測に対 して,住宅供

給は今後どう対応しながら進むだろうか｡ゾーン･セク

タ別,着工住宅種別,着工時期別の平均着工密度,1戸当り

面



図.6-11 東京区部における住宅着工の推移
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るo Lかし,もともと平均40m2程度 (2DK程度)

の規模でしかなかったうえ高地価が影響 してそれほ

ど大きな住戸の供給は望めない｡従って.4人の槙準

世帯(最低居住水準で50nf,都市型誘導居住水準で91

mt)が低層高密度市街地で住むための借家の供給,

孤老や老人夫婦が住める廉価な市街地住宅の供給と

いった ｢幅｣を地域特性に応 じていかに確保するか

が大きな課題である｡

③ ｢分譲｣はさらにマンションの供給にシフトしっつ

周期的なプ-ムを伴いながら一定割合で供給される

だろう｡ ただし,種地の小規模化,都心に限らない

区部全体の地価の高騰により,マンション事業は変

質を迫られており,地主との共同事業のさらなる一

般化,小規模化,高額化が考えられる｡

⑥公的住宅の区部内での直接供給は限られた場所でし

かおこなわれなくなってきたが,今後はさらにその

傾向が強まり.しかも計画の総合性を求められよう｡

また,建て替えや日常管理が中心課題となろうが,

その際にも地域内の課題を総合的に解くことが求め

られよう｡ 今後は,間接的利子櫛給や融資等にさら

にシフトしっつ,法定容積率緩和と公的住宅供給を

連動させるなどの措置を通 じて,良質なストック形

成を誘導することが中心課題となろう｡

6-2-6 まとめ

以上を総合し,低層高密度市街地の居住環境整備が

今後課題として受け止めるべき事項を整理する｡

まず,①既に住宅総戸数は世帯数を大幅に上回って

いる (昭和58年-36.5万戸)ちのの,空き家の多数は

質的に不良なものが多い.② ス トyク面でも住戸規模

は特に借家で小さくて老朽化 しており,③たとえ家賃

等に関係なく現在の借家居住者が自由に移動しても,

｢最低居住水準以上｣の借家不足数は13.5万戸ありそ

の全てが4人世帯規模に対応する住宅であることから

みて (義.6-13),世帯形成層に対する住宅よりもむ

しろ住宅の質的向上をめざす住み替え需要が多様に発

生することが予想される｡先に示した昭和73年予測年

次までに増加する世帯数 (高位予測)30万と,仮に年

間10万戸のペースで15年間今後 も住宅供給がなされる

と仮定 した場合の 150万戸を比較すれば単純に見積っ

て 120万戸が滅失することとなるが,これは現在の住

宅総ストyクの3分の1強である.

この過程で,①より所得階層の高い者はより良質の

新築住宅へとレベルアップし,②低質な空き家は所得

階層の低い者が埋めてゆき,③最下層の世帯は区部に

留まる限り最も質の患い住宅での居住を余儀なくされ

るが,そうした住宅は建て替えの必要性も高く,ここ

で問題が発生するものと考えられる｡

ここらから考えると,①新築住宅では建設コスト増

を伴わない工夫をしつつ良質なものを供給することが

重要であること,②低質な空き家にも一部需要が残る

ためこれに置き換わり需要者の立地要求を満たす住宅

供給の公的援助が必要であること,③その中間的住宅

については建て替え時により良質なものに置き換える

努力と誘導が必要になろう｡

6-3 小結

低層高密度市街地を取り巻く住宅需給等の動向と今

後について,区部全体や東京圏における当地域の位置

づけに配慮しながら,今後の居住環境整備に必要な視

点という点からまとめる｡

まず,都心部及び都心周辺への通勤者が増大しその

大半が東京区部より外側の郊外部からの流入者である

なかで,逆に低層高密度市街地の夜間人口が減少し,

おおむね高度成長期が始まる前に定着した戸建持家層

も安定しているとはいえ徐々に減少するなかで自宅通

勤 (職住一致)者は大きく減少 してモビリティーが増

大している｡従って,定着性の強い戸建持家層が居住

敷地上に自宅をもって自己のための居住性能の実現と

非定住層の一時定着に貢献しつつ定住を安定化させる

ための貸家経営等をおこないながらその地域をよくし

ていこうとする力になることをまず基本的視点として

据え,そのうえに主に地区内で発生る住宅需要 (純粋

な規横拡大需要のみならず老人アパー ト等多様な需要

を含む)に応えていくべきである｡ (以上,住宅需要

側のニーズ)

一方,当地域の都市計画規制をみると,戸建持家層

が定住するに足る容積率を上回る,150-300%の容積

が可能な地域であるものの基盤未整備がネックとなっ

て実際にはそれほどのキャパシティーはなく, ｢側｣

｢芯｣｢解｣と呼ばれる空間構成が結束している状況

であるが,用途面では中層部は基本的には住宅があり

住環境の保護がはかられるべきとされるものの低層部

にはある程度の活動は許されるのであり,また,中層

部にも地区の実状に応じて非住宅も建設可能である｡

しかし,基盤未整備な ｢髄｣の部分には地域に不足す

る社会資本が整備されるべきであり,なによりもコミ
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ユニティーの安定が図られる必要がある｡ また,条件

の良い敷地ではある程度の高容積化が可能で,マクロ

な面からの ｢職住近接｣に貢献できるが,一般敷地で

は相隣環境の向上を一義的課題とすべきである. (以

上,住宅供給側のキャパシティー)

低層高密度市街地における住宅需要を受けた住宅政

策は,都市としての機能分担をにらむ-方,こうした

地区の空間特性と突合せつつ ｢空間化｣される必要が

ある｡本章の知見をその視点からまとめると,以下の

様になる｡

まず,民営借家の構成内容が変化し,マンションに

代表される中高層共同住宅が一般化するなかで,戸建

長屋建持家層は安定しており,低層高密度市街地の基

本的構成主体となっている｡

しかし,墨田区･荒川区を典型とする東部地域では,

持家世帯の高齢化と低所得化が並行して進み,産業構

造の転換に伴う若年層の減少とあいまって,地域全体

が衰退の傾向にある｡ こうした地区では,地域内次世

代や都心通勤層の定着を促す良質な民営借家等の積極

的誘導,公的住宅を核とする住環境整備,既存戸建持

家層の定住促進と結び付いた環境整備,老朽木賃アパ

- トに沈毅していく居住層への住宅対策等を多面的に

おこなうことが重要である｡

一方,目黒区 .渋谷区 ･中野区を典型とする西部地

域では,戸建持家層の所得水準は高いものの,若年単

身層のアパー ト需要を受けて活発な民営借家等の供給

がなされており,このエネルギーを放置すれば,基盤

未整備な地区も多いことと合わせ考えると,地域の住

環境を悪化させるおそれがある｡さらに,産業構造の

転換により,3次産業中心の都心 ･副都心に通勤する

者は今後も増加すると予想される｡従って,望ましい

市街地像を共有し,住宅更新が地区環境の向上に結び

付 くような計画システムを構築することが第-の課題

であると考えられる｡

補注(第6章)

2)東京都総務局 『東京都の人口移動の実態』 (昭和

46.51,56,61年)

3)外周区 (江戸川.幕飾.足立,板橋,練馬,杉並.世田

谷.大田)

4)中間区 (江東,墨田.荒川.北.豊島,中野.渋谷,冒

黒,品川)

5)都心区-都心6区 (千代田,中央.港.新宿,文京,

台東)

6)牛見葺く1973)｡第3章の捕注参照｡牛兄は職業小

分類ごとに限定割合を設定して積み上げているが,

中分類内では数値がほぼ一定であるOここでは,大

分類ごとに割合を設定した｡(専門×0.2+販売×0.4

+農林×1.0+採鉱×1.0+運輸×0.4+技能工程×0.9

+保安×1.0+サーt'ス×1.0)

7)国土庁大都市整備局(1980)『首都改造計画策定調

査資料』

8)住宅統計調査上の定義

9)ある分位のシェアを区部平均の同じ分位シェアで

除した値を特化度とした｡

10)東京都総務局(1983)『東京都男女年齢(5歳階級)

別人口の予測』

ll)この推計は昭和60年末におこなったものであるが

その後,地価高騰の影響を受けて昭和62年には区部

人口が大きく減少し,昭和63年3月に出された東京

都の推計値も昭和75年を 837万人と見込んでいる (

本章の推計値は昭和75年を 845万人としている)0

しかし,ここでは参考値としての意味から怯正はお

こなっていない｡

1)地価高騰の結果,昭和62年には社会減が急増して

区部人口は大幅に減少し (これは, ｢区部｣から ｢

東京圏郊外｣への出超増による),人口の動きが新

たな段階にはいった｡その特徴は,①都心3区での

人口減少の加速と西南セクタでの人口減少,②東京

圏郊外での大幅な社会増である｡
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第7葦 居住環境整備を指向した低層高密度市街地の環型化

本章の主題は, ｢低層高密度市街地｣の範囲を画定したうえ,その動向を町丁冒単位に
分析 ･評価し,それぞれの地区でおこなうべき居住環境整備の方向を仮説的に現型化して

示すことである｡

具体的には,第-に, ｢低層高密度市街地｣を ｢持家 ･民営借家世帯が高密度に居住す
る住宅地｣と定めて,町丁目単位で対象地区を画定する｡ また,既存調査における他の類

型地区との関係を確かめる (第 1節)｡第二に,対象とする ｢低層高密度市街地｣の成り

立ちと近年の変容動向を,①全体として,②セクター性に着目して分析し,その特徴を明

らかにする (第2節)｡第三に,整備の ｢必要性｣指標 ･｢可能性｣指標の両面から対象
地区を評価し,居住環境整備を指向した類型化を試みる (第3節)｡ 最後に,セクターご

とに今後の整備の方向づけを示して小結とする (第4節)0

7-1 ｢低層高密度市街地｣の画定と位置づけ

7-1-1 類型化の視点

居住環境整備を念頭においた東京区部の地区区分 ･

環型化は,地区レベルの整備の必要性が認識され始め

た昭和40年代からおこなわれてきた｡本研究ではその

動向の中に以下の不足点があると考え,新たなる観点

からの頬型化をおこなう｡

1)郡市全体にわたる一般的な環境評価や整備手法の

提示はおこなわれてきたが, ｢低層高密度市街地｣

や ｢木賃アパー ト地域｣の整備に限定した類型はな

されていない｡従って,それぞれの地区ごとの整備

の方向を全体のなかで位置づける必要がある｡

2)矯型化のために扱われた指標が一時点の静的指標

に偏っているため,市街地の変容の結果想定してい

る課題の程度がどのように変化 (改善/悪化)して

いるのかわからない ｡ 整備の可能性へと結びっける

ような類型化が必要である0

3)同じく,指標が物的指標に偏っているため,どの

様な居住者が住む町の整備をするかがわからず,ま

た,想定する対応の結果どの様な効果があるかの判

断ができない｡

こうした欠点を踏まえ,以下の対応を試みる｡ まず,

1)については, ｢低層高密度市街地｣を, ｢持家 ･

民営借家世帯が高密度に居住する市街地｣と定めて対

象地区を確定し,よりきめ細かな整備を指向した類型

化をおこなう｡ 2)については,現在の ｢低層高密度

市街地｣の成立ちを,市街化の時期 ･戦災の有鮒 こま

でさかのぼって理解し,当該市街地の整備需要の共通

点 ･相違点をより長期的視野の中で位置づけるなど,

できる限り地区の動的な位置づけを可能にした｡3)

については,住宅所有関係上の ｢持家｣と ｢民営借家

｣を当地域の代表世帯とみなして独立に扱ったOまた,

年齢構成の面からも0- 4才人口,65才以上人口を構成

比 ･増減率 ･残留率の面から検討した｡さらに,居住

水準をあらわす指接として ｢1人当り畳数｣を取り上

げ, ｢最低居住水準｣ ｢平均居住水準｣という目標値

から評価をおこなった｡

なお,1)で ｢低層高密度市街地｣を ｢持家 ･民営

借家世帯が高密度に居住する市街地｣とした理由は,

罪-トに,持家 ･民営借家は低層高密度市街地を構成す

る主要な要素であること,第二に,持家 ･民営借家は

給与 ･公的借家とは異なり,建物の変容をコントロー

ルする主体が多くの場合地域の中に存在するからであ

る｡また第三に,特に木賃住宅の建て替え問題を考え

る際,7割前後のアパー トが持家家主の敷地内に建っ

ていることから,家主の定住 ･居住水準の問題を含め

た整備の検討が必要と考えたからである｡

7-1-2 考察の手順

まず,対象地域を定量的に把撞すべく,対象市街地

を確定したうえ,その物的 ･社会的特性を多面的に分

析する｡ 次いで,整備手法に著目した当該地域の類型

化を町丁日単位におこなう｡ここで,町丁目面積は国

詞データ (昭和55年)を原則として使用するが,大河

川･水面は図上測定により除いて修正する｡ なお,江
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350人/haを超えるものは1.7% (10町丁目｡ うち品川

区が6町丁目)にすぎない (蓑.7-1)0

7-1-4 従来の地区区分との関係

結果として抽出された ｢低層高密度市街地｣を既存

の蕉型地区の広がりと比較し.その特徴を明かにする｡

(1)｢区部再開発レポー ト｣9)との関係(図.7-4)

当レポー トでは, 『東京都長期計画 (1982)』にお

ける整備手法を念頭に置いた地区区分にすり合わせる

形でエリアが決定されているため, ｢低層高密度市街

地｣は主に ｢木賃アパー ト密集地域｣と ｢住工混在地

域｣に重なっている｡そこで, ｢低層高密度市街地｣

586町丁目を当レポー トの分類に従って振り分けると,

｢木賃アパー ト密集地域｣に過半の58.6%(350町丁目)

が該当するものの. ｢住工混在地域｣にも28.0% (164

町丁目)がはいっており,本章の対象地域は木賃アパ

ー ト密集地域と住工混在地域の中の高密度な地域とを

主体にしているといえる｡

(2) ｢住工混在地域｣との対応 (図.7-5)

次に, ｢住工混在地域｣と ｢低層高密度市街地｣と

の関係を確かめる. 申出 (1982)16).紘,住工混在型町

丁目を,まず代表的な混在区を区部11区に絞ったのち,

主に準工地域の指定エリアに着日して, 513町丁目の

｢住工混在地域｣を抽出した｡このらち,本研究で除

外した都心の旧15区内に108町丁目 く旧本所区50,旧深

川区58)が分布 しているため,残りの405町丁目と｢低

層高密度市街地｣ 586町丁目との重なり方をみると,

｢住工混在｣市街地のうち33.8%(137/405)は ｢高密

度｣市街地でもあり,逆に, ｢高密度｣市街地のうち

23.4% (137/586)は ｢住工混在｣市街地でもあると

いえる｡ その分布をみると,区部の西側に ｢高密度｣

のみの市街地が多く,東部北部及び南部においては,

｢住工混在｣市街地の中に,島状に ｢住工混在｣かつ

｢高密度｣の市街地が存在する｡ 詳細にみると,小岩

付近に ｢高密度｣市街地の飛び地があること,蒲田 ･

十条 ･千住 ･新小岩で ｢住工混在｣市街地と ｢高密度｣

市街地の接点がみられること,荒川区内部～足立区本

木～墨田区向島地域においては ｢住工混在｣市街地の

中に ｢高密度｣市街地が固まって存在する｡

7-115 セクタの設定

既存の研究や前章の検討を元に以下の様にセクター

を設定する｡

①山手線から1km以内の地域は,いわゆる郊外のセク

ター化された地域とは異なり,徒歩で山手線に到達

できること,また,副都心型 (サービス･販売)磨

住立地限定階層が多数存在すると考えられるため,

セクター0として独立させる｡

②山手線外側1km以遠の地域を,民営借家率 ･居住水

準 ･地形 ･地盤等に著目して5つのセクターに分割

した｡具体的には,罪-に,束部下町低地と西部山

手台地に大きく二分し,東部下町低地はさらに総武

線沿線以南のセクター (セクタ1)と京成線沿線以

北のセクター (セクタ1)とに二分したOこの分割

の根拠は,総武線沿線が比較的早期に開発され,小

岩の様な住宅地をもっこと,また工業の面からも,

江戸川区には江東区から郊外化した工場が多く,械

能上もつながりが大きいと考えられるからである｡

次いで,西部山手台地は.目滞線沿線セクタ以南(セ

クタ5)と,東横線沿線以北のセクタとに二分した｡

この根拠は,ここを境に南側が居住水準が低く,住

工混在型の町が多くなる点にある｡最後に,東武東

上線沿線セクタ以北 (セクタ3)と,西武池袋線沿

線セクタ以南 (セクタ4)とに二分した｡この根拠

は.セクタ4と5を分離したのと同様な根拠に加え,

束武東上線沿線セクタ以北で民営借家世帯密度が急

減することによる｡

なお,セクタの設定を補足するものとして,鉄道駅ま

での距離を手がかりに,①山手線1km以内 (上記セ

クタ0と同じ),②それ以外で最寄りの鉄道駅まで500

m以内,③同500m以遠の3類型を設定した｡これは,

利便性 (≒アクセシビリティー)の相違による低層高

密度市街地の性状,変容動向の相違を考察するためで

ある｡

7-2 ｢低層高密度市街地｣の存在形態と変容形態

7-2-1 r低層高密度市街地｣の歴史上の位置づけ
現在の ｢低層高密度市街地｣は,元々,都心部下町

にあった高密度地帯が都市の拡大と副都心の成長のな

かで ドーナツ状に拡散しつつ形成された地域である｡

まず,地盤地形は,西部山手台地と,東部下町及び

目黒川から南部臨海部の低地とに二分され(362町丁目

:202町丁目),前者はさらに,台地面上に展開する市

街地 (239町丁目)と-台地を刻む侵食谷を含む市街地

(123町丁目)とに分かれる｡ 近代以前においても.義

川･板橋 ･北千住 ･南千住等の宿場町では街道に沿っ

た密集市街地もみられたが,その他はおおむね農相集

落だった｡

-63-



図.7-2 夜間人口密度 200人/ha以上

の町丁目の分布(昭和55年国勢調査)

図.7-4 東京区部の地域区分図
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図.7-3 従業者密度 200人/ha以上の町丁

目の分布(昭和53年事業所統計調査)図･7-5



市街化は明治末期にはじまり,敗戦の昭和20年まで

に7割弱の町丁目は完全に.3割弱は半ばを市街化し,

未市街化町丁目は22にすぎなかった｡市街化のなかで

区画整理水準の基盤整備がおこなわれたのは21町丁目

(3.6%)にすぎず,戦災復興によるものが大半だった｡

また,214町丁目(36.5%)は耕地整理程度の基盤整備

のため,6m前後の区画街路で囲まれた街区内部は密

集化しやすかった｡残りの 351町丁目 (59.9%)は計

画的対応が何らなされなかった｡なお,基盤整備の状

況は地域内で異なり,南部及び乗南部では耕地整理が

さかんにおこなわれている｡ また,一般に都心に近い

町丁目は未整備の割合が高いが,これは市街化時期の

古きが原因である｡

次に戦災の状況をみると,終戦前に半ば程度市街化

していた 167町丁目のうち91町丁目 (54.8%)は披灸

していないのに対し,ほぼ市街化が完了していた398町

丁目のうち被災しなかったのは123町丁目(30.9%)に

留まり181町丁目 (45.5%)は全焼した｡

7-2-2 低層高密度市街地全体の特徴

抽出された586町丁目のうち,昭和45年からのデ-チ

のとれる564町丁目についての現況を審理する0

日 )人口の変化

564町丁目のひろがりは,区部面積の15.5%,人口の

27.4%を占める｡従って,人口密度は区部平均の1.75

倍 (昭和60年)と高い｡人口の変化を経年的にみると

(昭和45-50-55-60)281万人-260万人-237万人-

227万人と21万人,23万人.10万人減少しており,区部全

体の人口減少に 107.4% (昭和45-50),78.9% (昭

和50-55)寄与 している｡ このうち,持家世帯人員は

130万人-123万人-123万人-122万人と徐々に減少し

区部に対するシェアは32.4%-31.2%-29.5%-28.4

%と4%減少している｡一方,民営借家世帯人員は11

0万人-103万人-87万人-82万人ととくに昭和50年か

ら55年に大きく減少 し,15年間で25%以上を減じて,

区部全体に対するシェアも39.3%-37.3%-35.4%-

33.8%と5.5%減少した｡

(2)住戸の大きさ

住戸の大きさとして1世帯当り畳数をみると,持家

･民営借家とも区郡全体に比べていくら･か小さい (拷

家0.95,民営借家0.90｡昭和60年｡なお,昭和45年に

は持家0.94,民営借家0.93)0

(3)居住水準

居住水準として1人当り畳数をみると,持家 ･民営

借家とも区部平均より若干低い(0.95-0.98)程度であ

る｡ また.絶対的な水準は徐々に向上し.昭和45-60年

の15年間に持家で53%(区部50%),民営借家で62%(区

部66%)の水準向上となったOこの間.1世帯当り畳数

が持家で23%,民営借家で31%しか伸びていないこと

から,世帯規模縮小による向上分が持家で23%,民営

借家で20%含まれている｡

(4)年齢構成の変化 (昭和50-60)

年齢構成を区部全体と比較して (昭和60)特徴的な

のは,0-9才人口率が若干低く (-0.7%の8.9%),

65才以上人口率がやや高く (+1.4%の10.9%).単身

世帯が非常に高い (+10.9%の42.5%)点であるO こ

のうち,65才以上人口率は次第に区部平均との差をひ

ろげて高くなっており,単身世帯率も特に昭和55-60

年で差をさらにひろげた｡結果として,当地域は単身

者と老人の多い地域になっているといえる｡ 第6章で

示した所得分位の低下 (第 Ⅰ分位へのさらなる特化)

はこうした世帯特性を反映したものといえる｡

(5)従業地としてのシェア変化

当該地域の従業者が区部全体に占める割合は,昭和

53年の15.2%から昭和56年の14.3%へと0.9%減少,さ

らに昭和61年には13.4%へと0.9%減少したOこれは,

区部全体の従業者人見の伸び率が8.1%(昭和53-56),

4.0% (同56-61)だったのに対し,当地域のそれは1.7

%.マイナス2.5%だったからである｡従って当地域全

体としては従業地としての性格を弱めっつあるといえ

る｡ これは,特に現業部門が大半を占める製造業の衰

退が影響していると考えられる｡ なお,昭和61年の従

業者密度は99人/ha,昭和60年の夜間人口密度は247人

/haであるから,その比は0.40と,当地域は住宅地と

しての性格が強いことを示している｡

(6)物的状況

当地域の建物構造を密度と構成比の両面から区部全

体と比較すると,密度の面では区部全体の25.6棟/ha

に対し,当地域は46.6棟/haと1.82倍の棟数密度にあ

る｡ また,構成比の面では防火道が若干高く く67.5%

>区部60.9%),木造と耐火道は若干低い｡準防火地

域指定が遅い外周区に比較すると木造が優越しておら

ず,高度利用と不燃化の進む都心区に比較すると耐火

道が多くない｡

(7)用途地域と法定容積率 (表.7-2)

586町丁目の主要用途地域(面積で町丁目の過半を占

める地域を図上読み取り)紘,住居地域 (212町丁冒.
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36.2%)と第2種住居専用地域 (147町丁目,25.1%)

とで全体の6割を占め.第 1種住居専用地域(75,12.8

%),準工地域 (67,ll.4%),第2種特別工業地域

(62.10.6%)が続いているO-方,主指定容積率(用

途地域と同様の方法で測定)は200%(298町丁目,50.9

%),300% (184,31.4%)とで全体の8割を占め.吹

いで150% (66,10.9%)となっているO また.用途と

容積のクロスでは,2種住専 ･住居 ･2特 ･準工の200

% ･300%で全体の8割を占める｡

(8)その他の特性

その他の特性のうち重要な点をまとめると,

(97クセシビTjティーは全般に高く,586町丁目のうち

山手線から1km以内が83,その他のうち.最寄駅から

500m以内が356と,この両者で75%を占める｡ (釈

からの距離は町丁目の図心からmlJ定)

②先にも示したが,区画整理クラスの基盤整備は21町

丁目,耕地整理クラスの基盤整備は213町丁目と.両

者を合わせた整備率は39.9%に留まり.残りの352町

丁目 (60.1%)は基盤未整備である｡

③都市計画道路の計画 (新設 ･拡幅)線を含む町丁目

が 215(38.7%)ある｡これらは整備のきっかけと

なる可能性がある｡

⑥再開発方針に位置づけられた町丁目 (｢促進地区｣

及び｢誘導地区｣.一部を含むものもカウントする.)

が35.7%ある.これも,整備を促進するきっかけにな

ると考えられる｡

(9)全体の特性のまとめ

以上のように,当地域は,アクセシビリティーは非

常に高く都心周辺という好立地にある(利便性は高い)

ものの,東京区部のなかで相対的にみると,住宅地と

しても従業地としても地位を低下させつつあり,居住

者も単身者と高齢者に偏りをみせつつ所得分位も低下

させつつある｡ これは,当地域が既に既成市街地とし

ての歴史を畏くもつなかで,低層 ･高密度 ･基盤不良

(安全性 ･保健性が低い)という特性に引きづられて

現状固定的な変容しかおこなえず.相対的な ｢都心化｣

によって地価あるいは家賃だけは高くなったため,戸

建持家層のような現状推持型の定住層は維持しつつも

非定住層は特定の属性をもつ者に特化しているのであ

る｡ しかし一方で容積率指定は200-300%と高めにな

されており,今後の変容のなかで基盤の整備とあわせ

て目標設定型に変容を誘導していけば, ｢容量｣とし

てはまだ余裕があるのも事実である｡

7-2-3 ｢低層高密度市街地｣におけるセクター

性の検討

(1)人口･世帯特性

昭和45年から60年に至る低層高密度市街地全体の人

口減少は,どのセクタでも程度の差こそあれ現れてい

るOそして,人口減少の中でその内容が変化しているo

まず,持家世帯に着目すると,どのセクタにおいて

も40世帯/ha程度の持家が存在している｡ また,セク

タ間の差 (指標間の比)紘,持家世帯密度,1人当り

畳数,1世帯当り畳数のいずれをとっても縮小の方向

にある｡すなわち,持家世帯密度比は1.18(セクタ2

/セクタ4.昭和45年)から1.13(同.昭和60年)-,

1人当り畳数は1.30(セクタ4/セクタ2)から1.21

(同)-,1世帯当り畳数は1.15(セクタ4/セクタ

2)から1.08(同)-と縮小している｡

一方,民営借家についてはセクタ問で密度が大きく

違い,とくに近年,西部と東部で密度差が大きくなっ

ている (昭和45年には44世帯/ha(セクタ2)～65世帯

/ha(セクタ0),比は1.48｡昭和60には32(同)～67

(セクタ4),比は2.09)｡また1世帯当り畳数も東部

-大.西部-小だったものが若干差をひろげた(昭和45

年には7.5畳/世帯(セクタ0,4)～8.3畳/世帯(セク

タ2),比は1.11｡昭和60年には9.8(セクタ4)～ll.0

(セクタ2),比は1.12)Oただし.1人当り畳数はまだ

差が大きいものの縮小の方向にある(昭和45年には3.2

(セクタ2)～4.0(セクタ4).比は1.25｡昭和60年には

5.4(同)～6.4(同),比は1.19)0

持家と民営借家との関係では, ｢最低居住水準｣に

ようやく到達した民営借家と ｢平均居住水準｣に近づ

きつつある持家とでは格差は大きいが,1世帯当り畳

数,1人当り畳数とも格差を締めており,この傾向はど

のセクタにも共通する｡ ただし,量的な指標である民

営借家/持家世帯比は締小しつつ,セクタ間の差をひ

ろげている(昭和45年で1.ll(セクタ2)～1.90(セクタ

0),比は1.71.昭和60年には0.73(同)～1.70(セクタ

4),比は2.33)0

この様に,持家,民営借家及びその関係はともにセ

クタ間で平準化の傾向にあるなかで,民営借家密度が

西部で上昇,東部で減少して差がひろがっている｡

(2)年齢構成の特性

低層高密度市街地全体の単身化,高齢化については

先に示した｡これをセクタ別にみると,昭和60年現在,

0-4才,5-9才人口率はどのセクタも区部平均より低
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く (従って都市圏のなかではかなり低い｡ただし,杏

度は束京区部平均より高いo),65才以上人口はどの

セクタも東京区部平均よりかなり高く特にセクタ2は

12.2% (東京区部 9.5%)と最高である.･さらに65才

以上単身世帯率も区部平均より高 くこれもセクタ2が

4.6% (東京区部3.3%)最高である｡ これに対し,低

層高密度市街地全体では高い単身世帯率はセクタ間の

萱が大きく,セクタ4では50.3%と世帯の過半が単身

者で占められるのに対 しセクタ2では27.2% (東京区

部平均31.6%｡但 し,密度ではセクタ2の方が高い｡)

にすぎない｡

以上の様に,10才未満人口比の低さ,65才以上人口

比及び65才以上単身世帯比の高 さではどのセクタも共

通するものの,単身世帯比のみはセクタ間の差が非常

に大きく,これは,先の民営借家の動向とも一致する｡

(3)従業地としての特性

東京区部全体の従業者数が増加するなかで,低層高

密度市街地のシェアが減じていることは先に示した｡

セクタ別にみてもシェア減は共通する｡しかし,減少

の度合はかなり異なり,工業系の強･いセクタ2では昭

和53-56,56-61年に5.3%,7.6%と最大の減少を示

した｡逆に,最も利便性の高いセクタ0では,4.3%,

2.3%と増加し,若干のシェア減に留まった｡

(4)都市計画上の特性

前提条件としの基盤整備率はセクタ5で84.2%,セ

クタ1で64.7%と高い(共に耕地整理がほとんど)が,

セクタ0,2では18.1%しかなされておらずセクタ4

も26.3%,セクタ3も34.4%に留まる｡

主要な指定用途地域では,セクタ4が1種住専と2

種住専に特化,セクタ0と3が 2種住専と住居に特化,

セクタ1と5が住居と2特に特化,セクタ2は準工 ･

2特 ･住居に特化している｡

(5)セクタ性に関するまとめと整備の方向

以上より,セクタごとに整備上の特性をまとめる｡

山手線に近接し最もアクセシビリティーの高いセク

タ0は,低層高密度市街地全体が従業地としての地位

を低下させるなかにあって安定 して従業者を増加させ

ている｡ また,かつては民営借家密度が最高だったも

のの,古くて狭いストックの残存と近年の需要減 ･高

家賃化のなかで,現在では西外側に最高密度地帯を譲

っているoおおむね基盤は未整備なので,駅前商業 ･

サービス業の発達と共に密集化 しやす く,人口密度の

低下と共に2種住専 ･住居地域のなかにも住商混在地

区の性格を強めている｡地域性の変化に対応しつつ高

いポテンシャルをいかに整備に結びつけるかが課題と

いえる｡

東部のセクタ1,南部のセクタ5は共に工業地の後

背地的性格と都心近接住宅地的性格を合わせ持つ｡ か

って耕地整理がおこなわれたので区画街路は一応しっ

かりしており,このうえに住居地域200-300%がかか

っている｡ただし,工業系産業の不振により地区は衰

退気味で,民営借家人口を大きく.減少させつつ,かわ

って都心l周辺通勤地としての性格を強めているQなか

でも南部のセクタ5はセクタ0についでアクセシビリ

ティーが高く,その分高地価ではあるがポテンシャル

も高い｡ただし,街区内部が密集化しやすいので,こ

れを克服することとポテンシャルの高さをどう結びつ

けて整備をはかるかが課題である｡

西北部のセクタ3も工業後背地という点ではセクタ

1,5と杭似するが,基盤整備率が低く,また,指定

用途地域は住居と2串が中心である｡ 若干住宅地とし

ての性格が強いといえる｡課題は,これから述べるセ

クタ2と4との中間的なものとして位置づけられる｡

東北部のセクタ2は,かつて活気のあった住工混在

市街地が衰退した姿として今日ある｡ 従業者,単身者

が次々と減少し,民営借家も大きく減少した｡ 1世帯

当り人員の減少も最も大きかった｡かわってポテンシ

ャルの高い部分では都心部への通勤者が手ごろな分譲

価格を求めて増加し,結果として,居住水準は平均値

に一歩近づいたoLかし,基盤整備はほとんどおこな

われておらず,指定用途地域も工業系の200-300%が

大半であるため,高容積化しやすく,既存の市街地と

のギャtタブが大きいものと予想される｡ここでの課題

としては,ポテンシャルの高い部分についてはそれが

市街地整備に結び付くようなしかけづくりが,大半の

衰退した部分については,公共的援助のもとに,地区

の活性化に結び付く事業的な整備の推進が第-にあげ

られる｡

西南部のセクタ4は,元々居住水準は高 く,1尊,

2尊が中心の居住地としての性格が強い地域である｡

近年ますます単身者が増加.民営借家も増加している｡

しかし,地域の大半は基媒未整備であり,放置すれば

密集化の恐れがある｡ ここでの課題は,居住地として

の性格を保全 ･増進 しつつ,高いポテンシャルを利用

した,より質の高い居住空間を実現することにある｡
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7-3 整備論を指向した東京区部低層高密度市街地

の類型化

7-3-1 整備の必要性と可能性の指接化

本節ではこれまでの検討を受けて,整備を指向した

東京区部低層高密度市街地の類型化をおこなうことが

目的である｡ その方法として,整備の ｢必要性｣と ｢

可能性｣の両面から主要指接を評価 ･ランク化 し,指

標を重ね合わせることにより整備の方向性を示す｡

(1)整備の ｢必要性｣の指標化 (義.7-4)

整備の ｢必要性｣については,既存の調査 ･研究を

参考にしながら,市街地整備の面からは ｢住宅単体の

改善｣と ｢相隣環境の改善｣を,住宅政策の面からは

｢居住水準の向上｣を,地域活性化の側面からは ｢社

会的バランスの維持｣を冒榛として定め.評価を行う｡

a.住宅単体の改善 (図.7-6,7-7)

基本的には ｢木賃アパー トの建て替え｣とr老朽住宅

の建て替え｣がこれに相当すると考えられる｡ また,

この整備目標の流れは住宅地区改良事業以来続く｢不

良｣住宅の改善にある｡ ここでは,以下の様に両者の

指標を設定するo まず, ｢木賃アパー トの建て替え｣

には,念頭に木造賃貸住宅地区総合整備事業と木造賃

貸住宅密集地区整備事業を置き.前者が｢原則 として面

積が20ha以上で区域内の木造賃貸住宅の戸数が当該区

域の戸数のおおむね過半を占める区域｣としているこ

と,後者が ｢0.15ha以上,木造賃貸住宅である不良住

宅の戸数が5割以上,80戸/ha以上｣としているのを

参考に,民営借家が40世帯/ha以上の町丁目を ｢必要

性｣のランク1,80戸/ha以上の町丁目をランク2と

した ｡

次に, ｢老朽住宅の建て替え｣は,住環境整備モデ

ル事業を念頭に置いている.しかし,データの制約か

ら,ここでは木造建物棟数密度で代替した1日｡但し,

上記モデ ル事業の ｢lha以上 ･不良住宅率50%以上 ･

全世帯密度55戸/ha以上 ･50戸以上｣との条件はとり

わけ ｢不良住宅率50%以上｣において厳しく,今日に

串いてはかなり特別な地区に限られると考えられる｡

従って,ここではかなり緩めに木造建物棟数密度15棟

/ba以上を ｢必要性｣のランク1,30棟/ha以上をラ

ンク2と設定 した｡

b.相隣環境の改善 (図.7-8,7-9)

相隣環境をここでは広い概念としてとらえ, ｢接道

条件の改善｣と ｢建物密集の解消 (-いわゆる相隣環

境)｣を整備目標として定めた｡このうち,基盤整備

レベルと整備目標を次の3段階とする｡

1)区画整理 (相当の整備)清一良好な状態とする｡

2)耕地整理 (相当の整備)清一6m程度の区画街路

は整備されているが街区内部は密集 し易いので,

1)と3)の中間とする｡

3)基盤未整備地区-接道条件 も悪く区画街路も整備

が必要｡

ここでは一般的に ｢接道条件の改善｣が必要なものと

し,2)を ｢必要性｣のランク1,3)をランク2とする｡

一方の ｢建物密集の解消｣については,計画論的視

点から ｢共同化｣の方向が考えられることを念頭に,

建ぺい率60%以上,建物棟数密度60棟/ha以上を目安

として,

1)いずれも下回る地区-個別改善が可能とする｡

2)どちらか片方が該当する-何等かの改善を必要と

する｡

3)両者が該当する- ｢共同化｣の方向で改善する必

要がある｡

とし,2)を ｢必要性｣のランク1.3)をランク2とする｡

C. 最低居住水準未滞世帯の解消 (図.7-10)

町丁目平均の水準値を,世帯人員と畳数の関係で以

下の様に評価した｡すなわち,第4期住宅建設5か年

計画 (昭和56年～60年度)に明記されている世帯人数

と必要畳数との関係を近似した結果,下式が導かれたO

(Xは1世帯当り人員)

rm;∩(1人当り最低必要畳数)-4.5+1.5/X

rnid (1人当り最低必要量数)-8.0+2.5/Ⅹ

あるいは,

Rm盲n (1世帯当り最低必要畳数)-4.5Ⅹ+1.5

Rmid (1世帯当り最低必要畳数)-8.0Ⅹ+2.5

また,水準の目標値として,最低居住水準の達成はも

ちろんであるが,既存研究で, ｢現行の最低居住水準

は現段階では社会的に計画する最低レベルとはいいが

たく,より高いレベル-の改訂が望まれる｣とし,そ

の際,居住者の満足が50%の確率で得られる水準は,

｢現行の最低居住水準と都市居住型誘導居住水準のほ

ぼ中間のレベルである｣としている12)ことを踏まえ,

(rm盲n+rm;d)/2を1人当り最低必要量数とし,昭

和55年時点で水準を下回る地区を ｢民営借家のみ低居

住水準｣｢民営借家･持家とも低居住水準｣に分けた｡

このうち前者を ｢必要性｣のランク1,後者をランク

2とした ｡

d.活力と社会的バランスの維持 (図.7-ll)
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義.7-3 類型化のための指標と評価一覧(評価は町丁目単位)

[日 整備の必要

性大テーマ サブテーマ 評価の指標 うL.ラ 投合評価I l l la.住宅単体の改善 l

itiI●木賃アパートの娃替 民営借

家世帯密度くS55) 848望馳軒点 日 合計が0-39世帯′ha 0 l2以上を●老朽住宅の建管

木造建物棟数密度くS56) 30棟′hA以上15-29棟′ha0-14棟′ha 2IlO買 主I,胡 隣環境の改善盲●接遇条件の改善ii 基鰻並情の程度(現況 ) 基 盤盤 備なし耕 地整理 程度区 画珪 理 程度 lii1il I? I() ト合計が!2以上を

●建物密集の解消 建鼓率.建物棟数密度(SSG)Bo.隻.&rSo.i/,hh誠圭再両者とも未満 ～0要韮備品摘喜C.居住水準の向上

持家 :(平均居注水准+最低唇注水埠)′2未満民嘗借家 :最低居住水準未満 持家も民情も菜摘!2莞誓at

'悪書菅7 i占1i合計が!a.活力と社会的バランスの

維持 ●世帯の安定
●極端な年齢構成の ;琵 筆 禍 藍 鞄 招…琵ヨ

321偏りがない (いずれも昭和50-55年の動向) ;該当なし 0[Ⅲコ登椋の可能

性手がかり 評緒の指標 ■ー[ランク 縫合

評価I7.最寄り

駅までの距離 山手線まで1km以内裏書S3第慕謂既 望1
2



図.7-13 整備の ｢必要性｣類型図
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従来
,
整備目標としてはこの点を明言したものは少

ない｡
計画論上もこれをはっきり明言しているものは

少ない｡
しかし
,
低層高密度市街地で現在実際に進み

つつある整備地区の計画書には,
｢老人が安心して住

めるまち｣｢若い世帯の定住の推進｣｢偏りのないバ

ランスのとれた人口構成｣といった目標が掲げられる

ことが多く
,
今後はこうした面からの計画論の補完が

必要である｡ここでは,
絶対的な冒榛は設定しえなか

ったが,
｢世帯の安定｣と｢年齢構成のバランス｣を

ひとっの目標と考え,
1)持家･民営借家とも当地域の平均を下回る伸び率

を示すもの(昭和50-55)は問題ありとする｡

2)0-4才人口率が当地域の平均以下で,0-4
才人口

の5年後の残留率も平均以下のものは問 題ありと ■◆11-.･-･11-●トー-.-1･一-

･･1/

J壬L+I.)
+((二♯d)

+a+i)
▲a+(C+d)
Ob+(｡ +(i)

*a△b
･(C十d)
□ 個別改善

a:住宅単

体の改善b:相隣環境の改善C:居住水準の向上

d:活力と社会的ハ"ランス維持●̀､ ＼

する｡3)65才以上人口率が当地域の平均を

上回り,その増加率も平均以下のものは問題あり

とする｡との考えをとった｡この3者の重なり合によって問題

の程度をチェックし,該当項目数を ｢必要性｣のラン

ク数とした

｡(2)整備の ｢

可能性｣の指標化 (義.7-4)次いで,整備の可能

性について,以下の様な指標を考える｡7.駅までの

距離ここでは,山手線まで1km以内 (セクタ0)をポ

テンシャル大,最寄り駅まで 500m以内をポテンシ



図.7-14 整備の ｢可能性｣類型図
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ィ.都市計画道路 (拡幅･新設)計画の存在

(図.7-12)

整備のきっかけとして捉えられるので,計画のある

ものは ｢可能性｣のランク1,ないものをランク0と

した｡

ウ.再開発に関する計画上の位置づけ

ここでは都市再開発方針における再開発促進地区と

再開発誘導地区は整備の可能性として取り上げ,計画

に位置づけられたものをランク1,ないものをランク

0とした｡

7-3-2 類型化の手順とその結果

(1)整備の ｢必要性｣の類型化 (図.7-13)

まず,整備目標ごとに｢要整備｣地区と ｢個別改善｣

地区に分ける｡

''へ＼a.住宅単体の改善については, ｢木賃ア

パー トの建て替え｣と ｢老朽住宅の建て替え｣の ｢必

要性｣ランクの合計が2ポイント以上の地区を ｢要整備

｣,それ以外を ｢個別改善｣

とした｡b.相隣環境の改善については, ｢基盤整

備｣と ｢建物密集の解消｣のランクの合計が2ポイン

ト以上の地区を ｢要整備｣,それ以外を ｢個別改善｣

とした｡C+d.居住水準向上 .社会的バランスの

維持については,両者のランクの合計が3以上の地区

を ｢要改善｣,それ以外を ｢個別改善｣

とした｡以上a,b,C+dの3者の ｢要改善｣の

重なり方によって対象地域を8つの整備型に塀型化 し

た結果,以下の点が判

明した｡①全ての (3着)整備の必要性が重なる地区は,足立

-



図.7-15 整備の ｢必要性｣と ｢可能性｣構型図
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区荒川放水路沿岸
,
墨田区京島
,
北区十条
,
目黒区

目黒本町
,
品川区戸越
,
大田区羽田等に若干存在す

る
｡こ
れらはセクタ2を中心に,
セクタ1
,
3
,
5

にも分布している｡

②逆に3者とも該当せず個 別改善で対応可能と考えら

れる地区は中央線両肌京王線南側,
及び小田急

線以南東横線以北であり,これはセクタ4におおむ

ね相当する｡③セクタ1,2及びセクタ5の品川

区西部では ｢相隣環境｣問題の上に居住水準,活力 ･

社会的バランスの課題が重なっているが,セクタ4と

大田区では,｢住宅単体｣の問題の上に ｢相隣環境｣

問題が重なっている場合が多い｡(2)整備の ｢可能性｣の類型化 (図.7-14) 整備の可能性に

ついては,それぞれのランク1以上が ｢可能性あり｣

,ランク0が ｢可能性なし｣であるoその3着の重な

り方で,整備の可能性の方向を示した｡その結果,対

象町丁目の89%は少なくとも1つの ｢可能性｣に該

当している｡従って,ポテンシャルは高いが再開発計画中に位置づけられてい

ない地区は民間資本の導入をはかりながら誘導型の整備を中心にお



最後に.｢必要性｣｢可能性｣の評価をクロスさせ,

8つの類型を得た｡その基本的考え方は,整備の ｢必

要性｣がある町丁目 (すなわち ｢個別改善｣以外)に

どの様な整備の ｢可能性｣があるかというもので,図中

下欄のに表中に示した｡以下,具体的にみていく｡ ま

ず,整備の ｢必要性｣がある町丁目から6類型を得た｡

① ｢総合誘導型｣;ポテンシャルが高く,都市計画道

路事業 ･再開発事業ともに計画がある町丁目(34)0

北区十条周辺,墨田区東向島に多く固まっているo

② ｢街路事業誘導型｣;再開発事業の計画はないもの

の,ポテンシャルは高く,都市計画道路が計画され

ている町丁目(47)｡品川区戸越周辺,大田区蒲田周

辺に多い｡この一帯は既に耕地整理済みであるが,

街区より1ランク上位の街路が計画されている｡

③ ｢改善誘導型｣;ポテンシャルが高く,再開発事業

が計画されている町丁目(68)｡墨田区京島,荒川区

荒川･町屋,豊島区上池袋.新宿区西新宿に多く固ま

っている｡改善型再開発を基本にするが同時に高い

ポテンシャルをうまく誘導することが課題である｡

㊨ ｢ホ●テンソル誘導型｣;事業計画はないが,ポテンシャ

ルは高い町丁目(73)｡品川区荏原周辺に集中してみ

られるO ここでは,基盤は耕地整理済みなので. 上

物の誘導による整備が基本になる｡

⑤ ｢事業先行型｣;何らかの事業は計画されているが

ポテンシャルが低い町丁目(44)｡足立区千住･本木･

関原,北区上十条,大田区西荷田が典型的である｡

⑥ ｢きっかけづくり必要聖｣;整備の ｢可能性｣が低

いので.何らかのきっかけを必要とする町丁目(36上

固まりはみられないが, ｢事業先行型｣のさらに外

側に分布する｡ その意味では,内側の事業の波及効

果が期待される｡

整備の ｢必要性｣が低く｢個別改善｣で対応可能とさ

れる町丁目はさらに,ポテンシャルの高低で2分した｡

このうち,ポテンシャルの高い町丁目では,誘導手法

を中心とする整備が可能であろう｡

7-4 小結

東京区部を対象に,｢低層高密度市街地｣を画定し,

これをセクタ性に着目して6つの小地域に区分した｡

それぞれの整備の方向示すと以下の様になる｡

山手線に近接し最 もアクセシビリティーの高いセク

プOは,低層高密度市街地全体が従業地としての地位

を低下させるなかで安定して従業者が増加している｡

民営借家密度は高いが.老朽ストックが残存している｡

おおむね基盤は未整備なので,駅前商業 ･サービス業

の発達と共に密集化しやすく,人口密度の低下と共に

住商混在地区の性格を強めている｡地域性の変化に対

応しつつ高いポテンシャルをいかに整備に結びっける

かが課題といえる｡

東部のセクタ1,南部のセクタ5は共に工業地の後

背地的性格と都心近接住宅地的性格を合わせ持っ ｡耕

地整理済みの基盤のうえに住居地域200-300%がかか

っている｡但し,工業系産業の不振により地区は衰退

気味で,民営借家人口を大きく減少させつつ,かわっ

て都心周辺通勤地としての性格を強めている｡ ただ,

街区内部が密集化しやすいので,これを克服すること

とポテンシャルの高さをどう結びっけて整備をはかる

かが課題である｡

兼北部のセクタ2は,かつて活気のあった住工混在

市街地が衰退 した姿として今日ある｡ 従業者,単身者

が次々と減少し,民営借家も大きく減少した｡1世帯

当り人員の減少も最も大きく,また,居住水準は平均

値に一歩近づいた｡しかし,基盤整備はほとんどおこ

なわれておらず,指定用途地域 も工業系の200-300%

が大半であるため,高容積化しやすく,既存の市街地

とのギャップが大きい｡ここでの課題は,ポテンシャ

ルの高い部分については,開発が市街地整備に結びっ

くようなしかけづくりが,大半の衰退 した部分につい

ては,公共的援助のもとに,地区の活性化に結びっく

事業的な整備の推進が第-にあげられる.

西南部のセクタ4は,元々居住水準は高 く,1車,

2尋が中心の居住地としての性格が強い地域である｡

近年ますます単身者が増加し,民営借家も増加 してい

る｡ しかし,地域の大半は基盤未整備であり,放置す

れば密集化の恐れがある｡ここでの課題は,居住地と

しての性格を保全･増進しつつ,高いポテンシャルを利

用した.より質の高い居住空間を実現することにある｡

次いで,町丁日単位に整備の ｢必要性｣と ｢可能性｣

の面から今後の居住環境整備の方向を評価し,8類型

を得た｡このうち,整備の ｢必要性｣が高い 302町丁

目から, ｢総合誘導型｣｢街路事業誘導型｣｢改善誘

導型｣｢ホ̀テンシ沖誘導型｣｢事業先行型｣｢きっかけづ
くり必要型｣の6類型を,整備の ｢可能性｣が低い284

町丁目から.ポテンシャルの高低により2類型を得たo
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補注(第7葦)

1)商業地化した低層高密度市街地を除くため便宜的

に20%とした｡

2)なお,昭和55年の人口密度 (グロス)が200人/ha

以上だった町丁目は都心､の旧東京市部分を除く東京

区部に798存在するが.このうち持家と民営借家世帯

人員のみで200人/ha以上の町丁目は468(58,6%)

にすぎず,それ以外が330mTT冒となる. このうち公

的借家世帯人員密度が100人/ha以上(≒中高層団地

型高密市街地)の町丁目が62と多く,その過半は城

東 ･城北地域に固まっている｡

3)国土地理院発行5万分の1地形図 く1945)

4)東京大空襲40周年記念事業実行委員会(1984)｢戦

災焼失区域表示帝都近傍図 (復刻版)｣

5)東京都都市計画局 (1980) ｢東京都における土地

区画整理事業,-団地の住宅施設事業及び宅地造成

事業施行位置図｣

6)東京都消防庁(1973･1984) 『東京都の市街地状況

調査報告書』

7)建設省都市局(1978)『市街地の高度利用促進のた

めの調査 (改善型再開発の検討)』

8)束向島4-196人/ha,京島 1-194(木賃),西新宿

6-190(木賃.再開発),和田3-185(地区計画),雑

司が谷 1-193(不燃化)など｡

9)住宅 ･都市整備公団(1982)『東京都区部市街地の

動向と再開発課題について』pp.99-112

10)申出文平(1982)｢東京都区部住工混在地域におけ

る居住･生産環境の変容の考察J『日本都市計画学会

学術研究発表会論文集』No.17pp.373-378

ll)一般には建物課税データ (年次別)を用いるが,

入手不可能だったOそこで,注4)の資料のデータを

使用した｡ ｢木造｣と ｢防火木造｣とは別なので,

｢木造｣イコール裸木造である｡ なお,住宅統計調

査によれば,都心周辺9区の ｢木造｣建物の59.4%

が昭和35年以前の建設なのに対し.｢防火木造｣のそ

れは28.0%である｡

12)田中勝･三宅醇･小川正光く1988)｢居住者の住宅評

価による現行居住水準の再検討｣『日本建築学会計
画系論文報告集』No.385pp.76-87
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第8章 住宅地の安定性と民営借家等の更新動向

本章は,第5-7章を受けて, ｢低層高密度市街地｣から典型地区を複数選定し,地区
に今日起こりつつある建物更新の量 ･内容と変化の方向を実証的にとらえて,居住環境整

備の面から評価することを目的とする｡

具体的な内容は,罪-に,当地域のセクター性に着日して,荒川区町屋･豊島区上池袋･

渋谷区本町･品川区戸越地区を選定し,地区の概況を整理する (第 1節)o次に.建物更新

に著目し,約5年間(昭和54-59年)の変化内容を,特に, ｢居住地としての安定性｣の面
から評価する (第2節)｡次に,視点を変え,新規供給住宅の特性 (第3節),民営借家

のストアクとフロー (第4節)に関する考案をおこなう｡ さらに,こうした変容を,何ら

かの整備に結びっける手がかりとして,建物更新の規定要因を,敷地特性 (主に敷地面積

と接道条件)に著目して分析する (第5節)｡ 最後に,これらを小結としてまとめる (罪

6節)0

8-1 典型地区の選定と地区の概要

8-1-1 分析の視点

｢低層高密度市街地｣の整備は,これをさらに区分

した小地域ごとの特性に応じて進められるべきである

が,その区分の手がかりとして,第7章では,①低層

高密度市街地は一般的にアクセシビリティーが高く,

旧市街地のすぐ外側に形成されている｡②当地域には

セクター性ともいうべき性格があり,セクター間で住

宅所有関係構成比等に差があるOこのうち,社会経済

的特性の代表指標である1人当り畳数はセクタ問で差

はあるものの近年縮小の方向にあり,むしろセクタ間

の差は,民営借家 ･単身世帯の増減や従業者の増減,

指定用途地域 (地域性)や基盤整備状況である｡従っ

て,整備内容や整備の方向はこれらの特性を緒まえて

進められるべきことが確認されたO

そこでまず,当地域のセクター性に着日してセクタ

2-5より1地区ずつ計4地区の典型地区を,以下4

点を考慮して選定した｡

①今日の低層高密度市街地の歴史的特質である ｢概ね

旧市街地のすぐ外側で関東大震災後戦前までに形成

された地区｣を選定する｡

②地区の同質性を考えて,1地区当り60ha前後のまと

まりを選ぶ｡

③セクタ0は都心に近いためポテンシャルも高く,罪

住宅用途への転換 も多いと考えられるため,できる

だけ除外する｡

⑥セクタ1は都心からかなり離れた小岩付近に該当市

街地が若干まとまって存在するが,町丁日数も少な

いため典型地区スタディーには取り上げない｡
8-1-2 典型地区の抽出と位置づけ

選定4地区の概要を示す(表.8-1,図.8-日 .

A.荒川区町屋地区(セクタ2)-荒川区荒川6丁目及

び町屋2-4丁目の61ba;併用住宅の多い典型的な

住商工混在密集住宅地で,地区の一部は戦災を受け

ておらず(図.8-2)戦前の老朽建物が残っている｡

敷地面積は小さく,戸建長屋建持家世帯が高密居住

する｡ 民営借家世帯の割合は低く,1世帯当り人員

が多く,居住水準は低い｡建物密集の改善と地区全

体の活性化が課題である｡

ち.豊島区上池袋地区 (セクタ3,一部セクタ0)-

豊島区上地袋1-4丁目の68ha;区内で最も早く木

賃7パー ト化が進み,その過程で宅地が細分化さすL

密集化した｡民営借家は設備共用一重型の木賃アパ

ー トに特化 し,空き家化が進行 しているが,アパー

トの建て替えも多い｡幹線道路沿いを中心にマンシ

ョン･鉄賃アパー トが急速に立地している｡ 2- 4

丁目は建物密集の改善が基本的課題,3丁目では木

賃アパー ト建て替えの課題が集中してみられる｡

C.渋谷区本町地区 (セクタ4)-渋谷区本町2.4,

5,6丁目の58ha;アパー ト化の時期は上池袋地区

にやや遅れ,近年アパー トの発生が著しいOアパー

トの多くは単身者向けで,リースマンションもいく

つか立地している｡ 戸建持家の宅地は他地区より大

きく,居住水準は高い.木賃アパー ト建て替えの課
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義.8-1 4地区の概況

花川区町屋地底 息亀鑑上地袋地区 披谷区水町地区 品川区戸越地

tg_全体 く北川6) 全体 (上地岱3) 全体 く本町～) 全

体 (戸越?り)地区め 面横[クーtzス.haヨ 60.57 く16.13)87.52 (14.4l)57.72 (l5.56)

62.ll くl5.は)[如ト.haヨ 53.柑 (13.99)48,40 く12.60)52.71 く14

.76) 53.08 (13.72)基盤定借の状.a道路率【全体コ[6爪以上コ 題生来整備 基盤未整備 基生来髭備 桝由整理く一郎束)5.25 (4.46) 9.08 (9.16)

I.B2 (0.39) 9.lO (2.4.F:i)道路延長構成比22莞 漕 監餞i bgS:芸 i誉H
i 至宝:喜 駄 呂‡ 喜喜:長 歌 74! 22.4..§ 稔 号‡物 4_0- 5.8m(X) 37.0 (28.

7) 10.7 く8.8) 30.I (23.7) 33.4 く44.9)狗特也 6.0m以 上くX

) 8.0 (7.4) lS.7 (8.4) 8.2 (5.3) 2).I (13.6)全 建物棟数 密 度S56(棟/わ トha)木造建物株 密 度S58く排/如 トha) 80.4 79.3 70.1 71.7 62.4 63.7 71.4 73.613.0 く

19.3) 9.6 (ll.2) 15.4 (14.6) 10.2 (8.3)わト容税率 (%)也区の [
毒悪報 (汚ha) 121.4 ()36.3) 176.5 (179.4) 170.5 く163.3) 152.4 く155.9)人口密度く/ha)[持
家】くわr)世辞増加率l 348.8 く394.6)367.2 く393.0)375.5 く346.8) 363.2 く368.3)2.0 く-0.2) 8.5 ( 7.8) 3

.6 く t.8) 4.0 ( 0.6)住 世帯密度く/ha) 60_7 く68.7) 49.9 く56.0) 51.2 (48.6) 57.2 く

56.6)宅●人口密度(/ha)居住水準2 224..8 (254..3) 163.4 (188.2) 171.5 く162.6

) 196.3 (201.2)磨住 〔民槽】くわト)世榔増加率1 -21.5 く-10.2)-16.2 く-15. 6 )

-7.5 く-5.2) -ll.2 (- l4. 0 )普 世帯密度く/ha) .r:)3.4 く62.4) 一oo.6 (109. 1 ) lot

.つ く102.8).,85.8 (9l. 9 )柿性脂 人口密度(/ha)居住水準2 l
ou.7 (129.2) 156.4 く173. 2) 162.7 く157.0) 147.4 く152. 3 )[

年齢構成〕0-4才率 4.9 ( 4.5) 4.5 ( 4.5) 5.6 ( 4.g) 4.7 ( 4.
5)和 0-4才麦屯田率3 .789 (.770) .730

(.723) .697 (_752) .7.14 (.747)55 65~●一一_I !i:呂 律 :苧i 8
.
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題が基本にあり,2丁目と5丁目では相隣環境上の

課題も重なっている｡ 地区全体が新宿副都心に近接

しているのでポテンシャルが高く,この更新圧力を

どう誘導していくかが大きな課題である｡

D.品川区戸越地区 (セクタ5)-品川区戸越1-6

丁目の57ha;地区の4分の3は耕地整理済みである

が,街区が大きいため街区内部は密集しており,戸

建持家住宅世帯が高密居住する｡ 設備共用一室木賃

を中心とする民営借家世帯も密度高いO地区の一部

は戦災を受けていない (図.8-2)01-4丁目に

木賃7パ-ト建て替えの課束が,全体にに建物密集

改善の課題があり,2丁目と4丁目は全ての課題が

重なってみられる｡都市計画道路の新設計画をきっ

かけとした総合整備が想定できる地区である｡

なお,4地区はいずれも基盤未整備 (一部耕地整理)

の低層高密度市街地である｡従って,ここでの典型性

とは,こうした同一条件のもとで,持家 ･民営借家世

帯の構成比やそれぞれの増減率,居住水準等の違いを

典型的に表したものとみることができる｡ また,4地

区の指定用途地域は,幹線道路沿いの商業地域 ･路線

商店街沿いの近隣商業地域を除くと,第2種特別工業

地区300%(-町屋),第2種住居専用地域300%(-上池

慕),住居地域300%(-本町).住居地域200%(-戸越)

である｡また.図.8-3に4地区の形成過程を示す｡

8-1-3 調査の構成と方法

調査は2段階におこなった｡第-紘,地区全体の住

宅にかかわる建物更新状況の把壕である｡ 昭和55年度

版の住宅地図を元に,昭和59年11月から12月にかけて

現地調査をおこない,地図との隔たりを ｢更新｣とみ

なした｡調査項目は以下のとおり｡

● ｢更新｣建物変化の型 ･構造 ･階数 ･用途め敷地面

積 ･接道道路幅員,さらに共同住宅の場合は,間取

り別戸数 ･家主の位置

なお,更新前の状況は住宅地図から読み取り,敷地面

積は10m2単位で,道路幅鼻は0.2m単位で,2500分の1地

形図を拡大して読み取った｡

第2は,各地区のうち特に民営借家が高密度に立地

する区域の民営借家調査である｡選定区域の概要を以

下に示す｡

a.荒川区荒川6丁目(16ha);一部に非戦災区域を含
み,戦前長屋が混じる｡既に多くは建て替わってお

り,かなりの高密感がある｡

b.豊島区上池袋3丁目 (15ha) ;細街路が多く,氏

嘗借家は設備共用一室型に特化している｡

C.渋谷区本町2丁目 (16ha) ;'民営借家の供給が活

発で,鉄賃アパートも多い.戸建て住宅の敷地は他

地区より広い｡

d.品川区戸越2+4丁目 (14ha) ;一部に非戦災区

域を含むO街区が大きく,内部は密集しているO

(以下,地区名は "町屋" `̀上池袋"等で,区域名は

"荒川 6'' "上池袋3"等で記述する.)これらの区域内

の民営借家 (戸建てを除く)の全てにつき,以下の項

目を調査した｡ (昭和60年1月)

●建設時期 ･構造 ･階高 ･用途 ･敷地面積 ･接道道路

幅農 ･間取り別戸数 ･家主の位置

なお,民営借家調査は住宅の物的状況を中心に扱って

おり,居住世帯との関連でみた｢空室｣｢2部屋使用｣等

の実態は調査していない｡

8-2 低層高密度市街地の居住地としての安定性に

関する考察

8-2-1 更新の量と分布 (図.8-4)

地区のネ･yト面積に占める更新敷地面積は,昭和59

年末までの過去数年間で,本町14.2%>町屋13.9%>

上池袋13.2%>戸越13.0%と同程度でありく1件当り変

化面積は.本町133.7mz>上池袋131.3nf>戸越121.5m2

>町屋107.7mt).これを5年半の変化とみなせば,単純

計算で約40年かかって一通り更新が終了する早さとな

り,順調に建て変わっていると評価できる｡ ただし,

地区内を町丁目別にみると,10.0% (戸越 1丁目)～

19.3% (本町4丁目)と約2倍の開きがあり,戸越1

丁目以外でも,町屋4丁目-ll.5%,上池袋2丁目-

11.1%,本町5丁目-ll.1%,戸越3丁目-ll.3%は

更新速度がやや遅いといえる｡これを課税台帳で延床

面積のフローの点からみる(昭和54.1.1-59.1.1)と,

戸越16.2%>上池袋13.2%>本町12.8%>町屋12.3%

となり,戸越で新築活動が盛んな点が強調される一方,

本町･町屋では若干低めの数字となる｡ これを町丁目

別にみると,7.9% (上池袋2丁目)～21.7% (戸越6

丁目)とさらに大きな開きがあり,町屋4丁目-10.4

%,本町2丁目-10.8%,同4丁目-ll.2%,荒川6

丁目-ll.4%などが新築活動の活発でない区域として

浮かび上がる｡以上より,地区全体でみれば更新活動

にそれほど大きなばらつきはなく,おおむね良好な状

態で建て変わっているものの,とりわけ上池袋2丁目

での更新活動が鈍いなど,地区の一部には若干問題が
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あると整理できる｡これを接道幅農別の更新割合からみる

と,4.0m未満道路に面する敷地では本町11.6%>

町屋10.6%>戸越･上池袋10.1%と小さく,4.0m以

上の14.9%,16.2%.12.9%,12.4%(同

胞)と比べると更新は遅い.ここで.4.0m未満道

路割合 (延長ベース)は上池袋73.6%>本町61.

7%>町屋54.9%>戸越45.5%であるから,上池袋の更新の不活発さの一要因として接道

条件の恵さが考えられる他,戸越では接道条件が相対

的に良好である分,更新面積の不活発さを延床面積の

増加で捕っていると読むことができる｡さらに,地区レベルの平均としての数値では現

れないが,町屋 ･戸越の非戦災区域

の一部等には,更新が起こらない停滞的な固まり (規

模は小さく,境界もはっきりしない)が存在 しており

,局所的には問題があるといえる｡つまり,先の課税台帳データによって昭

和



ぎず,非住宅敷地が住宅敷地に変化する逆のケース(

8.0%,4.4%,1.6%,0.7%)をいず

れも上回っている｡ 特に町屋と戸越では住宅敷地の増加が大きく,工

場敷地が住宅敷地に転換している状況が読み取れる｡

これを課税台帳データから裏づけるとく

図.8-2),まず,棟数の面からは,住宅系建物 (-専用

+併用+共同)の増加 (本町は減少)と商業系建物 (-

店舗+事務所等)の微増 ･

微減,工業系建物(-工場+倉庫)の減少によって,いず

れの地区も住宅系建物の棟数シェアが増加し,91.2% (町屋)～96.3% (本町)を占

めるに至っている｡ また,延

床面積の面では,住宅系建物床面積はいずれの地区でも増

加 (5.1%本町～9.1%戸越)したものの,これ



定義から明かなように, ｢充旗｣と ｢空地化｣は逆の

現象であり, ｢細分化｣｢建巻｣｢統合｣は広い意味

での建拳に相当する｡市街地の更新は ｢充填｣と ｢連

香 (広義)｣, ｢空地化｣が繰り返し起こりながら,

-般には次第に密度を上昇させていくo

(2)更新の内容 (表.8-3)･

まず第-に,いずれの地区も ｢建巻｣に特化して更

新が進行しており,面積ベースで50.3%(町屋)～62.7

%(戸越).件数ペースで65.1% (町屋)～70.8% (戸

越)がこれに相当する｡また,第二位の変化は町屋 ･

上池袋 ･戸越が ｢空地化｣,本町は ｢統合｣である く面

積ベース). また,町屋には ｢細分化｣が多い (13.8

%)のが特徴である｡1件当りの変化面積札 ｢建替｣

が最小 く83.3mz町屋～114.8mt本町)で.｢細分化｣が

最大(181.8mt本町～249.Onf上地袋)であるo全更新の

平均では.町屋107.7m2<戸越121.5nf<上池袋131.3m2

<本町133.7nfとなっており,これは地区全体の平均敷

地面積(町屋107.3m2<戸越114.3mt<上池袋124.7Td<

127.0m2)と順位が等しく,それぞれの面積もほぼ近似

(1.00,1.05.1.05.1.06)している｡ ･つまり,更新は平

均敷地面積の面からみれば,ほぼ平均的な部分で起こ

っているとみることができる｡なお,地区全体の平均

敷地面積との比で更新の1件当りの大きさをみると,

｢充填｣が1.34-1.47(戸越のみ1.03).｢空地化｣が
1.12-1.24.｢細分化｣が1.90-2.10(本町のみ1.43),
｢建替｣が0.90-0.94(町屋のみ0.78), ｢統合｣が

1.28-1.55と,ほぼ一定の範囲に収まるo 町屋の ｢建

替｣平均敷地面積が相対的に小さいのは,長屋の戸単

位の建替が多いためであるOまた,本WTでは大規模な

｢細分化｣が起こりににくい｢方, ｢統合｣の力がよ

り強く働いているといえる｡

また, ｢充填｣と ｢空地化｣の面積を比較すると,

本町で ｢充填｣面積が ｢空地化｣面積を上回ったほか

は3地区で ｢空地化｣が ｢充填｣を上回り,その面積

は上池袋で7000mz,戸越で3970mt,町屋で3440mtであ

る｡ ｢空地化｣した敷地の相当部分はいずれ建物が建

つことになろうが,そうした変化の一断面として地区

をみた場合,3地区では絶対的な空地面積が増加して

いる｡ この結果,建物棟数の面では,上池袋で59棟の

軌 町屋で44棟,戸越で42棟の滅,本町でも13棟の減

となった｡なお,この間に都市計画として整備された

公園が1-2箇所 (200-500汀り 程度にすぎないこと

を考えれば, ｢空地｣を居住環境整備上積極的に位置

づけることも必要である｡ 第二に, ｢統合｣が ｢細分

化｣を上回る地区もあることにも注意を要する｡例え

ば, ｢統合｣前後において世帯主が変化しなかった割

合は,戸越45.7% (29/41)<<上池袋70.6%≒町屋

70.7%<本町76.7%となっており,戸越を除けば建物

を統合することで同-世帯が住み続ける割合が高いこ

とを示している｡ また,このとき異主体間による統合

(ち ｢共同化｣)事例は希にしか起こっておらず,多く

は自敷地内にあった複数棟をまとめるものである｡戸

越で同一世帯が残らなかった事例のうち約半数はアパ

ートに専用化し,3分の1強は世帯主が変わっている｡

逆に,本町では同一世帯が住み続けた46例のうち20例

はアパートを併用しているのが特徴である｡

一方,望ましい ｢共同化｣の目安とされる敷地規模

580nf以上の建物更新は4地区全体で33例あったが,異

主体間の敷地をまとめたものは1例もなく,もともと

同一所有者のまとまった敷地だったものがほとんどで

あったと考えられるo

以上の様に, ｢統合｣型の変化の多くは,同一世帯

が白敷地をより効率的に利用しようとする意志の現れ

であると一般に考えられ,戸建持家層の定住という面

では評価することができる｡

(3)建て方 ･用途変化 (図.8-5)

次に,建て方･用途をまとめて以下の様に分類する｡

● ｢非住宅｣;住宅部分を持たない専用店舗 ･工場等

● ｢専用戸建住宅｣;住宅のみで成り立つ戸建住宅

● ｢専用長屋建住宅｣;住宅のみで成り立つ長屋建住宅

● ｢共同住宅｣;住戸が2以上集合している住宅｡商

店 ･工場等の非住宅を含むものもここに入れる｡

● ｢商業併用住宅｣;店舗等の第3次産兼床を含む戸

建長屋建住宅

● ｢工業併用住宅｣;工場等の第2次産業床を含む戸

建長屋建住宅

これに従っておおむね昭和54年から59年 (5年間)

の更新住宅における建て方 ･用途変化をみると,以下

の点が明かになる｡

①4地区に共通して ｢共同住宅化｣(-更新後の建物に

共同住宅を含む)の傾向がみられる｡ つまり.更新に

伴って ｢共同住宅｣敷地面積は増加 (本町2.25ha>

戸越1.10ha>町屋0.88ha>上池袋0.50ha)しているO
②本町では専用戸建住宅から共同住宅-の変化が著し

く,戸越もこれに近い性格を示す｡しかし,上池袋

での共同住宅の発生は専用戸建住宅からよりも共同
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住宅の建番によるものが上回っている｡

③町屋では専用長屋建住宅から専用戸建住宅への建菅

が他地区にはない特徴としてあげられる｡

以上を,建物課税データによりストックの2時点比

較で補足する(義.8-2)と,4地区とも ｢共同住宅｣

の増加が著しい反面,｢専用｣住宅は減少, ｢併用｣住

宅は戸越を除くと微増に留まることが確認される｡

8-2-4 建物変化と戸建持家層の変化

(義.8-4)

建物更新に伴う居住世帯の変化を考察するため,居

住世帯に者目した以下の分類をおこなうO まず,更新

前の居住状態を戸建長屋建住宅世帯に著目して次の4

種境を設定する｡

1)戸建長屋建住宅世帯(A)

2)非戸建長屋建住宅(居住世帯あり)

3)非戸建長屋建住宅(居住世帯なし)

4)空地

また,更新後の居住状態を次の6種類とするo

D戸建長屋建住宅世帯(A)-姓が同じ

2)戸建長屋建住宅世帯(B)-姓が･変化

3)非戸建長屋建住宅 (居住世帯あり)

4)非戸建長屋建住宅 (居住世帯なし)

5)空地化く民間主体によるもの)

6)空地化(公的主体によるもの)

これをクロスさせ,｢戸建長屋建世帯非変化率｣｢戸建
長屋建住宅世帯再生率｣｢戸建長屋建住宅変化率｣｢非
戸建長屋建化率｣の4指標につき,4地区を比較する

(表.8-4｡ 指榛の定義は表中)0

① ｢戸建長屋建世帯非変化率｣ ;

町屋68.9%<戸越70.1%<本町71.4%<上池袋75.6

%｡世帯が変化したもののなかにはもともと民営借

家だったものや居住世帯の世代代わりに伴う姓の変

化も含まれているから,更新に伴う戸建長屋建世帯

の変化は少なく,安定 して居住している.

② ｢戸建長屋建住宅世帯再生率｣ ;

本町92.6%<戸越94.1%<上池袋96.1%<町屋99.1

%｡先の (1)より20-30%高く,この差は戸建長

屋建世帯(A)の代わりに発生 した別世帯(ち)の貴で

ある｡ この中には,戸建長屋建住宅が滅失 したあと

戸建分譲住宅になったものが多く含まれる (町屋で

最大)｡ この段階で,既に元の戸建長屋建住宅数を

ほぼ回復している｡

③ ｢戸建長屋建住宅変化率｣;

本町 97.7%<戸越101.5%<上池袋103.6%< 町屋

110.5%｡本町を除く3地区で100%を超えている｡

空地化と充填を含めていないのでこれだけでは判断

できない (空地化と充填を入れると,上池袋93.6%

<戸越96.7%<本町96.1%<町屋107.3%)が.戸建

長屋建住宅数は5年間の更新でほぼ同数である (町

屋で増加)0

㊨ ｢非戸建長屋建化｣;

本町11.0%>戸越10.1%>上池袋7.5%>町屋6.4%

非戸建長屋建化のほとんどは7パー ト化に伴う家主

の不在化 (本町93.9%>戸越89.1%>上池袋88.9%

>町屋74.3%)である｡ 従って,この部分で戸建長

屋建減少分の8-9割を担っており,住宅部分の無

くなる｢非住宅化｣はほとんどない｡

以上の様に,当地域における戸建長屋建居住層は建物

更新に伴っても高率に居住し続けており,新たに建設

される戸建持家が一定程度存在することによって,罪

戸建長屋建化 (主にアパー ト専用化)によって失われ

る戸建長屋建持家層を補っており,結果として居住地

として安定している,とまとめられる｡

8-2-5 まとめと計画への知見

当地域は ｢共同住宅化｣が著しく物的密度を次第に

上昇させているものの, ｢建て替えが起こっても必ず

住宅が併設される｣という意味で居住地としてほ極め

て安定しており,古くから定住する戸建持家層も安定

して居住を続けていることが確認された｡また,地区

の一部には,更新が超こらない停滞的区域があるもの

の,そこを除けば更新活動も活発に,一様におこなわ

れている｡ 従って,こうした ｢安定的｣状態をプラス

に評価したうえ,

①地区全体にとっては ｢空地化｣した土地を居住環境

整備に積極的に生かすこと,すなわち,たとえそこ

に開発が起こってもまわりの環境あるいは地区に求

められる環境と機能をもつ更新に誘導する一方,空

地として安定化させること｡

②地区の一部にある停滞的区域の更新を誘導 ･喚起す

べく,細街路の拡幅整備等の改善事業を手段として

用い,整備をおこなうこと｡

③その他の大半の区域については,現在の ｢安定性｣

を維持している要因を発見･強化すること｡但し,

地区にとってあるべき将来像を積極的に描き,それ

に同二た更新をおこなう方法も検討すべきであるo
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8-3 新規供給住宅の特性とその効果

8-3-1 新規供給住宅の種環と重

く図.8-6,義.8-5)

ここでは,新規供給住宅を以下の6種環とする｡

a.木賃アパー ト;木造共同建の民営借家.店舗等の併

用住宅も民営借家部分があればここに入れる.また,

戸建長屋連のものはほとんど無いので,ここでは木

賃アパー トとする｡

b.軽重鉄骨7パ- ト;軽量鉄骨道の民営借家.以下a

と同じ｡

C.鉄賃アパー ト.･鉄骨･鉄筋コンクリー ト道民嘗借家｡

以下aと同じ

d.リースマンション;賃貸を目的として分譲されたワ

ンルーム型の非木造共同住宅｡

e.マンション;共同建非木造の分譲住宅

∫.ミニ開発 ;戸建木造の分譲住宅.開発面積は問わな

い ｡

上記のうちa～ d (場合によってはa～C)を民営

借家,e･fを分譲住宅 (≒持家)とする｡

民営借家の増加は次第に郊外化しているが,低層高

密度市街地には最 も高密に ｢貸家｣日が着工されてい
るo また, ｢分譲住宅｣ 2)の着工も都'山こ次いで高密

に着工されており (第6章),対象4地区もその例外

ではないoつまり,昭和54年-59年の約5年間に供給

された民営借家(a+b+C+d)紘,本町17.0戸/ba

>上池袋13.8戸/ha>戸越9.5戸/ha>町屋6.8戸/ha

であり,分譲住宅(e+f)は.上池袋5.3戸/ha>町屋

4.7戸/ha>戸越3.7戸/ha>本町2.2戸/haとなる(吃

お,密度はセミグロス面積で戸数を割ったもの)0

これを区全体の動向と比較するため,dのリースマ

ンションを ｢分譲｣に含め,グロス密度で着工戸数を

比較すると, ｢分譲｣では若干低く (町屋は高い),

｢貸家｣ではかなり高目に (上池袋は非住宅用地が多

いため,本来はもっと高い)なっている｡これは,低

層高密度市街地においてはマンションや ミニ開発が立

地 しにくい (開発適地が少ない)一方で,元々持家密

度や民営借家密度が高いことから貸家の着工も高密に

なされるものと理解できる｡

次いで,民営借家 (a+b+C+d)に占める各住

宅タイプの割合をみると.棟数ペースでは38% (町屋)

～53% (戸越),戸数ベースで も25% (上池袋)～42

% (戸越)の住戸がいまだ木賃アパー トとして堺給さ

れている｡昭和58年住宅統計調査によれば,昭和56-

58年9月までに供給された民営借家のうち木造が占め

る割合 (戸数ペース.23区全体の平均は37%)紘.品川

区41.9%>荒川区38.8%>豊島区24.1%>渋谷区17.5

%であるから,町屋は荒川区の中では若干木賃アパー

トのシェアが低い (鉄賃アパー ト化 している)こと,

本町では逆に渋谷区の中にあってはかなり木賃アパー

トのシェアが高いことがわかる｡

なお,各種住宅の供給を密度 と分布面からみると,

本町が際だって供給密度が高い(本町3.6件/ha>戸越

2.6>上池袋2.5>町屋2.4)こと,上池袋では1件当り

供給戸数が多いく上池袋7.6戸/件>本町5.3≒戸越5.2

>町屋4.8)ことが特徴といえる.先の章で示 した様に,

地区全体に占める更新面積は13-14%と4他区間でほ

ぼ変わらず, ｢空地化｣を除く更新件数密度は,町屋

ll.2件/ha>本町9.6≒戸越9.5>上池袋8,5であるか

ら,本町において相対的に新規共同住宅発生の密度が

高 く,町屋で低いことを示している｡これを ｢共同住

宅発生率｣とするなら,本町37.7%>上池袋29.6%>

戸越26.8%>町屋21.4%となり,本町では4割近 くが

共同住宅発生に関連していると理解できる｡ また,最

も低い町屋でも20%以上と高率である｡

以上の様に,当地域ではトータルでこそ民営借家の

減少がみられるものの,新たな民営借家を含めた多様

な住宅が今日でも密度高く供給 さjl続けており,少な

くともこの面からは当地域が ｢停滞｣した地域ではな

いことが確認できる｡

8-3-2 新規供給住宅の質 とその評価 .

(表.8-6,8-7)

まず,住戸に著冒して設備 ･広さを評価すると,節

境供給住宅は設備は全て専用化 (除 :浴室)しており,

最小規模のlKタイプの住戸も,国の定める単身の ｢

最低居住水準｣にあたる16mtに満たないものが若干あ

るとはいえ一般に良好であると評価できるO

次に,住戸の集合の面では.民営借家 (a+b+C)

に限れば,5戸未満の住棟が,町屋69.0%>戸越59.8

%>上池袋55,0%>本町52.6%と過半に達 し,10戸未

満のものも合わせれば9割前後の住棟が含まれること

から,アパー ト供給は小規模に密度高 くおこなわれて

いるといえる. とくに木賃アパー トは5戸未満の住棟

が8割前後と極小規模である点が特徴である｡ また,

ミニ開発も小規模性を特徴としており,8-9割の開

発が5戸未満である. これに対 し, リースマンション

･マンションは全て10戸以上が集合して11-96戸/樵
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図.8-6 新規供給住宅の種類別分布
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まで広く分布しており.一般に開発が大規模といえるO

以上を敷地面積の面からみると, 1棟当り戸数が大き

くなるほど敷地面積も大きくなるのは当然として,一

般に木賃アパー ト<軽量鉄骨アパート<鉄貴アパー ト

<ミニ開発<マンションとの関係が成り立つ.これは,

開発の規模を脂に示していると考えられるが,例外は

上池袋の鉄貴アパートとミニ開発の関係で前者の面積

がかなり大きい｡

以上の様に,当地域に建設される新規供給住宅は供

給単位の小規模性を特徴としており,既存の町並みや

居住環境を大きく変えない点では評価できる｡但し,

建て詰まり等,住環境の面からは厳しくチェックされ

る必要がある｡

8-3-3 新規供給住宅の発生の仕方とその評価

(表.8-8)

(1)従前用途と変化型

新規供給住宅の型別に発生の仕方には以下の特徴が

ある｡

①民営借家 (a+b+C)全体では,戸建長屋建専用

住宅からの建替が最も高く (上池袋は ｢共同住宅｣

の建替が一位),特に本町は57.6%と最も高い.

②木賃アパー トに限ればさらに①の僚向が強く,50.0

% (町屋)～63.0% (本町)と高い｡ただし上池袋

はここでも ｢共同住宅｣の建替が41.7%と群を抜い

ている｡

③軽量鉄骨アパートは本町で ｢戸建長屋建専用住宅｣

の割合が70.4%と高いが,他地区ではばらつき,上

池袋で ｢共同住宅｣の建替53.8%の他は分散してい

る｡

⑥鉄賃アパー トも上池袋の ｢共同住宅｣建替33.3%を

除けば ｢戸建長屋建専用住宅｣からの建菅が多い(

戸越34.2%～本町47.1%)ものの,それほど特化し

ておらず, ｢住商併用住宅｣の建菅も上池袋17.9%

～戸越28.9%と高率である｡

⑤ ミニ開発は木賃アパー トと発生の仕方が似ているう

え,上池袋でも｢戸建長屋建専用住宅｣の建替が第

一位 (56.3%)である｡

⑥マンション･リースマンションは例が少ないが, ｢
共同住宅｣の建替が1件も無いのが特徴である.これ

を高層住宅協会のデータ3)で補足すると,マンショ

ンの敷地面積は,東京区部平均で800nf前後(昭和54

-58年平均823nf)と大きく(4地区19J棟の平均は566

m2).従前用途では工業系地域では工場敷地が,その

他の地域ではその他のまとまった敷地がマンション

建設の対象となりやすい｡

従って,①～⑥をまとめれげ,今日供給されつつある

新規住宅は既存の市街地と密接に関わりながら建設が

おこなわれており,とりわけ ｢戸建持家層｣の住宅更

新過程と密接にかかわっていることが確認された｡た

だし, ミニ開発の供給は従前戸建長屋建住宅居住世帯

の不在化 (上池袋90.5%>町屋76.0%>本町64.5%>

戸越60.9%)を前提としており,民営借家化されたも

のの一部も家主が不在化していることも事実である｡

これはある程度やむを得ないことであるが,-箇所に

固まって起こることや,それが急速におこることには

ある程度の歯止めが必要である｡

(2)家主の位置 (義.8-9)

(1)の傾向を反映して,新規供給住宅の家主が少な

くとも同一敷地内に居住する割合は,民営借家に限れ

ば,本町65.3%> 戸越60.7%> 上池袋55.0%>町屋

52.4%と高い｡これを住宅型別にみると,一般に鉄賃

アパートで同一敷地内居住率が高く (そのほとんどが

同-樵),本町75.7%>戸越71.1%>町屋60.5%>上

池袋59.0%となっている｡ 逆に,軽量鉄骨アパー トは

低く,本町40.7%>上池袋38.5%>町屋28.6%>戸越

26.7%である｡木賃アパー トはその中間にあり,本町

64.4%>戸越62.7%>上池袋56.3%>町屋50.0%とな

る｡

また,家主の居住と平均供給民営借家戸数との関係

をみると,明らかに同一棟<同一敷地内<敷地外の順

に供給戸数が多くなっており,家主の居住と供給戸数

とが トレードオフの関係にあることが示される｡ 従っ

て,先の同一敷地内家主居住率の順位は,地区の平均

敷地面積を反映しているとも考えられる｡そこで,

地区の平均敷地面積-地区ネット面積/建物棟数

とすれば,本町142m2>上池袋128mt≒戸越125m2>町屋

107m2となり,その傾向にある.従って.家主の居住を

前提にするなら,

①個別には敷地規模の大きい方が民営借家供給戸数も

多くなり,地区の平均敷地規模の大きい方が1件当

り供給戸数は多くなる｡

②低層 (木賃アパー ト)より中層化 (鉄賃アパー ト)

の方が (容積増となるため)家主も (同一住棟に)

居住できる可能性が大となる｡ また実際,鉄賃アパ

ー ト化される敷地は木賃アパー トの1.3-2倍程度大

きいといえる｡
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表.8-8 新規供給住宅の発生の仕方別棟数
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なお,ll-スマンションの家主は1室ごとに広域に散

らばっているが,管理人室も上池袋の1例のみに設置

されているO

(3)家主居住の必要性

民営借家居住者の居住期間は極めて短く,2年を基

本的サイクルとして回転している｡従って,地域-め

馴染みは薄く.住戸がネグラ化するのもやむを得ない｡

しかし,こうした住戸が固まって存在するとき,問題

の発生が考えられる｡一方,家主が同一場所に居住す

る場合は,開発容積も低めに押え,住環境に気配りす

る傾向にあることが従来より指摘されている｡

前者の傾向に対しては,管理人を置くことである程

度の解決を図れるが,家主の居住をできる限り維持す

べきものと考えられる｡ それが無理な場合には,道路

に面した住戸を大きめに設計して子供のいる世帯等の

居住を促したり,道路に面してセミパブリックスペー

スを設けるなどの設計上の配慮が必要であろう｡ これ

紘,小さな住戸が多数集合するリースマンションにお

いて特に必要であると考えられる｡

8-3-4 新規供給住宅の効果

(I)ストックに対するフローの割合

ここでは,新規供給住宅が地区内の住宅水準 ･居住

水準に果たす役割を考察する｡

まず,昭和55年 (国勢調査)の民営借家 ･持家各世

帯数に占める新規供給民営借家 くa～d),持家 (e

～ f)の割合は,前者が,本町16.7%>上池袋13.7%

>町屋12.7%>戸越11.1%,後者が,上池袋10.7%>

町屋7.8%>戸越6.4%>本町3.4%となる.本町での民

営借家供給の活発さが読み取れるほか,他の3地区で

も地区内の民営借家数に対して10%以上のフローが発

生 している｡ また,新たな持家世帯発生の確率が高い

マンション+ミニ開発も既存の持家世帯の数%～10%

程度がフローとして発生しているOこうした新たな住

宅の供給が地区内外の住替えを誘発し,地区全体の居

住水準の引き上げを可能にしている｡ 何故なら,まず

罪-に,新規供給住宅入居 (可能)層は,ストyク入

居世帯より一般に所得階層が高いからであり,最低居

住水準未満世帯率も低いからである｡従って,フロ-

が起こらない場合に比べれば,地区平均をとっても居

住水準の引き上げに役立つ｡また同時に,相隣環境の

面ではともかく,住宅自体の水準は上回っている｡第

二に,罪-の要因とも関係するが,新規入居時に居住

室に対する居住人見や居住者の属性が選別され,少な

くとも入居時点において著しい居住水準の低下は解消

されるからである｡ また,住替えにより居住水準の向

上を果たそうとする世帯が一般的であることからも居

住水準上昇が裏づけられる｡

(2)民営借家供給のモデル (図.8-8a)

新たな民営借家 (a～d)供給密度 (グロス)紘,

本町17.0戸/ha>上池袋13.8>戸越9.5>町屋6.8と高

かったが,昭和50-55年にかけて地区内の民営借家世

帯は減少している(上池袋-14.0世帯/ha>戸越 -10.2

>町屋 -7.7>本町 -7.6)｡ この変化がそのまま昭和

54-59年にかけても当てはまると仮定すると,以下の

様な計算が成り立つ｡ つまり,本町の場合は17.0戸/

haのフローが発生したにもかかわらず,7.6世帯/haの

減少となったということは,その背後に24.6戸/ha(

17.0+7.6)の空き家が発生し,その一部は既に滅失し

たり新たなアパートへ建替えられていることになる.

つまり,昭和54年当時95.9戸/haあった民営借家は,

フロー (+17.0戸/ha)が付け加わった反面24.6戸/

haが空き家化 くその一部は滅失)した結果,7.6世帯/

haの減少 (-昭和59年)となったことになる｡従って,

｢空き家化率｣ (昭和54年～59年に発生した空き家/

昭和54年の戸数)は25.7%となり, ｢発生率｣(昭和

54-59年に供給された戸数/昭和54年の戸数)は17.7

%となる｡同様に他の3地区も計算すると, ｢空き家

化率｣は,上池袋37.0%>町屋30.0%>25.7%>戸越

23.8%となり,｢発生率｣は上池袋18.4%>本町17.7%
>町屋14.1%>戸越11.5%となる｡ 上池袋と町屋では

5年間に約1/3のストyクが空き家化する勢いである

こと,上池袋では ｢発生率｣も｢空き家化率｣も高く,

民営借家の内容が急激に変化していることがモデル的

に示される｡

(3)分譲住宅のモデル (図.8-8b)

新たな分譲住宅 (e～ f)の供給密度 (グロス)紘

町屋4.1戸/ha>上池袋3.8>戸越3.5>本町2.1であり

.昭和50-55年にかけての地区内の持家世帯は微増(上

池袋 2.8世帯/ba>戸越2.1>本町1.7>町屋1.1)して

いる｡この変化が昭和54-59年にもあたはまり.かつ,

供給された分譲住宅が全て持家化したと仮定すると,

以下の計算が成り立っ｡つまり.上池袋の場合,3.8戸

/haのフローが発生した結果.2.8世帯/haの持家世帯

密度増加があったから,この間,1.0戸/haの空き家が

発生しているとなるが,このは前節の結果ともほぼ一

致 し,妥当な値といえる｡ 同様に,これを他地区と併
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せてモデル化すると,精度の点で難があるものの,■民

営借家と際だった対照をなしている｡ つまり,持家世

帯は微増の傾向にあるが,その理由は既存持家の ｢空

き家化率｣が極めて低いなかで, ｢発生率｣が一定水

準である (-マンション,ミニ開発)からである｡

(4)新規住宅供給の効果

新規供給住宅の効果を,①住替えの連続的誘発,②

中堅層 (所得第Ⅱ～Ⅳ分位)の定着という視点からみ

ると,新たに建設されるマンションやミニ開発はその

役割を果していると考えられる｡ 何故なら,持家入居

者の前任地は本スタディー地区を含む4区に取ってみ

れば, ｢白区内｣が荒川区56%>豊島区48%>品川区

41%>渋谷区38%と高く, ｢23区内 (白区内含む)｣

になると荒川区86%>品川区80%>豊島区79%>渋谷

区72%と圧倒的多数を占めている (住宅統計調査)か

らである｡ 従って,民間分譲住宅の役割を正しく評価

したうえ.その欠点を克服するというのが課題である｡

一方,民営借家更新に対する正当な評価も同時にな

される必要がある｡ つまり,低層高密度市街地の大き

な特徴は低所得層や若年 ･高齢層の高率な存在である

が,これらの層が ｢マンション｣や ｢ミニ開発J.に到

達するまでの間 (また到達しない者も含めて)既成市

街地で住むことを可能にしているのは,主に民営借家

の存在であり,地区全体の活力が維持できるのも,こ

うした民営借家が次々と更新していることによる｡従

って,大きな住戸に比べれば一戸が供給されたときの

効果は小さいが,それが多数集まることによる効果は

大きなものであることを認識し,そのうえに良質な民

営借家ストソクを形成することが課題である0

8-3-5 まとめと計画-の知見

当地域においては,依然,新たな住宅の供給が,班

存の市街地と密接にかかわりながら,小規模に,密度

高 くおこなわれているが,こうした開発は,①個別的

にみれば供給単位の小規模性によってまわりの環境を

大きく変えない点で,②総体としてみれば,地区全体

の民営借家居住層の居住水準を上昇させる可能性をも

つ点で,また,-定の中堅層を地区内に定著させる点

で,積極的に評価すべきである｡ただし,③住戸 ･住

棟 レベルでの郡市住宅としての水準や,建てられ方に

ついての厳しいチェックが必要であると共に,◎新規

供給住宅の恩恵を受けず,地区内に沈澱してゆく居住

層への配慮が必要である｡

8-4 民営借家のスト′クとフローに関する考察

8-4-1 民営借家の量と内容

(図.8-9,義,8-10)

ここでは,民営借家を,a.木賃アパー ト,b.軽

量鉄骨アパー ト,C.鉄賃アパー ト,d.長屋建民営

借家,の4種類とする｡

民営借家の建つ宅地面積割合 (ネット面積ペース)

紘,昭和59年現在,本町227.4%≒上池袋327.1%>戸

越2+419.3%>荒川614.7%となっており,昭和54-59

年の5年間にそれぞれ,3.7%,0.3%,1.7%,1.3%

増加した｡現在の民営借家戸数密度は,上池袋3131.9

戸/ha>本町2112.9>戸越2.486.9>荒川659.4と大き

な差がある｡

民営借家の型ごとにその分布巻みると,おおむね地

区内に一様に分布しているが,上池袋3ではとりわけ駅

の近俸(北西端)に密度が高いこと.荒川6では非戦災部

分に長屋建民営借家が相当数残っていること.本町2に

鉄貨アパー トの分布が多いことが特徴といえる｡

これを,建設時間別 (昭和29年以前,30-36,36-

44,44-54,55年以降) ･間取 り別にみると,4地区

とも昭和30-44年建設の住戸が過半に達し,特に上池

袋374.6%,戸越か469.4%は2/3を超えている. さら

に,この時期に建設された民営借家,とりわけ昭和30

年代前半のそれは設共 (≒l室木賃)住戸の割合が高

く,80%前後がこれに相当するJ)(昭和36-44年では

25%～42%).従って,この時期に民営借家が急速に立

地 した上池袋3では,全民営借家住戸の 50.4%が昭和

30-44年に建設された設共住戸となっており,空き家

化が急速に進行して大幅な民営借家世帯滅 (昭和50年

～55年に20%減)となったのである｡

-また,各建設時期に ドミナントな間取りは,昭和40

年代半ばまでは設共(荒川6のみ昭和20年代までは1D

A:戦前の長屋建民営借家)だったものが,昭和44-54

年には本町2のみ設専 lK.他3地区はlDK,昭和54

年以降はlDKだった｡この結果,総量としても設共

(≒1室型)が4地区とも中心の聞取りになっている｡

これを住宅型別 ･間取り別にみると,設共は全て木

賃アパー トとして供給されており,設尊 lKも75%～

98%が木賃アパートとして供給されている｡1DKに

なると53% (荒川6)～72%(戸越2.A)と低下するが,

まだ過半が木賃アパー トであり.2DKでも荒川6,本

町2 が銭貨アパートのみで過半を占めるほかは木質ア

パー トの占める割合が大きい (以上,表.8-ll)o
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図.8-9 民営借家のス トック分布



図.8-10 建築時期別民営借家の構成

上地袋3

図.8-11 民営借家敷地面積の変化
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以上の様に,フロー (昭和54-59の新規供給)でこ

そ鉄賃アパー トの供給が過半を占め,間取りもlDK

の住戸が中心であるものの,ス トック総量としてみれ

ばいまだに設共 (≒1室型)が中心になっており,こ

の部分が近年急速な空き家化をみたわけである｡.

8-4-2 民営借家の更新と戸建持家層

(図.8-12)

｢同一敷地内家主居住｣の面から,民営借家と戸建

持家層の関係を考察する｡新規供給住宅については先

に考察したので,ここでは民営借家建設時期別に家主

が同一敷地内に居住する率を求めると,

①本町2では建設時期を問わず率が高 く.合計で75%を

占めている｡

②荒川6では昭和20年代までに建築(このほとんどが長

屋建で戦前に建設された)のものを除けば60-70%

前後と安定している｡

③上池袋3と戸越2+4では近年建設されたものはど率が

低く,昭和54-59年のそれは50%弱 く上池袋地区,

戸越地区全体では55%.61%とやや高い｡)まで低下

している｡

ことが明かになる｡ ③の傾向のみを根拠に ｢問題｣と

は判断できないが,こうした家主非居住のアパー トが

固まって存在 したり,今後その傾向が見えるとしたら

建物の維持や入居者管理上の問題が発生 し,局所的な

荒廃の可能性も考えられる (上池袋3に-箇所みられ

る｡ アパー トは朽ちかけて放置され,ゴミが放置され

て "放火注意"との貼り紙 もみられる｡ また,荒川6や

戸越2.4にも,性格は違うがその兆候のみられる部分が

ある)から,こうした動向には注意が必要である｡ ま

た,地区全体に占める家主不在型アパー ト敷地面積割

合 (ネットベース)をみると,上池袋3では9.0%と高

率であり.他地区も6.3-6.7%がこれに相当している｡

ただし,既存調査によれば, ｢同一敷地外｣でも町内

には居住している家主が数%から30%存在しており,

日常的なアパー トの管理がこの層では不可能ではない

ことを示している (表.8-12, 8-13)｡

8-4-3 民営借家のス ト′クとフロー

ある時期に集中した特定形式の住宅建設は.上池袋3

の例の様に,ある時期に急速に需要を失って空き家化

し,建替需要を集中的に発生させたり人口が急減する

などの問題を生じやすい｡幸いにも,空き家化の急速

に進んだ上池袋3においても,最近5年間で老朽アパー

トの8.1% (面積ベース.戸数ベースでは先の試算によ

jlば1/3のストックが空き家化)が取り壊されており,

再びアパー トに建て替わるものも多いO従って,現在

のところ少なくとも物的な側面から問題ありと判断で

きる状態にはない｡しかし,急激な居住者の変化は起

こらないことが望ましく,そのためには建設が起こる

時点で不良ストック化を防ぐための措置をとることが

必要であるO また,更新を短期的にみれば,物的に変

化しないアパー トが圧倒的に多いことから,民営借家

対策は ｢建替｣面に偏ることなく,ストブタの維持管

理に対する配慮も必要だと考えられるOその際,家主

の連絡先の明示の義務づけや改善勧告をおこなうこと

も検討する必要がある｡

なお,空き家の発生とアパー トの取り壊しの間には

常にタイムラグが伴うことには注意を要する｡

8-4-4 民営借家の社会的役割とその評価

第6章で検討した様に,民営借家居住世帯の属性は,

①設備共用型は急激に減少しており,所得も低分位化

し,第 Ⅰ分位の単身者に特化しつつあるO

②設備専用木造型も減少に転じ,世帯は小規模化,所

得は低分位化している｡

③設備専用非木造型は急速に増加しつつあり,民営借

家の上層をカバーしつつある｡

ただし,建て方別にみると,戸建長屋建民営借家は

急速に減少しながらも民営借家ストックの約10%強存

在し,居住者属性は共同連の民営借家と大きく異なる

ことがわかっている｡ また,地域別にみると,同一型

の民営借家であってもその社会的役割が大きく異なっ

ている. ここでは,木賃アパー ト建菅のタ-ゲットと

してとくに注目されている設典型民営借家につき,入

居階層の変化という面から地区を比較考察する｡

まず,地区内民営借家ストyクに占める木賃設共住

戸の割合は, 上池袋355.4%≒戸越2'454.9%>荒川6

37.9%≒本町236.7%であるが.この中には空き家も含

まれる｡ また,昭和53年住宅統計調査による地域別設

共世帯 (/民営借家世帯)の割合は,豊島+北区40.2

%>品川区37.8%>渋谷+中野+目黒区34.2%>荒川

+墨田区32.8%であるから,典型地区ではやや投共住

戸の割合が多いものの,地区問の違いを概ね表してい

るといえる｡

次に,設共民営借家の世帯主年齢別シェアを他区間

比較すると,渋谷十中野+目黒区では50.7%が25才未

満なのに対し,荒川+墨田区地域では24.2%にすぎな

い｡反面,荒川+墨田区地域では40才代14.5%,50才
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義.8-12 地区面積(ネットに占める民営借家敷地面積及び家主不在ア八㌧ト敷地面積)
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代9.7%,60才代以上10.2%なのに対 し,渋谷+中野+

目黒区では6.2%,3.6%,4.4%にすぎない.従って,

1棟を5戸と仮定し,確率的に発生する60才代以上世

帯主割合を4地域につき計算すると,町屋 (荒川+塞

田区)41.6%に対し,本町 (渋谷+中野+目黒区)で

も20.2%となり,この値は急上昇すると予想される｡

従って,アパー ト建替に伴う入居者-の配慮もますま

す必要となってくるわけであり,とりわけ墨田+荒川

区ではその必要性が高い｡こうした世帯は,場合によ

っては地域内の公的借家や ｢老人アパ- ト｣-の斡旋

をはかることも必要になろうが,こうした老人が結果

として-箇所に沈毅せず,逆に本人の意志に反した追

い出しにも遭わず,町の中-の居住を可能とする様な

きめ細かな仕組みづくりも是非 とも必要である(以上,

義.8-14)0

8-4-5 まとめと計画への知見

当地域に密度高 く存在する民営借家は,今日急激に

人口減 ･世帯減をまねいているが,とりわけ設備共用

一室型の木賃アパー トが高密に立地する地区では減少

の程度が激しい｡新規の民営借家等･の供給やアパー ト
の連番によってこうした偏りは是正されつつあるもの

め,一部で荒廃の兆しがあると共に,更新の停滞した

部分もみられる｡ 従って,こうした部分についての荒

廃を防ぐと共に,全体の3分の2のアパー トは少なく

とも敷地内に家主が居住していることを考えると,令

後の民営借家整備は,これらの家主層の定住と関連づ

けて構想される必要がある｡また, ｢建て替え｣のみ

に偏ることなく,発生時の適切な誘導や日常の維持 ･

管理をも含みこんだ総合体系として市街地の中に位置

づけられる必要がある｡ さらに,とくに建替にあたっ

ては居住者対策に十分配慮する必要がある｡

8-5 建物更新の規定要因か らみた誘導型整備への

手がかり

8-5-1 はじめに

ここでは,これまでの検討の補足として,建物更新

の方向を決定づける即地的敷地条件を敷地規模 ･接道

幅員 ･指定用途地域の3側面か ら分析す し,その結果

から誘導型整備をおこなうための手がかりを碍ようと

するものである｡

なお,新規供給住宅について,住宅タイプ毎に鉄道

駅からの距離帯別シェアをみると,更新の起こった (

S54-59)全敷地のシェア分布と比較して大きな偏りを

もつ住宅タイプは無く,従って,新規供給住宅の立地

は地区レベルでみればむしろ即地的要因に規定されて

いることが結論づけられた｡そこで,以下に即地的要

因を分析する｡

8-5-2 建て方用途と敷地条件 (図.8-13)

更新後の建て方用途と敷地条件との関係を分析する

と,以下の点が明かとなるO①敷地規模が小さく接道

幅鼻が狭いほど専用戸建住宅率が高い｡②併用住宅率

は敷地規模にはあまり関係ない(300m2以上では高い)

が接道幅農4m未満にはあまり立地せず,6m以上で急増

する｡また,商業系用途地域で急増する｡③共同住宅

率 (併用共同住宅も含む)は敷地規模が大きいほど く

特に100m2以上で)高く,また,嘩道幅鼻6m以上で急増

する｡ つまり延床面積が大きくかせげるほど共同住宅

化しやすいoLかし,用途地域にはあまり関係ないo

⑥併絹共同住宅率は全般に低いが.敷地面積300m2以上

接道幅農STn以上,近商 ･商業地域で高率に発生する0

815-3 建物階数と敷地条件 (図.8-14)

①3階以上の建物を実現している敷地は,面積60m2

未満で10%程度.80-200m2でも1/4に留まる｡200m2を

超えるあたりで半数となり,500m2でほぼ100%となるO

-方,接道幅農4m未済では10-20%.6m以上で半数を超

える｡ ②4階以上の建物を実現 している敷地割合はか

なり限定され,面積200m2台で10-20%,300m2以上で20

-30%,500m2を超えても半数に留まるOまた.接道幅

農も6m以上で多くなる｡③更新建物の平均容積率をモ
I

デル計算5】すると,接道幅員4m未満では120%代に留ま

り,4-6mで130-140%,12m以上で165-185%となるO

8-5-4 新規供給住宅の立地特性

まず,最近5年間のフローでみると (図.8-16),

①マンションは,広幅農(7-81n以上).大敷地(5007㌔以

上)に立地し.高容積を実現しているo② リースマン

ションは敷地面積200-300m2,接道幅鼻5-10mに立

地する｡③鉄賃アパー トとミニ開発は,敷地規模は

150-200Tn2と同程度だが接道幅農に糞があり,前者

が5-6m(容積率200%)後者が2.7-4mと異なる.④木

賃アパー トは敷地面積100m2前乳 接道幅員2.7m前後

に固まっており,最も敷地条件が悪い｡⑤以上の特

牡は,どの地区にも共通する｡

次に,既存民倍ストックの立地特性を比較考察する

と(図.8-17).①木賃アパート,鉄賃アパー ト共にフ

ローと同様の特性を示し,②木賃設尊と設共との立地

の差は認められないが,③無様道の木賃アパー ト率が

ー101-



図.8-13 更新後の建物用途と敷地条件
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高 く.スト1クの 19%(町屋)～35%(戸越)(フローで

は8%(町屋)～25%(戸越))が無抜道となっている.ス

トックとフローの率の差は,無接道アパ- トに更新が

起 こりにくいことを示している｡

8-5-5 敷地特性の分布(面積 ･接道幅鼻)と更新

(図.8-15)

最近 5年間の更新敷地が地区全体の敷地を平均的に

表 しているものと考え,面積 ･接道条件の状況をみる

と,比較的設計の自由度の高いとされる 300m2以上の

敷地は1%(町屋)～4%(上池袋)しかないが,高容積が

実現可能な6m以上道路接道の敷地は10%(町屋)～18%

(戸越)と高率に存在する｡ すなわち,併用住宅や路線

型の鉄賃アパー ト化はこれからも十分考えられる｡ し

か し,両者の条件を備えた敷地は 1%程度に留まる｡

これは,それほど大きな開発はあまり起こらないこと

を示 しており,今後も敷地条件に規定された更新が起

こってゆくことを示 している0

815-6 地区スケールの建物更新からみた今後の

課題

最近 5年間に地区のネット容積率は5-8%増加し,

95-103%に遷 した｡今後もこの傾向が続 くと,15年後

には容積率は14-24%増加 し,113-124%となる｡ 元

々敷地面積は狭いこと,空地の絶対的増加が過半の地

区でみられる (また,駐車場の7-8割はこうした空地

に依存 しており,逆に,更新建物の駐車場設置率は低

い)ことを考えると,今後の低層高密度市街地像は,

接道幅員に比例 して高容積化 した建物と点在する空地

系 との共存を前提として措 くことが可能である｡ その

際,①更新の起 こらない部分や､老朽アパー トが多い

部分を中心に細街路整備をおこない,建物更新を誘発

す るo この際,建物配置 ･住戸構成に一定の規準を設

け立地を誘導するといった積極的な小規模事業を起 こ

す一方,②広幅貞道路沿いや一定規模以上の敷地につ

いては建設のガイドラインを決めて誘導を図り,狭あ

い道路沿いの敷地には規制を徹底させる｡ ③その手が

か りとしては,既存の各種指導要綱を用途地域 ･接道

幅員 ･敷地面積に連動させて一体化 ･総合化 し,きめ

細かい運用を計ることなどが考えられるが,その際,

上記スタディーの方法 ･結果が参考になろう.

住宅が併設される｣という意味で居住地としては極め

て安定 しており,古くから定住する戸建持家層 も安定

して居住を続けている｡また,地区の一部には更新が

起 こらない停滞的区域があるものの,そこを除けば更

新活動 も活発に,一様におこなわれているO 従って,

こうした ｢安定的｣状態をプラスに評価 したうえ,地

区の一部にある停滞的区域の更新を誘導･喚起すべく,

細街路の拡幅整備等の改善事業を手段 として用いた整

備をおこなうことが必要である｡

また,当地域においては,依然,新たな住宅の供給

が,既存の市街地と密接にかかわりながらノJヽ規模に,

密度高 くおこなわれているが,こうした開発は,①個

別的にみれば供給単位の小規模性によってまわりの環

境を大きく変えない点で,②総体としてみれば,地区

全体の民営借家居住層の居住水準を上昇させる可能性

をもつ点でまた,一定の中堅層を地区内に定着させる

点で,積極的に評価すべきである｡ ただし,③住戸 ･

住棟レベルでの都市住宅としての水準や,建てられ方

についての厳 しいチェックが必要であると共に,④新

規供給住宅の恩恵を受けず,地区内に沈澱 してゆく居

住層への配慮が必要である｡従 って,こうした地区の

居住環境整備は, ｢建て替え｣政策のみに偏ることな

く,発生時の適切な誘導や日常の維持 ･管理をも含む

総合体系として位置づける必要がある｡

一方,建物更新と敷地条件をからめて考えると,今

後の当地域は,接道幅員に比例 して高容積化 した建物

と,点在する空地系の共存した姿として描 くことがで

きる｡そこで,既存の各種指導要綱を用途地域 ･接道

幅農 ･敷地面積二に連動 させて一体化 ･総合化し,きめ

細かい運用を計ることが重要になろう｡

補注(第8章)

8-6 小結

当地域は ｢共同住宅化｣が著 しく物的密度を次第に

上昇させているものの, ｢建て替えが起こっても必ず

-104-

1)住宅着工統計上の区分.a十b十Cにほぼ相当する｡

2)住宅着工統計上の区分.d+e+fにほぼ相当する｡

3)日本高層住宅協会 『首都圏高層住宅全調査』1975

-85各年版

4)三宅醇(1973)が昭和42年版住宅地図を用いて作成

した木賃アパー ト分布図はこの状況をよく表 してい

る (三宅醇 『住宅需給構造に関する研究』)

5)2階建てを120%とし,3階建て以上は接遇条件を考

慮して 160% (3階建て).200% (4階建て).240%

(5階建て以上)とした｡



第9章 低層高密度市街地における各主体の構成と論理

本章の目的は,低層高密度市街地における各主体の関与する市街地｢更新｣｢変容｣と,
資産運用 ･居住環境改善等に対する ｢意識｣を対置させつつ明らかにすることで,現象と

して起こっている地区の更新の背景を理解すると共に,今後居住環境整備をおこなう場合

に仮説される ｢計画｣のリアリティーを検証することにある｡ ここで取り上げる主体は.

｢地主層｣｢家主層｣｢戸建持家層｣を主軸とし, ｢法人｣(不動産主体) ｢民営借家居

住者｣等は付随的に扱う｡ これは,低層高密度市街地における変容が主に前3着の行動に
よってもたらされているからである｡

具体的には,まず,各主体の特性と動向を,マクロレベルで整理する (第 1節).次に,

各主体ごとに,その行動論理に著目して.ミクロレベルでの特性を明らかにする(第2節).

最後に,これらを総括したうえ,I低層高密度市街地における居住環境整備を進める際の基

本的考え方を小結として示す (第3節)0

9-1 各主体のマクロな特性と動向

9-1-1 地主層の変化日

東京区部の土地所有者は個人･法人とも増加を続け,

昭和38年の53.0万人から昭和49年に化78.6万人,昭和

62年には98.1万人と24年間で倍増した｡この結果,1人

当り所有面積は,698mt-443rrf-345mtと半減したOこ

のうち,1000m2以上の所有者は4.7%減少して30684人

(所有面積は個人宅地の39.6%｡昭和49年には45.6%

だった)になったとはいえ,3.4%の地主が個人宅地の

4割を所有している｡

これをゾーン･セクタ別にみると,1000mt以上所有

者の割合はセクタ間では差が小さく (3.2-4.3%)ゾ

ーン間で差が大きい (都心6区 1.5%<中間9区 2.8

%<外周8区 4.1%.なお,1000nf以上地主の減少割

合は都心6区14.5%>中間11.7%>>外周1.3%).こ

れは農家の所有宅地の残存度合と地価の影響によるも

のと考えられるoなお,100mt未満所有者の割合の大小

はゾーン間の差(42.0%～51.5%)よりもセクタ間の差

が大きい(33.1%～58.3%)が,これは社会経済的地位

(第1章)を反映しているO従って,低層高密度市街

地に限るならば,地主層の割合はどこも同程度 (3%

前後の所有者が30-40%の所有面積)であるなかで,

戸建持家層の居住用所有地面積にはセクタ性が強く現

れており,所得階層に応じた土地所有になっている｡

なお,都心周辺9区に限って 500mz以上の土地所有を

個人･法人別にみると,所有者数ペースでは個人が7%

前後,法人が30%前後,所有面積ベースでは個人が50

%前後,法人が80-90%で,全体では 500m'以上所有

者は,全体の9%前後で60%前後の土地を所有している

というのが平均的数値である｡

9-1-2 家主層の変化

低層高密度市街地における主要な家主層は,どのセ

クタにも40世帯/ha以上の密度で居住する戸建持家定

住層 (6-2)である.5戸以上のアパー トに限ると,

個人経営アパートは昭和56年末現在,東京区部におい

て木造16.3万枚,非木造2.5万棟の計18.8万棟ある｡こ

のうち,木賃アパートの分布 (図.9-1)をみると,
l

民営借家世帯高密度地帯 (7-3)に重なるように,

中野区から杉並区にかけての中央線一帯,豊島区北部

等に等数高密度地帯がひろがっている｡

9-I-3 地区の変容過程における戸建持家層の変

化 (図.9-2)

東京区部における持家世帯の入居時期別居住継続割

合と持家住宅の建設時期別割合を系年的にみる (住宅

統計調査)と,

①入居開始時期が新しいほど5年後の居住継続割合が

低い (除,終戦前)｡ これは,近年ほど居住年数の

短いマンション居住世帯等の割合が高いことが原因

だと考えられる2)0

②当地域に古くから居住している持家層を ｢昭和35年

以前に居住開始｣とするなら,そのほとんどは戸建

長屋建持家世帯で,居住継続割合はかなり高いOす

なわち,昭和35年までに居住を開始した世帯は,昭

和48年時点で635600世帯あったが,その後の各5年
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図.9-2 入居時期別残留世帯

数字は5年間残留率

<持家>

主世帯数
(=住宅数)

ドr I I～27.5_.a_ゝ S56-S51S46-S36

--S:終

■

S48 53恒
8.b

57<民営借

家>主世帯数(=住宅数) 間に88.2% (昭和48-53),

95.3% (昭和53-58

)と高率に継続居住している｡③昭和53-58年に

つき,東京区部内の地域毎の居住継続割合をみると, ｢

終戦前｣では,中間96.5%>郊外91.9%≒都心91.7

%, ｢終戦後昭和35年まで｣では,郊外98.4%>中間94

.3%>都心93.2%, ｢昭和36-45年｣では,郊外90.0

%>都心88.1%>中間84.3%となり.低層高

密度市街地を多く含む｢中間｣区では居住開始が古い

ほど居住継続率が高く,昭和36-45年居住開始世

帯は区部で最 も居住継続率が低い｡⑥さらに,昭和35

年以前居住開始持家世帯の将来の居住継続割合を,昭和

53-58年の トレンドにより求めると,15年後でも

86%の世帯が継続居住する (都心81%<中間

84%<外周95%)ことになる｡9-1-4 昭

和35年以前入居民営借家層の特性民営借家において

も,昭和35年以前入居者が若干存在する｡昭和35年以

前から居住する民営借家の昭和53-58年残留率は65.7% (
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45年の52.8%,昭和46-50年の27.7%と比べると,か

なりの高率である (図9-2)｡ しかし,同時期から

居住する持家世帯の居住継続割合に比べるとかなり低

い値である｡

その内容をみると昭和35年以前より居住する604800

世帯のうち,534300世帯 (88.3%)は持家であるが,

残りの70510世帯(ll.7%)の内訳は,公営26.8%,氏

営借家59.9%で大半を占める｡ 民営借家のうち66.4%

は戸建長屋建世帯で,戸建長屋建民営借家に占める昭

和35年以前入居世帯割合は19.4%(共同建ては1.2%)

とかなり高い｡世帯主の41.5%は60才以上で,50才代

を含めると67.9%に達し高齢化 している｡こうした世

帯の中には,戦災を受けずに焼け残り持家化しなかっ

た長屋居住世帯や,民営借家の孤老も相当部分含まれ

ていると考えられる｡

9-1-5 まとめ

以上の様に,低層高密度市街地を構成し,その変容

に関与する基本的主体は,個人宅地の6割を所有する

地主層と,昭和35年までに居住を開始した定住戸建持

家層であり,建物が更新されてもこうした基本的特性

は変化しにくい｡これは民営借家供給とも関連し,定

住戸建持家層それぞれが小量ずつ供給しっつも全体と

してかなりの密度になっている｡ こうした戸建持家層

の敷地は,たとえ一時的にアパートが併設されても｢

安定｣しているのである｡逆に, ｢不安定｣なのは,

非住宅用地.不在地主･法人所有地,地主層の白利用地

等である.この特性はセクタの差を問わず一般的な低

層高密度市街地の特性といえる｡

9-2 低層高密度市街地の変容に係る各主体の論理

9-2-1 地主層の論理と行動

(1)地主層の所有地における土地利用と資産運用

まず,実態としての地区の所有地分布とその土地利

用上の特徴を実例を通して明らかにする｡

表.9-1は,豊島区東池袋地区における,500mE以

上の土地所有者46件 (52000nf,地区ネット面積の34.0

%)の所有地利用をまとめたものであるが,ここでは

以下の特徴が読み取れる｡

① 500nfから2000mtまでの所有者(吐o件)紘,旧農家,

戦前戦後を通して当地区に定住した戸建持家層 ･不

在地主,とくに昭和38年以後取得した法人の4タイ

プに分かれる｡その土地利用は,自宅を除けば貸地

が最も多く,アパー トやマンションも若干みられるo

②2000nf以上の所有者 (6件)のうち4件は旧農家,

1件は法人,1件は不在地主であるが,土地利用は

貸地がほとんどである｡

次に,田中(1980)3)によれば,中野区中央3･4丁

目の旧農家 く聞き取りにより判明した9件申8軒)に

ヒアリングして得られた所有地の分布と土地利用上の

特徴に関する知見は,

①現在の不動産所有面積は1000坪～3000坪で,土地利

用は貸地を基本にするものの,昆敷地の一部にアパ

ートや賃貸マンションを経営している｡

②不動産収入のみで生活しているものはなく,ほとん

どが会社員等の都市勤労者になっているo

③基本的に土地は手放したくにいが,相続のときは例

外で,土地売却の80タ引ま相続にからんでいる.

(2)相続と地主

1000m!以上の非居住用所有地の相続をおこなうケー

スを考える｡路線価別所有規模別にみると以下の点が

明らかとなる｡

①近年相続税評価の対象となる路線価は急激に上昇し

ており,昭和62年分の評価は60年の評価の3-4倍

に達している｡低層高密度市街地においても例外で

なく.62年分の評価額は低くても50万円/nf,評価の

高い西側の地域や路線商店街沿いでは 100万円/m2

を超える｡貸地部分を加味して平均評価が5割と仮

定する4)と1000mtの所有地の税額は1億円を超える｡

②従って,相続対策として賃貸7パ- ト経営や土地の
+

一部の売却等の対策がかなりの程度必要になる｡

(3)貸地経営の今後

｢既に貸してある土地を相続などで取得｣したが,

｢先祖伝来の土地であり売りたくない｣というのが一

般的個人地主の資産税であるが,相続の発生,借地人

からの請求,業者の介入等により貸地経営は不安定に

なる｡ 既存調査によれば,地主の貸地経常に対する考

え方は以下のようにまとめられる5㌦

①現行の借地借家法のもとでは,一旦貸地に出された

土地は地代の改訂の難しさもさることながら,貸地

の返還も難しく,r2度と貸したくない｣(47%),
｢後悔している｣(12%)というマイナスの評価が多

い｡逆に借地人は ｢満足している｣(17%)｢まあ適

切と思う｣(66%)とプラスの評価が多い｡

②望ましい貸地関係は, ｢権利金を取らないかわりに

契約満了時に土地が返遺されること｣を50%の地主

が支持 (借地人はこの条件に対し｢借地したい｣20
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表,9-1 東池袋地区における500mI以上土地所有者の所有地利用(昭和58年)

所有ランク 所有者 所有者属性 所有面輯 所有地の土地利用 !所有ランク 所蛸 凍 青書- 節- 可 所有地

の土地利用3000一㌔以上 al B 3850 貸地.マンションl棟あり. .500Tn7以上 I
d7 ' A 826 長屋.貸地a2 A 3626 貸地 (つ

づき) d8 - D米 809 マンシヨ12OOOTn'以上 a3hllー2 AA日米 童 3仰2997

23郎 ≡琵淵 IJ3;pqi也 … 萱侶 配1000㌦以上5OOTn2以上 b3clc2C3cqc5 ABAAD米A 日 吉警告 ー1

3081306日 227日 雁 也 …Iil貸地 J亡6 C 120

7 自宅,Tllや-ト dl8 ; D米 l 606 日も ア11㌧ト3枚C7t8C9 CD#A 1193l H392 自宅,駐車場.長尾工場貸地 d:麦畑 三 日 買 ≡
慧'長尾clO D* 1077 マンション

d22 : 8 561I 貸地Cll ち lO53 貸地 . d23 : B 554 貸地dld2d3d4dSd6 DACCAA 971933894889846829 工場,駐車場貸地貸地賃地貸地貸地 ヨ針 呂 日 子… 儲 (計酌 '.馳d
26 : C 517 倍桐金庫d27 ; A 512 自宅.貸地d28:C 50

7 貸地(一郎ア八〇小)d29:B … 504 貸
地注)所有者属性 :A=明治時代から所有-主に地

区周辺の旧自作農層B=大正～戦前に土地取得
C=戦後,昭

和38年までに土地取得D=昭和
38年以後土地取得3:=法人

図.9-3中野区中央3･4丁目の旧農家の土地所有の

変化b日979年 合計 51943¶f(地区わ

ト南棟の34.0%)%, ｢した くな い ｣ 44%

, ｢わか ら な い ｣36%で,｢したくない ｣ 理 由 は

｢必要 のある 限 り利用 したい｣とする者が多 い ) し,

次いで ｢権 利 金 を取 らないかわりに地代が物 価 や 地 価上昇

率 に 応 じて自動的に改訂されること｣を 31% の地主が支 持 く借地人は

この条件で ｢借地 したい ｣ 19%, ｢した くない

｣26%,｢わからない｣55%) している｡

く4)まちづくりに対する意識地主の主要関心は資

産の保全 ･価値 の増進にある｡売却こそしないが,地

区の環境向上 は歓迎するところである｡しかし,まち

づくりへの協力 という点では意識が異なる｡すなわち

,自分にも相続 税対策等の問題もあり,こうした機会

にうまく連動 させなが ら,煩わしい借地人との権

利調整を行政等が肩代 りしつつ,質産の処分運用に関して

民間に劣らない条件であれば協力してもいいというものである

｡く

5)まとめ以上から,地主の論理は次のようにまと

められる｡∫こ①500nf以

上の土地所有者を地主層とするなら,低層高●(;

密度市街地内のどのセクタでも1割弱の地主が過半'音

数の土地を所有している.②地主,とりわけ旧農家

地主は ｢先祖から受け継いだ土地は手放したくない｣という気持ち



不満を抱いている｡借地人からの底地買取り請求に

は基本的には応えているが,相続のときは別で,相

続税支払いのため資産を売却する必要に迫られる｡

③近年の地価高騰で,ますます相続税対策が重要にな

ってきた｡あらゆる手をつ くして資産を保全する必

要に迫られている｡ まちづ くりの動きも,資産保全

の観点からはプラスに評価する｡

9-2-2 家主層の論理と行動

(1)家主の特性とアパー ト径営

まず,アパー ト経営動樺は,一般には,①土地があ

れば誰でもできる (40nf以上でよし),②資金ゼロで

もできる,③税金に有利,⑥人権費ゼロ,⑤遊休地の

活用といわれている｡ こうした経営上の要因のみなら

ず.老後対策,家族用住居の確保といった人生設計も特

に個人経営のアパニ トでは大きな要因を占めている｡

次に,経営開始について,4地区調査6)では,昭和

40年時点で存在 したアパー トにつき調査しており,個

人経営が9割強を占める｡ 百分で注文建設50-70%,

相続10%内外,自分の家をアパー トに10%内外,中古

の売りアパー ト0-24%(沼袋)とな･っている｡束池袋

調査7)では,自宅の増改築建替50.0%,空地-の建設

17.4%,購入15.2%,庭先6.5%である. 一般化の必要

はないが,個人的にはじめたアパー トがほとんどであ

ること,購入によるものも若干あることは共通する特

徴である｡

また,アパー ト経営上の問題点として,4地区調査

では,アパー トが老朽化 してきたこと,家賃の値上げ

がむつかしいことを家主の半数近 くが問題点としてあ

げている｡ 東池袋調香では,老朽化23.9%,入居時期

長期化21.7%が主要なところである｡ただし,需要の

有軌 需要の内容により地域差がある｡ こうしたなか,

近年, ｢建て替え｣を理由に借家人に立ち退きを求め

る例が増加 している｡ 基本的には民間ベースの話であ

るが,行政としてもアパー トあっせん,民間アパー ト

借り上げ等を通 じて対策に乗 り出しているO特に,高

齢者の転居の理由に ｢立ち退き｣が多く,東京区部で

昭和54年から58年に ｢立ち退き要求｣を理由に転居し

た世帯割合は25才未満で5.2%,30才代で8.0%,40才代

で12.3%なのに対 し,50才代では17.8%,60才以上で

は23.4%を占めている｡

(2)木賃アパー ト建て替え意向

現在経営するアパー トの改善計画について,4地区

調査では,順調 ･継続が約半数,問題は多いが継続が

20%強,経営取りやめがその他の20-30%を占める｡

その後の計画は,アパー ト建て替えよりもアパー ト以

外が多い｡アパー トとする者の建物の平均像は,鉄骨

鉄筋 (67%)の専用住宅 (90%)3階建て (54%)杏

中心とする2-5階建てでlDK-2DK主体(93%)

のアパートを5-10年以内に建てようとするものであ

る｡ アパー ト以外では,自分の住宅が最も多く く約50

%)ついで駐車場 (約30%)であるが,その他の意向

は少ない｡東池袋調査では, ｢なし｣43.5%,新しい

アパー トに23.9%.自宅専将6.5% (不明26.1%)O新

しい7パ- トは.木賃アパー ト10.8%,非木造アパ- ト

17.4% (その他は不明)となっているO

また,7パ- ト改善にあたっての問題点について,

4地区調査では, ｢資金の借入れ｣が最も多いがこれ

は経営者の年齢が高い (60才以上40%内外)ことを反

映している｡ 第二は ｢建築基準法上の制限｣で, ｢現

入居者の転出｣｢地主の同意｣が次いでいる｡東池袋

調査では,資金のめど19.6%,経営者老齢17.4%,入

居者が出てくれない,建築基準法上達替困難10.9%と

なっている｡

(3)まちづくり-の参加意志

改善型再開発の重要な ｢部品｣と考えられている ｢

共同化｣について,4地区調査では,必要なしとする

者が多いなかで,条件つき賛成も2割程度はいる｡そ

の条件は, ｢資金｣｢権利調整｣｢利益｣であるO東

池袋調査でも概ね同じ結果である｡ しかし, ｢不明｣
I

とする者も多いことに注意を要する｡

また, ｢協調化｣について,4地区調査では,協定

の必要は感 じているものの,なかなか難かしいと考え

られており,10%程度が役所がはいっておこなうこと

に可能性を感じているにすぎない｡

但し,地区全体のまちづくりについては,財産保全

という見地から,避難消防道路などの整備に関しては

期待が強い8).

(4)まとめ

低層高密度市街地におけるアパー ト経営者はほとん

どが個人経営で,老齢化している者も多いが ｢副業｣

が多数を占める｡ 建築基準法が厳 しく建て替え不可能

とか資金の援助をしてほしいといった意向はあくまで

個人的なもので,アパー ト経営者のみに固有なもので

はないOこれら軌 その経営するアパー トの社会性や

借家層との公平性の視点から本来は議論すべき問題で

ある｡
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9-2-3 戸建持家層の論理と行動

当地域は居住地として極めて安定している(8-2)

すなわち,全体的にみれば更新活動は一定割合で起こ

っており,非住宅用途の進入も少ない｡また,高度経

済成長前期 (昭和35年境まで)に居住を開始した戸建

持家層も安定して居住している く9-1)｡ また,こ

うした地区は,一団的に開発された団地やミニ開発集

積地区とは異なり,木賃アパー トの発生等によって一

時的に居住者特性に偏りが生じても回復する力をもっ

こと,また,居住者属性の変化が徐々にしか起こらな

いことを積極的に評価すべきことが確認された｡従っ

て,低層高密度市街地の蕃備は,地域内に存在する安

定の要因を保全すると共に,安定を阻害するものを除

去 ･緩和しつつ,さらに ｢必要なもの｣を整備すると

いう多面的な取り組みが重要になる｡

(1)戸建持家層の安定を阻害するものの除去 ･緩和

戸建持家層の安定を阻害するものには,世帯の内部

に存在する要因と,外部環境や他主体から受ける要因

が考えられ,前者には世代交代と相続税 ･転勤 ･住み

替え意志などが,後者には,相隣環境の悪化 ･借地権

の更新 ･公的事業の実施などが考えられる｡

まず,相続税に着目する｡ 第8章で典型地区として

取り上げた4地区のうち最も平均所有敷地面積の大き

い本町地区でも,居住用宅地に居住する世帯の所有面

積は,全体の83%が 200mt以内であり,試算によれば

相続税は僅かである｡ 従って,相続税を原因とする戸

越持家層の不安定化は,確率的に低いと考えられる｡

ただし,現在でも借地居住が多ので,地主層の相続税

支払いに伴って借地問題が生じる可能性がある.ただ,

一般的には,相続に開通する居住者変化や宅地の細分

化が起こるのは,相続税そのものより ｢世代交代｣が

重要なファクターになると考えられる. とりわけ,樵

承すべき財産 (土地建物)やそれを取り巻く環境が低

質である場合にはマイナスにはたらく9)0

次に,住み替えにつき,既存の調査を総合すると,

まず,建売り住宅の調査から,r80-100nf以下の戸連

では住みかえ指向が強くなり,この傾向は低年齢高収

入ほど強い｣ことが指摘されている18)｡しかし.同じ

100nf以下の敷地でも.新市街地では定住意向が15%し

かないのに,旧市街地では59%の定住意向があること

も指摘されている1日 ｡ また,程度の糞はあるものの.

一定の割合で転出･売却が起こるo従って,移転後の

跡地を公園 ･道路等の公的用地に転用すこと,特に蜜

果皮の高い区域では ｢隣地買収･敷地拡大｣をより容易

にすること,新規開発に対しては周辺環境の安定に寄

与する誘導措置をとることが重要になる｡

第三に,相隣環境を損なうような問題の芽は地区内

の至るところに存在しているが,一般には時間の経過

のなかで信頼関係が修復され,問題も解決される｡従

って,大規模かつ急激な変化を規制したり周辺になじ

ませることが必要である｡ また,日常的な問題につい

ても,不在地家主の責任の所在を明確にして不動産の

日常管理を徹底させるなど,地区に存在するルールを

居住者 ･管理者の間に浸透させ,建て替えに際しても

一定の歯止めをかけことが重要である｡ しかし,低層

高密度市街地においては,拘束力の強い規制はなじま

ないo段階的なルールづくり,ルールの明確化,協議

による誘導的手法が重要になる｡

第四に,借地権の更新等に伴う問題について｡大地

主の相続による借地権の整理が一般的であるが,中小

地主においても2,3の貸地抱えているケースも相当

割合存在する.後者については微妙な貸借関係となり,

居住者と所有者の関係が悪化しやすい｡基本的には借
り手の居住権を十分に保護することが必要であるが,

貸主の事情も無視することはできない(9-2-1).

従って,借り手が長期居住者であり地区内での居住を

望んでいる場合には,その居住権に相当の配慮をしつ

つ,借地権の解消を促進させることや,各区で制定し

ているコンサルタント派遣制度をこうした事例にも適

用し,双方の合意形成を促すことが必要である｡

最後に公的事業に伴う不安定化への措置について｡

都市計画道路が代表的なものであるが,事業制度を用

いた ｢まちづくり｣によって古くから居住する世帯が

追い出されることもある｡ 従って,公的事業,さらに

は公的融資制度を用いた建て替えについても,借家世

帯に対する十分な配慮が必要である｡

(2)戸建持家層の安定を促進するその他の施策

日常の安全道路や地震時の避難路 暮避難広場の整備

は,定住を志向するものにとっても高率に望まれてい

る12㌔ 従って.こうしたハー ド面での地区整備も,定

住を志向する者の意向を重視し,また,その結果が定

住を促進するものとして進められる必要がある｡ その

ためには,地区内に存在する公的用地や空閑地を利用

して地区内移転の可能性を高めることや,地区 ･地域

内での近居の可能性を高めること (公的住宅のきめ細

かな供給など)が必要である｡
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(3)施策実現の方向

以上のうち,公的主体が直接実行できる課題は限ら

れているO また,上記課題を解 く手がかりとして軌

いわゆる ｢住民参加｣によって原理的 ･理想的にアプ

ローチすることも必要であるが,そうした地区を地域

全体に渡って育てることは不可能である｡ 従って,班

存の都市計画ツ-ルを,自治体の要綱や国 ･公団 ･都

の融資 ･助成制度と連動させて,地区の変容を間接的

にコントロールする仕組みづくりを行うこと,また,

マスタープランの中にめざすべき市街地像を描き,各

主体がこれを共有する仕組みづくりが必要である｡

9-2-4 民営借家層の論理 と行動

(1)前提としての更新状況と民営借家に必要な基本

的性能

実態面からみると,一定密度の戸建持家層の存在に

よって,地区の人口構造が著 しく偏るという事態は避

け得ているものの,特定の時期に集中して建設された

特定形式の住宅の老朽化や空室化に伴う急激な人口減

少等の問題 (8-4)が部分的に発生 している.また,

当地域の人口構成上の偏りは, ｢単身化と高齢化｣と

いう一般的特徴をもちながらも,地域的な偏り (6-

1-3,7-2)を伴って徐々に進行しており,出生

数の減少や出生児の残留率の低下も一般的動向として

確認できたoLかし,一方,当地域には,最も高密な

｢貸家｣の建設が,また,都心地域に次ぎ高密な ｢分

譲住宅｣の建設がおこなわれているのも事実であって

(8-3),当地域にもこうした面では相当の活力を

有しているとみるべきであろう｡ また逆にこうしたエ

ネルギ-が現在の高密度市街地を維持形成していると

みることができる｡

従って,なされるべき整備の基本的方向は,地域の

将来像と実際起こりつつある状況を突き合わせて,吹

々に建設される住宅フローをより良い方向に誘導する

と共に.ストック改善にも地道に取り組むことであるo

この場合,どの地域でも必要な民営借家等の基本的性

能とは別に.地域の特性に応 じて,具体的な ｢良好な｣

の内容やそれを実現する方法は異なる｡ そこで,具体

的事例として, ｢木賃アパー ト建て替え｣を例に以下

に検討する｡

(2) ｢木賃アパー ト｣建て替えの原理と地域性

｢木賃アパー ト建て替え｣にあたって,そのアパー ト

を建て替えるかどうかは家主の問題であり,家主は,

敷地内居住と非居住とに二分される. 一方,そのアパ

- トが必要かどうかは市場の問題であり,需要があれ

ば入居するし,なければ入居 しない｡また,需要の中

身は,比較的自由に転居可能な若年単身者と,そうで

ない中高年単身者や低所得者に二分きれる(6-2)O

そして,木賃アパー トの建て替えは,こうした需給関

係のなかで個別のアパー トの開発として解決される｡

具体的にみると,いわゆる ｢建て替え対象｣アパー ト

を昭和30年代中盤までに建てられたものとすると,家

主は同一敷地内に70-80%居住している(8-4)Oま

た,こうしたアパー トの典型を設備共用型とするなら,

東京区部郊外で減少率が高い反面,都心周辺区では依

然としてこのアパー ト型への需要が根強く,とりわけ

セクタ4ではその傾向が強いOそしてこの中身,つま

り需要層は,セクタ3(豊島区+北区),4が若年単身

者に特化しているのに対して,その他の地域,とりわ

けセクタ2(墨田十荒川区)では昭和53年において既に

60才以上世帯主が10.2%(セクタ4-4.4%)を占めて

いる(8-4)0

さらに,今後の予測を束京区部全体でおこなうと,

昭和58年現在29.7万戸ある設備共用住宅は,63年には

22.4万戸.68年13.8万戸.73年6.9万戸へと減少しつつ.

需要層は24才以下世帯主と60才以上世帯主へと両極分

解し.特に,後者のシェアは昭和58年の7.8%から13.1

% (S63),23.5%(S68),49.8% (S73)へと飛躍的に

上昇する｡この間,公営住宅に占める60才以上世帯主

のシェアは昭和58年の20.4%から25.2%(663).30.3%
イ

(S68),35.3%($73)へと漸増する(第6章).

こうした状況に応じて,家主は個別に判断し,ある

者は早期に募集を中止してアパー トを取り壊し,駐車

場や自宅-と変え,ある者は成長しつつある日世帯の

子供部屋や物置に使用する｡ そして,現状ではアパー

ト家主は高齢化しているので,世代の交替に伴って土

地が建物ごと処分されるかもしれないし,自宅に建て

替えるかもしれない｡また,上記の予AlJからは,建て

替えが遅れる者はど入居希望者に若年単身と高齢者が

増加すること,この傾向は東部地域ほど早くあらわれ

西部地域では当分若年単身に特化することがわかるo

従って,家主による居住者選択がより重要になり,入

居を拒否された高齢者はある特定の ｢自然発生型老人

アパート｣に集まってゆくoLかし,公営住宅は地域内

には少なく,また,高齢者を中心に需要が多く (6-

2)て入居できないo

ここまでみたとき, ｢不良な木賃アパ- トを単に建
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て替えればいいのか?｣という原理的な問題に立ち帰

るO 実際,市域に任せておいても設備共用住宅世帯は

急減しているし,木造設備専用世帯もその気配にある

(6-2)o物的にみても,急速に古いアパートが取

り壊されている｡確かに物的には老朽し,設備も貧弱

なのだから建て替えを促進することは政策として間違

ってはいない｡しかし,それに並行して補完的な対応

が必要である｡ 例えば,高齢世帯に対するアパートあ

っせんを含む家賃補助等の住宅政策との連携である｡

しかし,公営住宅との関係や今後の住宅需給予測,さ

らには,事業制度との関連性は捉えきれず,個別の対

応がやっとというのが現状であろう｡従って,この面

からも,小地域を対象とし住宅政策と都市計画を結び

つける総合的な政策が要請されるのである｡

そして,たとえ ｢木賃アパー ト建て替え｣をおこな

うにしても,その地域にみあったものに建て替える必

要がある｡ とりわけ,公的資金を活用するものについ

ては,アパートが立地する即地的状況 (8-5)を十

分理解し,まわりの環境になじむもの,もしくは地区

の将来像に沿ったものという条件を付す必要がある｡

例えば,既成市街地に適用例が多い公団民賃制度と東

京都の特賃制度を比較すると,前者では ｢同一敷地内｣

に ｢経営者｣の住所のある割合が32%と低く,後者で

は84% (｢鉄貴アパート｣では89%)がそれに相当し

ており,また,小規模なものが多い13)｡ これは,前者

が住宅供給量を主に目的としている (｢住宅不足の著

しい地域の既成市街地での良質な住宅供給と健全な市

街地形成｣)のに対し,後者が木造住宅の建て替えや

居住水準の向上をおもな目的にしている (｢居住水準

の向上,及び良好な住環境の形成｣(-賃貸用一般),

｢木賃アパートの建替え.土地の共同利用の促進｣(-

賃貸用特別))からだと考えられる｡

(3)小地域における住宅政策の総合的展開にむけて

地域の変容によって著しく社会的バランスを失いっ

つあったり,活力が低下している場合には,民間住宅

の立地を適切に誘導すると共に,公的主体が直接コン

トロールできる住宅の建設を,その歪みの是正のため

に用いるという発想が必要である｡ この場合,短期的

かつ広域的な需要に-箇所で応 じるかつての方法は改

める必要がある｡小地域毎の長期的計画 (具体的には

｢地区別計画｣など)に基づいて,段階的に,きめ細

かく対応する必要があるO

例えば荒川区では,2年間の基礎研究を経て ｢政策

人口モデル｣フレームを作成日 )し,それを達成するた

めの施策を素朴な形ではあるが提出している｡ ここで

紘,近年転出してしまった若夫婦層や乳幼児をもっ世

帯のなかに条件さえ整えば荒川区に住みたかったとい

う声が多いことを裏づけとして,工場跡地等を利用し

ながら,民間マンシ訂ンの場合,公的団地の場合など

いくつかのパターンに分け,その効果を推定している｡

こうした調査が,一定規模以上の共同住宅の平均床面

積に下限を設けて指導する根拠にもなっていく｡

9-3 小結

まず,本章の検討から,各主体の論理をまとめる｡

第-に,地主の論理,とりわけ旧農家地主は ｢先祖

から受け継いだ土地は手放したくない｣という気持ち

が基本にある｡所有地の約4分の3程度は貸地に出し

ているが,地代が安すぎるうえ改訂もうまくいかない

ことに強い不満を抱いている｡借地人からの底地買取

り請求には基本的には応えているが,相続のときは別

で,相続税支払いのため資産を売却する必要に迫らn

る｡まちづくりの動きは資産保全の観点からは歓迎す

べきものであるO

次に,アパー ト家主は,経常的にはほとんどが個人

経営で,老齢化している者も多いが ｢副業｣が多数を

占める｡建築基準法が厳しく建て替え不可能とか資金

の援助をしてほしいといった意向はあくまで個人的な

もので,アパート経営者のみに固有なものではない｡

これらは,その経営するアパー トの社会性や借家層と

の公平性の観点から本来は議論すべき問題である. ま

た,こうした ｢意向調査｣では, ｢協調化｣や ｢敷地

売却｣といったわかりにくい概念や判断のできない事

項については ｢不明｣とする率も高い｡

第三に,低層高密度市街地の定住層の基本をなす戸

建持家層は,居住地としての相隣環境の安定を必要と

しているほか,日常の安全道路や地震時の避難路 ･避

難広場の整備など,地区 ･地域の環境の安定を必要と

している｡

第四に,低層高密度市街地の非定住層の過半を占め

る民営借家層のうち,居住立地限定階層や低所得世帯

･高齢者は,市街地の更新に伴い居住をおぴやかされ

ることも多いので,特に公的事業を進める場合には十

分な配慮が必要である｡また,一般の居住層について

ら,地区 ･地域全体の活力 ･社会的バランスの視点か

ら,住宅立地の適切な誘導をはかるべきである｡
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以上の各主体の論理と行動を低層高密度市街地にお

ける居住環境整備の推進という面から総合化する｡ こ

の際,総合化とは,それぞれの主体の多様な,矛盾を

はらんだ要求 ･行動をいかに調整 し,低層高密度市街

地の広義の居住環境整備につなげていくかということ

になる｡ すなわち,単なる調整 ･調停ではなく, ｢計

画論｣の視点から何に対 して積極的に働きかけ,また

何に対して援助をおこなうべきかを明らかにすること

である｡ ここでは,その原則を確認しておく｡

第-に,低層高密度市街地の居住環境苦借は,それ

ぞれの主体の最大限の合意のなかで,ある部分は ｢公

共の福祉｣のために市街地の物的環境の整備を進めるo

この部分は私人間の関係を超えた公共性をもつ部分で

ある｡しかし,同時に郡市の居住地形成という側面か

らも住宅政策的配慮を施すことも必要である｡ これら

紘,それぞれの側面から達成目標がある程度描ける｡

しかし,これを行政の手だけでおこなうことは問題が

残る｡ 立法の機能,すなわち地方議会や地方蕃議会等

で,ある程度の合意形成をおこなう必要がある｡

第二に,その実現にむけては,公的主体の介入の度

合においてそれによっておこる事態に対する責任を負

う｡ 例えば,木賃アパー トの建て替えを事業手法の導

入によりおこなう際には,補完措置として立ち退き問

題や家賃上昇問題に対処する必要がある.逆にいえば,

この補完措置のない く事業)制度は制度として不完全

である｡

第三に,市街地の変容に伴って起こる種々の紛争に

ついては,その社会性に鑑み, ｢公共の福祉｣の観点

からそれを未然に防止する努力をおこなう一方,程度

の軽いもの,個別のものは調停 ･仲介といったコンサ

ルティングにあたる (あるいは援助する)役割がある.

ただし,最終的な結論は行政の枠を超えており司法の

判断に委ねるべきである｡

こうして,都市計画といえども行政の場のみが茸任

をもつのでなく,立法 ･司法が連携して臨むべきこと

が確認できる｡なお,課題の大小に応じて,自治体全

体で判断するもの,地域レベルや地区の現場レベルで

判断するものも多いから,理想的な姿としては,そう

した地域 ･地区レベルでいろいろな専門家が判断を協

同でおこなうことが必要になろう｡ コンサルタント派

通制度も,こうした総合的な判断が可能なものへと発

展していくべきである.いずれにしても.都市計画基本

法に依存し法律の体系のなかで全ての基準を書き尽く

すのではなく,基本法はあくまで位置づけをするもの

と割り切り,議会 ･行政 ･司法が連携しながら地区的

課題に対処するシステムの確立が,特に多様な権利者

の調整を必要とする低層高密度市街地の居住環境整備

には重要であるo

補注(第9葦)

1)東京都 ｢土地関係資料集｣(各年版)
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Vol.55-7pp.453-471
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計画学会学術研究発表会論文集』No.17pp.253-258

ll)川上光彦･高山純一(1978)｢戸建持家世帯の定住意

向に関する基礎研究一金沢市の域合一｣『日本都市

計画学会学術研究発表会論文集』No.13pp･6ト72

12)8)に同じ

13)森本信明(1978)｢住宅公団｢民営賃貸向特定分譲住

宅｣の居住･経営実懸調査｣『住宅』1978.12pp.47-

56

14)荒川区企画部(1983)『荒川区人口動腰調査3 要

因調査･まとめ』
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結 =Ⅰ) 低層高密度市街地のあるべき市街地像

結くⅡトー1 低層高密度市街地のあるべき市街地像抽出の考え方

これまでの低層高密度市街地改善の議論は,ともすれば物的 ･機能的に ｢悪い｣部分

の抽出除去に関する車のが中心になってきたoLかし,低層高密度市街地には安定 した

戸建持家層が居住しており,一見混乱してみえる市街地には一定の秩序と活力が潜在的

に存在している｡従って,あるべき居住環境整備は,その潜在能力をいかに引き出し,

地区が自律的に変容する性能を回復するかが最重要になる.但し,単なる個別論理の集積

を是認するものでなく,地区として一定の将来像を共有することも並行して進める必要

がある｡そこでまず,｢低層高密度｣市街地が保持 ･指向すべき性能を以下にまとめる.

結(Ⅱ)-2 低層高密度市街地のあるべき市街地像

これまでの検討結果から,低層高密度市街地のあるべき市街地像を考える場合,以下

の性能を基本的条件として構成すべきであるとまとめられる｡ これら紘,住宅単体とし

て確保すべき質とは別に,低層高密度市街地として確保すべき性能である｡ また,これ

紘,改善型再開発を中心とする物的整備がめざすべき目標である｡なお,前提として,

既成市街地の変容は,個別建物の ｢更新｣を通して起こるという点を確認しておく｡こ

うした市街地に対する ｢整備計画｣とは,ある程度合意された目標とすべき市街地像の

もと,個々に起こる ｢更新｣のなかに ｢問題｣｢課題｣を認め,何に対してどの程度働

きかけるか,またその働きかけをどう論理づけ,どう位置づけ,どの様に実効あるもの

とするかに関する全体方針と考える｡

(1)住宅地としての安定性が保持されている｡

第-に,非住宅 (住宅が含まれない建物)への敷地転用が少ないこと,言い方を換え

れば,建物更新に伴って,必ず住宅が併存 ･複合されていることである｡ 今の所,住宅

敷地の非住宅敷地への転換は,更新面積の1-2%の割合で存在するが,逆の現象,す

なわも,非住宅敷地から住宅敷地への転換がこれを上回っているため,住宅地としてか

なり ｢安定｣しているのである｡ この際,他機鰭が住宅と併存 ･複合することによって

ち,この安定を守ることができる (8ー2)0

第二に,建物用途ごとにそれぞれにふさわしい区域に立地していることである｡これ

紘,住宅と他機能との関係のみならず,性格を異にする住宅間でも達成すべき条件であ

る｡ ｢良く似た物同士｣はまとまっていたほうがよく, ｢相反する物｣は適度に離れて

いたほうがよい｡現在,これを保障するのは用途地域であるが,住居 ･準工地域の多い

低層高密度市街地では,用途地域のみでは良好な立地を誘導できないので,フローの誘

導をある程度おこなうべきである｡

第三に,安定を保障する単位 ･要素が存在することも重要である｡狭あい道路の拡幅

整備は,ともすると通過交通や路上駐車の増大を招き.地区環境の悪化につながるので,

総合的配慮が必要であるoまた, ｢空地｣が絶対的に増加している (8-2)ことに着

目すると,これを ｢空地｣として積極的に位置づける一方,たとえ開発が行われても,

第一 ･第二の視点から,適切に制御 ･華導をおこなうことが必要であるo

(2)安定的な更新が起こっていること｡

更新敷地面積率が一定幅で推移することo 現在の更新速度は,年間.約2.5% (40年で
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100%)と低いが,一部を除けば,問題のある停滞的区域は存在しない｡逆に,一皮に集

中して更新が起こらないことも重要である｡ これは,更新時に環境が大きく変化しない

と同時に,一度に老朽化することで多大なェネルギーを費やすのを避けるという意味七

もあるO 逆に,更新の起こらない停滞的部分が大きな塊とならないこと (開港を-箇所

に集めないこと)や,同時期に特定形式の住宅を大量集積させないことも必要である｡

(8-2,8-3,8-4)0

(3)住宅需要等の変化た対し柔軟に対応できること｡

第-に,戸建持家層の敷地面積が一定以上あり,かつそうした敷地が,地区内の多く

の部分を占めることである. 一定面積以上とは,それぞれの世帯が成長一縮小を繰り返

す中で,最大限必要とする床面積 (例えば3世代居住の ｢誘導居住水準｣168nf)を確保

できる敷地条件である｡ その上限は,相続税を乗り越えて次世代に資産として残せる広

さであるoまた,世帯の成長-縮小の中で不足する部分は,他の械能で補完できる条件

(例えば近くに廉価なアパートがある)が必要になる｡

第二に,民営借家等の多様性の確保であるo まず,ある時代の住宅需要を-箇所に集

中して受け止めていないことであり.これは,木賃アパー トの建て替え問題から得られ

る教訓 (8-4)である｡ また,その時代状況でやむを得ず狭い住宅が形成されても,

時間の経過で需要が変化したときに対応できる住戸構成 ･可変住宅 ･2戸1化措置など

の確保が必要である｡ 特に,近年の集合住宅は不燃化して耐用年数が長くなっているの

で,この点は地域の課題として捉えることが重要である｡

(4)居住者属性 (年齢 ･職業)に大きな偏りが生じないこと｡

職業 ･所得階層 ･年齢 ･性別の面から特定の階層に極端に偏らないことである｡ 例え

ば,高齢者ばかりの住宅地,若年単身者だけの住宅地,低所得者だけの住宅地は,安全

上,地域の管理上の問題が発生 しやすい｡どうしても必要のあるときには,それらの居

住を支える補完措置を施す (例えば管理人の常駐,医療の完備等)ことが必要である｡

こうした課題に取り組むには,従来の,物的整備に偏った都市計画では不十分であり,

空間化された住宅政策により補完することが必要になる (第6章,第7章)0

(5) ｢居住｣に対する管理がゆき届いていること. ･

一定以上の戸建持家層が主任をもって地域を管理していることが基本的条件である｡

また,アパー トにも家主の居住を前提としていることが望ましいoこれができない場合

には,管理人の常駐などの代替措置が必要になる｡ 管理の具体的内容は,道路の清掃,

不春者-の注意,子供への配慮等,地域コミュニティーを支える基礎的行為であるo

(6)高密度地区に相応する良好な住環境が確保されていることo

これは,狭義の,測定可能な, ｢基準｣としての住環境の確保である｡高密度を特徴

とする低層高密度市街地では,郊外戸建て住宅地に求められる様な住環境は確保し難く,

当地域に見合った｢基準｣の設定が必要になる｡現在,日影規制 ･高度地区 ･安全条例な

どで最低限の規制をおこなっているが,画一視は否めないo地域に即した,その場の住

環境を最大限保障するような基準を,規制方式の再検討を含めて創造していく必要があ

る. さらに,隣接敷地主体の合意により基準を突破する仕組みづくりも必要であるO

結くⅡ卜 3 都心周辺低層高密度市街地に建つ住宅が確保すべき質

改善型再開発事業により課題を解く際にも最終的にはそこに建物 (住宅)が建つOこ

のとき,住宅の質確保が求められる. つまり,低層高密度市街地において住宅を設計す

る際,｢ここには｣｢これ｣という判断根拠であるo 換言するなら･住宅の供給を通して
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住宅政策の空間化と市街地整備の実現とを図るときの拠り所の整理であるo

まず,～鍍に,郊外一戸建て住宅の質に対してはおよその合意が得られている･一万I

都心部 ･住工混在市街地に建つ住宅の質は,住宅と他械能との関係が議論の中心であり･

住宅そのものの質は従の関係にある｡ では,都心周辺低層高密度市街地ではどうかo一

般的に検討すべき事項を図式的に示せば,義.結(Ⅱ)-1の様に整理できるO

これらがその場に対応しながら総合的に確保できているとき,その住宅は ｢都市型住

宅｣としての資質をもつと考えられるo

ここで, ｢住宅政策の空間化｣は主に(∫)(i)について考えるべきものであるが･更新

の際には他の要素も実現することが望ましい｡特に,住宅政策の中心が公的住宅を中心

とすることを考えると,公的な ｢駒｣をどう配分,配置するかが主要な関心になるoこ

の場合,広域的需要と地区の需要とを,それぞれの場所においてどう調整しつつ･市街

地整備とも連動させながら実現するかが重要な焦点となるo

表.結(I)-1 低層高密度市街地に建つ住宅に求められる質

住宅単体として 住宅の立地に関し
て相隣環境に対して 地区的軍曹に

対して_物 伐宅そのものの質 ･住宅棟と相隣環境 ･地区特性になじ

む形態くe)的 ･最低面棟,狩備 ･豊かな空間の形成･日

朋の確保 (a) くC)非 居住者が摘足する ･隣人関係の安

定くd) ･地域常襲に応える物 ･広 さ,聞取 り ･打ランスの回復.補完狗

･家賃 (b) ･居住水準向上に賞献 (f)他 居住性を

損わない 竿琵 茸 巌 ､(h)
･ゾーニングが良好横 ･

防音 (平面的/立体的)鰭 ･ア

クセス (質) (i)結(Ⅱ)-4 計画論として検討すべき事項結(Ⅱト

2では市街地整備の側面から,結くⅡ卜 3では住宅政策の側面から低層高密度市街地が達成すべき性能の基本事項を整理した｡

これを受けて,最後に,何によって上記性能を実現すべきかをまとめる｡第-は,

こうした性能を共通の目標とするためのシステムの形成であるo 近年,地区別計軌 地

区基本計画といった形での計画形成が進んでいるが,これらは将来における目標像を静

的に示したものにすぎない｡それに至るプロセスをいかに共有するかの検討がなされる

必要がある｡ この場合,最低限の ｢不良｣なものの除去をめざしてきた従来の考え方には限界があり,それぞれの場 ･地区 ･地域において,よ

り高次の目榛にむかうプロセスを共有する必要がある (-第10章)0第二札 ｢規

制｣｢誘導｣｢事業｣による分担である｡ 目標が設定されたら,それを実現する方

法 ･手段の検討になる｡上記性能を実現するに至る手段として,個別更新では不可能な部分

は ｢事業｣に依拠する｡ その他多くの部分は ｢誘導｣であろうo ｢規制｣紘,これまでのものが一率かっ硬直的なものであったが,今後は誘導手法と連動し

た,より目的指向的なものに改善すべきである く-罪ll-13章)0第三は,

それぞれの手法に関して,性能を達成するに足る強度 ･要素 ･レベルに関する具体的 ｢

基準｣の設定である｡これまで,狭義の住環境については日照時間に代表されるように

｢基準｣は明らかにあったが,より広い意味で低層高密度市街地の性能基準を目安とし

て設定することが必要である｡ このうち,どこにでも必要な基本的基準は従来の基本法の

なかで定める必要があるが.より高次の目標はガイドラインを示すに留め,公的主休は,むしろそれを達成するための援助･調整をおこなうべきである(-第12章



序 (Ⅲ)これまで,第 Ⅰ部では,新たなる居住環境整備計画論の基礎を構築すべく,

主要概念の再検討を,①都市構造 ･地区構造論,②改善型再開発論,③都市型住宅形成

誘導論,⑥居住環境整備マスタープラン論の4方向からおこない.検討すべき仮説群を提

示したOこれを受けて,第 Ⅱ部では,上記仮説を検証すべく主に実感論的検討をおこな

い,その結論として,低層高密度市街地の市街地像を,達成すべき市街地及び住宅の性

能という形で

示した｡第Ⅲ部は,具体的 ｢計画｣に,第Ⅱ部で明らかとなった実態を対置させつつ

,第Ⅰ部で示した枠組みに沿ってリアリティのある計画論を構築する部分

である｡まず,第10章は居住環境整備計画を構成する方法を考察するQ低層高密度市

街地のそれぞれの場所において,都市のなかで位置づけられた計画を策定 ･実行してい

くための方法論の検討である｡ ここでは,まず,マスタープランに着目して,上位主体 (

東京都)がおこなうべき部分と下位主体 (区)がおこなうべき部分を仕分けしつつ,現

状の取り組みの評価をおこなう｡近年の動向として着目される｢地区別計画｣や ｢地域住

宅計画｣等も検討課題となる｡ そののち,計画の内容を具体化する手段として,事業によ

る場合,誘導を中心におこなう場合,その他の手法でおこなう場合に仕分けしながら,

低層高密度市街地の性状と動向からみてどの様な分担関係が適しているかを明らか

にするoこれ以後は各論である｡第11章においては,都市再開発方針を上位計画とし

て確認したうえ事業を中心とする低層高密度市街地の居住環境整備につき考案する･第12

葦では,現乱 ｢整備･開発又は保全の方針｣のメニューに無い ｢住環境整備基本方針｣

が上位の計画として必要なことを示し,誘導手法を中心とする低層高密度市街地の居住

環境整備について述べるO 第13章では,用途地域の指定替えをきっかけとして,誘導型

計画システムに移行する手法を考案し

ている0第11-13章に共通する重要な点は, 『整閑保』や地区別計画において ｢方針

｣として示されたことを,地区レベルにおいていかに実際の整備に連動させるか,とい

う課題でぁる｡ 単なる ｢協議｣や ｢行政指導｣によって個別に,従って非公開で交渉を

おこなうというレベルを超えるにためは,地区計画あるいは地区計画的計画を地区的合

意というプロセスを経て策定 し,その実現手法として事業制度 ･誘導制度 ･溌制制度を

重層的に構成すべきだというのが全体を貫く計画の論理

であるo-1



第10章 居住環境整備基本計画の策定と運用管理

本章の検討課題は,東京区部都心周辺低層高密度市街地の居住環境整備計画を,上位計

画のなかで位置づけながら,また,実現手法との関連を明確にしながら,その枠組みを示

すことにある｡ ここでは,首都圏レベルの動向 ･政策は前提として直接は対象とせず,乗

京都から下位のレベルで低層高密度市街地を位置づけるo

具体的には,罪-に,東京都レベルの関連計画及び計画 ･執行体制を体系的に整理し,

計画構成上の課題を抽出する (第 1節)｡ 第二に,東京各区を対象とし,区レベルの市街

地整備に関するマスタープランがいかに形成されてきたか,また,それに伴って,実際の

まちづくりを実行していくための計画 ･実施システムがいかに形成されてきたかを考察す

る (第2節)O その際,各区の計画化への動きを,計画の実現手段の形成 ･構成方法と関

連させて考察し, ｢住まいづくり｣の視点をも含めた総合的まちづくりをおこなう可能性

を評価する｡ 最後に,以上を踏まえて,望ましい居住環境整備基本計画のシステムを構成

する方向を示す (第 3節)｡

表.10-1 東京都 ｢整備･開発又は保全の方針｣

10-1 束京都における低層高密度市街地の位置づけ

と計画体制

10-1-1 東京都におけるマスタープラン

低層高密度市街地の居住環境整備に関係する東京都

のマスタープランとして,触れるべき現行計画には以

下のものがある｡

①第二次東京都長期計画 (昭和61年11月)

②東京都 ｢整備･開発又は保全の方針｣(昭和61年9月)

(義.10-1)

②-1 土地利用の方針

②-2 都市再開発方針

③東京都住宅対策審議会答申 (昭和57年9月)

⑥東京都住宅政策懇談会中間報告 (昭和63年10月)

このうち,東京都独自の計画要素に着日すると, ｢
多心型都市構造｣の検討と ｢総合的住宅政策｣の検討

が重要である｡ そこで,都市計画行政,住宅行政の構

成を踏まえながら,東京都の取り組みの体制を整理し,

上位計画の役割と限界を明らかにしておく｡

10-1-2 東京都の都市計画体制と ｢多心型都市構

造｣

昭和30年代の初期以来,地域政策課題として取り上

げられてきた ｢多心型都市構造-の転換Jというテー

マは,第二次東京都長期計画でも引き継がれた｡ここ

での ｢心｣に相当するのは,交通の結節点にあって大

規模な未利用地の開発や再開発が見込まれるなど,将

来の都市づくりに大きな可能性をもっている地域であ

る｡ これらの ｢JL､｣は単に業務械能の受け皿として育

I.都市計画の目標 (pl)
卜]都市絹十歯の区域
I-2人口及び虚業の見通し
1-3市街化区域の規模
2.土地利用の方針 (pl)
2-1市街化区域の配達
2-2市街化区域の土地利用の方針
2-3住宅地の配澄
3.交通体系の麓借の方針 (p3)
3-1道路交通荷車の見通し
3-2交通施設の整備の方針
4.自然的環境の保全及び公共空地系統の琵借の方針 (PG)
4-1計画の方針
4-2緑地の確保目標
4-3緑地の配達計画の概要
4-4実現のための施袋の方針の概要
5.都市排水施設等の丑傍の方針 (p8)
5-1下水道の整備の方針
5-2都市河川の登借の方針
6.市街地の開発及び再併発の方針 (p8)
6-1基本方針
6-2規成市街地の再開発の方針く別表pll～57)
7.都市防災に関する方針 (plo)

成するだけでなく,広域的な生活の中心として,商業,

文化,情報,交通などの機能が複合的に立地するよう

誘導するものとしている｡そして,こうした多心型都

市を支える交通網に関しては,区部では環状方向の交

通網を重点的に整備し都心部への交通アクセスを向上

するものとしている｡また,分野別計画の ｢市街地整

備｣の項では, ｢心｣ほど拠点性はないがそれぞれの

地域の中心となる街を ｢地区中心｣として育成するこ

とが,さらに ｢住宅｣の項においては,居住環境整備

の方向が空間的に示されている｡ さらに,こうした多

心型都市構造を実現し,職住近接を達成するために,

｢環7内の申高層化｣方針が全面に押し出されているo

次に,こうした政策を中心的に司る東京都の都市計

画体制を整理しておく日｡現在の都市計画行政の中心
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である都市計画居の沿革をみると,昭和35年7月.首都

接能の増大に対応 して総合的な都市計画行政をおこな

う必要に応えた前身の首都整備局の設置に始まる｡こ

こにおいて,総合計画部門と狭義の都市計画部門及び

建築指導部門が統合された｡しかしその後,都市計画

業務の多くは次々と地元区におろされてゆく｡ まず,

昭和40年,建築指導行政が特別区へ大幅移管 (地方自

治法一部改正)される. 昭和50年にも特別区に事務事

業の一部を移管 (都市計画法建築基準法一部改正Oこ

のとき,特別区にも建築主事が置かれた),さらに昭

和58年にも事務事業の一部を移管 (都市計画法建築基

準法一部改正) した｡ この間,昭和51年には名称を都

市計画居と改変 している｡

こうした経緯の結果,現在の東京都における都市計

画行政には以下の様な特徴がある｡

①巨大な首都圏の中の東京都という位置にあるため,

行政範囲を計画対象として捉えることが難しいうえ

部門別の計画もそれぞjlが膨大な体系となり,相互

の調整が難 しい｡また,郡市計画局と建設局の関係

に示されるように,計画決定 した都市計画事業は建

設局で実施されており, トップダウンになり易い｡

②東京都として計画できるのは全体レベルでの方針に

限られ,具体化は主に区の役割である｡ つまり,区

と東京都の役割分担がなされ,徐々に区の独自性が

生かせるシステムに変わりつつある｡

従って,低層高密度市街地の居住環境整備基本計画を

考える場合には都 ･区の役割分担を明確にしながら,

両者が補完する計画システムを措 く必要がある｡

10-1-3 環7内の高度利用について

低層高密度市街地の将来像を考えるうえで重要なテ

ーマのうち,各区のレベルを超えた政策課題として,

｢環7内の高度利用｣の要請がある｡これは, ｢都市

計画｣や ｢住宅政策｣といった個別の政策に留まらな

い,都市構造政策といった部類に属すものであるが,

その経緯と意味を明らかにしておく｡

今日の容積率指定は,容積地区の指定 (環6内-昭

和39年,外-昭和43年)の形を基本的には受け継いで

いる｡ しかし,この容積地区指定は,即地的住環境へ

の配慮に欠けており,その後の開発抑制基調の世論の

なかで,新用途地域制-の移行時に,住環境の観点か

らの規制強化がおこなわれた｡また, ｢職住近接｣の

ための ｢高度利用｣の範囲は環 6以内に限られていたo

｢環 7以内の中高層住宅化｣を公的計画として位置

づけたのは,昭和57年12月の長期計画が最初である｡

実際,それに先立つ第一回の用途地域全面見直し (昭

和56年 6月告示)においては,指定基準はその前の新

用途地域指定 (昭和48年告示)のものとほとんど変わ

らず (-13-1), それまでと同様に,申高層化を指

向する区域は ｢環6以内｣と示されていた｡従って,

｢環6｣が ｢環7｣に変更されたのは,昭和56年 6月

の用途地域見直し以後,昭和57年12月の長期計画発表

の聞となる｡長期計画の策定は,昭和54年 8月から55

年12月にわたるマイタウン構想懇談会に引続き56年 8

月に設けられた長期計画懇談会において審議がなされ

ている｡この内容をみると,既に昭和56年 9月16日の

会合において, ｢現状と課題｣｢望ましい都市像｣が

議題となっている｡しかし,ここにおいて ｢環7以内

中高層化｣の議論はなされず2㌦ その後の懇談会の席

上でも謙遜にはならなかった.しかし,懇談会の結果と

して発表された 『中間のまとめ』(昭和57年5月12日)

では ｢環7以内の中高層化｣が示された3㌔ 長年の懸

案になっている多心型都市構造への誘導と, ｢インナ

ーシティー問題｣の検討以後浮かび上がってきた都心

周辺部の活性化を, ｢職住近接｣とからめて実現する

ためには,申高層化を想定する範囲を,環6-荒川放

水路によって囲まれる内のゾーンから,ひと皮外側の

環7内へと拡大することが必要だったのである410中

曽根首相の規制緩和指示 (昭和58年2月)と,こjpLを受

けた建設省による 『規制の緩和等による都市開発の促

進方策』 (昭和58年 7舟｡13-1参照)の発表はこの

後およそ2年後のことであって,時間的関係からみる

なら｢環7内申高層化｣路線は東京都の政策として先

に打ち出されていた｡

しかし,その後,都心部の商業地に始まった地価高

騰は周辺部に波及し,高容積化を正当化する別な要因

が加わった｡昭和61年度から始まる第二回の用途地域

全面見直し作業は,こうした中で行われるのである｡

ただし,東京都が方針を出したとはいえ,具体的な実

現手段は限られている｡ 例えば都は,昭和58年に新設

された市街地住宅総合設計制度の適用範囲を原則とし

て環7以内としているが,適用条件からみて一般的な

ものでなく,また,一般規制としての地域地区のほと

んどは区の意向によって見直しがおこなわれるため,

トアブダウンで都の方針が貫徹する計画システムとは

なっていない0

10-1-4 東京都の住宅行政 と住宅政策
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一方,東京都には現在,総合的な住宅政策は不在で

ある｡その経緯を以下に示す｡

住宅政策の沿革をみると,まず,現在の住宅局は,

昭和35年7月,都の住宅行政の一体化をはかるため建築

局の住宅部門を母体とし民政局から福祉住宅部門を引

き継いで設置された｡このとき建築局の建築行政部門

は首都整備局へ移管し,建築局は廃止された｡その後,

微小な変更はあったものの大きな変更はなく現在に至

っている｡現在の事務分掌は ｢住宅及び住環境整備に

関すること｣とされているが,端的にいえば,都営住

宅を中心とし,間接融資部門を含めた範囲の住宅の建

設 ･管理 ･建て替えを担当する部局である｡従って,

民間住宅の立地誘導も含めた総合的な住宅政策あるい

は住宅計画を描く機能は元々なかった｡現行の ｢整備

･開発又は保全の方針｣の中にも ｢住宅建設の方針｣は

書かれていない (表.10-1)0

こうした経緯を前提に,今日の住宅政策の重要な柱

を整理 しておく｡ここでは, (1)東京都住宅対策審

議会答申 (昭和57年9月),(2)住環境の水準設定調

査 (昭和58,59年度), (3)東京都第五期住宅建設

五箇年計画 (昭和62年1月),(4)東京都第二次長期

計画 (昭和61年11月), (5)東京都住宅政策懇談会

中間報告 (昭和63年10月)を取 り上げる｡

(1)東京都住宅対策審議会答申 (昭和57年9月)

昭和56年 5月の諮問を受けて昭和57年 9月に出され

たこの答申のなかで,都の住宅政策の目標は ｢すべて

の都民が,適正な負担のもとに家族構成等に見合った

居住水準と良好な住環境の確保ができるようにするこ

と｣とされ,｢居住水準｣と｢住環境水準｣を設定して,

当面は最低居住水準未満世帯の解消と平均居住水準の

達成に努め,住環境については｢基礎水準｣(国が示し

ているもの)の確保を目指すものとした｡また.それに

付随して住宅住環境総合マップの作成と ｢住宅計画｣

の策定を提唱した｡その他,公共住宅のあり方,民間住

宅助成のあり方等を政策の方向として一通り示してい

るものの,理念論と制度手法の羅列に留まっているo

なお,住環境の｢基礎水準｣として示されたもののう

ち,低層高密度市街地に関係する部分 (｢住宅が高密

度に集合し,それが連たんしている地域｣)について

の達成すべき条件は,①構造または設備が著しく不良

な住宅が多数存在していないこと,②耐火性能が低い

構造の住宅の割合が著しく高くないこと, ■③まとまっ

た公開された空地が確保されている地域であること,

⑥原則として,敷地が避難上支障のない幅員の道路に

適切に接していることであるOなお,この部分の ｢誘

導水準｣は,項目は同じで,それぞれがより良い状態

であることを表現したものである｡

(2)住環境の水準設定調査 (昭和58,59年度)

｢安全性｣｢保健性｣｢利便性｣｢快適性｣のそれ

ぞれの面から500mメッシュで住環境を評価し,｢木造
住宅密集地域｣｢住工混在地域｣等の ｢市街地整備の

ための地域類型｣ごとに,達成すべき水準を示したも

のである｡ここでは,現状ストックの低い方から30%

の所を ｢基礎水準｣,高いほうから30%の所を ｢誘導

水準｣とし,現在のストyクを改善しつつフローにつ

いてはより水準の高いものを増やすことで全体の水準

向上をはかることを想定している｡すなわち,地域類

型ごとに現実的 ･相対的な目標を設定 してこれを努力

目標にする,という考え方であるO-応の目棲設定と

いう点では評価できるが,相対評価に留まっている点

が限界である｡

(3)東京都第五期住宅建設五箇年計画(昭和62年1月)

ここでは,①できるかぎりほとんどの世帯が最低居

住水準を,昭和75年をめどに半数の世帯が誘導居住水

準を確保すること,②住環境水準を指針として住環境

の水準向上にあたることが示され,12項目の ｢基本方

針｣が理念レベルで述べられているが,基本的には都

営住宅や融資住宅の建設･建替･融資計画でしかない｡

(4)東京都第二次長期計画 (昭和61年11月)と住宅

計画の策定

第二次長期計画の ｢住宅｣の中では, ｢住宅計画｣

の策定をひとつの柱 (施策の方向)としてあげ,以下

の4点を示している｡ 第一は先に示した住環境水準の

設定をおこなうこと,第二は,その続編として ｢住宅

･住環境総合マップ｣を作成すること,第三は,総合

的な住宅計画の策定,第四は,第三を受けた市区町村

の住宅計画策定の促進である｡その後,地価高騰の時

期に出された総合実施計画-87(昭和62年10月)では第

三の点が緊急に具体化され,懇談会の設置 (62年度設

置,64年度答申)を経て昭和65年度に総合的な住宅計画

を策定するものとした｡住宅計画は,具体化に向けて

公式に位置づけられたのである｡

また,10箇年事業計画のなかで,具体的数値として

各種制度を用いた整備地区数が示されていること,居

住環境整備の方向が空間的に図示されていることは重

要な点である｡
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(5)東京都住宅政策懇談会中間報告(昭和63年10月)

昭和60年代に入って急速に進んだ地価高騰が東京の

住宅問題やまちづくりに深刻な影響をもたらしている

事塵を受けて,知事の諮問械関として設置された懇談

会が,昭和64年度の予算に政策を反映させるべくおこ

なった報告であり,副題を ｢早急に取り組むべき対策｣

としている｡ このなかでは,従来, ｢全ての都民が適

切な負担において適切な場所に適切な規模と環境を実

現する｣としていた理念レベルの表現から一歩踏み出

し, ｢住宅問題は.低所得層だけでなく,中堅所得層を

含む幅広い問題として捉えなければならない｣と中堅

所得層対策を打ち出した｡また,それまで各区に多く

を任せていた高齢者の住宅問題 も都として緊急に取り

組むことを明言 した.また,低層高密度市街地に開通す

る部分としては,木造賃貸住宅地区の整備促進を ｢東

京の再生を図っていくうえで最 も重要な課題の一つ｣

と位置づけ,まちづくりのための ｢基金｣の創設,従

前居住者のうちとりわけ新たな住宅の確保が困難な高

齢者や障害者等への家賃補肋制度の創設等を講じるべ

き課題としてあげているほか,当地区は職住近接を図

る上で重要な地域であることも同時に示している｡ こ

の様に,当報告は東京都が住宅局の範囲を超えて初め

て打ち出した住宅政策といえる｡

(6)まとめ

以上から,東京都の住宅政策の役割と限界を示すと,

①そもそも,住宅局は都営住宅を中心とする建設 (柄

助)･管理の現業部局なので.総合的な住宅政策の立

案はなされてこなかった｡付属機関の住宅対策審議

会は都営住宅の管理運営に関する審議に留まってい

る｡ この限界を乗り越えるべく,昭和63年度に設置

された住宅政策懇談会は,居を超えた知事の私的諮

問機関である｡

②建築指導部門は都市計画局に吸収されたので,住宅

政策面からの民間住宅への対応(規制･誘導)が難し

く,若干の融資策をもつにすぎない｡一方,住宅局

関連の職員は東京都本庁に集中しているので地元区

における住宅政策の推進には大きなネックがある｡

③但し,地元市区町村の後押 しという面では上位主体

としての特性を発揮する可能性がある｡すなわち,

都営住宅をまちづくりの一環として活用できるよう

に対応すること,木賃建替事業地区等の事業地区に

おいて住宅面でのバックアップを行うこと,特賃制

度の様な融資制度を充実させることなどである｡
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を担うためには,住

宅居自体が変質することが必要条件である｡ この場合

,他の部局 (特に都市計画局)や特別区との連携も含

めて新たなシステムを構成することが必要になろう

5㌔10-1-5 まとめ東京都の計画システム

は,①都市計画 ･建築行政の面で地元区への権限移

管が進んでいるために,②組織自体が大きく計画決定

までを担当する都市計画境と事業を実施する建設局が

分離されているために,総合的に機能しにくい条件にある

｡また,住宅政策がこれまで不在であったことから, ｢まちづくり｣が必ずし

も良好な ｢



10-2 各区におけるマスタ-プランの策定と計画シ

ステムの形成

10-2-1 基本構想 ･基本計画とマスタ-プランの

策定過程

地方自治法の改正により,東京区部でも昭和50年よ

り基本構想の義務づけがなされ (一般の自治体では昭

和44年から).同時に区長公選がスタートした｡ こうし

て ｢東京の特別区は首長が選挙の洗礼を受けることに

よって,住民の要求と公約や政策のアピールを直接ス

キンシップに近い中で行われる様になり区間の競争が

始まった｣Fj).従って,ここでは,区が独自におこなう

計画として根拠があるものという意味で,概ね昭和50

年以降の基本構想･基本計画を中心に検討する｡

区長の公選は,昭和50年を皮切りに,原則的には54,

58,62年に実施された｡基本構想の議決を経て基本計

画の策定をおこなうというプロセスが一般的であるか

ら,各区の ｢基本計画｣が出されるのは昭和52-53年

以降のことである｡逆にいえば,それまでにも｢開発

基本構想｣ ｢再開発基本計画｣等の計画をもつ区も多

かったが,研究報告書の域を出ないものも多く.また,

施設配置計画分野のように予算と直結するものを除け

ば実効性は乏しかった｡すなわち,昭和50年時点での

特別区で,都市計画行政に係っている職員は区全体で

100人程度であり.このうち事務事業の移管に伴って東

京都より配属された職点は2割にもならず,殆どの職

員が区の他の部署 (土木,建築,区氏部,出張所,厚

鍾,環境,総務,広報等)より集められていた｡ 従っ

て,担当者は未経験であったし,逆に経験者が限られ

ている場合には全ての仕事がこの職員を中心に回転す

るという弊害もみられた｡さらに,事務事業の移管の

際に,東京都からは都市計画の基礎資料はほとんど移

管されず,現状把捉の資料すら十分に整っていない状

態だった7)｡こうして,当初は不足していた地区施設

の整備の中で経験を積み重ねていくことになった8㌦

昭和51年には早くも品川区 ･目黒区が基本構想を発

義,･52年には杉並区 ･練馬区が,53年には千代田･文

京 ･台東 ･世田谷 ･板橋 ･足立区が相次いで基本構想

を発表した｡議決した基本構想を受けた基本計画は昭

和52年に目黒区 (-基本計画)と杉並区 (-長期行財

政計画)が,53年には台東区 (-長期総合計画)が,

54年には文京区 ･品川区 ･世田谷区が発表している｡

このうち既成市街地の整備に着日するなら,例えば

世田谷区では昭和51年に ｢既成市街地再整備調査｣を

行い,世田谷区東部の居住環境について調査し,その

整備手法 (修復聖まちづくり)について提案しているO

また, ｢生活環境図集｣ ｢コミュニティーカルテ｣と

いった形で地区レベルの居住環境整備に関する情報を

収集 ･評価して,公表 ･共有することで,まちづくり

の一歩を踏み出そうとする試みも各区でおこなわれて

いた9)｡ 初期のものは生活便利帳的なものも少なくな

かったが,生活環境を評価して記述するものも増加し,

これは都市レベルの評価から地区レベルの評価-と詳

細化していった (義.10-3)｡例えば昭和57年 3月に

発行された 『世田谷区地域カルテ』では,交通 ･コミ

ュニティー施設 ･基盤整備等の現況に留まらず, ｢問

題が多い住宅地｣･｢保全が望まれる住宅地｣等の評価
が1万分の1地図上(総括図は2万5千分の1)に図示

されている(図.10-1).これそのものは,合意さjJLた

｢計画｣ではないものの,区民や企業が地域の将来像

として共通の意識をもつ点では重要であった｡

なお,この間,国レベルで,法定地区計画制度や各

種モデル事業の創設がなされるが,これらは,区レベ

ルのまちづくりをおこなうにあたっての強力なバック

アップになった｡

その後,昭和58年には都市計画権限が大幅に東京都

から各区におろされる｡ 既に昭和40年には建築指導部

門の大部分が,昭和50年には住民等との関わりの深い

都市施設に関する都市計画が移されていたのに加え,

このとき,地域地区等の都市計画の大部分が移譲され

た｡各区において ｢まちづくり｣への取り組みが活発

化するのはこれ以後である｡ 行政組織上も,それまで

各所に分かれていた窓口が ｢まちづくり｣という目的

に沿って ｢都市環境部｣｢都市整備部｣などの名称の

もとに再編 ･強化された10)｡これらは,｢まちづくり

公社｣などの第三セクターによって補完され,執行体

制をさらに充実している｡昭和62年現在の東京都の都

市計画決定に関する分掌関係を.義.10-2に示す｡用

途地域が知事決定 (大臣承認)であることを除けば,

地区計画 ･特別用途地区など区決定 (知事承認)のも

のが大半を占めているlH o なお.区営住宅も昭和50年

の公営住宅法の改正により.少なくとも権限の面では,

特別区においても建設管理が可能になった｡

10-2-2 各区の基本構想と基本計画

各区の基本計画を中心とする取り組みは,概ね以下

の4パターンに集約できる (義.10-4).

①昭和50年代中盤に基本構想及び基本計画を策定した
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義.10-3 居住環境整備計画検討のための情報作成に関する流れ

a.都市計画図集 b.生描環lE団塊 C.コミュニティー.カルテ d.まちづく

り方針煎定の時代営農 都市51-両は改正(S43)によるrlE それまでの都市計画とは異なる 雅なる現況把捉を-辞進めて. 従来.現状を
把増し同湖点を抽借.開発.保全の方針｣鴇定指示 生活環鳩の牲塙までもとりこん 計画化に役立つ評超を抽出し. 出

する段掛こ留まっていた机地方自治法の一部改正(S44)による基本推感の議決推抹づけ だ計画へのrmJbの高まり 計画を考える素材を提供する 一歩

進めて計画案を地 域に投げかける作成q)目的 法定祁市計画 (地域地区.仰げ rT柑考金城にわたって地区のLJi地区環犠牲惜計画を具
体的に考 地区環鳩P_偏計南を提案し,実計画'di和の検討中心) 抑別売を検討する.他区間の比 えるために;I

-猫を抽出し,共通 掛こr方針Jとして定著させる都市基本計商の立案

損は 城を通し開祖地区を抽出する. g)認識をもつ.対象とするスケールと 行政区域全域を対象 行政区域全域を対象とするが

解 行政域をいくつかの族域 に細区 行政域をいくつかの地区に区分単位 折の単位は地区別に くわシユ,rTT日.小学校区.分布画

で) 分 するが.r計画J行為であるためそれほど細かく表現しない.河童碩日 都市計画基礎調査的なもの 軒先帆 附
蝿他.別使腕 t中心 地区ごとに施書朋犬況丁性民意隷 r方針｣は地区ごとの土地別田と

する基礎的項目 ･姓帖拝趨分布を示す ･アメニティ-形成.並描頬聖等により示される.作成の主体 行政 行政が主体 多種多様 (コンサルまかせ,行政

+コンサル.行政内プロジェクトチーム.住民参加) 協統会方式.行政内部での立藁等いろいろある.利用対象 行政内郎 (とくに祁叩計画) 行政内郷玖村から市民公開へ 多種多様 (行政内那資料.公開.有料銀

布.地区施会で配布) 各主体が雄編の目標棟としてみる/行政内細の閑雅/具体的計画を起こすときの指針とする問ED点.改良点

①地区の構怯頂鳩椎塙を考える ①Jliう榊悪の増加 Q富化が輔弼柁集をおこなうか ◎方針の既定方法によっては方のには荒すぎる.②一般市民は見る概念が少ない ･-+わかりやすさのrZ!1.PJQ)脊IR押紙とM.ttて主税評価も 謂 郡 駅 曹

吉野 尊王lJ甲立休を常てることが肝要.従つ 針としてうまく横縄しない(怒定方法上の課,g)◎方針とL/て成り込めない要貰躍 S<4毘胴 乱 を使う)③公開へ.さらに市民参加へ 蒜を警既 鮎 皆駅 碧 空儲脆軽度の高いものを中心 にとい
諸 島雷書芸ト謂 駅 Fiのため をどう位Fi-づけるか

(堆定内容上の課柑)不例

ss芸漂 緋 滞 留 消描隈闘 一 欝 豊豊畠闇 措 豊甜 畠｣S44名古尾ilf S44旭川HJ- S50明石市

S46川崎-Tri …旨儲平S47北九州ポS47爪粥即'ilf(有料研和)以下つづく S5

1太一l仰S52三妬市以下つづく などa～



義.10-4 各区の基本構想･基本計画策定パターン

(O 例 :T.代目l払 小火比,鵜区,文慮区,(台A-比),掛li区
("A,川は,Lは'%蛙,世m谷底,(杉並区),此鑑,収摘

区胎普.i ii!ヽ'T_Ⅰ乱 読飾一g.S.I:)() 5

8 S60看淋槻 …｢…L 附 帥-- 一一

二 請 豊志諾【㊨ 例 :iT_炎底-...flA先様想数 (都

市再開発祷想)独Fl描 llJ野rSg_....-まちづくり協試金曳

く地区総合計画型)

ST)() 58 S60綿 - -,.---帆--.--
.-- 一一--十 一十 一一-艶 払本絹盟! く染地

計出で対仏〉; 一郎欄 備方針珍tlJ.遡 例 :

大EHr<,怨鳥臥 純属鑑,

汁.戸川区ド.r:,0 58 SHO

礼型A T 慈 雨 r8-:%備方針
㊨王li過 例 :新

宿Ig,披谷区.荒川区ST70 58 Sfl)0れ 一 一---.-一一一一一一一一千---一一--ー岬 ,一一-
.- ---.刊 ).(.本紙,tit : JR.本構想

け I く納 計tlb'-e鵬 〉 i 1&本計軸

都手持整備方針が,その後の状況変化に対応 して

昭和60年代初頭に二次の基本計画を策定し,相前後

して都市整備方針的なものを策定(検討中)の区｡

これはちょうど東京都の長期計画策定

-第二次計画への改訂と対応しているO 最 も一般的な

パターンである.②昭和50年代の中盤に基本構想は策

定 したが基本計画は未策

定であり,実施計画 (or中期計画)のロ-リングで

対応している区｡③基本構想の策定が昭和50年代終

盤にずれこみ,続いて基本計画を策定したので,それからまだ時期がた

っておらず,近年都市整備方針は策定の動きが始ま

った段階の区｡④基本構想の策定が昭和50年以前

であるため議会の承認を得ておらず,実質的にはごく

最近まで実施計画のローリングで施策を展開してき

たが,昭和60年代になって基本構想を策定 し,引き続き基本計

画を策定(中)の区｡郡市整備方針的なものの策定は遅

れている｡以上を言い替えれば,①は昭和50年以

後の計画策定の典型,②は実施計画の運用による独自路

線型,③⑥は出遅れ型とすることができる｡昭和50

-58年にかけて策定された計画は,基本計画にせよ

.実施計画にせよ,企画サイドの ｢総合計画｣であり

,居住環境整備の分野に限ると,計画 ･実現の比較的容易な地区施設計画 が中心であったと考えられる｡昭和

58年の区の都市計画権限強化に伴って,組織的にも

都市計画の体制を充実させながら,

よりきめ細かな ｢まちづくり｣への取り組み

が本格化してきたのである｡10-2-3 各区のマスタープラ

ンの評価表.10-5は,昭和63年12月時点

で各区の都市計画サイドで計画化されたマスタープラ

ンを整理 したものである｡ なかには計画策定途

中のもの,策定を予定しているものも含まれる(｢参

考資料1｣参照)｡まず,地区別計画の内容を分矯す

ると,以下の7つにまとめることができる (練馬区は,

昭和64年度に ｢(仮称)まちづくりマスタープラン｣を

予定しているが分類不詳)0①から③は物的市街地

整備を指向した都市計画のマスタープラン,⑥は総合計

画に連なるコミュニティー計画,④と⑤はその中間

型 (変形)である｡このうち⑥は市街地整備の側か ら総

合計画化をめざすもの

,⑤は総合計画の側から物的計画を位置づけようとする

ものといえる｡①市街地整備方針型 ;｢整備･開発又

は保全の方針｣の区版的性格をもち,都市計画事業

を中心.とする物的計画について詳細に空間化したものである｡ 港区

(案),(新宿区),文京区.品川区,世田谷区(図.1

0-2)杉並区,北区,(板橋区),(葛飾

区)がこれに相当する｡江戸川区では総合計画の ｢

市街地の整備｣のなかで ｢地域別の市街地整備の方

向｣という項を設けおおまかな方向を示している｡

最も一般的な型であるが,物的 (事業)計画に計画

内容を限定 しているので,施策の実現の際には他の

計画によって補われる必要がある｡ なお,世田谷区

の ｢都市整備方針｣では ｢土地利用の方針｣のなかで ｢

住宅地の配置及び整備の方針｣(建設省の通達では ｢配置の方針｣)

として住環境整備基本方針的な記述を盛り込んでい

る点が注目される｡②拠点地区重点整備型 ;区におい

て最も重点的に取り組むべき市街地整備を位置づけたも

のである｡ 台東区,(江東区),荒川区,大田区

といった下町区に集中している｡ 特定の地区である

から推進主体もはっきりしているのが一般的である｡

ただし,これは実際にはマスタープランとして全

体が練らjlて計画されてはいないので,今後に課

題が残されている｡③重点事項優先整備型 ;特定の目

的に特化したマスタープランを作成 してまちづくりを進める型で
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の位置づけI.捻合計画のうち物的計画を給食的に示したものである 〇 〇 〇 〇 〇 〇〇 〇2.鞍惰開発又は保全の方針を空間化したものである 〇〇 〇
〇 〇 〇 〇○○3.行政側が考える地区
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02.
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た4.それま



図･10-2 世田谷区 『都市整備方針』
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からr不燃化まちづくり｣を進めており(図.10-5),

他の施策 (三世代居住,都市景観等)は ｢防災｣に

後付け･上乗せする形になっている｡ 杉並区も昭和

62年度にとりあえず ｢不燃化まちづくりについて｣

を発表しているが,継続して昭和64年度までに他部

門の基本方針も作成する予定なので,他の型に収ま

ろう｡

⑥地区基本計画型 ;物的計画にとりあえず限定してい

るが,基本的発想は,地区の課題を総合的に解くこ

とにある｡豊島区(秦),足立区がこれに相当する｡

このうち,計画上.最も体系づけられている足立区 (

図.10-3,4)では,区内を70の住区に分け,それ

ぞれに ｢地区環境整備計画｣を策定 し,これを住民

に示しつつ協議会をっくって対応しようとスター ト

した段階である｡ しかし,70住区全てに労力を注ぐ

ことが可能かどうかは問題点として残る｡ただ,こ

の型の特徴は公民の開発 ･建築行為に対するガイド

ライン的性格をもつことにあると考えられるので,

その機能を発揮させるためには,具体的開発 ･建築

行為に対する規制誘導をどこまでおこなえるかが重

終 .L.I.L. 繋 1,11'1 臓 i,.:(!区巾･L,ほ的L'-I｢●読 二言 鼻他tJI 要にな

る｡ 足立区の場合, ｢まちづくり総合指針｣のも

とに ｢環境整備指導要綱上と ｢公共施設等整備基準｣を位置づけ,前者では民間主体に対

する,級者では公的主体に対する開発 ･建築行為の

規制誘導を行っている (-12-4)0⑤住区

協議金型 ;目黒区,中野区が典型的である｡ マスタープ

ランとしては,目黒区では ｢生活圏域繁藤計画｣と｢土地

利用計画｣,中野区では ｢まちづくり推進計画｣

(図.10-6)となっており,計画推進の方法

として,両者とも住区センターを拠点とする住区協

議会が推進主体となって住区の課題に総合的に取り

組んでいるo行政組織に住民組織を摺り合わせたタイプで

ある｡ 同じ協議会方式であるが,千代田区.(中

央区)は企業主体も取 り込んで(ある場合には企業が

中心になって)進めている点に違いがある｡⑥地区総

合計画聖 ;一種のコミュニティー(施設)計画であ

る｡従って,都市基盤の整備というよりもコミュニティ

ー施設,公園の配置計画といった色彩が強い｡元々.郡

市総合計画の中で ｢地域別(整備)計画｣として位置づけられ



世田谷区,北区,板橋区,足立区,葛飾区の総合計

画のなかに典型的にみられ,市街地整備のマスター

プランと重複する部分も多い｡また,目黒区の ｢生

活圏域整備計画｣の様に,コミュニティー施設の整

備方針のみが独立する例もある｡

⑦未策定 ;渋谷では策定していない ｡ 渋谷区は総合計

画も未策定であり,また,都市計画を担当する組織

自体も未確立であるo

以上喜,マスタープランの策定運用,計画体系のなか

での位置づけという視点から評価すると,いくつかの

課題が浮かびあがる｡

1)都市計画事業を中心とする物的計画に計画内容を限

定する場合,それだけが先行するなら総合性を欠く

ものになりやすい.つまり,事業型の計画も誘導型

の計画も,他部門のマスタープランで補完する必要

がある｡ この場合,世田谷区の ｢住宅白書｣ (企画

部),江東区の ｢集合住宅白書｣(昭和56年｡企画広

報部)は区の手による住宅政策の模索という点で評

価できるが,東京都レベルで策定された都市再開発

方針のようにレベルの違うものについては,区めレ

ベルでも再構成することが必要になる (-ll-1)O

例えば,台東区のように上野 ･浅草を拠点蕃備し,

その他は ｢市街地環境整備促進助成｣等によって個

別建築の誘導を積み重ねる方法である｡

2)地区基本計画型と住区協議会型には,それぞれの限

界があるO前者では,足立区の様に,一旦計画化さ

れた ｢地区環境整備計画｣が,実現の段階で集中的

なェネルギー投入を必要とする限界である｡後者で

は中野区の様に,住区の課者が全て取り上げられる

可能性はあるものの,個別土地利用の誘導といった

戦略づけが不可能である点である｡この限界を乗り

越えるためには,両者の良い点を総合する様な方法

が必要とされる｡ すなわち,足立区の場合にあって

は住民が計画主体となり区の示した計画を自分のも

のとしていくための援助が,中野区では,個々の開

発の ｢規準｣となる考え方と,これを ｢基準｣に落

とした手法を整備する必要がある｡

3)いずれにしても,区のレベルでは限界のある事項も

存在する｡ その代表的なものは束京都レベルの課題

として前節に示した｡これについては,区が中心に

なって一方では住民と,一方では東京都と (場合に

よっては国と)協議をおこなうことになる｡ しかし,

整備道具の体系化,まちづくり要綱の制定などによ

って区が独白に詰めるべき課題も多い｡

10-2-4 ｢住宅政策の空間化｣を担うマスタープ

ランの評価

最後に,低層高密度市街地における住宅政策の実現

という観点から,区における住宅政策の取り組みの可

能性を考察する｡

住宅計画に関する既往の調査12)によれば,市町村の

住宅行政展開のタイプは以下の6パターンに整理でき

その枠組みは,(図.10-7)の様に仮説されている｡

①住宅白書型(問題認識から計画化-のプロセス重視)

②総合住宅計画指向型 (総合計画の1部門計画として

の体系化)

③公的住宅管理計画型

⑥民間住宅誘導計画型

⑤住環境整備計画型

⑥ソフト施策充実型

ただ,住宅関連施策は実際は建築 ･都市計画 ･企画

･福祉 ･経済などさまざまなセクションで担当されて

おり,住宅行政として総合的に認識されこの領域の全

てをカバーしている市町村の例は皆無である13)｡

これらを前提に,東京区部における住宅行政の展開

を整理する｡ 表.10-7は.各区の取り組みをまとめた

ものであるが, ｢定住｣人口の確保が死活問題となっ

ている都心区を除くと,組織的対応をおこなっている

区はほとんどなく,世田谷区や品川区といった特定の

区に限られる｡ 但し,密集市街地等の ｢問題市街地｣

の改善を重視する区 (新宿 ･品川̀大田 ･世田谷 ･杉
並 ･豊島 ･北 ･板橋 ･練馬 ･葛飾)や定住人口の確保

を重視する区は多い｡また,昭和64年度から都営住宅

の小規模団地が区-移管されるのを捉えて, ｢区立住

宅への下敷をつくっていく｣(世田谷区), ｢それをき

っかけに,何らかの形で住宅政策を検討すべきと考え

ている｣(足立区)という動きもある｡

次に視点をかえて,各区の ｢総合計画｣のなかで住

宅関連施策がどう位置づけられているかをみる (｢住

宅｣をヰイワー ドとしてひろう｡ 総合計画の未策定等

で計画の内容自体が構想的レベルであるものは除く)

と,ほとんどの区では ｢住宅 ･住環境｣という施策分

野は未分化であり,多くは市街地整備のなかで断片的

に,あるいは小項目として触れられる程度である｡ 例

外的に大きく取り上げているのは,都心区を除くと世

田谷区(｢住宅と住環境の整備｣)(図.10-8)のみであ

る｡ なお,品川区では現在策定中の新計画のなかでは
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表.10-7 各区の住宅･住環境政策に関する取り組みの状況(1988年12月現在)

※印は乗回帆 空実は束回笛又はは当するものなし

･X-.X. ※ .X.
手 中 新 文 台 品 江 品 日 大 世 淡 申 杉 豊 荒 板 抹 足 首

江代 昭 関

北 戸田 央 宿 京 東 田 東 川瓢m谷 谷 野 並 亀 川 措 馬

立 鉢 川a.区の住宅.住環境政策立轟に対する体制i.特に雑技的対応はしていない 0 0
00 00 02.住宅自著等の取り斌みを通じて政策立案を指向してい

る OS 083.区で住宅政策寄議会等を設けて住宅政雄の立案を囲っている 十一兆一即- 0
3 08 0- 0114.その他 0

2 04 0† 018 012b.区の住宅.住環境に対する取り凍みの基本的考え1.定住人口の確保を重視し
ている 0 000 0 0 002.若

年層の確保を重視している 03.-般世帯 くく老人)+夫婦
十干)の確保を重視している ○ ○4.3世代居住ができる

住宅づくりを重視している● 0 0 0 05.福祉対象層の保班を重視している 0 0 0 0

6.中堅所得層の定性を兎視している 0 007.密集市街地等の r問題市卸 也Jの改善を兎視L'ている 0 0

00 00000○ ○8.その他 01 02 03 0一 OBaの注)1.都心3区+東京都+建設省 r大都市弘♭掛こ由ナる住横陀確保に関する嗣査｣

2.千代田区 :基本方針に ｢住居｣の項を投けている.3.台東区 :区扶余に定住促進対姫特別委員会,区に台束区定住促進を考える.tl班会を王かナて検打

tl1.4.江架区 :基本捷想改訂作業の中で検打中.5.品川区 :昭和63年
度に策定予定の長胴基本計画に,取り組みについて明記される.64年度以降,住宅自書を作成し,現状の調査･分

析をするとともに.区の住宅磯雄のあり方を蟻掛していく予定.6.目黒区 :住宅問題調査研究手鼻全く区内の住宅事情を調査･研究し,和知な性宅
地経を械付する).7.大田区 :末文捻合事業検討や.

8.世田谷区 :住宅白書,世田谷区地域高齢者住宅計画誰定.9.世田谷区 :住宅閑適研究会 ｢世田谷区における当面の住宅地光のあI.)方についてJを稚

歯.弼基本計画に反映.10.北区 '.専管組織はない.1I.荒川区 :企画部長の元に,庁内関係紳証の課長クラスの職鼻で政雄研死金を細托し,
そのトマとLIてrlL宅故紙｣を取り掛デ,研究に着手した.12.足立区 :まもづくり抱合指針により.部位･公団･公社住宅の

協法をしている.bの注)1.千代田区
2.目黒区 :
3.世田谷区

4.杉並区 :5.足立区
:【その他特に正視 .:土地の高度利用による住宅の確保.調

査検相中.:地域特性を活かした住宅訴蒔く
HOPE計画)マスタープ●ラン策定堆傍

のなかで検討中.多

世代が住める住宅づ(りをめざしている.･工夫している点】千代田区 :都心居住の械点から,建築基堆法のあり方,その規

定について地域特性をふまえて特別な対応が必世であり検討中.新宿区 :木耳事業の展軌 /60年度より,倭良再筒先事業を全区域を対象に住居
系地域において住宅確保を主体とした事糞展開を推進している.台東区 :台架区独自事柴として.①住宅資金融貸あっせん.②まちづくり相誹鼻派遣
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大きく取り上げようとしている｡

以上を踏まえて.具体的な展開の可能性を整理する｡

①地域住宅計画 (HOPE計画)策定事例では,計画

の前半で住宅住環境の課題について一通り整理した

後,結論の部分では特定地区の市街地整備を指向し

ている (例 :荒川区 (都市整備部都市計画課+(樵)

荒川すまいづくりセンター)-数街区の改善型整備,

世田谷区 (建築部住環境対策室)-ガイ ドラインに

よる都営住宅の建て替え誘導)｡従って,それぞれ

の地区 ･地域においてどの様な居住者を想定しそれ

に対応して住宅政策をどう展関するかという意味で

のマスタープラン機能は弱体である｡

② ｢住宅白書｣スタイルは,住宅に開通する現況把握

を,地区の特性に即して,より詳細に,問題発掘的

におこなえる利点がある｡ 『江東区集合住宅白書』

や 『世田谷区住宅白書』はその特性を十分出してお

り,区独自の住宅政策がここから展開される可能性

をもっている｡ 例えば世田谷区住宅白書では, ｢ま

ちづくり条例｣に対する ｢住宅条例｣を定めるべき

としており,その後策定された世田谷区新基本計画

で ｢条例｣自体は取り上げられなかったものの総合

的な住宅と住環境の整備の方向を示している｡ 品川

区も昭和64年度以降住宅白書の取り組みを通じて住

宅政策のあり方を検討する意向である｡

③その他の区でも,｢問題市街地｣整備への取り組み,

指導要綱等による民間住宅の規制誘導等を通じて,

個別的には住宅関連施策を展開しているo今後,こ

れらの経験を (高齢者)福祉など他部門の施策や小

規模な都営住宅団地の移管と関連づけながら練り直

すことで,住宅政策部門の形成が可能と考えられる｡

10-2-5 マスタープランと地区の計画の間を埋め

るもの

以上の検討により,区レベルにおいて市街地整備と

住宅政策が補完する計画の方向が示された｡ここでは

さらに,マスタ-プランと地区の計画に連続性 ･補完

性をもたせる方法を考える｡

第-紘,マスタープランの詳細化であるo しかし,

これは前もって計画し尽くすというよりも,地区にお

いて ｢事業計画｣や ｢法定地区計画｣,あるいは任意

の地区的誘導方針を策定する際,地区別計画を受けて

具体化されるものであろう｡ しかし,マスタープラン

は,計画の合意という点で抽象的かっおおまかに留ま

らざるを得ない ｡ この点を克服するために,第二の方

法として, ｢コミュニティーカルテ｣等によるマスタ

ープランの補完の方向が考えられるOこれは, ｢問題

提起｣｢目標提起｣としてできる限り具体的にその内

容を公開することで,地区 ･地域の課題を少しでも多

くの住民等が ｢共有｣することを目的とする｡実際,

今後こうした方向を考えている区も多い(義.10-6)0

また,別の方向として,第三に,何等かの開発行為を

おこなう際にその指針を与える ｢まちづくり指針｣の

策定 (例 :足立区)という方法も一考に値する｡この

延長上には,その指針を基準化 した｢まちづくり要綱｣,

さらには ｢住環境整備条例｣などが考えられる｡ しか

し,法的拘束力が増すほど強制力は強まるものの,逮

に合意は得られにくくなり,結果として基準設定が緩

くなりがちである｡その仕分けのあり方は第12章で考

察する｡

10-3 低層高密度市街地居住環境整備基本計画の構

成

10-3-1 上位計画と下位計画

以上の検討をもとに,上位計画と下位計画の関係,

｢構想｣と具体的手法の関係を想定しながら,描くべ

き居住環境整備基本計画の構成をまとめる｡まず,上

位 (東京都)計画と下位 (各区)計画とは以下の関係

にあることが求められる｡

①互いに相補関係にある｡

②上位では都市全体をみわたした ｢方針｣を細部に立

ち入らずに大胆に示し,下位では ｢方針｣と地区の

計画の橋渡しを分担する｡

③上位のプロジェクトは必ず地元で｢翻訳｣され｢戦略｣

づけられる｡

昭和58年に大幅に都市計画権限が地元区に移管された

ものの,いまだ ｢特別区｣は東京都内部の ｢特別地方

公共団体｣に留まっており,都市計画の面でもいくつ

かの制約がある｡とりわけ,都市計画権限以上に財政

に関する権限がいまだ大きく制約されており,区の特

徴を生かした居住環境整備を進めるためにはこれを克

服する必要がある｡ また,都営住宅の建設 ･管理 ･建

拳については,東京都に権限と人材が集中しており,

今の所は区から都への注文を出す段階に留まっている

が,今後は地元区に権限 ･財源 ･人材を下ろすなどの

改正が必要である｡ 小規模な都営住宅団地の区への移

管もその動きのひとつである｡

10-3-2 居住環境整備基本計画の構成
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上位レベルから考えると,東京都マスタープラン一

区のマスタープラン一地区計画 (地区の計画)という

構成が相互補完的に描かれるのが望ましい｡ただし,

これは全てを事前に描ききるという意味ではない ｡ こ

のうち.東京都 ｢整備･開発又は保全の方針｣において

は,従来のメニューに加えて,住宅及び住環境の整備

に関する ｢住環境整備基本方針｣が書き込まれる｡ そ

の結果,全体の ｢土地利用の方針｣を要として,事業

的側面からは ｢再開発の方針｣が,誘導的側面からは

｢住環境整備基本方針｣ 14)が,規制的側面からは｢用

途地域の指定方針及び指定基準｣が上位の ｢方針｣を

分担する｡ いずれも,市街地整備的側面と同時に住宅

政策的側面も重視される｡

区レベルでは,上位の ｢方針｣を受けて (場合によ

っては独白に)区のマス.タープランを策定する. ここ

で将来市街地像が示されるが,物的 ･市街地整備的側

面と並行して,居住者像 ･住宅地像を含みながら地区

ごとに将来のあるべき目標と,それに至る手段として,

事業的側面 ･誘導的側面 ･規制的側面に関する基本方

針が描かれる｡

これらを手がかりとして.それぞれの地区において,

ある場合には行政主導で,ある場合には地元の発意で,

区のマスタープランや ｢コミュニティーカルテ｣･｢ま
ちづくり方針｣等を参考にしながら,まず,当該地区

の ｢方針｣が示される｡既に上位でも方針が描かれて

いるが,ここでの方針はより具体的であり,区域内の

物的施設建物整備の規準として機能する｡ こうした地

区の計画は多様なひろがりをもっている｡最も狭義な

意味では法定地区計画に限定されるが,その他にも,国

が用意している各種のモデル事業,公的住宅の建替事

莱,地区を限った協議によるまちづくり,沿道整備事

業など,あらゆる機会を通して地区レベルで課題が再

設定され ｢方針｣が描かれる｡ 具体的な狭義の｢事業｣

ら,開発許可や指導要綱等による開発の誘導も,地権

者が共同しておこなう建て替えも,さらには個別の建

て替えも, ｢方針｣に連動しながら具体化される｡

また,地区の計画や地区別計画を経ない場合でも,

個別建物を規制誘導する手法は,めざすべき空間像と

対応させながらできる限り空間化される｡ 例えば用途

地域にリンクしたり,街路の性格に応じてキメ細かい

指定がなされ,これらは ｢住環境整備条例｣や ｢街づ

くり総合指針｣等の,開発をおこなう際の規準や手続

きを規定したそれぞれの区のシステムに位置づけるo

図.10-9 都市基本計画の構成
タイプA

タイプB図.10-10市街地整備

の方向図.10-ll整備のひろがりと整備の程度

適用エリアの広さ10-3-3

｢方針｣あるいは ｢計画｣と実現手段では,具体

的な計画 ･実施体制として ｢方針｣あるいは ｢計画｣

とその実現手段はどの様に構成されるべきか｡ここ

では,具体的計画や実現手段の平板的記述ではなく,それ

らのシステム構成の方法を考える｡一般に,都市基本

計画の構成は,図.10-9のうちタイプAとして表現され

る｡市区町村総合計画も, ｢市街地整備方針｣(又

は ｢地区基本計画｣)の代わりに ｢地区総合計画｣

を, ｢特定地区整備計画｣の代わりに｢コミュニテ

ィー計画｣を入れれば同様な構成として示すことができる

｡ しかし,いずれの場合もこの構成方法によれば ｢方針

｣- ｢法定化｣と ｢プログラム｣- ｢実施計画

｣の関係が リジッドなツリーの体系で捉えられており

,また,特定地区以外の,主に誘導手法による整備が

どの様に展開されるかが不明瞭であるO-方,各区

の計画体系は短期間かつ同時並行的に形成できるもの

ではなく,なんらかの核となるものをベースに試行錯

誤しながら徐々に形成されている｡ その最大限の共通

項が基本構想 ･基本計画プラス市街地整備方針と

いう ｢方針｣的部分及び具体の特定地区再開発 ･改善

型まちづくり等であるのが現状であるoそこで,視点をかえる



災｣｢住宅｣｢景観｣などの住環境に係わる要素は,こ
の変容の過程で莫現すjlぱよいoまた,こうした変容

杏,政策的に進める視点からみたのが.図.10-11であ

る｡ ここでは,整備の程度に応 じて整備のひろがりが

変化することを示している｡ すなわち,事業手法は狭

い限定された範囲で起こること,個別共同化や計画的

規制は一般規制ほどではないが広い範囲で誘導的に進

められるべきものと_して捉えられる｡

以上を総合的にみるなら,低層高密度市街地居住環

境整備の基本的方向は以下のとおり進められるべきで

あるとの結論になる｡

まず,将来における静的な計画俸系は,図.10-9の

タイプBになろうが,現在から将来に向けての整備計

画体系としては,個々の整備計画のプログラム作成に

も増 して,計画システム自体のプログラム形成が重要

である｡ その際,めざすべき市街地像は.図.10-10で

あり,その実現手段は,図.10-11の様に捉えられる｡

次に,現在の計画 ･実施システムの状況に照らし合

わせて,区内の各地区･各街区を図.10-11のどの段階

に位置づけるべきか,また,その際,それらを実現す

る手段はどの様に確保できているかを評価する｡この

場合,国でメニュー化されている各種モデル事業によ

るもの,地域地区の見直しにからめて地区計画をかけ

誘導的に整備をはかるもの,現行の地域地区とゆるや

かにリンクさせながら特定開発の規制誘導をはかるも

の,数敷地が計画を共有することでベ-スの規制を緩

和するもの,地区からの要望があったときのみに対応

する手法等を,具体の市街地の状況との対応で検討す

る｡ その後,これらを計画システムの形成という観点

からプログラム化することになる｡こうした結果形成

される計画システムは,図.10-9のタイプBの様に表

わすことができる｡ 区によって部分部分で濃淡が異な

るとはいえ,低層高密度市街地の居住環境整備を効率

的に進めていくためには,こうしたシステムを,区の

独自性を踏まえて構築することが是非必要である｡

補注(第10葦)

1)なお,建設局は道路 ･河川･公園 ･緑地 ･市街地

再開発 ･土地区画整理などの都市基盤施設整備事業

を分担 しているが,その大部分は都市計画事業とし

て実施されており,建設局は計画決定以降の仕事を

担当しているので,ここでは検討から除外している｡

2) 『東京都長期計画懇談会速記録』及び 『東京都長

期計画懇談会検討資料』から判断した｡

3)何故,公的な議論のないままこうした変更がなさ

れたかは不明である｡

4)環6-荒川放水路内の面積は約180km2, その外側

から環7までの面積は約120km2. このリング状のエ

リアのうち,宅地が65%とすると78km2.この中で平

均50%の容積緩和をおこなうと.39km2の床ができ,

1人当り30mtを配分すると130万人分の空間となる0

5)東京都都市計画本局の課長級以上の職員 (≒ポス

ト)は48名,係長級(主査)は200名,住宅局本局の

課長級以上は51名,係長級は190名である (昭和61年

7月現在値)｡ これに対し.特別区郡市整備部門 (建

築指導 ･審査を含む｡営繕 ･公害部門は除外｡)め

課長級以上の職員は189名 (1区当り8.2名).係長級

は523名 (1区当り22.7名)であるが,所管名に｢住

宅｣がつくことなどから判断 した住宅専管部門の職

員は多めにみても課長級4名(6区に1名),係長級10

名(2区に1名)にすぎない (昭和63年1月現在値)0

6)浅川敏克(1984)｢市街地整備の展開と行政 (地方

自治体)の課題｣『都市計画 143』 p.19

7)中村攻(1979)｢東京都特別区の都市計画行政の課

題｣『都市計画 別冊 Ⅳ0.14』 pp.253-258

8)浅川敏克,同上,p.20

9)森村道美(1987)『地区環境整備のための地区区分

論』に詳しい｡

10)建築部門が充実し,都市計画と建築とに分離 ･強

化されるのが一般的であるO 企画部門から物的計画

担当が分離して都市整備に一体化された区(江東区,

豊島区,江戸川区)や土木部門から都市計画が分離

した区(北区)などのバリエーションもある.その際,

昭和40年代に新設された環境公害部門が建築部門や

都市計画部門に吸収された区も多い｡

ll)特定街区など一部の都市計画は,東京都に決定権

が保留されている.また.地区計画は一定の事項に限

り知事の承認が必要である｡

12)住宅･都市整備公団(1985)｢市町村における住宅計

画の動向に関する研究｣

13)同上｡

14)東京都の場合.現在,｢整備･開発又は保全の方針｣

の中にこうしたメニューがないので, ｢住宅計画｣

の策定.｢再開発方針｣1号市街地の記述の充実など

を通し.その実
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第11事 故書聖再開発に関する方針と計画

本章の主題は,低層高密度市街地を主な対象とする改善型再開発に関する方針と計画の

あるべき方向を明 らかにすることにあるO 具体的には,まず第-に,東京区部を対象とし

て, ｢都市再開発方針｣を類型的に分析 ･評価し,個々の改善型再開発を,他の種々の再

開発と関連させながら,マスタープランにおいて位置づける方法を考察する (第 1章)0

ここでは,都の中での低層高密度市街地の位置づけという視点のみならず,各区における

こうした地区への対応方針や,再開発方針に対する各区の考え方をも明らかにする｡ 第二

に,これまで対応の行われてきた改善型再開発事例を分析的に取り上げ,整備実績の評価

通 して,積み残してきた課題を整理する (第 2節)｡ ここでは,対応の範囲が｢モデル｣地

区に留まっている現状況を乗り越える方向や, ｢いえづくり｣を含む総合的なまちづくり

をおこなう方法が重要な論点になる｡以上を総指 して,最後に, ｢再開発方針｣･を ｢住環

境整備方針｣で補完 しながら,改善型再開発を ｢地区の計画｣として総合的に展開する方

向に言及する･(第 3節)0

ll-1 東京区部都市再開発方針の分析と評価

ll-1-1 東京区部再開発方針の特徴

昭和62年10月時点で都市計画決定済みあるいは素案

のある36都市 (義務づけ22都市申19郡市,その他17都

市)につき基本的特性をまとめたのが.義.ll-1であ

る｡ これによれば,東京区部の再開発方針には以下の

様な特徴がある｡

①全国の1号市街地126636ha中56000ha(44.2%｡大阪

15.6%.神戸4.8%,横浜4.0%と続 く.),2号地区

9968ha中4500ha(45.1%｡広島7.2%,大阪7.1%,

千葉5.0%,神戸4.7%と続 く｡)とそれぞれの約半

数を占めており,非常に大規模な計画である｡

②再開発の内容が多様であり,再開発概念が拡大して

いる｡指定地区相互が複雑に絡み合っている｡

③区域内部が市並みの権限をもつ特別区によって運営

されている｡ 従って,計画は,地元地区一区-東京

都の3層構造になっており,表面に措かれている計

画は-様な性格をもっていない.
ll-1-2 再開発各地区の分布特性

東京区部の場合｢2号地区｣に相当するのは｢再開発
促進地区｣,いわゆる ｢1.5号市街地｣に相当するのが

｢再開発誘導地区｣である｡双方につき,地区数･面積

等の基礎指標を区別に整理 し,指定の特徴を考察する｡

息 11-2は.東京都(区部)再開発方針における再開

発促進地区及び誘導地区それぞれについて,区別に,

地区数 ･面積 ･1地区当り面積 ･区面積に占める指定

面積割合を整理 したものである｡ このうち ｢再開発促

進地区｣についてみると,江戸川,足立,練馬,世田

谷といった外周区に多いほか,下町の墨田区や副邪心

をかかえる新宿,豊島区で指定面積が大きい｡また,

区面積に占める指定面積割合が高い区は墨田区の42.8

%,荒川区の27.9%と低層高密度市街地東北部が突出

している｡ここでは促進すべき再開発が多いと判断さ

れている｡ しかし,都心区ではほとんど指定されてい

ない.一方, ｢再開発誘導地区｣では傾向が異なり,

港,葛飾,江東等に指定面積が多い｡区面積に占める

指定面積割合が高いのは港区の22.3%,中央区の21.2

%と都心区が続き,再開発を誘導しようとする姿勢が

強い0両地区を合計すると8726ha(ただし誘導地区は

図上測定)となり,東京区部に占める面積割合は14.6

%となるが,墨田区 ･荒川区は区の約半分を占める｡

ll-1-3 再開発の内容特性と低層高密度市街地

一方,再開発方針として示された図 (東京都,昭和

61年11月)紘, ｢促進地区｣と ｢誘導地区｣を区別 し

て示しているので再開発の熟度の面では理解が容易で

あるが.種々の再開発が1箇所に表現されているため,

再開発の内容からみた指定地区分布はわかりにくい｡

そこで,再開発の主要内容に着目して以下の10種類の

分類を試みた｡ (個々の再開発は複合的要素をもつと

考えられるが,1地区につき1つの主要な内容をあて

はめ,それを再開発の ｢種類｣としたo)
0.都心及び副都心の郡市機能更新型再開発 :都心及び
副都心鉄道駅周辺の再開発で多心型都市構造の形成

に関わるもの (19地区)0
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表.ll-1 都市再開発方針の策定状況(昭和62年10月現在)

都市名書印は方針轟持付都市 都市計画決定年月日 市壬別ヒ区域丸くha) 45年DIDち(ha) 1号市街地 2号地区 1.5号.1.8号地区地区軌 両紙Ⅹ X/A 地区赦 両紙Ⅹ Ⅹ/A

戟.効地区 言草.掛地区札幌市 ‡ S60.3i 23449 8830 12 l402 6.0 8 朗 0.31.20.08.03.位7.05.12.62.2I.23.2I.27.50.47.40.91.I1.00.5･3.54.3I.82.30.I).Oi0.7I.90.20.40.85.3

0.91.90.2 (姓仲促進地区9)仙台市 ‡ S59.i ll843 5140 18 I:tr18 ll.6

8 lJI4 戟:18 車:2(何問九拝叫地区 108)塩釜市 S59.i 1352 720 1

8 0.6 1 tl多賀城市 S59.1 l288 ら
lo 1 lB 1.4名田市 S59.1 873 50 1

42 4.8 152 4500東京区郎 ‡ S61.ll 58553 54930 7
5L王000 99.0千葉市 書 S60.8 12402 486

0 7 l帥5 15.2 7 4tl4 辛:4辛:13川口市 ‡ 未決定 4845 2630 3 iKT)7 20.0 (i 340柄紬市 ‡ 束決定 4390 2150 8 2)50 49.0 7

22:I大宮市 手 未決定 4899 2ー50 7 1444985 29.533.4 2 l25 繋:4川越市 方針薫藁 3232 1320 5 5 72 戟:2 車:3所沢市 方針賓藁 2952 1380 4
4 35 (2号候補地区 14)越谷市 方針棄藁 2369 112

0 5 973 41.1 7 75 (2号候補地区 16)草加市 方針薫蒸 2484 1150 8 819 33.0 4 2
tl く2号候抑也区 14)青白都市 方針草案 1892 690 1

4 1080 57.1 5 142 *:9宕伽市 方針繋藁 958 370
lO 428 44.6 7 紬 #-.3与野市 方針羊纂 780 700 5 640 82.I 6

58 早:4蕨市 方針案藁 509 510 5 509 100
.0 3 43 戟:l 平:i川崎市 書 S59.12 12543 8

820 9 2㈱ 23.6 4 ー39 (椎体促進地区5)練浜市 ‡ S59.12 32473 2058032 5126 1

5.8 l'1 337 戦:lO劫:4(牧及び襲 lO)名古屋市 キ S59.4 3

0134 19140 12 1430 4.7 7 ltlS大阪市 ‡ S6一.6 20370 20320 4 19800 97.2 19 70

4東大阪市 ‡ S61.6 4985 3670 4 3800 76.2 5 215堺
市 ‡ S62.5 9754 6510 9 2590 26.6 8 l75神戸市 ‡ 560.7 20098 7500 lO 6050 38.i 18

48n 効;8 ほ :36三田市 S60.ll l629 lュo 1 43 2
.6 I 1 勅:l 托:1芦屋市 S60.ll 984 610 5

318 32.i 2 lO 勅:l 托:7西宮市 ‡ S60.ll 5090
3330 10 2117 41.6 5 35 効:lo t.2:23尼崎市 寺 S60.ll 4604 4440 8 3500 76.0 8 机ー 効:2 三軍:3

1伊丹市 560.ll 2397 1820 3 38
2 15.9 2 4 効:1宝嘆市 S60.ll 2443 1500 5 919
37.6 4 lO 勤:2 王ま:12川西市 S60.ll 2083 670 3

269 12.9 3 16 勤:2 琵:6広島市 ‡ S62.3 13515 4870 19 2986 22.
I 6 715 車:4北



表･1卜 2 再開発促進地区･誘導地区の区別基礎集計

区 名 促進 地区 缶輔地区

合 計i . 也. C. C/h C′a 也. 亡. C/b C/a

a 亡 Cノb C/1可 視ha 地. 所 lゐ首 区にる ･地 市 -J高音 圧にる iB' 育 l為青 gILろ区 紘 地
上仇 声 占胡 区 tL 海女良 育占封. 区 粗 捜た玖 盲占n救 h

a 跨りrt) 一正め台 牡 hA区りh粗め合 赦 ha.:匡qb'.
flめ告千 代田 ll52 3 4 I .00Jl 2 112 56 .097

5 tl6 23 .日日中 央 1005 I 15 15 .015 2 2
13 lo† .212 3 228 76 .227紘 1999 4 118 30 .059 4 445 111 .223 8 563 78

.282新 宿 l804 4 23l 58 .)28 2 174 87 .09
6 6 405 68 .225文 京 1144 2 32 16 .028

I ヱ 32 16 .028台 東 1080 6 80 】3 .080
4 137 34 .137 10 217 22 .217墨 田 1382 ll 591 54 .428 4144 36 .104 15 735 49 .

532手工 東 3680 I 80 80 .022 7 393 56 .107

8 473 59 .ー28品 川 20!= JI 27 7 .013 3 108

95 .oらl 7 l33 19 .064目 黒 日日 1 I 32 32 .02
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図.ll-2 再開発の種類別地区分布(促進地区+誘導地区)



､っTi,.I;?二.礼 .＼1.地区中心及び駅前の機

能更新型再開発 ･.地区中心や一般駅前の再開発｡いわゆる駅前型の再開発事業が

中心である (79地区)02,流通基地の再開発 :そ

の他の分業酎こ入らないものO築地と平

和島地区の2箇所のみである03.沿道整備 (環七及び環

八) :沿道整備事業を具体的事業として想定

しているもの く13地区)04.沿道防災型整備 :沿

道の防災性を向上することを目的とするもので,その多くは郡市防災不燃化事業を

想定している (26地区)05.跡地防災型整備 :あ

るまとまりをもつ跡地 (空地)があり,その空地を

保持 ･強化すると共に,その周辺を不燃化すること

で地区の防災性を向上することが主目的であるもの (13地区)0 表.
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るもの (38地区)0

以上をもとに再開発の ｢種類｣ごとの件数 ･面積を促

進地区 ･誘導地区別にまとめ,さらに区別に整理した

(義.ll-3)o最後に,再開発の ｢種額｣別分布図を

作成 した (図.ll-2)｡これらより,低層高密度市街

地の居住環境整備に係わる点につき読み取ると以下の

特徴が指摘できる｡

①低層高密度市街地はアクセシビリティーの高い拠点

の周辺に形成されるので, ｢都心 ･副都心の整備｣

｢地区中心の整備｣地区に包含されるかあるいは近

接する部分が多い｡こうした地区では地区白身の居

住環境整備と同時に,ある程度,都市全体 ･地域全体

に貢献する郡市機能更新型の要素が必要とされる｡

民間資本の導入や広域にサー ビスをおこなう公共施

設の立地などとからめた整備が可能であろう｡

②沿道防災型整備型の再開発は改善型再開発地区と密

接に係わっている｡すなわち,改善型再開発のひと

つの目標である防災性の向上のうち,路線沿いの防

災性能向上を,沿道建物を不燃化することで達成し

ようというものである｡ 従って,その分布は下町か

ら東北部エリアにかけ,きめ細かく指定されている｡

なお,沿道整備型再開発 (環7,環8)も主に騒音

の面から地区環境の向上を意図したものとしてこの

部類に属する｡

③改善型再開発を指向する地区は山手方面では環6か

ら環7に至るベルト状の地域で,下町方面では総武

線以北の墨田区 ･荒川区に多 く指定され, ｢低層高

密度市街地｣(第7章)と最 もよく_一致 している.

跡地防災型整備も多く重なっている.このエリアは,

第13章でも示すように高度利用の要請がある地域で

もあること,改善の ｢必要性｣は高いが取り上げら

れていない地区も多いことに留意する必要がある｡

⑥跡地開発型整備は,操車場,工場の跡地として発生

するから,必ずしも低層高密度市街地とは関係しな

い｡但し,低層高密度市街地に近接する開発には,

課題解決の場としての役割が求められる｡例えば,

白髭東地区では,防災拠点の整備に伴って再開発住

宅を建設 し,墨田区中心部の密集市街地の整備を補

完 しているが,こうした制度をより充実させる必要

がある｡

⑤都心複合型整備は都心付近の臨海部に集中してみら

れるO -方,郊外住宅地形成型整備地区は,郊外の

区画整理事業を想定する地区にほとんど重なってお

り,これも低層高密度市街地とは関係ない｡都市レ

ベルでの別の都市構造を形成するものである｡

以上から,それぞれの地区における ｢改善型再開発｣

は都市全体に位置づけると,地区自体の改善と共に隣

接･近接地との関係から,機能更新･防災性能強化 (ネ

ットワーク) ･問題解決依存という別の側面をもつこ

とになる｡従って,計画論からみれば,地区自体の整

備の ｢必要性｣｢可能性｣の検討と同時に,地域全体

の基本計画 ･更新計画の面から土俵をひろげて整備内

容を戦略づけることが必要になる｡

ll-1-4 その他の再開発方針の事例評価

(計画システムとして)

東京区部再開発方針は,その巨大性 ･再開発の多様

性 ･責任区分の多層性 (都一区)は大きな特徴といえ

るが,計画の組立そのものは2号地区-促進地区.1.8

号地区日-誘導地区,全面 1号地区という極めて単純

なものである｡そこで,これとは対照的に,それまで

市民に定着していた環境カルテ等をベースに方針を策

定 した神戸市を参考事例として取り上げる｡

神戸市では,従来から, ｢環境カルテ｣の形で市街

地整備の観点から課題地区の内容と分布を町丁目単位

で分析,公表してきた｡このなかで,都心 ･副都心 ･

生活都心は ｢中心核｣として示されている｡再開発方

針の策定に際して立てられた方針は,①マスタープラ

ンによる郡市空間計画の実現をめざす,② うるおいの

あるまちづくり,インナーシティー問題など新たな課

題に取組む,③住民発意のまちづくりを推進する,㊨

誘導型手法を積極的に取り入れることである｡ このう

ち,①は ｢効果期待地域｣として位置づけられた｡ ｢

課題集中地域｣は,従来の環境カルテ等で指摘された

課題が集中している地域2430haが大くくりに指定され

た｡このうち ｢効果期待地区｣では ｢事業化や地区指

定に向けて調査,計画の策定を積極的に行い,公共事

業や民間事業により整備を進めます｣ 2)とされている

ものの, ｢課題集中地区｣では,｢今後,住民等の盛り

上がりに合わせて調査や計画策定を行うこととしてい

ます｣と消極的である｡ 手続き条例として 『まちづく

り条例』は用意しているが,何かが起こったときに受

けて立つというのが神戸市の基本的スタンスである｡

ll-1-5 東京各区の都市再開発方針の位置づけ

都市再開発方針は東京都レベルのマスタープランな

ので,各区の受け止め方は様々である(義.ll-5)が,

概ね以下の3タイプに整理できる｡
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第-紘,上位の都市機能更新に関わる再開発を区内

に抱えている区 (とくに副都心の形成)では上位計画

に位置づけられることで多様な主体の参画が期待でき

ることから積極的にみている｡ 例えば葛飾区では,区

内の駅周辺の多 くを ｢再開発促進地区｣や ｢再開発誘

導地区｣に積極的に位置づけているが,これは ｢行政

内部及び住民に対し再開発を行うべき地区を明確にし

た｣ものであるoまた,現在,葛飾区では ｢市街地笠

備方針｣を策定中であり,このなかで再開発方針の内

容をどう位置づけるか検討中である｡ 練馬区も, ｢区

長斯総合計画で位置づけられている地区及び事業進展

が見込まれる区域を促進地区として積極的に位置づけ

をおこなった｣例である｡

第二は,特に防災の見地から2号地区を大きくかけ

ている区 (墨田区,荒川医,足立区)では,防災関連

の施策等を上位計画において積極的に位置づけること

などで, ｢具体的な各種事業を導入し,補助金等の交

付を先導的に受け,まちづくり事業を多面的に推進す

る｣(足立区)ことをねらいとしている｡足立区では,

当初決定の再開発方針では ｢受け身｣だったが,昭和

63年の見直しでは積極的な考えに転換 している｡この

間,地区環境整備計画を区内全域にわたり策定 し終え

たこととも重要な要素であると考えられる｡

第三は,もともと東京都の策定する再開発方針には

熱心でない区で,区のなかで別途位置づけをおこなっ

表.ll-5

都市再開発方針に対する各区の考え方

(1988年12月現在)

ていたり,形式的なものとしてとりあえず都の方針に

乗せている区である｡例えば世田谷区では都市整備方

針の策定が先行していたため,方針のなかで ｢再優先

地区｣としたものを2号地区に.｢促進地区｣を1.5号

(誘導地区)に対応させ,方針ではその下に ｢要整備

地区｣を位置づけている (図.10-2参照)O

以上のように,再開発方針のなかに位置づけをおこ

なうことで施策を明確にするということ自体に意義づ

けを求めるのは第一歩であり,区でもっている他の施

策,とりわけマスタープランに関連づけられることで

初めて再開発方針は積極的な意味をもっ｡上位レベル

で機能別に措かれた方針を,区において総合化しっっ ,

上位の計画で位置づけたことによる効果を積極的に捉

え利用するのである｡

現在,再開発方針2号地区に指定することで得られ

る具体的メリットは以下の3点に整理できる｡

①各種の補助金,税臥 貸付等の助成措置 :1)都市総

合再開発促進計画の策定による計画の詳細化 (具体

例 :上野,浅草地区)0 2)同計画策定地区における

地区再開発促進事業への補助｡ (国)

②総合設計制度における ｢再開発方針等適合型総合設

計｣制度の適用による容積率割増｡ (東京都)

③用途地域見直しの論拠 :｢計画的再開発を促進する

ために｣用途地域を見直すとの論理が組み易くなる｡

･X･印は乗回帆 全党は未回答又は班当するものなし)

･X-.X. .X. ※
手中 新 文 台 益江品日大世淡中杉泉 発掘襟足耳江
代 相 田 北

早m 央 清栄東田東川熊田谷谷野並鹿 川折居

立琳川a.昭和61年都市計商決定の当初の再開発方針に対する区の基本的考え方1.東京都の方針はあくまで都の方針である2.区藁として提出したものと都市計画決定されたものが Oh

o 00 0大きく異なる3.東京都の方針はレベルが速うので区で別に位荘づ叶を行っている4.東京都の方針に乗せることで根寝的意毒づけを行った 0
0 00005.東京都の方針は仕分けして必

要なだけ乗せた 06.東京都の方針--区の方針である ○○0 0 0 0

00 0 07.その他 0b.再開発方針見直し(S63)に対する区の基本的考え方I.基本的考え方に変更はない

〇 〇〇 〇〇〇〇〇〇00000002.基本的考え方に変更はないが位置づけが変わった3.基本的考え方に変更を

おこなった4.その他 凸 OO0aの注)千代田区:群心底について,地区の特性
を指まえた.車め如かな位置づけ,表現を野鼠世田谷区:世田谷区都市堆積方針のr最俵先地区J-2卑地区,r債先地区J-I.5

号.r平1割背Jと対応させて区藁を提出.豊島区:豊島区基
本構想及び豊島区基本計画で別途位柾づけた.板楢区:具体的に事業を行っている地区,また,粥室に入っている地区を根壌的に促進地区･詐称地区に位荘づけ,まもづくりの

推進を囲っていくこととした.練馬区:区長朋捻合計画で位置づけられている地区及び事栄進屈が見込まれる区域
を促進地区として根耗伽こ位態づけを行った.足立区:鼻体的な各種事業を群人し,補助金等の交付を先導的

に受け,まちづくり串濃を多面的に推進する.苫飾区:行政内非及び住民に対し
て,再開邦をおこなうべき地区を明確にした.bの注)

足立区:受け身から現題的考え方に転換した.某飾区:策定中のマス



ll-2 地区における改善聖再開発の実績評価

ll-2-1 改善聖再開発地区の選定の論理と問題点

本節では,改善型再開発事例を横断的にながめ,整

備目標 (水準)の設定 ･整備実績を評価することが目

的である｡ ここでは原則として,都市再開発方針で ｢

再開発促進地区｣あるいは ｢再開発誘導地区｣に位置

づけられた地区のうち,改善型再開発を中心とする地

区を取り上げる｡

東京区部における ｢改善型まちづくり｣地区選定の

論理と範囲設定は,問題山積 (密集,防災)地区にお

いては町丁目界が,防災広場を中心とする防災まちづ

くりの場合には跡地からの距離が範囲設定の論理にな

っている3㌔ また,街区を単位として問題地区摘出を

試み,ポイントづけにより問題街区群を描き出した荒

川区4)や豊島区5)でも,街区群の連担性や実際の整備

を想定して実際の蔓備地区を指定するときには町丁目

界になっており,前者のケ-スに収まるO こうした選

定の問題点として,町丁目を境界とするものでは,同

程度の問題地区が取り上げられない点があげられる｡

そこで,同様な問題を抱える地区は別途ゆるい地区設

定をおこない,誘導的な手法を中心とする改善などの

義.ll-6 改善型まちづくり地区の事業実績と課題

異なるアプローチをとることが有効であろう｡ こうし

て初めて, ｢モデル｣に留まっていた ｢改善型まちづ

くり｣は,それぞれの地区で行 う,それぞれの課題改

善というテーマにひろげられる (第7章参照)o

ll-2-2 整備実績の評価 (表.ll-6)

次に,実際の整備実績を評価する｡ まず,整備課題

は一般に,①いえづくり,②みちづくり,③施設公園

づくり,⑥みどりづくり,⑤商店街の整備などの機能

整備,⑥老人 ･低所得者対策 (｢防災｣は①②③⑥に

係わる環境性能である)に分けられる｡ このうち⑤は

ここでは対象外とすると,③⑥は公共投資主体で可能

という点から比較的合意は得やすく実現もしている｡

一方,⑥は自壊として掲げられるが,実際の整備のな

かではほとんど考慮きれない｡また,②は地区整備計

画で6m道路を決定し,単純買収でおこなう場合は問

題ない (杉並区姦糸試験場跡地周辺)が,協力の得ら

れる所だけ拡幅する誘導手法だけでは時間がかかりす

ぎる｡ また,特に密集の程度が高い地区での4mへの

拡幅も実現が困難である｡それに関連するが,①は防

災性の向上だけならともかく,相隣環境と接道条件を

向上させつつ設備不良や老朽化 した建物の建て替えに

所在地 .地区名 封紙ha 主薬適用事業渡備計画大臣承比 並備計画のLJJライスー 他手法の仰用 事 業 実 操 と 今 後 の 許 諾公園 .用地 中骨造指 建

替 今後の許諾鼻息区兼地袋4.6丁目地区 16.5 S58.3.31 S61.6 用地12箇所 ｢防災湛

指J 若干 防災道指 .辻広場は本文地合 協純金鳩首 2122㌦辻広場2′30 意向把捉済-郎異収開始

軌漣に乗る.証題は兼地袋型住宅普及Il世田谷区太子堂2.3丁目地区 35.6 S58.3.31米貨地合 S60.7まもづくり提轟 く区) 建管登録制度 用地l4箇所1733㌦ これから 8件 r公国 .広場の両

税は当初の6倍にもなったことから,焦点は逆指並借と建皆済世田谷区北沢3.4丁目地区 33.6
S59.2.27 S58.6 処せ登録 用地 8箇所 これから 3件末

文地合 まもづくり計画 く区) 制度 1619TJ 称に絞られてきたJ‡2島田区京島地区 210.0 SG0.10.15

*箕は合 S57.3,京島まちづくり計画の大枠 住環境施備tテーA事巣く来島)杉並区茶糸拭狭場跡地周辺地区 28.iS60.lO.15木耳蛤合 S58.10.i地区m.蘭 地区計画不燃化助成事業 用地2箇所く防災拠点) 個別対応

と代替用地取得つづく 不燃化助成23件 ･建築士.姓設兼等の設計者側のまちづくり意識の欠如･r共同化｣困難杉並区先史研究所跡地周辺軸圧 18.0 S61.10.6 S59.4.28

地区計画 - 用地取得完了 不燃化未耳栓合 地区計画 不燃化助成本 く防災拠ヰ) に近い 助成31件 ･民間調並因耗 ‡3(拳考)土中市庄内地区 425.5 S58.12.2

水井抱合 S48基本計画,S61新並備計画 多種 64.5%進捗 5.9%の進
捗 大姉分未着手 地域イメージの向上昔年席の都市型住居

中高年層の定住 糾注)書l:浜田姓三ESr兼弛破まもづくりノー トJ r住



は合意が得難いうえ実現も困難な場合が多い｡一方,

建て替えの起こりやすい敷地で進む ｢フロー｣は,ら

ともと ｢改善｣の範噂にはなく,規制誘導によるしか

ないので,しっかりした ｢道具｣で計画を補完するこ

とが必要になる (-第12葦)0

1卜 2-3 改善型再開発地区における非物的課題へ

の対応評価

(1)住宅単体の改善に関して

①木賃アパー トの建て替え ;市場に任せておけば老朽

木賃アパー トは減少していく｡ 従って,建て替えを

敢えて促進するには理由が必要である｡ ひとつは ｢

住宅基準｣からみて違反しているという考え方であ

る｡ これには合意と明示が必要であるが, いまのと

ころ抽象的な合意 しか得られていない ｡ しかし,設

備共用型の木賃アパー十は単身化が著しく最低居住

水準未満世帯は少ない｡また,その低家賃が魅力で

あり低所得者化しつつある｡ こうした住宅の建て替

えを促せばこうした世帯が住居を失う｡従って,捕

完措置が必要になる｡ 本来は,建替を促進する制度

のなかで,こうした影響を受け止める ｢社会計画｣

が描かれるべきである｡しかし,再開発住宅制度等

はあるものの,現実に連動 させるのは難 しい｡

②不良住宅の改善 ;住環境整備モデル事業や木賃密集

事業ではモデル住宅の建設が可能である｡しかし,

一般には ｢不良｣だからといって建て替えの強制は

できない ｡ ｢不良｣に留まっている理由を解決する

選択枝をひろげることが重要になる｡ 純粋に経済的

な理由,権利関係によるもの,法律上の建て替え不

可能があげられるが,特に,最後の部分は都市計画

(建築行政)の責任において解決する必要がある｡

大熊らの論考 (1984)6)はこれを検討しているが消

極的である｡ ｢計画｣に基づく実施の過程で起こる

個別の違反を法的に是認するのが最も積極的な法律

上の解決策ではある｡さもなくば黙認するか補償す

るかの道 しかない7)｡現実的には,補償 (助成)と

｢計画｣に基づく一時的違反の是認の併用になろうO

｢計画｣としては,ミニ86条認定,一体的セットバ

ックによる斜線緩和など,思い切った施策が用意さ

れるべきである｡また,単なる ｢共同化｣や ｢協調

化｣にメリットが少ない点については,信託方式や

共同事業方式などを,公的機関が仲介しながら進め

る仕組みづくりを地道に進める必要がある｡

(2)居住水準の同上

居住水準はあくまでも冒榛値であり,相対的なもの

であるO -方,居住水準は,持家 ･民営借家間での格

差が著しいうえ,所得に強い相関関係がある｡実際,

所得階層の低い世帯が多い東のセクタにおける,成長

期の民営借家世帯で最も水準が低い｡民間賃貸住宅と

公的賃貸住宅の間を埋める良質な住宅市場の拡大を,

東部地域に重点的におこなうことが必要になる｡住環

境整備モデル事業適用によるモデル住宅の建設など,

一部にその手がかりはあるが,各地区で行うには限界

がある｡より上位でのマスタープランが必要である｡

(3)社会的バランス･活力の回復

特にポテンシャルの低い東部の地区で課題として取

り上げられている (京島,関原)｡その要因は,印市

全体の産業構造変化により若年世帯が定着 しなくなっ

たことに加え,子連れ夫婦世帯が住宅 ･住環境を理由

に流出し続けていることによる｡ この結果,老人が流

入 して増加しているわけではないが相対的にシェアを

伸ばす｡こうして取り残された世帯は,持家で居住水

準は高い反面収入は少ない｡これに対応するには,若

夫婦の流出を食い止め,新規活力層の流入をはかるこ

とであろう｡ 3世代住宅を建てやすくすること,世帯

形成期に対応する廉価な住宅供給を促進することが必

要になる｡ これも個別地区でおこなうのには限界があ

るOより上位のマスタ-プランが必要である0

ll-2-4 整備実施地区の位置づけと未実施地区の

関係

整備実施地区は,防災ひろはが先にある場合は別と

すれば,それぞれの ｢区｣での最問題地区である｡ し

かし,低層高密度市街地全体でみれば問題があるのに

事業化しない地区や,それほど問題はないのに事業採

択された地区もある｡ これはどう考えたらよいか｡

ひとつは, ｢改善型まちづくり｣があまりに多くの

マンパワ-を必要とすることによる. 小さい区なら1

-2地区,大きい区でも数地区で手いっぱいである｡

従って, ｢計画書｣にすぎない再開発方針では区の多

くに色塗りをしても,実際の事業化は限定される｡

解決の方法の第-紘,上位主体による援助であるo

事業計画策定 ･実施に関して,問題の状況に応 じて重

みづけしながら援助する｡ 第二の方法は,より合理的

(管人材的)な改善型再開発の追求である｡ この内容

はいくつかに分かれる｡ ひとつは,問題解決の土俵を

ひろげることである｡ 動き易い再開発地区との連携が

代表的な方法である｡ 庄内地区の整備が進んだ原因の
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一端は,地区設定が広く (426ha),｢可能性｣を内部

に多く抱えていたからである｡ (しかし,必要性の高

かった ｢要建替整備街区｣にはほとんど手をつけられ

なかった)Q第二は,区レベルでの他施策との補完で

ある｡ 例えば,墨田区では,｢防災不燃化｣をベースに

した施策が徐々に総合化されている8)0 第三に.地区･

区レベルでの整備手法の体系化であるQ

なお,東京区部におけるこれまでの整備事業等の実

績を整理した吉川･水口(1986)9)は,以下の点を教訓と

して指摘している｡

①これまでの事業実績は区部市街地の約30%弱だが,

ここから区画整理を除くと約5%弱になる｡ また.こ

の12年間 (昭和48-60年)で約3.5%の地区の整備に

着手することができた｡いわゆる｢強度改善地域｣が

区部の約13%と比較すると,約4分の1強となる｡

②今後,さらに整備を拡大していくためには,都市計

画関係者 (特に行政及びコンサルタント)の増強と,

居住者 ･権利者の計画主体化が必要である｡

③住商混在 ･住工混在 ･木造密集地域では事業等の地

区数が少なく整備の方向も定まりにくいが,今後,

市街地整備の関係者が知恵を絞るべき重点がここに

おかれるべきである｡

ll-2-5 実績からみた地区の総合整備の方向

実践の中から指摘されるように,任意事業という意

味では ｢やわらかい再開発｣が必要とされるが,実際

の事業は ｢硬い｣｡また,期間も限られている｡ この

不連続をいかに埋めるか｡これは,計画と事業の関係

の課題でもある｡ ｢改善型｣整備では小規模事業を徐

々に積み上げていくため,計画のあと事業が起こると

いう関係では必ずしもない｡

｢計画｣には上位のものから地区計画まで様々にあ

る｡ 事業は,計画を実現する手段である｡手段は事業

ばかりでなく,誘導手法も含む｡事業にはモデル事業

の様な任意のものから再開発事業のような点的な改造

型のものまで広範に含まれる｡ 従って,理想的には,

事業は独立して起こらず, ｢地区の計画｣に位置づけ

られて実現される｡または,上位のゆるい ｢方針｣の

なかで条件が設定されており,それに沿って事業が起

こる｡ 逆に,公的介入の度合が強い事業には強い公共

性がなければならない｡当然それには補完措置が伴う

必要がある｡権利変換による再開発事業や直接補償を

しながら実現する道路事業を除けば,事業に伴う補完

措置の責任区分はあいまいである｡これは,事業が ｢

必要性｣を根拠に ｢指定条件｣を設定してその解決を

目標として構成されていることによる限界である｡事

業自体の内容の充実と事業間の連携強化 ･戦略づけが

必要な時期にきていると考えられる｡

ll-3 新たなる再開発方針の構想

ll-3-1 再開発方針の新たなる構成

以上の検討を踏まえて,今後のあるべき改善型再開

発の位置づけと再開発方針全体の構成の方向を示した

のが,図.ll-3である｡

図.ll-3 再開発方針と住環境整備方針

既成市街地の



合による区分だけではなく,他の部門別計画との関

係を見据えつつ,都市レベルの機能の更新 ･構造の

転換に関わる部分を上位計画として骨太に措 くが,

改善型再開発など地区の構造や地区機能の更新にの

み関わる部分は淡 く表現することが必要である｡

②それに対応して,都市レベルに関わる居住地構造の

想定やその実現のための施策は都市レベルの住宅政

策として描くが,地区の住環境に関わる部分は上位

計画では淡く措くことが必要である｡

③こうして上位レベルで描かれた部分も,区にとって

は大きな意味をもつ ｡ しか し,それと同時に,他の

部門との調整がとくに重要であり,機能別に詳細に

描くのではなく,地区ごとの将来像に係わる形で各

部門を統合して描 く必要がある｡

ll-3-2 再開発計画の地区計画的展開

ここでは,狭義の ｢再開発事業｣は工場跡地や臨海

部を除けば今後 も ｢点｣的スケールに留まるであろう

こと,しかしながら再開発を必要とするエリアは地区

的スケールにあることを踏まえて,再開発事業を面的

にかつ総合的に推進する方法を考える｡ まず,再開発

には以下の様な類型が可能である｡

1)全体を一体的事業として計画する場合o市街地再

開発事業が典型的である｡ ここでは対象外とする｡

2)再開発事業を束ねておこなう場合｡近年, ｢再開

発地区計画｣として法制化されたが, ｢計画｣とし

て地区全体の再開発計画を事前に決定しておき,個

々の再開発事業は ｢計画｣に沿って順次発生すると

いうタイプである｡個別敷地を建築基準法で縛るの

ではなく,地区を一体として計画する.これは,低

層高密度市街地の整備にはなじまない｡

3)再開発をおこなうが,まわりの部分を含めて地区

的計画を策定 して公共性を担保 したうえで,事業化

する部分は任意に事業化する方法である｡ 近年,国

レベルの制度として次々にうちだされている｡ ｢地

区更新計画｣による (優良)再開発事業適用基準の

緩和,都市再開発方針 2号地区のなかの地区再開発

促進事業はこうした位置関係にある｡ポテンシャル

の高い地区では応用の可能性があろう｡

4)ある範囲の地区内で小規模改善手法を積み重ねて

用い,その一部に ｢事業｣的なものも含まれるが,

いわゆる改善型再開発の範噂に収まるもの.一般的

整備地区の場合である｡ 国が用意している各種モデ

ル事業が大きなきっかけとなる分野である｡

5)地区を限った整備をおこなうが,誘導手法を中心

におこなうもの｡ 複数敷地がまとまって ｢協定｣を

結んだ場合には一般規制を緩和するなどのバリエー

ションも考えられる｡これまでにない地区計画的手

法であるが,今後展開する必要がある分野である｡

以上の5顎型のうち,1),2),3)は狭義の再開

発に,3),4)が改善型再開発になろう｡程度の差

であるが,5)は誘導型の整備手法で,第12章で対象

とする｡

3),4)に共通するのは.既存の都市構造は概ね前

提とし,その内部を ｢地区｣と区切ったうえ,地区レ

ベルで必要とする公園や地区内幹線等の整備と敷地レ

ベルでの環境改善とを併用しつつ,後者に対しては小

規模な事業や合意を経た｢細街路の拡幅｣や ｢協調化｣

を地道に進め,さらに,地区に起こる諸開発には一定

の条件を付して誘導をはかるという総合的なものであ

る｡ これらは,区レベルの計画において,上位の都市

再開発方針等を参考にしつつ,整備地区相互の補完 ･

依存関係を考慮 した戦略的なマスタープランとして再

構成するものである｡

ll-3-3 地区的計画のうち事業が分担する部分

最後に,地区整備において,純粋に事業的なものを

考えると,一般の低層高密度市街地では4m以上,6

m程度の地区内道路の整備や公園整備,点的改造事業

が主要な対象となろう.このうち6m道路については,

4mを超える部分を事業費として公共が負担するとい

うのが-般的考え方であるo駈って,課題は,①6m

クラスの道路をネットワークとしてどの程度形成すべ

きかの ｢必要性｣に関する検討と,②どの様に位置を

特定し,③どの様に道路形成を担保するかの3点にな

る｡①については,既に研究の蓄積がある｡③ も,合

意が得られればクリアできよう｡ 問題は,残る②の ｢

位置の指定｣に関してどう合意を得るかという点であ

る｡協議会方式で総合的地区計画を,という考え方も

あるが,実際には一般性をもたない｡そこで,6m道

路形成のみを集中的におこなう,目的を街区形成に特

化させた地区計画を指定し事業手法で補完する方法は

一考に値するO この場合,旧縁道や両側の宅地面積が

広い4m道路等の可能性に着目した線引きを行ない,

過小敷地の処理,沿道の形成イメージ,交通処理問題

については補完措置を考えるというものである川 )0
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補注(第11章)

1)事業実施の優先度や地元調整等の状況から2号地

区に指定するほどの熟度に達 していない地区で,将

来の見直しの際には2号地区に昇格することが予定

されているもの｡

2)神戸市(1986)｢都市再開発方針とまちづくりの進

め方｣

3)中村昌広く1987)｢束京区部における行政発意の ｢

改善聖まちづくり｣の計画形成過程一地区選定と計

画内容･参加住民-｣(都市計画 143pp.80-85)

4)東京都(1981)『荒川区住環境整備計画策定のため

の調査報告書』

5)東京都(1981)『豊島区住環境整備計画策定のため

の調査報告書』

6)大熊善昌･高見沢邦郎(1984)｢密集市街地での建替

え促進問題について｣(日本建築学会大会学術講演梗

概集 村0.7026pp.193卜1932)この論考では,規制に

よる誘導策として,86条総合的設計の弾力化 (段階

的建替えの容認).42粂3項道路の活用,43条但し書

き規定の活用 (通路を空地とみなす),42粂1項5号

道路の弾力化をあげ,とくに42条3項道路の活用をケ

ーススタディーしている｡

7)一般には補償の道をとらず,黙認の場合が多いと

いわれている｡

8)墨田区では,当初,不燃化促進助成事業として昭

和54年に始めた助成策に,その後,3世代助成,さ

らに近年にはまちづくり助成を加えて,名称も｢ま

ちづくり助成制度｣へと発展 している｡

9)吉川仁･水口俊典(1986)｢地域類型への対応からみ

た整備事業等の実績に関する考察 一東京区部を対

象として-｣ く日本都市計画学会学術研究論文集第

21号 ･昭和61年11月 pp.19-24)

10)近年, ｢生活道路｣の形成を積極的に位置づける

区が増加しており,例えば世田谷区では生活道路の

うち位置づけの高い ｢主要生活道路｣を都市計画決

定 して形成する計画である｡ しかし,地区に1本程

度の密度 しかなく,6mクラスの道路を形成する手

法はない｡
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第12章 要綱･条例による個別要素の形成誘導と制度の総合化

本章では,まず,低層高密度市街地において規制誘導手法の果たす基本的役割と意義の

整理をおこなった(第 1節)のち,罪-に,指導要綱等による都市型住宅の規制誘導方策が

豊富にみられる東京区部を対象に,こうした手法活用の経緯と制度的実態を住宅を中心と

する視点で分析 ･評価する(第2節)｡これを受けて,こうした手法の運用上の問題点 ･課

題を,担当窓口への質問票によるアンケー トを通して明らかにする(第3節)｡第二に,東

京区部内外において,こうした手法を総合的 ･地区的に運用している事例を評価する｡ こ

こでは,地区における他の計画要素 ･計画手法との関係,誘導の拘束力と実現性との関係

が主要な検討課題になる(第4節)｡第三に,指導要綱とは異なるが,今後,低層高密度市

街地における誘導手法として活用が望まれる建築基準法第86条第1項のいわゆる ｢総合的

設計｣手法の運用状況と今後のあり方を考えるため,担当窓口への質問票によるアンケー
トを実施,分析した(第5節)｡最後に,以上の分析を踏まえ,地区の計画として誘導方策

を総合的 ･事業補完的に定著させる方向を考察する(第6節)0

12-1 基本的条件の整理

12-1-1 低層高密度市街地における誘導手法によ

る都市型住宅形成の必要性と可能性

本章での検討課題は,低層高密度市街地において,

誘導手法により良質な都市型住宅を形成することで,

既存の事業的 ･再開発的手法との補完をはかり,低層

高密度市街地の居住環境整備をより望ましい形で進め

る可能性を検討することにある｡ そこでまず,この課

題を設定する必要性と,実現の可能性の両面から整理

しておく｡

必要性の側面からは,以下の4点にまとめられる｡

① ｢改善｣の必要性は高いが,かつてのように限定的

事業を積み重ねてそれをおこなうことは,1)実態的

には市街地の物的水準自体がかなり向上 しているこ

とから,2)計画論的には仮説として指向した ｢ミニ

再開発｣や ｢リプレース｣がリアリティーを失って

いることから,3)制度的には,制度ができたとたん

に総合性を失ってしまう場合が多いことから.今日,

現実的でなくなってきている｡ 従って,実態的には

より豊かな市街地を前提とし,計画論的には現在の

権利関係を前提としたうえでの個別主体による ｢建

て替え｣という行為を捉えて,制度的には住環境の

質を確保しうる誘導手法によって総合性を保持する

様な手法の開発が求められている｡

②都市全体の ｢問題市街地｣を改善していこうとする

マスタ-プランの視点からは,一部のモデル事業で

さえ進捗が遅い現実があり,事業手法で全体を改善

していくのは非現実的である｡さらに,地区を限定

した事業をおこなう場合でも結局実現すべき主要な

テーマは個々の建物の建て替えを通 した住環境の質

の向上であり,こうした場合にも｢望ましい住宅地

像｣が共有されなければ事業後の空間は貧弱なもの

になってしまう｡従って,より一般的手法により,

その場その場で建て替えを誘導していく道具が是非

必要である｡

③ しかし,一般規制のみ,つまり地域地区のみによる

市街地形成に任せておいたのでは今以上の住環境の
1

質確保は期待できない｡現在の地域地区は規制内容

を示すのみであるが,今後は住環境のあるべき質を

示す方向に脱皮していく必要がある｡

④ さらに.｢住宅政策の空間化｣を実現していく場合,

公的住宅の直接供給がもはや既成市街地では現実味

がなく,少なくとも間接的供給に傾斜せざるを得な

いこと,こうした場合,公的主体がどの様な住宅を

建てようと意図するよりも,供給される場がどの様

な住宅を必要としているかがより重要になることを

考えると,その場所にあるべき住宅像を明示する必

要が出てくること｡

一方,可能性の面からは以下の3点にまとめられる｡

①低層高密度市街地は,他の地帯と比べて ｢貸家｣建

設は最も密度高く, ｢分譲住宅｣の建設は邪心に次

いで密度高くおこなわれており (-第8章),建て

替えのエネルギー自体は高いと考えられること｡

②近年,区のレベルにおいて,都市計画権限の強化と
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それに伴う組紋の再編強化 (.-第10章)がなされ,

｢地区別計画｣策定の試みが-般化する一方,指導

要綱等の形で新たに叢生する都市住宅を規制誘導す

ることが一般におこなわれるようになったことO

③その場に合った住宅への誘導は,決して既存の規制

を強化するばかりでなく,より良い住環境の質確保

という側面から既存の規制を緩和したり協議によっ

て納得づくで対応するものであることO

では,誘導対象としての空間要素はどう想定 ･対象化

できるだろうか｡

12-1-2 誘導対象としての空間要素と誘導の根拠

物的側面から,誘導をおこなう空間要素を分解する

と,敷地規模,空地位置 (-住棟の配置),住戸の集

合状態,各戸の設備と間取りが重要な要素として位置

づけられる｡ これらのうち,いわゆる狭義の住環境の

向上に貢献するものについては理解が容易であろう｡

しかし,それだけではないo低層高密度市街地の特質

に対応させてみるなら,①いわゆる狭義の住環境を個

々に向上させると共に,②低層高密度市街地の ｢居住

地としての安定性｣を阻害せず,積極的にはその安定

性を増進する様な開発が望まれる｡ 具体的には,既存

の定住層の追い出しにならないこと,周囲の環境とか

け離jlたものでないこと,｢居住｣に対する管理も行き

届いたものであることが重要な点である(-結(Ⅱ))0

さらに, ｢計画｣という側面からみるなら,地区削

計画等の空間化された ｢方針｣にできる限り従い,漢

た具体化して実現することが必要とされる.こうして,

個々の開発はそれ自体としても,相隣環境上も,地区

の安定という面からも,計画への適合という面からも

｢良質｣であることが求められる｡ 従って, ｢誘導｣

基準は断片的な数値を示すのみでなく,その場の環境

を総合的に表現するものでなければならない｡

12-2 指導要綱等による中小規模開発の規制誘導方

策

12-2-1 はじめに

建築更新が活発で新規都市住宅の族生が著しい大都

市圏内既成市街地の各自治体において,1980年以降,

｢要綱｣による規制誘導が一般化しているo Lかし,

郊外型の宅地開発指導要綱に比べると未だ制定からの

日も浅く,これらを直接の分析対象にした研究は少な

い｡しかし, ｢良質な郡市住宅及び都市型住環境の形
成｣｢住宅政策の空間化｣の面からみると,こうした

鍔みを評価し.今後の展開を考えることは重要であるQ

そこで,本節では,事例の豊富な東京区部の各区を

主要な対象とし,こうした要綱制定の背景と経緯,翠

綱の内容,実績をレビェ-し,さらに,他の都市計画

制度との関係につき,主に民間小規模住宅開発の規制

誘導との側面から考察することを目的とするが,まず

要綱自体の制度的実態を矯型的に明らかにする.

一般に,既成市街地の住宅建設に係わる指導要綱等

には,公共公益施設と人口とのアンバランスを回避す

るための負担金確保という側面と,その場に合った良

質な住環境を形成するというデザイン的側面があるも

のと考えられる｡本節ではこのうち,近年の特徴的な

動きとして注目される後者の側面に焦点を当て,主に

住戸規模や住戸の集合状態,住棟の配置と相隣環境,

さらには住宅と他機能との共存の仕方に着目して整理

をおこなう｡その際,とくに低層高密度市街地に多い

小規模開発 (第8葦)の質向上や,今後都心化をひか

えた地域で重要な位置を占めると考えられる住宅と業

務機能の共存化を念頭に, ｢最小限宅地面積｣規制と

｢ワンルームマンション｣規制及び ｢住宅付置義務｣

要綱を中心に分析する｡

なお, ｢二項道路｣拡幅助成や生け垣助成制度等も

重要な誘導手法であるが,本節では住宅を中心とする

視点をとり,これらには簡単に言及するにとどめる｡

なお,ここで対象を ｢指導要綱等｣としているのは ｢

指導指針｣や ｢指導基準｣を含めているからである｡

1987年3月末日現在,東京区部の各区で運用されて

いる指導要綱等の内容を,表.12-1に示す｡

12-2-2 各種指導要綱の検討

(1)最小限宅地面積規制

a)背景と経緯 ;昭和40年代の後半頃から,既成市街

地においても ｢ミニ開発｣と呼ばれる狭小敷地戸建分

譲住宅が建設されるようになってきた｡また,開発に

伴う公共公益施設負担という面からも既成市街地に建

つ高密開発を規制する必要性が増し,既成市街地型の

宅地開発要綱が各地で制定されるが,この際,最小限

宅地面積も要綱に盛り込む区が多かった｡

b)内容 ;東京区部では外周区を中心に9区で要綱中

に明記されている｡

最小限宅地面積はほとんどの区で建ぺい率との関係

で定められている｡すなわち,建ぺい率制限30%地区

では99m!(足立区)～125mt(大田区),同40%地区で

は80mz(杉並区)～100nf(世田谷区),同50%地区では
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義.1211 東京区部 各種要綱一覧表 (1987年3月兼現在)

*1 最小限宅地面統規制 ワンルームマンi/ヨン規制 住宅付置義務 中高層共同住宅性戸の集合状態 工業.准工地域に於る共同
住宅規制有無 開発戸数 建ぺい率 用途地域 有無 用途地域

青森 住宅付置容粗*2lに連動 に連動 に連動
*3 に連動 辛3 I #* 糾●千代田

- 022 i検 相 中l -●中 央

040 商業地域50%以上その他lOOX以上● 子巷 018 050 商菓地域50%以上

その他lOO先以上 50一㌔未満はr2声1化J措蓬をおこなう●新 宿 - - - -●文 京 060 一 審 に 適 用 016 050 商業.汝商.准
エ地域=(敷地x建LtL:イ率-緑化面相)xl/2以上.その他=()内以上I

●台 乗 - 016

I検 許 中[ -米嘉 田 - - - 60

m}以上 -郎t 東 01

6米品 川

○50 ○ ○ △ 016 - A米
目 黒 - ○ I -

-大 田 ○55 ○ ○ ○16 - -世田谷 070 ○ 016 - g ○米渋 谷 - ○ -

-米中 野 060 ○ 016 01稽住専20ーイI

杉 並 ○60

○ ○ - -*豊

島 016 ○商業系地域は居室10TnZI lk16
一才.l【)k29一才.2Dk397

m2.3DK5076,4t)k616㌔仙上 A米 北 -

Olfi - -*荒 川 ○65 一 重 に 適I

こ用 - - I/2以上をF'OTnZ以上 A板 橋 -

016 - ○練 馬 080 ○

016 - -足 立 066 ○ 018 戸数の80%以上を60㌦以

上.最小50㌦. ○京 飾 -

018 - ○手工戸川
15戸未満は30㌦以上そ

れ以上は70一㌔以上*I:区の特性表示｡● =都心6区.米=都心周辺区.ナ!/=外周区｡
‡2:Oは有り.-くま無し｡なお.数字は

最小限宅地両横iD最小値｡56mt(品川区(但し5-10戸の開

発))～85nf(練馬区),同60%地区では50m2(品川区(但し5-10戸の開発)

)～80nf(品川区(但し20戸以上の開発),練馬区)とな

っている｡その積 (敷地面積×建ぺい率)によって空間をイメージす

ると,総二階の建物が建っとして,延床面積60-8

0m2の住戸に相当する｡ この最低面積は概ね3DK程

度,4人世帯の最低居住水準に対応している｡開発戸数との関係を

明示した品川区では,開発が小規模のものほど最小限

宅地面積は小さく(5-10戸の開発では,建ぺい率50%地区で56nf,60%地区で50m2),

大規模のものはど大きく (20戸以上の開発では,同90

m2,80m2)設定 しているO *3:0は有り

.-は無し｡なお.数字は最小限住戸面粗｡糾:0は基輩有り.△は配蝶を促す条項のみ.-は無

し･｡用途地域との関連を明示したのは

大田区のみで,ここでも規制の中心は建ぺい率にあるものの,6



る戸建分譲住宅の供給は極めて小規模で進行しており

5棟未満の開発が全体の80-90%と圧倒的に多い (8

-3)｡ また.更新の起こり方として,敷地面積200-

300meでは接道幅農が広いと鉄賃アパー トマンション

になりやすく,狭いと戸建て分譲住宅 (-ミニ開発)

になりやすいこと (8-5).近年の高地価化のなか,

1m'当り 100万円を超える住宅地も一般化しているこ

と等を考えると,単に最小限宅地面積を規制するだけ

では不十分であり,たとえ敷地分割に至っても住宅の

環境水準は維持しながら同時に公共空間の質を向上さ

せる手法が求められる｡それには,1)空地位置の指定

と引き換えに最低限値を緩和する,2)ある面積堺下の

宅地は長屋建てに誘導する,3)それらが不可能な場合

にも少なくとも二項道路後退はおこない接道部の植栽

を指導する,等の方法が考えられる｡

また,同じ ｢ミニ開発｣でも開発規模や用途地域 (

周辺の状況).さらには接道条件に応じて形成されるべ

き空間像は異なるべきである｡すなわち,用途地域の

指定基準からみるなら,第 1種住居専用地域において

は少なくとも｢面積100rnE以上の宅地がおおむね80%以

上ある地区｣日であるから.たとえミニ開発に至って

も他の用途地域内より厳しい制限があるべきで,実際,

大田区ではこの考え方がなされている｡

さらに,開発規模が大きければ設計の自由度が増す

はずであるから,品川区でおこなっている開発規模の

大きいほど最小限宅地面積を大きく(厳しく)するとい

った考え方のうえに,1種住専では1宅地当り面積の

確保の代わりに公共施設負担を軽くする一方,空地の

不足する密集地域ではむしろ宅地面積は多少小さくて

も建築部分をコンパクトにまとめて小公園や歩道状空

地を整備する方向に誘導するといった方針を定めるこ

となどが考えられる｡

(2)ワンルームマンション規制

a)背景と経緯 ;昭和50年代の後半頃から.東京の西

南区部を中心として ｢ワンルームマンション｣と呼ば

れる,天井高を低く押えlK程度のワンルームのみで

構成された投資用のマンションが急激に増加し,社会

問題化した｡当初は感情的な拒否感が先行したが,こ

うした都市住宅成立の背景には低質な木賃アパートか

らの住替え需要を含む大量の需要があることは確かで

あるから,その存在を前提としてより良い立地を誘導

する内容の指導要綱へと変化している｡

b)内容 ;昭和58年9月,世田谷区での窓口指導 (級

に要綱化)を皮切りに要綱化を伴いっつ進んだ,ワン

ルームマンション規制を目的とする各区での動きを昭

和62年3月末日現在で整理すると,以下特徴がある｡

①適用条件は,｢3階建以上,25mt未満の住戸が15戸
以上乗合し,住棟内の住戸の3分の1以上がこの条

件を満たす開発｣とされるのが一般的であるo

②18区で何等かの基準が明示され,うち15区で ｢住戸

専用面積｣を指導しているo その多くは ｢16mI以上｣

であるが,港･足立･長姉区では18nf以上,千代田区

では22mt以上,中野区の1種住専では20nf以上を指

導している.｢16m'｣の値は住宅建設五箇年計画に定

められた単身者の最低居住水準を根拠にしている｡

また,品川区では ｢16汀は たは居室(台所を含む)の

床面積は10nf以上｣と緩めの指導をおこなっているo

③～般的内容は,まず, ｢事前協議｣が必要とされ,

デザイン面では ｢敷地境界から50cm以上離し (民法

第234条の確認),空地･緑をできるだけ多く(最近で

は具体的数値が明示されることが多い)とり,屋外

階段には防音措置を,通路には目隠しを施し.天井高

は2.3m以上とし.ゴミ保管場を設置し.駐輪･駐車ス

ペースを戸数に応L;て設ける｣ことが必要とさるO

⑥管理面では ｢30-50戸以上の建物には管理人を常駐

させ,それ以下では建物の人口に管理者の連絡先を

示す等の措置を施し,居住者には管理規約を徹底さ

せる｣ものとされている｡

C)評価 ;こうした ｢ワンルームマンション問題｣へ

の対応をトレ-スすると,以下の点で注目されるo

①公的直接供給住宅 ･間接的融資制度による住宅にお

いてしか実現できなかった｢最低居住水準｣,とりわ

け単身者のそれである｢16m2以上｣が明示された.

②住戸の集合の仕方,住棟の配置等,デザイン上の課

題について,一般マンション要綱の対象とならない

小規模な住棟についても明示された｡

しかし,

③まわりの状況との関係,とりわけ用途地域制との関

連づけがなされていなかったため.1種住専ではより

厳しい規制(中野区20mt)が必要になり,これがさら

に建築協定による規制へと発展してゆく一方,商業

地域では居住実態にそぐわず.条件付きで｢居住室が

10mt以上｣あれば可とする区(豊島区)も現れる等,

個々の場の状況に応じて基準が多様化している｡

(3)都心区における住宅付置義務

a)背景と経緯 ;近年急速に進む都心部における無秩
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序な開発や地価の高騰に伴い,人口減少そのものや ｢

底地買い｣等の社会問題が深刻化するのに対応 して,

昭和60年6月に,中央区 ･港区ではいわゆる ｢住宅付

置義務｣要綱が施行された｡その後,千代田区では同

様の制度を導入の方向で検討に入ったのはじめ,昭和

62年1月には文京区が,同年 7月には台東区が施行を

予定しているO 従来,非住宅系用途地域内への住宅の

過剰立地を防ぎ,もって公共公益施設と人口とのバラ

ンスを維持 しようとする対応には事例があったが,人

口減少への歯止めという点か らこうした要綱が定めら

れるのは初めてのことである｡

b)内容 ;各区の要綱の共通点をまとめると,

①定住人口の確保 ･増大を図ることが基本的な目的と

され,それを実現する手段 として,

②敷地面積 500m2以上又は延床面積3000m2以上の建築

を対象として事前協議をおこない,

③商業地域では敷地面積の50%以上,それ以外の地域

では 100%以上の住宅を付置させると共に,

⑥1戸当り住戸専用面積は50m2以上 (中央区は40m2以

上)とする

ものとされる｡

C)評価 ;住宅付置については評価の分かれるところ

であるが,データ面からその必要性の根拠について評

価するため,都心6区における人口動向･建築着工･住

宅着工動向をまとめると以下の点が明らかとなる｡

①人口減少が最 も激 しいのは千代田区で,昭和60-61

年の動きが続 くと昭和60-65年の5年間で20%の人

口減となり,人口減少が加速 している｡一方,中央

区･港区は10%減程度に留まり,その他3区 (新宿･

文京･台東)はそjlはど変化 しないと予測される.

②建築着工面積のうち住宅系 (｢居住専用｣+｢居住
産業併用｣)床面積割合が最小なのは千代田区で,

昭和58,9年には16-7%あったものが,昭和60年には

9.8%となったO中央区も,昭和58,9年には30%あっ

たものが60年には 8%に減少 した｡港区は30%程度

を維持,その他 3区では50%を維持している｡

従って,千代田区が最も深刻な状況にあり,中央区･港

区がこれに次ぎ,他の3区はそれほど問題になってい

ないことが裏付けられる｡都心周辺の低層高密度市街

地は,居住地として安定 しており,住宅付置義務も直

接は関係ないものの,より望ましい住宅立地を誘導す

るために,こうした取り組みが参考になろう｡

(4)その他の要綱

a)中高層集合住宅の最小限住戸面積規制

ワンルームマンションの最小限住戸面積規制 (多 く

は第四次住宅建設五箇年計画の単身者最低居住水準に

根拠を置く16rTfo)については3-2で,都心部の住

宅付置義務に伴う最小限住戸面積規制 (40-50mto ｢
定住人口の確保｣が理由｡)については3-3で明ら

かにした｡ここではさらに,中高層集合住宅の最小限

住戸面積規制に係わるその他の事例をその考え方も含

めて整理する｡

①荒川区では30戸以上の集合住宅の建設事業では計画

戸数の半数以上を60m2以上にすることを原則 として

いる｡当区ではまだワンルームマンション指導要綱

をもっていないが,解釈上,30戸以上のワンルーム

マンションはこの要綱の対象とされるo

②江戸川区では15戸未満の集合鐘宅は平均30rnz以上,

15戸を超える部分については平均70nf以上としてい

る｡ (昭和61年 7月緩和｡それ以前は単に ｢原則と

して70m2以上｣としていたO)

③豊島区ではさらにこれを進め, ｢国の定める居住水

準を確保｣するため,住戸の室構成に対応した最小

限住戸面積を定めている｡

以上のうち(D②はソフ トな面から定住人口の確保をね

らったもの,③はハー ドな面から住宅の質向上をねら

ったものと考えられるが,今後は実績の評価を通して

制度の改善をはかることが課題になる｡

b)住宅の ｢2戸 1化｣設計指導指針

東京区部では港区のみにこめ指導指針がある2)｡ す

なわも,現状では住宅価格の高額化により小規模住戸

の供給はやむを得ないが,将来の増改築を可能にする

ための措置として,住戸専用面積(′†ルコニーを除 く)

50nf未満の住戸に対し ｢上下,左右に隣接する他の住

戸と将来2戸 1化可能なように壁又は床の一部に構造

撤去可能な箇所を設け｣,｢販売の際には.2戸 1化の

設計による建築物であることを説明するものとする｣

ことが主な内容である｡ 時間の経過に伴う住宅需要の

変化を加味している点で注目されるO とりわけ,16mt

を需要の変化に対応すべく2戸 1化 して32nfにすれば

単身の都市型誘導水準と2人世帯の最低居住水準を満

たす意義は大きい｡

C)工業系用途地域における共同住宅建設指導指針

工業系用途地域での工業跡地等へのマンション建設

による問題が表面化したのを受け,従来の用途地域の

欠陥を補うペく,隣接する工場 との関係からおおむね
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以下の様な要綱が制定された｡

①事前に近隣工場との協議をおこなうこと｡

②事業区域の周囲の2/3以上が工場に隣接しないこと｡

③事業区域内の周囲に緩衝緑地帯を設けること｡

⑥防音サッシ等を各住戸の窓に設けること｡

⑤分譲 ･賃貸時に当該物件が工業系用途地域に立地 し

ている旨を入居者に伝えること｡

①⑤はソフ ト面からの,②③⑥は-- ド面からの対応

であるが,今後は将来の土地利用動向と関連づげで制

度を改善してゆく(例えば尼崎市 ｢住居系指向地区｣)

ことが求められよう｡

12-2-3 各種指導要綱等の体系化の方向

以上により,現在各区で運用されている指導要綱等

の開発規制手法は,法的には不安定な状態にありなが

らも,住戸形式 ･住棟 ･敷地規模等,建築基準法や既

存の用途地域制ではカバーできない空間要素,さらに

は建物 ･敷地管理のあり方について一定の効果を及ぼ

し,徐々に種類を増しながらよりきめ細かい対応が可

能になっていると考えられる0-万,こうした空間要

素に対する規制は,地区ごとの状況に応 じて法定地区

計画で定めなくてほならないとの考え方も可能だが,

現実の ｢問題市街地｣の広がりは大きく,法定地区計

画による対応のみでは限界がある｡

従って,今後はさらに規制内容 ･萌導の方向を即地

的条件を考慮 してふくらませると共に,法的に担保で

きる (すべき)部分は各種 ｢道具｣の体系化を図りな

がら法的な拘束力をもたせてゆくことが必要である｡

その具体的方法について以下に述べる｡

(1)開発規模と接道条件からみた誘導方策の体系化

限られた地区のスタディーの結果であるが,接道条

件によって敷地ごとに特徴的な開発がみられる｡ 例え

ば 200m2前後の敷地では接道幅且が6mぐらいだと鉄

賃アパー トに.4m未満だと｢ミニ開発｣が起こりやす

い (8-5)Oこうした特性を椅まえれば,一律に最

小限宅地面積を決めるのではなく,接道幅農が広めの

場合には共同化を誘導するが狭い道路にしか面してい

ない場合は空地を前面にとって接遇部に配慮する等,

可能性も考慮しつつその場に適合した方旗がとられる

べきである｡ その際,設計の自由度も考慮して,開発

面積が広い程より多様な基準を設ける (12-2-3)

ことが今後は必要である｡

(2)用途地域制からみた誘導方策体系化の方向

各用途地域における ｢住宅立地範囲｣のコントロー

ルの必要性と可能性について,これまでの議論を元に

まとめると,

①都心においては,住宅ストソクの減少ばかりか住宅

フローの減少が特にめだっており,住宅付置等の対

策が急務になっている｡しかし,低層高密度市街地

は現在のところ居住地として安定しているので,こ

こまでの措置は必要ない｡むしろ,地区ごとの課題

･特性を踏まえて,どの様な住宅を立地させるのか

を用途地域制を補完する意味で明らかにし,誘導の

目安とすることが重要である｡

②工業系の地域では,工業との隣接関係によって将来

の土地利用動向を加味しながら住宅立地を規制誘導

し,また,ソフトな対応(周辺工場との協議,入居者

への周辺状況の事前通知等)により問題を回避する

ことが可能であろう｡ とりわけ低層高密度市街地型

の住工混在地域では敷地規模も小さく,相隣関係が

問題となるので,よりきめ細かなルールづくりが必

要になろう｡

③住居系の地域では,住宅専用度の高い地域ほど最小

限宅地面積規制や最小限住戸面積を厳しく (-大き

く)設定してその場所にあった質の住宅を誘導する

ことが有効であろう｡これを地区レベルでみるなら,

｢側｣には外からの需要を主に受け入れ, ｢芯｣で

は既存のコミュニティーや空間特性を維持 ･強化

すべく,周囲の物的社会的環境への適合を求める対

応となろう｡

(3)住戸の備えるべき質からみた総合化の方向

｢住宅基準｣軌 最低限のレベルを明示すると共に,

それぞれの場にふさわしい基準が設定されるべきであ

る｡こうした観点から今後の方向を考えると,

①単身者の住宅は,国が第五次住宅建設五箇年計画で

定める ｢最低居住水準｣を根拠に｢16m2以上｣とす
ることは可能であるoLかし,16mtの内容をみると.

国の水準では ｢居住室面積7.5m2(4.5畳)｣と狭く,

その分,水回り･収納スペースを多めに見込んでい

るo Lかし,品川区の ｢各住戸の床面積は16mz以上

とし.または住戸内の居室(台所を含む)の床面積は,

10nf以上とすること｣といった対応も可能である｡

しかし,これを一律に定めるのはまた問題で,豊島

区の様に ｢各ワンルーム住戸の床面積を16m2以上と

するものとする｣としたうえで, ｢商業系地域にお

いて,区長が相当の理由がありやむを得ないと認め

た場合で,ワンルーム住戸内の居室 (台所は除く)
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の床面積を10mz以上とするものは,この限りではな

い｣といった対応の方が適切であろうO こうした最

低面積の明示と共に,千代田区の22nf以上,港 ･足

立 ･葛飾区の18m2以上といった区ごとの対応の違い

や,中野区の様に ｢第 1種住居専用地域では20m2以

上｣とする地区の特性に応 じた対応も根拠が明確で

あれば有効であろう｡

②しかし,2人世帯以上の ｢最低居住水準｣について

は住戸と世帯の対応関係によるものなので明示は難

しい｡豊島区の方法は過渡的なやり方としては注目

されるが,一般的ではない.

③さらに,一般に住戸や住宅敷地の最小面積を指導す

ることは各種の困難が伴う｡ 例えば共同住宅におい

て豊島区の様に住戸の室構成別に最小住戸面積を指

導することや,地価高騰の著 しい都心区で50m2以上

との指導をおこなうことは無理が多い｡また,戸建

住宅の最小限宅地面積規制 も現実的でない場合があ

る｡ これらはより柔軟に考え,港区の ｢2戸 1化｣

方式の様に時間軸を入れた規制誘導策,敷地規模に

応じた建て方へ誘導策がとられるべきである｡

(4)その他の助成制度等の組合せ

近年の要綱によくみられる方法であるが,接道都の

緑化,二項道路の拡幅,中間領域 ･共用空間の確保な

ど,住宅まわりの良好な住環境の形成手法を総合的に

取り入れる方法が一般化 している｡ 広汎にひろがる ｢

問題市街地｣を改善 していくためには,各種指導要綱

の総合化によって強力かつ合理的な誘導手法をさらに

開発することが重要である｡ ここでいう ｢総合化｣と

は,従来,特定の新規住宅形式に対抗 して個別に定め

られたり特定の空間要素の改善をめざして定められた

各種要綱等を,適用される地区の多様な特性に応じて

再編 ･体系化することを意味する｡また, ｢強力かつ

合理的｣とは,それぞれの地区で是非とも必要な規制

誘導措置は条例化等によって担保 しつつ,その他の事

項については ｢方針｣だけを定めておいて開発時の協

議で対応することを想定 している｡ この場合,条例化

できないあるいはしないほうがよいものも多く含まjl

ようが,方針を明示すること自体が大きな意味をもつ

ものと考えられる｡郡の安全条例では ｢安全｣の面か

ら接道条件や窓先空地について細かく規定 しており,

また,7nf未満の住戸設置も禁止 しているように,秦

例化すべき部分はこうした最低限のものと,地区にお

いて是非実現したいものとに分かれよう｡

表･12-2 指導要綱等の目的と既存制度との関係

記号 抱坪野綱等の目的 既存制度との関

係AlaAlt】定規妄 住宅立場範囲 用途地域住宅寄T

;3 容積率A2aA2b錆鮎 抜道関係 外包後退柁種など妨柚Bil

係 防鳩後退托従TJEとら 居住者

の｢任か ,方J (居住水郷)C 住戸の最低
規模 単身者｢原低居Ljf水郷J.D r定住｣.r偏りのない居伐者J (性宅救安)

(5)指導要綱等の ｢整備道具｣としての総合化

以上を踏まえ,住宅を中心とする視点からに指導要綱等の目的を整理すると以下の様になる(表.12-2)O

まず,都市 ･地区レベルの ｢住宅立地範囲｣と ｢住

宅容量｣に関する事項である｡ 前者は用途地域に (Ala),後者は容積率に (Alb)深く関わっている｡次

いで,相隣環境に関する事項として,接道関係と隣地

との関係があげられる｡ このうち前者は公的 ･半公的空間の形成と関わっており (A2a),公共性が強いが,

後者は私的関係の調整という性格に留まり,公

共性というより共同性の分野である (A2b)O

これに対し,本来の ｢住宅基準｣からの積み上げに関

する部分がある｡今日,単身者の最低居住水準 (16m

t)が最も基本的な ｢基準｣と実質的にいえるものである(C)0AとCの問の部分,あるいは,居住者の ｢

住まい方｣に関わる部分はまた別の住宅政策分野の事項 (B)であるO例えば平均住宅専用面積00 m!以上

という基準であるが,これは住まい方に関する事項な

ので
直接コントロールできない｡同様に,地区 ･地域+

レベルでの ｢定住｣や ｢偏りのない居住者｣といった

ソフトな政策に関わる部分もまた重要な事項であ

る (D)が,これはさらにコントロールが難しい｡以上をまとめると,A･Cで物的な環境を整え,B

で居住密度の下限をできるだけコントロ-ルしつつ,

マクロな視点からDで間接的なコントロールをおこな

ラ,との関係にある｡対象とする建物の建設に際して

これらの目的が最適に達成できるとき,指導要

綱等は｢総合化｣された状態であると定義できる｡

一方,指導要綱等を既存制度体系のなかで位置づけ

ると,法律や条例,さらには地区的計画に依鰍しつつ

おこなう行政指導であるといえる｡ しかし,指導要綱

等は,あくまで既存の法律体系では実現できない部分

を可能にすべく用いる補完的手段である｡ 従って,上

位計画や既存制度手法との関係は常に明確にしておく

必要があり,これを満たすとき,指導要綱等は ｢

体系的｣に



12-3 運用過程からみた誘導制度改善の方向

12-3-1 はじめに

前節においては,東京区部各区の指導要綱等を,そ

の制度形式に着目して分析 ･評価した｡本節ではこれ

を受けて,

① これらの指導要綱等が実際,どの様に運用され,ど

の程度評価できるか,また,問題点はないか｡

②指導要綱の ｢条例化｣,指導の ｢基準｣について各

区でどの様に捉えられているか,また,いかにある

べきか｡

の考察をおこなう｡方法としては,各種要綱等の運用

と問題点に関 して上記の点に焦点を絞った調査票を作

成 し,各区の担当窓口-文書で依頼 して郵送回答によ

るアンケー ト(｢参考資料6｣参照)をおこない (昭和

63年12月),この結果を分析･検討した｡

12-3-2 指導要綱等を取り巻 く近年の状況

近年の地価高騰のなかで,東京区部においては ｢ミ

ニ開発｣は減少 し3㌦ 世帯用マンションですら供給の

中心は区部外の郊外部に移動 した｡代って,ワンルー

ムマンションの供給比率が増大すると共に小規模な業

務 ビルの建設も活発になっている｡(義.12-3)

一方,市街地整備の側面からは,各区で市街地整備

のマスタープランが次々に制定 され,その実現という

面からも,従来の単なる開発抑制 ･負担金確保の要綱

行政を超えて,新たな都市環境 ･生活環境整備の実現

手段として指導要綱等を位置づけ直す必要性が増 して

いる｡

そこで,既成市街地における良質な都市型住宅の誘

導的形成との観点から,重要な制御要素と考えられる

｢最小限宅地規模｣｢住戸の集合の仕方｣｢より広い

住宅の確保｣ ｢住宅付置｣に著目し,運用過程に著冒

した評価をおこなう｡

12-3-3 最小限宅地規模指導の運用状況

｢ミニ開発｣は,近年の地価高騰のなか,都心区は

もちろんのこと,都心周辺区でも供給が少なくなり,

郊外区も供給単位が小規模化 (1,2戸か ら敷戸.杉並区

･江戸川区) しっっ減少 (4棟以上の開発は年間10-15

件.世田谷区)している｡

こうしたなか,指導対象とするものはほぼ内容が守

られており,指導内容については変更の意向は少ない

(義.12-4)ものの,最小限宅地規模規制は意義づけ

が変化 し,それだけによる指導 としては相対的に役割

義.12-3 指導要綱等の運用状況

く昭和63年12月現在｡米印は未回収,空覧は未回答又は該当するものなし)

千 申 新文 台 ※江 品 目大 世渋 中杉 豊 ※板 鎌足 富 江
代 港 墨 田 北荒

戸田央 宿京東田東川黒田谷谷野並島 川椿鳥立

姉 川｢ミニ闇発｣(狭小敷地の声建て分譲住宅)の発生姓数1.近年の地価高騰の影響ではとんと供給されていない 〇 〇〇 〇〇〇〇
〇〇 〇 〇2.供給単位が小規模なもの (i.2戸から敷戸 )が多くな

った ○ ○3.その他 〇〇一 〇3 0

4 07090lt｢ワンルームマンション｣の発*_件数1_近年の地価高騰の影響でほとんど供給
きれていない ○ ○2.かつてはとではないがコンスタントに供給されてい

る 〇 〇〇 〇〇〇〇〇 〇3.以前は少なかつたが供給棟数は
増加の傾向にある 〇〇 〇4.その他

○○2 06 09010012〇一最小限字地組経の梅漬(字地細分化捜剃)1.措辞はおこなっていない2.現在はおこなっていないが検討の意向である3.何等かの形で指呼をおこなっている 〇〇〇〇 〇

〇 〇 〇〇 〇○ ○〇〇〇 〇〇 〇〇 〇 〇単身者の住戸岳低面相の拍蕩(ワンルームマンションの最低面相)1.措辞はおこなっていない2.現在はおこなっていないが検討g)意向である3.何等かの形で指輔をおこなっている 00 0

05〇 〇〇 〇〇〇〇〇 〇〇〇〇 〇〇〇 ○ ○最低専用面相.平均専用面ff担!指導(最低001nZ.半数は○○TJ等)I.精神はおこなっていない2.現在はおこなっていないが棉肘の意向である3.何等かの形で持主寡をおこなってい

る 〇〇〇 〇〇〇〇〇〇 〇〇 〇 〇〇〇 〇 〇 〇 〇 〇･If.)i.中央区:都心区であるのでほとんとない｡/2.中央区:事輯所需要.要鰍こよる指輔
からほとんとない｡/3.新宿区:統計的な賃料なし｡4･世田谷区:年間10-15件(4棟以上のみ草紙対象｡3棟以下は把握してない)｡/5.渋谷区
:紛争予防条例のなかで特殊建築物として位置づけている｡6.北区:62年度をピーク(16件)に減少傾向く但し,20Tnl以上のワンルームは除く)｡/7.練
馬区:r練馬区宅地等開発指#婆細｣等でミニ開発規制｡8.練馬区:昭和61年度7件.62年度13件｡/9.足立区:変化なし./10,足立区:ほとんど供
給きれていない｡/ll.葛飾区:それほど変化なし｡12.葛飾区:非常に件数が少なくなった｡/13.江戸川区:戸当り住居専用面



表.12-4 最低限宅地規模指導の状況
文 品 目 大 世 中 杉 鎌 足 葛 江

田 声

京 川 黒 田 谷 野 並 馬 立 純 J

H.投媒Q2藍式 ○○ 〇〇 〇 〇 〇 〇 〇i
.指輔要綱2.指叫指針 (公

表している)3.指串指針 (公表して
いない) ○ ○4.事前協議だけおこなっている

5.その他 012

○ ○1.全ての開発行為2.おおむね300TnZ以上又は教練以上の開発行為 ○ ○7

○○90 03.その

他 02○ 6丘亜内

容 0 01001.-率に規制して
いる2.建軒率に連動している

〇〇 〇 〇 〇3.用途地域に連動している
〇 〇 〇4.開発規模 (戸数)に連動している ○

5.建て方ごとに
逢う (戸建て/長屋建て)6.その他

盤汲む粗景 〇〇 〇1.｢ミニ開発｣自体
がほとんど出ない2.開発単位が小規模化しており補足率が低い ○

3.指斗対象とするものはほほ内容が守られている 〇
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇4.指叫対象とするもののうち半数くらいは守

られている5.指叫対象とするもののうち指
導内容の厳しいものは守られにくい6.指叫内容

に問題がありほとんど守られない曹細改善

の意ET O OlO〇〇 〇 〇 〇 〇 〇〇

1.この1年間以内に既に見直しをおこ
なった2.現在,内容の見直

しを考えている3.
近い将来,内容の見直しを考えている4.近い将来,廃止の意向である

5.変更の意向はない6.適用対象がなく実質的な機能を果していないが変更の意向はない ○鼻収開放地面柑塩屋
臥⊆a捜邑圭法とLTのL;}下の指濠の宥軸件についTa.建

て型別の最低敷地面相鋭利 〇 〇〇 〇 ○ ○[主旨 :建

て型により数値を操作して長屋 .共
同住宅に誘#する(例 :戸姓は60Tn3以上ーそれ未

満は長屋建てに)コ1.有効だと思うが指叫は難しい2.いたずらに指辞内容が複雑になり有効でない 〇 〇

〇3.個別建替えが面倒になるので開発業者に受け入れられない 〇〇 〇〇8 0l

34.検討したい5.その他b.申納付静の指定 (≒建

物の外埠のi捧持士青果からの緒i艮) IO O O O O O O[主旨 :抜道方

向に一定幅の空地(例:1m)を指
定し.沿道環境の向上を図る.とくに従来指韓

の適用対象にならない小規模開発にも対応できる

コ1.有効だと思うが指辞は難しい2.二項道指の拡幅
が伴わないと意味がない ○3.ブロック塀などでLやまされ効果が

揮い 034.最低限敷地面相規制の代
替手法にはならない 〇 〇〇 〇〇5.最低

限敷地面相規制の補完手法にはなりうる ○6.械孟寸したい

7.わからない 040 0l48.その他C.接済真一は削卜算.他手法による補弄

○[主旨 :建物の壁面も含め.按道部の
景観向上を重点的におこなうとくに従来指輔の適用対象

にならない小規模開発にも対応できる1.有効
だと思うが指革は難しい2.二項逆相の拡幅が伴わないと意味がない

3.ブロック塀などでLやまされ効果が薄

い 〇〇 〇〇 〇4.最低限故地面相規制の代替手法にはならない5.最低限敷地両横規制の補完手法にはなりうる6,横許した

い ○7.わからないR.その他 OlOS ○ll桂)I.文京区:要綱上指斗している｡/ 2.品川区:5戸以
上の独立住宅,建株住宅.住宅用地の分乱 /3･同:戸建て住宅の場合｡4.品川区:代替手法とい･:)ことでなく.一定規模以上の建鰍
こついては原則として歩道状空地を設けろよう指叫している05.品Jll区:接道部の緑化の指恥 こついては代替手法というこ
とでなく,区として推進している｡/ ('･･目黒区 :3区画以上o7.世田谷区:住宅系又は准工の用途地域で4棟以上｡/8.
世田谷区:宅地の細分化防止には効果があるだろうが･現在ある地域の実状(性瑠璃)により評価は異なる｡ / 9.練馬区 :400-㌔

以上又は4棟以上｡/ 10･#.馬区 :共同住宅建設の畔の負担金対象戸数を20戸以上から31声以上に緩和 (SE53.4.1) ｡ /
ll.足立区:要親指畔とは別に抜道緑化について助成を行っている｡/ 12.蔦締区:口頭郎こよるお局別､｡/ 13.江戸川区 :SOL.7･1以前は最低70-㌔以上たったが廃止



を縮小させつつあるといえる｡

例えば,建て型別に最低限宅地規模を規制すること

に対しては, ｢有効だと思うが指導は難しい｣(文京

･目黒･大田･世田谷･中野) ｢いたずらに指導内容が複

雑になり有効でない｣(品川･練馬･足立)｢個別建替え

が面倒になるので開発業者に受け入れられない｣(大

田･世田谷･杉並)といずれも否定的である. そうした

指導は ｢宅地細分化の防止には効果があるが現在ある

地域の現状(住環境)により評価は異なる｣(世田谷)

というのが現実的な考え方である｡

次に,空地位置の指定 (≒建物の外壁の道路境界か

らの後退)については, ｢最低限敷地面積規制の代替

手法にはならない｣ (品川･大田･世田谷･杉並･練馬)

とするのが一般的で,また,そうした直接的な規制を

おこなうことは ｢有効だと思うが指導は難しい｣(文京

･大田･世出谷･中野･足立･江戸川)と考えられている｡

現実的な対応としては, ｢一定規模以上の建物につい

ては,原則として歩道状空地を設けるよう (要綱によ

り)指導している｣ (品川区)というもののはか,接

道部緑化の指導 ･誘導をおこなっている (検討してい

る)のが実状であるO これらは,最低限敷地面積規制

の代替手法ということではなく,緑化 ･景観形成等の

側面からの指導として位置づけている｡

12-3-4 住戸の集合に関する指導の運用状況

(1)ワ./N-ムマンシ打の住戸最低専有面積指導

ワンルームマンション規制の運用上,近年,以下の

2点で変化がみられる (義.12-5)

その第-は,もともと中高層建築物の紛争予防を目

的として制定された ｢紛争予防条例｣ 4)の中でワンル

-ムマンションを ｢特定用途建築物｣として位置づけ

て,標識の設置 ･近隣への説明及びその結果の報告を

義務づけ,従来定めた ｢指導指針｣5)に対する協力を

｢お願い｣している渋谷区の例である｡ここでは,餐

例で定義するワンルームマンションは ｢25m2未満の住

戸が15戸以上集合する3階建て以上の共同住宅｣であ

るが,戸数を若干下回る13,14戸のものについても ｢

お願い｣という形で ｢指導指針｣に準じて建設するこ

とを,条例を説明した冊子8)の中に明記している. こ

の方法は,①新たに社会問題化したワンルームマンシ

ョンを条例に取り込んだこと,②その結果,一方的な

行政指導という側面が薄れ,行政は開発者と近隣の調

停役にまわることになる点に意義がある｡

第二の変化は,指導の強化である｡ 既に昭和60年に

は中野区の1種住専では20m2以上 (その他の用途地域

では16m2以上)としたが,62年に足立区で18nf以上を22

rnE以上に,63年には江東区 ･板橋区で16m2以上を18m2

以上にしつつ板橋区では ｢30戸以上の平均床面積は29

m!以上｣としてワンルーム住戸の集合の程度に限度を

設けているoさらに,供給単位が小規模化しているこ

とに対応して適用対象戸数を20戸以上から15戸以上に

(江東区)したほか,適用対象床面積を20m2以下から

25mz以下に強化すること (目黒区)やワンルームに限

らず30nf以下のもの全てを対象にする(世田谷)ことを

検討するなど,概ね指導強化の方向にある｡ こうした

背景には,指導をおこなっているほとんどの区で ｢指

導対象とするものはほぼ内容が守られている｣という

実績がある一方,ワンルームマンション自体がいまだ

コンスタントに供給されている実態があるからだと考

えられるOまた,国のr最低居住水準｣である｢16m2Jが

最後の拠り所としてある (さらに ｢都市型誘導居住水

準｣は29mtに設定されている)ことも,指導のレベル

で多少高めの基準を設定できる大きな要因だと考えら

れる(Cへの上乗せ)｡

(2)-般マンションの住戸最低専有面積指導(表.12-6)

住宅付置にからめて運用している都心区や,分譲は

平均面積60m!以上 ･賃貸は同40mt以上としている江東

区を除くと,指導は,マンション開発がいまだ進行し

ている郊外区に限られる (板橋,足立,江戸川)｡ 板

橋区では, 29nf以下の住戸は ｢ワンルーム｣と定義し

ているので,一般マンションは30nf以上に指導してい

る｡足立区では,30戸未満 (かっ15戸以上)の乗合住

宅は最低22mtを指導し,30戸を上回る部分を平均60rn2

以上とする連続的な指導をおこなっている (ワンル-

ムだけの指導は設けていない)｡江戸川区では14戸ま

でほ30nf以上,15戸以上は平均70m2以上との指導をお

こなっているO

これらは, ｢指導対象とするものはほぼ内容が守ら

れている｣と評価されているが,足立区では以前30戸

以上の集合住宅を対象に ｢全体住戸の80%以上を60rnt

以上に,その他を50nf以上｣としていたのに比べると

緩和されており,江戸川区でも既に昭和61年に緩和さ

れた経緯がある｡

こうして現実に合わせて緩和された要綱の指導内容

からみて, ｢単身着用住戸の最低限面積｣という基礎

項目に上乗せできる指導は,｢単身着用住戸が大規模に

集合しないこと｣に留まることを示している (D)0

-156-



義.12-5

ワンルームマンシ31J住戸 最 低 面積 指導 の状 況 文 台 江 品 目 大 世 渋 中 杉 豊 板 練 足
苦溝

田 北京 東 東 川 黒 田 谷 谷 野 並 島 揺

馬 立 締fFJl拠 超克1.指斗賛細 〇〇 〇〇〇 〇〇〇〇

〇00902.指韓指針 (公表している)3.指斗指針 く公表していない)4.事前協議だけおこなっている ○○○

5.その他 05指導適用五泉載盟1.ワンルームマンション2.その他 〇〇〇〇

〇〇〇〇 〇〇〇〇〇〇○○指登内窒1.-番に規制している (最低専用面相 ㌦)2.用途地域に連動している 0000
00003 000000010ほ 161618161}01616 161

6161816:12180

3.その他 20(l専).16馳 塊慮I.対象となる開発自体がほとんど出ない2.開発

単位が小規模化しており補足率が低い ○3.指斗対象とするもaL)はほは内容が守られている4.指斗対象とするもののうち半数くらいは守ら才Lている5.指斗対象とするもののうち指斗内容の厳しいもUjは守られにくい6.指♯内容に問題がありほとんど守

られない 〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇〇〇〇〇〇〇改善の意向I.この1年間以内に既に見直しをおこなった O l OA

08 02.現在,内容の見直しを考えている 063.近い将来.内容の見直しを考えている4.近い将来.廃
止の意向である5.

とくに変更は考えていない ○2 07〇〇〇 〇 〇 〇〇 〇 〇旺)I.江東区:指琳面相lGTnl以上を18TnZ以上,対象戸数20戸以上を
15戸以上に｡/ 2.目黒区:1区画257nZ以下について規制を検討(現在は20TTf以下u)み対象)｡/ 3.世田谷区:ただ
LJ.商菓･近商地域は167㌔以下でも可｡/ 4.世田谷区 :S64.I.1一部改正施行｡対象をつJIトム形式の住戸のみでなく

専用両紙30Tn･'以下のものは全て対象とする｡その他,規定をより具附 ヒした｡/ 5.渋谷区 :賛細でなく,紛争灸例
の中で ｢特殊建築物｣に位置つけている｡/ 6.中野区:現在.実態調査を実施しており.その結果を得てから具体
的な検討に人いる予定｡/7.杉並区:指頚内容の強化を回る方向で検討している｡/ 8.桁橋区:S63.4.1改正｡1住戸の最低面棋1

61TIlをほTmJ,30戸以上の平均床面托29Tnl以上｡LJ.足立区:単身者くりン71-A)用,世帯用と要細を区別し
ていない｡3階かつ15戸以上であれは.すべて,同-の安納で適用させている｡/ 10.葛飾区 :国の最低基準が16TnLであるので,それにユニットバス(2Tn3)をとり入れ18TnjとLlた｡

義.12-6 - 般 マ ンシ

ョン住戸 最 低 面積 指導 の状況 板 足橋 立I鞘 緒 遠2.指斗指針 (公表している)3.指斗指針 (公表していない

)4.事前協議だけおこなっている5.その他 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇指#適用対
象範囲了二二両マフラ盲ヲ 04 06 0 0号 ○2.その他

01 02抱生白婁 米3 50TnlT 分譲平均 一般マ
ン 30戸十 一14戸はなるべく 60TTIZt シヨJ
は は平均 30TnZl.50

-80m= 賃貸平均 30TnH 60TnH 他は平均40Tn日 米7 米9 70TnLl腎 宴警寄る開発自体州 とんと出ない2.開発艶位が小規模化し

てお｡補足率が低い3.指群対象とするものはほぼ内容が守られている ○ 〇 〇 〇 〇4.指斗対象とするもののうち半数くらいは守られている5.指斗対象とするもの

のうち指耕内容の厳しいものは守られにくい6.指斗内容に問題がありはとんと守られない ○賢聖 肇 離 ㌍ 批 見乱 をおこな:,た2.現在.内容の見直しを考えている3.近い将来.内容の見直しを考えている

4.近い将来,碗lLの意向である5.とくに変更とま考えていない 〇 一005〇 〇 〇 〇 〇注)I.千ttm区 .･
4階以上で30-㌔以上の区画がlO以上のものく秦柁所等を含む)｡/ 2沖 央区:掴速を問わず計画敢地面粗が300Tn'以上のもの｡
/ 3.中央蛙:ある一定規模以上.の住宅を付深LIた開発とすること./4･増区:1戸当り50Td以上o5.増区:1戸当り5
0-80-n'以tと改正したい｡ / G･江襲区:専有面相25Tn'以｣かつ30声以上･高さ10m以上｡7.tk一橋は.:30Tn'未満はワンルームマンシ:1

ンとしている｡/ R.泣立rI*=:15戸以上｡/9,5!立L*-_:30戸未満は22m''以上く大規模なワンルームマンションを規制)./10.足立蛙:'jO戸以上につき戸数のHOt)繕 tWT



(3)部屋数に応 じた住戸面積指導

部屋数ごとに ｢最低居住水準｣を定めて指導してい

る豊島区では, ｢指導対象とするものはほぼ内容が守

られている｣と評価されており, ｢とくに変更は考え

ていない｣ ｡ なお,この規定に続いて,主たる寝室を

10m!以上.その他の居住室を7.5mt以上とすれば前項の

適用を除外することができるとしているので,住戸プ

ランをそれほど拘束するものではない｡

なお,地区ではこの種の指導はおこなっておらず,

検討意向もない.

(4) ｢2戸 1化｣措置の運用と限界

｢2戸 1化｣措置を指導している港区では ｢指導対

象とするものはほぼ内容が守られている｣と評価され

ており, ｢とくに変更は考えていない｣.その他の区は

現在その種の指導はおこなっておらず,検討の意向も

ない｡ ｢2戸 1化｣という,建設費や住戸プラン上に

問題が生じる可能性のある措置よりも,最低住戸面積

をより高く指導することが指向されているといえる｡

12-3-5 より広い住戸の供給誘導と住宅付置義務

要綱

東京区部都心周辺市街地は現在のところ居住地とし

ては安定 しているものの,地価高騰のなかでマンショ

ン供給が大幅に減少しつつワンルーム型のシェアが高

まっている7)｡また,住戸最低面積に上乗せできる指

導は,ワンルームが多数集合することに一定の歯止め

をかけることに留まる(12-3-4-(2))｡また,こ

れまでの一般マンションに対する指導 (負担金の徴収

を含む)が厳しすぎたとの反省から,指導基準を緩和

し,一般マンションを建ち易くしている (例:品川区)

が,積極的方策を打ち出すには至っていない｡

そこで,参考として都心部で運用されている住宅付

置義務要綱の実績を評価すると, ①住宅付置義務要

綱は ｢お願い｣行政であるものの,業者は一般に協力

的で,戸数確保という面では実績が上がっている｡ こ

こでは,どの様な住宅にするかは事業者に任せていた

ことが実績牽あげる重要なファクターとなっているの

で制度としてあまり固めるべきでないと評価されてい

る｡ ②運用が柔軟にできる利点を生かして,住宅建設

に ｢飛ばし｣(港区)や ｢隔地｣(中央区)を認めるな

ど,現実的な対応をおこなっている点が評価されてい

る｡ しかし,③開発主体の既得権を大きく損ねること

な.く, ｢指導｣により規制的方向で住宅の付置あるい

は住宅の質(広さ･家賃･住環境を含む)向上を果たすの

に時自ずと限界がある0

12-3-6 各指導要綱等の運用状況のまとめ

以上をまとめると,次の5点に整理できる｡

①指導要綱等の運用は,一般に ｢うまくいっている｣

と評価されており,内容の部分的見直しは頻繁にお

こなわれている｡

個別にみると,

②戸建住宅の最低限宅地規模の指導(AZb)は ｢うまく

いっている｣と評価されてはいるものの,高地価化

と供給減によりその意義を失いっつある｡代わって

住戸の集合の仕方(D)や,接道部分の拡幅 ･緑化等

(A2a)に意義が移っている｡

③ワンルームマンションの住戸最低専有面積指導は,

国の ｢16m2｣(C)を後盾に.指導の強化(Cへの上乗

せ),手続きの条例化の2点で進化がみられた｡

⑥一般マンションの住戸規模の指導(B･D)紘.ワンル

ームの集合の程度に一定の歯止めを設けた点,開発

を相対的に ｢良好｣な方向に誘導している点で成果

はあった.しかし.部屋数に応 じた住戸面積の指導や

｢2戸1化｣措置の指導はほとんど支持きれていない｡

⑤より広い住戸の供給誘導(B･D)紘.最終的には価格

問題になり,住宅政策との連携が必須になる｡

12-3-7 指導要綱という形式の問題点と改善方向

(1)指導要綱の条例化 (義.12-7上)

｢指導要綱の条例化｣に対する各区の基本的考えは,

｢指導要綱には独白の利点があるので条例化はおこな

わない方針｣が圧倒的多数を占める｡ しかし,賛意や

実例は少ないが,仮に条例化をおこなう場合にも,特

定建築物に事前協議を義務づけ,近隣との調整を含め

て ｢紛争予防｣の観点から歯止めをかける (渋谷区で

実施,杉並区で支持)のが現実的方向である｡ また,

｢指導要綱を実効力のあるものにするためできるだけ

法的根拠をもつものにリンクして運用する｣も小数だ

が支持がある (新宿･品川･世田谷)0

(2)指導 ｢基準｣の根拠 (義.12-7下)

指導 ｢基準｣の根拠については, ｢現行の指導に特

に問題はない｣ (千代田･中央･文京･台東･目黒･大田･

板橋･江戸川)とする区も多いが,｢地区別計画 ･市街

地整備方針などのマスタープランを根拠とすることが

望ましい｣ (江東･品川･世田谷･豊島･練馬),｢｢ま
ちづくり指針｣等の形で,指導に臨む考え方を体系的

に示したうえ,これを根拠に指導するのが望ましい｣

(港･世田谷･足立)もよく支持 されている｡但し,義

-158-



鼠 12-7 指導要綱等の条例化 ･指導基準の根拠(昭和63年12月現在｡･X･印は未回収 空策は兼輯誓文は該当するものなし)

千中 新文台.X.結晶日大世渋中杉豊 .X.板練足 寄 江
代 港 墨 田 北荒

声田央 南 京 東 田 東 川黒田谷谷野並島 川 揺 鳥 立

緒 川の 4化 について1.指斗要掛こは独自の利点があるので集例化はおこなわない方針である 〇〇〇 〇〇 〇〇〇〇〇 〇 〇

〇〇 〇〇2.指♯葉柄を実効力のあるものにす るためでき るだけ法的根拠をもつものにリンクさせて運用したい3.指♯要綱運用の手 続 き部分だけ条例等で担保し. 具体的基蜂は鼓生の余地を残しておくのが望ましい4.安全性に係わるもの,あるいは最低限の4m道路ネットワークなど基未的押分は条例化して担保するのが望ましい5.高い水埠で条例化すると補債等が必要になるので.財源が確保できる範囲内での条例化に留まらざるを得ない6.その他 〇 〇 〇

00 1｢堆｣の根拠について1.現行の指斬こ特に問題はない.

〇〇 〇〇 〇〇 〇 〇〇2.地区別計画.市街地整備方針などのマスタープランを根拠にすることが望ましい3.rまちづくり指針｣等の形で.指群に塩む考え方を体系的に示したうえ. こ れを根拠に指叫するのが望ましい4.用途地 域等とリンクさせて補完的に用いるのが望ましーい5.指媒要 鰍ま緊急避難的なものであるから,要綱のなかで別号を述べればよい6.指称賛細のなかではあまり具体的基準は示さず.協議により合意点を兄いだすことが望ましい7.その他 〇〇 〇 〇

〇〇 〇 〇〇〇 〇〇 〇注)1.世田谷区:指斗要細の内容

上,集例化困難なものがある｡準化をおこなう程度は

｢指導要綱のなかであまり具体的基準は示さず協議に

より合意点を兄いだすことが望ましい｣(港･新宿･中野･

杉並･足立)とする区が多い ｡(3)指

導要綱運用の原則と改善の方向結局,指導要綱は ｢

事業主の理解と協力を得て推進していくべきものであ

り,社会情勢の変化に弾力的に対応する必要がある｣

(大田区)というのが基本である｡ すなわち,固定的(

時間的に)･硬直的 (運用上)･一方的 (指導上)な

ものであってはならない ｡ こうした観点から指導

要綱等の改善の方向を示すと,①固定化を避けるため

には,手続き部分は条例で担保しつつ, ｢基準

｣部分を指導要綱として残す｡②硬直化を避けるために

は, ｢基準｣にレベルを設け(国の法律-最低,地

区の実状-誘導,等),最低基準から誘導基準

のゾーン内で協議をおこなう｡③一方的指導を避ける

ためには,全体としてのまちづくりのマスタ-プラン

や,まちづくりの方針を公開･共有しっつ,行政は

開発者に対する ｢指導｣役と紛争に対する ｢調停｣

役をバランスよく果たす｡これは同時に,行政指導

が建築確認の留保との形をとることによる職権上の ｢遵法｣状態

を回避することにもなる｡これらの改善により,

指導要綱等の実効力が上がると共に.指導目的が適用場面において ｢総合化｣される, すなわち,より最適な

解が得られる可能性

が大きくなると考えられる｡12

-3-8 事前協議と指導要綱最後に,指導要綱等

の手続き的特徴である ｢事前協議｣の性格と.これが依

拠すべき条例の性格を考える｡東京区部では,日影

規制の法制化を受ける形で昭和53年に東京都が ｢中高

層建築物に係る紛争予防調整条例 ･同施行規則｣を制定

,このあと昭和54年までに各区で概ね都の方式に習

った条例が次々に制定された｡束京各区にも,昭和58年4

月,建築審査会が設置さjJLたものの,最終的には ｢

合法｣｢違法｣の判断しかおこなわないのに対し,

近隣紛争を未然に防止すべく制定され,あっせん ･調

停手続きも含む上記条例は ｢正当性｣にも踏み込むこ

とができ,指導要綱等の事前協議を位置づけるうえで

は重要である8㌦ すなわち,指導要綱そのものを根拠

とする事前協議では法的に問題があるばかりか.実効性

の担保という面で限界がある｡従って,指導要綱の指

導基準値の条例化という局面に限定して考えず,指導

要綱による事前協議の根拠を条例に依拠しつつ,一方

で指導要綱を計画体系のなかで位置づけることが重要で

ある｡ 但し,将来的には,｢紛争予防｣のみを目的とす

る条例を発展させ,｢まちづくり条例｣的なものを創造すること



12-4 既成市街地を対象とする誘導手法の総合

的 ･地区的運用事例の分析と評価

12-4-1 はじめに

東京区部で運用されている小規模開発指導要綱の分

析検討の結果,以下の点をさらに評価 ･展望すること

が必要だと考えられる｡

①指導の ｢基準｣の根拠をどこに求めるかである｡用

途地域制に連動するのもひとつの方法だが,より根

本的には,その基準の背景となる考え方,｢規準(≒
規範)｣がどれだけ合意･共有されているかというこ

とになる｡ 特に,マスタープランとの関係である｡

②指導の ｢基準｣のきめ細かさに関する技術的方法で

あるoこれは,一般の地区計画の課題でもあるが,

指導要綱ではより一般的な規制として用途地域制 と

どう連動できるかの問題である｡

③ さらに, ｢要綱｣を中心にして,地区的 ･計画的な

運用を図る方法である｡

以上の課題にこたえるため,本節では,近年の新しい

動 きとして注目される尼崎市,足立区,横浜市,世田

谷区の事例をこの視点から分析 ･評価し,最後に,こ

れらを法定地区計画における届出勧告制と対比 しなが

ら,地区スケールの誘導型手法の一般化を試みる｡

12-4-2 尼崎市住環境整備条例

一個別要綱の統合 ･条例化一

尼崎市では昭和59年12月,それまでの各種指導要綱

を束ねた ｢尼崎市住環境整備条例｣を施行,昭和61年

4月には施行規則を施行して本格的運用が始まった｡

これについては,村田 (1986)9)河申 (1988)18)の論

考に詳しいが,ここでは低層高密度市街地の小規模開

発誘導という面からこの条例を評価する｡そのポイン

トは,①最低宅地面積を条例として定めた場合の有効

性,②地域 ･建て方で基準を多様化させることの有効

性,③住環境整備全体からみたときの条例の位置づけ

である｡

まず,表.12-8が住宅型別地域別の最低敷地面積基

準であるが,東海道線以南でインナーシティー問題が

顕著な尼崎市では,開発負担金を東海道線以南で緩 く

する一方,敷地面積の下限も緩めに設定 している｡ ま

氏, 1種住専>2種住専>その他 (商業系は除く)の

腰に,戸建て>2戸 1>長屋建ての腰に基準を厳しく

し, 1種住専ではどの建て方でも戸当り 130mt以上の

敷地をとるべきとしているのに対し, 1擢住専以外の

長屋建て (2戸1棟型を除く)では60rげ/戸が基準とな

表.12-8

尼崎市住環境整備条例による最低敷地面積基準
(典例第18集｡近商地域 ･商業地域は除く｡)

l種柱専 2種住専 そ

の他声建住宅 130一一ヂ 80TF(東梅道抜以南で
707112では70TnZ) [旧要鮪1

00TF]I良 2戸1棟の 130TnZ/戸 80TnZ/戸く東海

道線以南 70一㌔′声屋建住 長屋建住宅 では70TnZ/戸) [旧要納100tTF′戸]Iその他
の 130㌔ ′戸 60一㌔′戸宅

長屋建住宅 [旧要細75Tn2/戸]摘襲 住宅の

建替え等の場合で,物理的理由及び周辺の状況等により上記の両横以上を確保できないと認められ

るときの面積は,その都度市長が定める｡注)表中,
1種住専の容積率は150%,その他は200%｡旧棄額とは.500T

nZ以上,10戸以上の開発に適用するr尼崎市開発事業

の施行に伴う公共施設等の並備に関する要細J及びそれ以下
の小規模開発に適用する ｢尼崎市小規模開発指尊零細｣であ
る｡ただし.いずれにおいても,実際には縫過措置として書き加えられた ｢付則別表｣により

現条例の数値と同じ基漣で運用されていた｡っているo建蔽率6

0%として,2階建て120%なら72rn2,斜線等を

考え 160%を使えば96mtとなり,郡市居住型誘導

居住水準からみると3-4人世帯の,一般型誘導居住水

準では2-3人世帯の水準に対応する｡なお,ワンルー

ムマンション(-独立した2以上の居室を有しない住戸の

数が10以上である共同住宅)については第23条にお

いて事前協議を義務づけ,第22条の規定により施行規則第11条を

適用して専有床面積を18nf以上としている｡

こうした条例による最低戸当り敷地面積規制の評価とし

て, ｢指導要綱｣であれば高めに基準を設定 してお

き開発者との協議によって柔軟に対応することが可能

であったが,条例に盛り込むと基準の設定は慎重にな

らざるを得ず,緩めの設定がおこなわれる結果となったl

Hoまた,既存居住者の建て替えに対する救済措置

を盛り込むことで柔軟化をはかった点は現実的対処で

ある (旧要綱の経過措置にも含まれていた)が,皮低

敷地面積違反に対する罰則規定は設けず,さらに,運

用にあたって敷地面積をチェックする敷地台帳の整備が伴っていないことなど,問題点も含んでいる12㌦

最後に,住環境整備全体に占める位置づけをみておく｡

尼崎市の総合計画は,昭和54年に策定された後,昭和5

8年のまちづくり計画を経て昭和61年に改訂計画が

出されている｡ 住環境整備に限ると,新総合計画に明

記され,また,住環境整備条例第2条で作成を義務づけ

た ｢住環境整備基本計画｣の策定が昭和61年度からおこなわれ,



れまでは条例自体に住環境整備全体を盛り込もうとし

ていたため条例が複雑かっ長大になり理解し難いとの

批判も出ていた｡ いずれ,マスタープランの部分は分

離されて条例は簡潔に整理されることになろう13㌔

なお,昭和63年1月1日の公示地価を比較すると尼崎

市が20-40万円/mZに分布するのに対し,東京区部は

60-200万円/m2と,3-5倍のひらさがあり,この面

からは,東京区部では集合住宅を前提とした誘導方策

の方が現実的であるといる｡

12-4-3 足立区 ｢まちづくり総合指針｣と ｢環境

整備指導要綱｣

-｢地区環境整備計画｣･｢まもづくり総合指
針｣による指導要綱の位置づけ丁

足立区では昭和59年度から3か年をかけて,区内70住

区全部の｢地区環境整備計画｣を策定した14).その内容

については各所で紹介されている15)ので,ここでは,

その実現手段の基本的考え方を示した ｢まちづくり総

合指針｣と,個々の開発に対する規制誘導手法として

その中に位置づけられる ｢環境整備指導要綱｣を,住

環境整備をシステムとしておこなう際のひとつの典型

(図.10-12タイプB参照)として評価する｡

まず, ｢まちづくり総合指針｣(昭和63年3月)の元

となる旧 ｢街づくり総合技術指針｣の策定経緯をみる

と,それまでに総合計画の一環として作成された ｢土

地利用計画｣と ｢環境整備計画｣に沿って具体的な施

策を実施するにあたり,街づくりに関する事務事業を

総合的に調整し,より効果的な運用をおこなうために

作成されたもので,全庁的な検討を経て区議会に報告

されたのち制定され, ｢街づくり総合技術指針｣ ｢同

資料集｣(昭和57年2月)として公表されたものである｡

｢地区環境整備計画｣が地区の将来像を示す構想図と

するなら,｢技術指針｣はそれを実現するために各主体

が拠り所とすべき開発の指針である｡

旧 ･総合技術指針の ｢Ⅰ 街づくり総合技術指針｣

の中では,まず, ｢指針｣の位置づけをおこなったあ

と,｢街づくりのための制度｣を紹介 し,次いで｢街づ

くりのための六つの指標｣(環境指標 ･防災指標 ･居
住指標 ･施設指標 ･経済指標 ･交通指標)をあげて具

体的な技術指針としている｡ また,技術指針に沿って

具体的指導を行なう基準となる ｢環境整備指導要綱｣

を ｢Ⅱ｣として掲載している｡ 最後に ｢Ⅲ｣として関

連する参考資料 く基本計画 ･部門別計画が中心)をつ

けている｡

改訂された ｢まちづくり総合指針｣も基本的には旧

｢総合技術指針｣を受け継いでいるが,以下の点が改
善されている｡

①区レベルのおおまかな土地利用計画等に基づく指針

から,住区ごとの ｢地区環境整備計画｣に基づく指

針へとレベルアップした｡これにより,指針の根拠

･目標がより明確になると共に,指針の内容自体も

より総合的なものになっている｡

② ｢まちづくりのための六っの指標｣の項目設定は変

わらないが, ｢環境指榛｣は都市景観等の面で内容

を充実させつつ ｢うるおいのあるまち｣に, ｢居住

指標｣は考え方を示す部分の記述をより充実させつ

つ ｢住みつづけたいまち｣になるなど,各項目とも

充実している｡

③国 ･都 ･区等の公共施設や公共建築物に対する指導

指針として,新たに ｢公共施設等整備基準｣を設け,

｢環境整備指導方針｣と並ぶ大きな運用の柱として

いる｡

｢まちづくり総合指針｣を受けた｢環境整備指導要綱｣

も ｢指針｣の変化に対応して, ｢開発負担の適正化｣

の面から整備負担を大幅に廃止 ･軽減する一方, ｢要

綱適用事業の拡大｣ ｢施策別指導の拡大｣｢開発事業

別指導の拡大｣の面では,六つの指標で示された項目

を具体化して広範に取り込むなど,より総合的なもの

に変質している｡

この様に,足立区では,地区環境整備計画の策定等.

上位計画の変化やまちづくり方針の変化を受けて,指

導要綱においても単なる規制内容の変化に留まらない

構造的な変化を起こしている｡何点かに整理すれば,

①足立区では,尼崎市で問題とされた条例の長大 ･複

雑化という問題点は,住環境整備計画全体が,基本

計画 (土地利用計画 ･環境整備計画 ･プロ･yク環境

整備計画)一地区環境整備計画という ｢プラン｣と,

それを実現する際の ｢まちづくり総合指針｣として

形式面で整然と体系づけらjlていることにより克服

され.環境整備指導要綱の内容は簡潔になっている｡

また.｢指導要綱｣に留まっていることについても,

上位の指針的部分が明示 ･公開されていることで条

例化の必然性は薄れている｡

② しかし,住環境という目でみた場合,環境整備指導

要綱で示されている ｢基準｣は根拠があまり明確で

なく,これは ｢規準｣が述べられるはずの ｢まちづ

くり総合指針｣のなかに問題がある｡さらにいえば,
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足立区の ｢まちづくり｣が物的環境の整備に限定さ

れ,住宅については公的住宅の物的整備指針を中心

に述べられているため,民間住宅も含めた総合的 ｢

すまいづくり｣の視点が弱い16)点である｡従って.

区内に多数存在する公的住宅の管理 ･建替,老人ア

パー トの借り上げ政策,特定地区での改善型まちづ

くり等と合わせて, ｢住まいづくり｣の面からもマ

スタープランを描く必要があるO (10-2-5参照)

③最後に,これも第-の点と関連するが,区内には多

様な地区が存在するにも拘らず,指導要綱の ｢基準｣

が画一的である.とはいえ,むやみに基準を増やす

べきではなく,第二の点との関係で今後煮詰めるべ

き課題であろう｡

12-4-4 地区スケールの行政指導型誘導事例

くその1) 一世田谷区｢建替誘導地区｣ ･

｢街づくり建替登録誘導事業制度｣と｢まち

づくり条例｣ ･｢都市整備方針｣一

世田谷区では,個別の規制要綱だけでは充分なまち

づくりがおこなえない現状を踏まえ,地区を限った誘

導手法として ｢建替誘導地区｣の運用をおこなってい

るOその根拠となるのが ｢世田谷区街づくり建替登録

･誘導事業要綱｣(世街発第163号,昭和61年4月1日施

行,全16条.｢参考資料3｣参頗)で,｢-定の広がりを
もって街づくり事業が行なわれている地区及びその予

定地区において,民間の建築活動を,良好な市街地環

境の創出に資するように誘導 ･支援することにより安

全で,住みよい市街地形成の推進を図ること｣ (第1

秦)を目的としている｡

区長は,街づくり条例に基づく街づくり推進地区,

地区計画が都市計画決定されている地区,木造賃貸住

宅総合整備事業等の事業地区,都市整備方針において

優先整備地区として掲げられている地区等8項目の地

区 (第3条の各号)のうち,良好な市街地環境を形成

するため,民間の建築活動を誘導,支援することが特

に必要であると認める地区を期間を定めて, ｢建替誘

導地区｣として指定することができる (第3条)｡ そ

して区長は,建替誘導地区を指定したときは当該地区

に係る整備誘導指針を策定するものとする(第4条)0

整備誘導指針には, ｢地区全体の整備指針｣｢土地利

用,建物利用に関する事項｣｢建築物等の色彩,意匠,

形忠等のデザインに関する事項｣｢緑化,広場その他

公的空間の整備に関する事項｣｢その他,区長が必要

と認める事項｣を定めるものとし (第4条),区長,

地区住民,専門家はそれぞれの責務を負う (第5-7

餐),というのが計画策定に関する事項である｡

さて,こうして策定された ｢指針｣を実現するため

の具体的手段の基本となるのは ｢事前相談｣と ｢建替

登録｣である｡建菅を行おうとする者は ｢建替計画事

前相談書｣によりその計画内容について区長と協議 (

第8条)しなければならず,区長は適切な助言 ･指導

を行う (第9条)｡ また,地区住民等のうち,建菅を

予定している者はその旨を ｢建替登録書｣により登録

することができる(第10条)｡区長は ｢事前相談｣及び

｢建替登録｣があったときは建替診断をおこなうこと

ができ (第11条),さらに,区長は ｢建替計画提案｣

(第12条),設計助成 (第13条),公開空地整備助成

(第14条),建替業者のあっ旋 (第15条)をすること

ができる｡

｢建替誘導地区｣は昭和61年度に北沢地区 (木賃総

合),太子堂地区 (木賃総合),野沢地区北 (沿道整

備計画 S61.10.10)の3地区に,昭和62年度には喜多

見駅前地区 (地区計画 S62.8.1),上祖師谷地区 (地

区計画 S62.8.1)等4地区に,昭和63年度には千歳烏

山駅北口地区 (ショッピングプロムナー ド)等に指定

され,整備誘導指針を策定している｡ 建替登録の実績

を昭和61年度につきみると,3地区での建替登録は30

件(全棟数の1%),建替提案17件(確認申請の約16%)

17)と,｢確認申請の2-3割程度という当初の見込み

通りにいっており｣｢二項道路のすみ切り,計画道路

の幅員確保等にとり有効な手段となっている｣18)｡ し

かし,実際に実現に至るかどうかは開発者の意向に左

右され,こ頚1が当手法の限界であるo

以上を.地区スケールの誘導制度として評価すると,

①地区指定･指針策定･運用の全場面において区長のイ

ニシャチブを認めており,典型的な行政指導型の制

度といえる｡但し,実際の地区指定は協議会方式に

よるまちづくりがおこなわれている地区がほとんど

で,その多くは法定地区計画の決定をみている｡ 従

って, ｢建替誘導｣は一部空間要素に働きかける特

定的かつ計画形成段階の暫定的補完手法として用い

られているといえる｡

② ｢まちづくり条例｣は区民の発意によってしか地区

指定ができないこと,郡市整備方針では ｢優先地区｣

等の位置づけはできるが具体の開発行為に対する機

動的対応ができないことから,それを補完する意味

では ｢建替誘導地区｣の運用は有効な方法といえる｡
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要綱第3条において多様な地区を対象地区とできる

ことにしているのも,こうした補完関係を意図した

ものと考えられる｡期間を定めて地区指定をおこな

う点もその柔軟性 ･機動性を発揮するための方法で

ある｡

③ただし,単なる行政指導と異なるのは,少なくとも

指導の形式について要綱という形で明文化した点に

ある｡ とはいえ,具体的な基準は明示されていない

ので,区長の裁量は大幅に残 されており,これが柔

軟な対応をするための手段になっている｡

㊨ ｢建替誘導｣にあたって,最終的には事業者の意向

が重視されるので, ｢建替計画提案｣には強制力は

ない｡また,独自なシステムとして用意されている

｢建替登録制度｣は地区住民等の発意に任されてい

るので大きな展開には至っていない｡これらは誘導

制度の限界であるが,これを乗り越えるためには,

第4条で定められる ｢整備誘導方針｣が地区全体の

整備方針として浸透すると共に,重要な事項につい

ては財政的 ･人材的援助が伴 うことが必要である｡

12-4-5 地区スケ-ルの行政指導型誘導事例

(その2)一横浜市｢街づくり協議｣地区一

横浜市では,都市再開発法の施行を契機として,昭

和40年代末期以降, ｢指導地区｣ (現在 ｢まちづくり

協議地区｣)指定による誘導型再開発の運用をおこな

っている｡地区の拠点を中心に現在33地区が指定され

(図.12-1),この地区内では,歩行者空間の充実等

をはかるため,道路からの建物の壁面後退,東西間通

路の確保,共同建築等による再開発の推進を提案 ･指

導している (義.12-9)｡なかには地元発意のもの (

馬車道,伊勢佐木等)もあるが,おおむね市制の提案

(多くは ｢プラン｣も ｢基準｣ も明示されていない)

による ｢行政指導｣であり,開発者に対する ｢事前協

議｣あるいは ｢お願い｣を通 して地区整備構想等の実

現をはかろうとするもので ある｡ 具体的運用方法を以

下に示す｡

①郡市計画局から建築局 ･区建築課に対 し, ｢まちづ

くり協議｣地区として指導をおこなうエリア内で起

こる建築行為 (多くは一定規模以上の建築物や特殊

建築物に限る)については事前に都市計画局担当課

(再開発課,開発計画課,都市デザイン室,他)の

協議を経るよう依頼しておく｡

②都市計画担当窓口にきた計画者に対してはパンフレ

ットを示 して協議をおこない,壁面後退,共同化,

等を ｢お願い｣するO -方,担当課 (担当者)は既

に蓄積されている地区の情報,とりわけ隣接敷地の

情報を与え,また,道路 ･縁故等との調整を進んで

おこなうことで相手にメリットを与えるO

③指導の拠り所は法的に決定されたものではなく,ま

た,多くは地元組級の合意も得られていないが,運

用の方針を用意しており,それに沿った指導をおこ

なう｡ 全てを実現できるわけではないが,法的基準

を定めた場合に比べ必ずしも水準は低くならない｡

以上の様に,先の世田谷区の ｢建替誘導地区｣と類似

するシステムであるが,相違点に着目すると,

①世田谷区の ｢建替誘導地区｣は要綱として明記され,

区としての計画システムに公的に位置づけちれたも

のであるが,横浜市の ｢街づくり協議地区｣は主に

開発者に対する理屈づけとして束ねられた地区的計

画 (特に再開発)システムの総称である｡

②手法の性質上,その説明の仕方は方面により異なっ

ている｡すなわち,開発者及び施主には担当窓口に

おいて 『街づくり協議ハンドプ･yク』や地区ごとの

パンフレットを示し協力を求めている｡ また,再開

発という目でみるなら,再開発方針 ｢2号地区｣や

｢戦略的整備地区｣に多く重なっている(図.12-2).

さらに,市議会等への説明には総合計画に位置づけ

られている ｢都心｣や ｢拠点地区｣の整備をおこな

うものと位置づけている｡

③従って,世田谷区の ｢建替誘導地区｣でイニシャテ

イブをとる ｢区長｣に相当する丁市長｣とは別に,

担当課の意向によって運用されているのが実状であ

る｡ より柔軟な対応が可能ではあるが,暴走の危険

性も内包している｡

最後に,こうした ｢行政指導｣よる地区計画的対応

の可能性とその限界は以下の様に整理できるo

①横浜市の都市計画システムの特殊性に関してである

が,罪-に,もともと強力な行政指導をおこなって

きたことがこうした手法を可能にしている部分が大

きく,-般性を有しないことであるo また第二に,

地区担当制をしいているとはいえ,人口三百万人の

市域の33地区を対象に少人数の担当者のみで指導を

おこなうには,きめ細かさという面で限界がある｡

さらに第三に,最終的目標の多くは再開発の推進に

ある(地区担当のほとんどが再開発課の担当である)

ため,総合的な地区の ｢まちづくり｣の目標とは必

ずしも一致しないことであるO 最後に,第二,第三
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表 .12- 9 横 浜市 街 づ く り協 議 地 区 一 覧(1987年3月 現 在 )

地区名称 刺Å【ha]ト.l林l市l拠点拝謁II一 朗 方針.i i.Iほ †Jレt &I 庶事法の適用
ti望慧琵諾珪梅内寄●i 壁J⊂姐強 Ff蟹は音望揺用地S f 市ih

-王‡旭 汁絹 制tiL宅目 板 2号 略 号市 的 旭松 地 区l 3 5
7 9 lll3Il 3 5 7 92 4 6 8 10 12 2 4

3 6 8 )0 匡 【件 】旭 区1tZ昆駅圃ig地区 70.0I20 0 0
000 ○ 02I l0iI210lJ6 0 ○ 02続柄iR雫口喝jD地区3続柄IR西口伺iD地区 15.

055.4 II 〇〇〇 ○ ○ 0 0000 000 I 0○ 0○ ○○4.t-トサイト地区5河野.平沼

珂iD地区 17.6Ilo.0 II 〇〇〇〇 〇〇〇 0000 02 I.5 00 0 08大通
り公園閉辺地区7市庁舎前面-dj区 22.63.0 II ○○ ○ ○ 0000 0 0 02 0

3 ○○ ○○⊂)BIT:TT地区9け榔宝木rH～7丁目 5.8l6.9 II ○0 ○0 0 0 000 0 00 1 1 00 ○0相馬半銭地区 .0 I ○ ○ ○ 000 01.2

○ ○日石JHrT南門通り地区l2山下JLtEiい日本犬 ijり間辺地
区 .0.7.I4.0.0 1I ○ 0 0 0 00000 0 ○○ 0202 001 I7 00 ○○l3即毛地区 -ヽ I ○ ○ 00 0 0 00 ○ 02 0

○ ○l4大は購捕舟撫泊抜地区fS上大内駅間iB地区 I2 0 00 0 0 02 0 0l8保

土ヶ谷明確iZZ地区JT星川.天王TT地区 .7.0.0.0
4 33 0 00 0 ○ 0 0000 0 02 6 0○ ○18ilケ噂SR閉iZ]地区19二俣川駅間辺地区 33〇 〇〇〇 ○ ○ 0 00O OpOO ○ 02●2

1 0020持出iR固iZZ地区 3 ○○ 0 0 ○ ○ ○21金

沢八景明周iZZ地区22金沢文耳駅間辺地区 .5.4.5.0.7 330 0 0 〇 〇〇 0 02 0A
AI.31

I ○○ ○○ ○○23朝練P.駅北紺地区 I○ ○ ○ ○ 0 0 03 ○24粥陳求地区爾紳25加島!即王】辺地区

i3 〇〇〇 ○ 0 〇 〇〇〇 ●02 ○○26中山Ⅵ同辺地区27長持円駅北口地区 34.950.0 44 0 〇 〇〇 ○
〇 〇〇〇 ●0 34 03 ○0 ○ ○28長持田駅間辺地区29鴨屈,班tniD地区:伯柴戸1¥駅ほ一辺地区 .3.0.4 444 〇〇00

○ ○ 〇〇 〇 ●04 i.33 28 0 ○3l立嘩交差点間iZZ地位32三ツ臆抑封iZZ地区33細谷駅間iD地区 .0.8.2 4440 0 0〇 〇 0 00 ●

02● 33 00 ○台汁 964.9 728日8 9lJ3181423 22512191352512 24 3 4lO 3 2 58 30
19 8引 推市拠点拝系 I2載積方針

‡3並博内等I.払い第2の称Ct 1.称む紳(業持)強化 B.共同建築化 l僧面維退.射手者空間沌僅 7･駐車
㌢､.-1付乱 出入口指定拠点地区 2.土地有効利用(含む:集稚) 9.射 手著空rJLl態俺･稚保 2.枚地

内緑化2.別折ILl拠点地区 3.都市糞岨(調印).'dl'並み形乱 等 10.都市型住宅
群人 3.池袋計画3.地

域拠点地区4.郊外拠点地区 4.マーケッティン
グ強化 Il.環境



の点と大きく係わるが,本庁の指導によれば機能的

に特化した指導 (再開発)に偏りやすいとはいえ,

地元に密着し総合的まちづくりを推進すべき区は今

のところ単なる行政区に留まっているため権限 ･人

材 ･財源ともに薄い｡こうした限界を乗り越えるた

めには,今後,市一区関係の改革が必要になろうo

②以上の特殊な状況のなかで, ｢街づくり協議｣のシ

ステムは誘導的手法に依存 した整備手法ということ

になり,活発な建菅が起こることを前提にせざるを

得ない,東京区部既成市街地でみるなら,副都心周

辺部や西南部地域である程度基盤整備のなされた地

区に応用可能性は限られよう｡

③いずれにしても,ある時期に地区の整備計画を認知

･合意することが必要である｡ 横浜市の場合, ｢ひ

きだしの申｣･の計画を強力な行政指導により担保し

てきたが,近年, ｢不透明｣ ｢担当により対応がば

らばら｣との限界から ｢協議｣を主体とする考えへ

と切り替えつつあるのが現状である｡

12-4-6 地区スケールの行政指導型誘導事例

(その3)一工業系用途地域における ｢住

居系指同地区｣ (尼崎市)-

尼崎市住環境整備条例 (12-4-2)では,住居地

化している工業系用途地域について,市長が ｢住居系

指向地区｣を定めて日用確保等の行政指導をおこなう

ペく,条例の最後に ｢別図｣を付して地区を特定して

いる (図.12-3)oその内容は,｢準工業地域内の住
居系指向地区｣(3地区)イ工業地域内の住居系指同
地区｣(10地区)･｢準工業地域内の工業系指向地区｣

(2地区)の3種塀であるが,住居系指向地区は尼崎

駅 ･塚口駅周辺に多く指定されている｡ こうした地区

では中高層住宅の建設が進行しており,高さ10mを超

える建築物に対し,日照時間の確保などを住居地域並

みに指導することで トラブル防止を図るのが目的であ

る｡ これを低層高密度市街地への応用という面から評

価すると,

①指導要綱による周辺敷地とのハー ド･ソフト面での

開極性の調整 く12-2-3)は必ずしも地区レベル

の動向を踏まえた将来の土地利用構想との整合を保

障しないが,一定の土地利用計画に依拠し,地区を

限って将来の用途地域変更を前提とする行政指導を

おこなうことでそれを克服できる｡ (｢指向地区｣
は,現行の尼崎市土地利用計画の内容とは必ずしも

氏国事工賃地軸 鳩韓 敵 地と
田 工業車.q馳荘簡掘向婚E

.明 圃斬組 域か



一致していない.)

② この場合,地区レベルの将来方向は上位の計画で,

きめ細かな個別指導は指導要綱により (事前協議の

義務づけは条例により)相互補完的に用いることが

効果的である｡

12-4-7 法定地区計画における行政指導としての

届出勧告制

法定地区計画で地区整備計画を定めたとしても,建

築条例を定めない場合には届出勧告制によることにな

る｡これは一種の誘導的な行政指導であるが, ｢強い

規制に対する受忍は,現段階では一般的にはなかなか

受け入れられないだろうし,罪-,地区計画の前提で

ある住民の共同防衛的な参加意識はまだ過渡期の段階

であって,共同義務の確認にまでは一般に熟していな

い｣19)現状によるものであると解されている｡実際,

郊外の良好住宅地を除けば多くの法定地区計画はペー

スの地域地区を緩和して初めて建築条例等による規制

が可能になっているのである｡ しかし,先に検討した

行政指導と異なるのは, ｢法的手続きに従って定めら
れた地区整備計画に基づいて｣行政指導がおこなわれ

る点である｡世田谷区の ｢建替誘導地区｣では要綱に

基づいておこなわれたこと,横浜市の ｢街づくり協議

地区｣では担当課の任意な制度として運用されていた

こと,尼崎市の ｢住居系指向地区｣では用途地域に連

動 し条例に定めた手続きに従っていたが指導の内容に

ついては裁量の余地が大きいことと比べると,整備の

内容は明確であり一線を画している. また,だからこ

そ勧告をした場合に ｢必要があると認めるときは,そ

の勧告を受けた者に対し,土地に関する権利の処分に

ついてのあっせんその他の必要な措置を講ずるよう努

めなければならない｣(都市計画法58の2)｡しかし,

｢法律による行政が原則となっている法の世界の内に,

行政指導を法律の根拠を示して導入した意義は少なく

ない｣28㌦ 逆にみると,各自治体等で試みられている

誘導型地区スケールの計画も,いくつかの条件を満た

せば法定地区計画に迫る内容をもっことができること

を示している｡

12-4-8 まとめ

低層高密度市街地において法定地区計画を策定する

こと,とりわけ地区整備計画を策定することは,その

実績が非常に少ないことが示しているように困難な作

業であるQまた,たとえ策定したとしても,6m道路

の拡幅に典型的にみられるように,代替地の確保も含

めた総合的な事業手法が伴わないと実現困難である｡

従って,法定地区計画の地区整備方針 ･地区整備計画

の策定という手続きをとらなくても,誘導型の ｢地区

の計画｣は以下の条件を充足していれば積極的に評価

すべきものであると考えられる｡

①その地区で誘導手法によるまちづくりをおこなうこ

とがマスタープラン,あるいは居住環境整備計画の

なかで位置づけられており,また,地区住民のある

程度の合意が得られていること｡この際,事業手法

が必要なときはそれが保障されること｡

②安全性など最低限の性能に係わる要素は既存の法律

･条例に基づいて厳しく規制されるべきであるが,

地区に応じたキメ紬かな誘導をおこなう場合,一般

の合意を上回る部分 (例えば6m道路-の拡幅)に

ついては,規制の代償としての補償に対応する体勢

が組まれていること｡

③従って,補償を要さない論理を組むには,1)経済的

価値を損なわない誘導手法であること｡この場合,

規制誘導の範囲は限られる.2)相手が納得･協力した

場合にのみおこなう誘導手法であること.この場合,

相手が納得しないものは実現できないので,是非実

現したい部分には助成等のインセンティブが必要に

なる｡3)容積率の増加など何等かの見返りを伴うこ

と｡ この場合,容積率の増加等の見返り措置は個別

無計画におこなうならば相隣環境のみならず地区環

境の悪化をもたらす可能性が大きい｡ただし,地権

者の合意のうえに,まわりへの影響を最小限にとど

めておこなう規制緩和 (例 :86粂認定)は一考に値

する｡

⑥要綱 ･条例のどちらにすべきかは.対象とする要素.

誘導の程度,地区の状況,上位計画との関係によっ

て判断すべきである｡ より重要なのは,誘導の根拠

が明確かつ明快であること,他の制度手法との連携

がうまく保たれ,総合性が発揮できることである｡

こうした目でみるなら,本節で検討した誘導型 ｢地

区の計画｣は評価すべき点も多いが,また改善すべき

点も多いことが明らかである｡ 特に,②③の視点から

の改善を進めると共に,①の観点から戦略的な制度を

生み出すことが求められている｡また,④は計画シス

テム全体の組み方に関わる事項である (10-3)が,

個々の誘導型地区の計画が総合的実効力を発揮するた

めに是非必要な観点である｡
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12-5 計画共有型規制緩和手法の検討

一敷地共同利用に係る建築基準法86粂第 1項の

認定を中心に-

12-5-1 計画共有型規制緩和手法の意義

敷地が細分化されており建て替えが個別に起こる低

層高密度市街地においては,建築基準法による個別敷

地に対する規制のみではかえって環境の悪化を招くこ

とにもなるo Lかし一方,大幅な権利の調整,財産権

の制約を受ける ｢共同化｣には抵抗が強く,さらに,

多数の権利調整の必要な ｢協調化｣も難しい｡こうし

たなかで,現実の問題を克服するためには,住環境整

備上意味のある最低限の環境ユニットを設定しっつ,

その範囲内で,財産権の制約にもならず権利調整も比

較的容易な建替手法を獲得することが今日要請されて

いる. 大熊(198.6)2日によjlば,｢種々の誘導施策の中

で共同化,或いは協調化が強調されながらも現実に,

それが実現 しないのはそれなりの理由がある｡ 少なく

とも現時点では共同化の計画が具体的に個人にとって

(+)になるシステムが見出せないからである｣｢共同
化促進の鍵は,それによって土地利用の効率が高まる

と同時に,全体の空間価値が高まり,かつ,従前,従

後で,個人の権利と空間利用状況が相互に納得のいく

バランスが確保されることである｣｡従って, ｢この

ような整備計画手法の開発は,建築計画から権利調整

計画に至る総合システムの開発｣である｡ こうしたシ

ステムのどの部分に公的主体が係わるべきかは議論の

あるところだが,少なくとも法的規制がネックになっ

て不合理が生じている部分 (例えば,宴宅地が建て替

え困難)については,行政側に見直しの責任がある｡

こうした現状を踏まえると,ある一団のまとまりを

もつ権利者が建替計画を共有することで既存の規制を

超えて建て替えをおこなう手法の開発が是非必要にな

るoそこで,この様な運用の可能性をもつと考えられ

る建築基準法第86条第 1項の ｢総合的設計による-班

地内の建築物に対する特例｣,いわゆる ｢裏宅地認定｣

の技術的内容と,当制度の運用上の問題点につき以下

に考察をおこなう｡

12-5-2 86条認定準則に関する許可基準

もともと,86条 ｢総合的設計｣は,タウンハウス等

の一体的開発を新規におこなう際適用されていたOし

かし, ｢近年,三大都市圏の既成市街地においては,

人口の減少,職住の遠隔化,敷地の細分化,オープン

スペースの不足等の問題が生 じており,土地の適切な

高度利用を促進しっっ市街地環境の整備改善を図るこ

とが重要な課題となっている｣こと,特に,既成市街

地においては,本来高度利用を図るべき地域内にあり

ながら,前面道路の幅鼻が小さいことや敷地規模が小

さいこと等のために適切な高度利用を図ることができ

ない敷地が多く存在している状況を改善すべく,昭和

60年2月8日, ｢敷地共同利用に係る建築基準法第86条

1項の認定準則に関する技術基準について｣ く建設省

住街発第6号)が通達された｡これを受けて束京都で

紘,都における既成市街地の現況に鑑み,建設省の基

準の一部追加変更を行って.認定基準 (昭和60年7月30

日付60都市建調第203号)及び実施細目 (同年12月20日

付60都市建調第379号)を決定 し,昭和61年2月14日付

60都市建調第485号として.都下の建築主務部長宛に通

知をおこなった｡東京都の基準は,建設省の基準に比

べて按道条件が若干厳しくなっているものの,それほ

ど大きな相違はない｡

その後,高度利用の要請が最も強い千代田区でいち

早く対応がおこなわれた｡すなわち,区独自の運用を

おこなう前提として,昭和60年5月, ｢神田下町コン

ペ要領｣を発表,86条を用いた建菅のアイディアを民

間から広く募集した｡こうした成果を生かして,昭和

61年4月,区の運用基準を設けると共に,こうした建

智を促進すべく｢敷地共同利用促進助成制度｣を発足

させている｡

また,昭和62年の建築基準法改正により,それまで

懸案となっていた,.① ｢-団地｣の事後担保のために

特定行政庁による公告が義務づけられた,②認定によ

らない一般建物を建てる際にも特定行政庁の認可が必

要になるなど,法律上の整備が一段と進んだ0

12-5-3 各区の対応と課題 (表.12-10)

86集散地の共同利用による認定については,各区と

も概ね東京都の許可基準に基づいて運用しているが,

ほとんどの区で認定の事例は全くないかほとんどなく

現行の運用についても ｢特に考えはない｣ ｡ また,現

行基準の問題点についても多くの区では ｢特に考えは

ない｣とするはか, ｢権利者が多くなるので合意にこ

ぎつけるのが容易でない｣と考える区は多い｡さらに

今後の認定に対しても ｢とくに考えはない｣｢積極的

におこなうべきであるが,とりあえず具体的考えはな

い｣とする区がほとんどである｡

こうしたなか,千代田区では,高度利用の要請が最

も強くまた裏宅地認定によるメリットも大きいことか
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表.12-10

建築基準法第86条第1項の認定基準とその運用実績
(1988年12月現在)

千 中 節 文 台 ※ 江 晶 日 大 世 渋 中 杉 豊 ※ 板 鎌 足 吉 江
代 轄 墨 田 北荒 声
田 央 宿 京 東 田 東 川黒 田 谷 谷 野 並 島 川樺 馬 立

姉 川運用の基准
ナシ1.おおむね連投省の許可準則 (昭和60年)に基づいて運用し

ている 02.おおむね東京都の許可基準 (昭和60年)に基づいて運用している 〇〇〇 〇 〇〇〇 〇〇
〇 〇〇 〇〇〇〇〇3.区で独自の許可準則を作成し運用している ○

4.その他 03 05運用の方針i.棟橿的に運用しており区で独自の促進策(助
成等)をおこなってい る ○2.枚棲的に運用しており区で情報の提供

を棟棲的におこなっている 063.許可基準に合えば認めているが特別のことはおこなっていない4.運用には消毒的である5.その他

〇〇〇〇 〇〇〇〇〇〇〇〇 〇 〇〇〇托定の実捷i.コンスタントに認定している
2.ときどきある程度である (○○)
3.事例もまほとんどない 〇 〇 〇 〇〇

〇4.事例はな

い 〇〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 ○○5.その他 〇 一現行制度 (86集第1項)の開封点-①詑定基埠に
ついて1.運用面粗 く50076以上)が厳し

すぎる ○-どれくらいが適当か ( d以上) 400一㌔2.有効前面道路の基準が厳しすぎる3.通指の基準が厳しすぎる4.空地の基準が厳しすぎる5.隣地斜線制限緩和の基輩が厳しすぎる6.特に考え

はないi7.その他 〇 〇 〇〇〇 〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇 〇〇〇〇lE行制度 (86集第1項)の同封点-③法定の運用上の同封点1.北側斜韻.日影規制の緩和の際,日照の確保がネックになってしまう ○
2.権利者が多くなるので合意にこぎつけるのが容

易でない 〇 〇 〇 〇 ○ ○3.認定の騒建築協定
を結ぶことが容易でない ○4.詑定の事後担保をするの

か容易でない ○ ○5.特に考えはない6.その他 〇 〇〇 〇〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇〇今後の裏
宅地故定に対する区の考えI.稚極的におこなえるよう,区での取り組みを強

化したい 022.枚極的におこなうべきだが,とりあえず具体的考えはない 〇〇 〇 〇 ○ ○3.これまで通りの対応で十分
である4.その様な方向は事業手法 (再
開発)でおこなうべきである5.とくに

考えはない 〇 〇 〇〇 〇〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇6.その

他 〇一注)1.千
代田区 :63年度l件｡2.千代田区 :市街地住宅捻合投計制度とのリン

ク方式｡3.新宿区 :事例なし｡ 4.新宿区:法52集第3項を適用できる敷地について

は同項にて対応する.5.品JJ日夏:東京都投合投計許可要頼(S63年)に簿する要約を作成す
る予定である｡6.豊島区:手引きを作成し配布してい

る｡ら,唯一,区で独自の許可基準をもち,さらに助

成策を設けているO また,豊島区では運用は東京都の基準

を用い,助成策はないものの,パンフレットを作成し

て配布している

.しかし,500m'以上という敷地面積が大きなネッ

クとなって認定事例は ｢ほとんどない｣のが実状である

｡また,昭和62年に改正された建築基準法との関

係でみると,法第52条第3項 (広幅貞道路から入る

6m以上道路の幅農による容積率規

制の緩和)が適用できる敷地は同項にて対応する (新

宿区)ことも敷地の共同利用を阻害する要因になってい

る｡従って,同認定の活用方向としては,敷地の共同利

用という本来の方向ではなく, ｢東京都総合設計許可

要綱に準ずる要綱を作成する予定である｣(品川区

),｢市街地住宅総合設計制度とのリンク方式を考

える｣(千代田区)という様に,総合設計の変形として活用

する意向のみが強く出て

いる｡密集市街地の裏宅地整備手法としてはほとんど意識

されていないのが現状である｡12-5-4 まとめ

結局, ｢協調化｣を基本的考えとする86粂1項

の認定が促進されるためには,そのメリ.yトが表裏

の敷地共に大きいばかりでなく,共同的に利用して初

めてその利点が生じることが必要である｡ しかし,こ

うしたケースは希にしかなく,権利者が少ない場合や,

同じ地主から同等の条件で借地している場合などに限ら

れよう｡昭和62年に改正された建築基準法も,敷地

単位の緩和が中心だったので,法第52粂第3項にみる

ように,敷地の共同利用を阻害する方向に働いており,

栄京都安全条例の緩和 (13-2-



ところで, ｢協調化｣とは別の ｢共同化｣も,資金

的理由と共に権利調整面での理由から賛意は少ないの

で,整備手法は八方塞がりの状況に立ち至る｡ この限

界が,誘導手法を中心として密集市街地改善をおこな

うことの限界である｡代替地の確保やスポットクリア

ランス等の事業的手法との連携を効果的に構築してい

くことがこれ以後の課竃になる｡

12-6 地区的におこなう誘導手法の体系化の方向

12-6-1 地区的計画において ｢誘導｣が担う部分

第11章では, ｢事業｣の視点から,6m程度の地区

内道路のネットワーク化等が,低層高密度市街地にお

ける純粋な事業になりうることを示した｡ここにおい

て,地区的計画の主要関心は,4m道路の形成 (2項

道路の拡幅)と･建築物の規制誘導に絞られる｡

このうち4m道路の形成については,近年,各自治

体で狭あい道路拡幅整備要綱 (条例)による対応が普

及しつつあり,また,国のレベルでも昭和61年度に地

区住環境総合整備事業が創設されたので,整備のレベ

ルからみれば,地区住環境総合整備事業-4m道路整

備促進地区一一般要綱 (条例)による拡幅,の順に整

備の度合を位置づけることが可能になる｡このうち,

地区住環境総合整備事業はそれ自体で地区の計画にな

り実現手法も伴っている22㌦4m道路整備促進地区は

次のレベルの地区の計画としてマスタ-プランに位置

づけることが可能だろう. また,一般要綱 (条例)に

よる整備をおこなう場合は,拡幅の必要性 (地区の状

況による)と可能性 (敷地の大 きさ等の物的条件,財

源等)から重要路線を特定することが必要になる｡例

えば,足立区ではおおむね100mに1本と限定して条例

に位置づけているO また,一定規模以上の開発に対し

てはより広い幅員の確保を義務づけることも計画の補

完手法となる｡

こうして,道路については ｢方針｣と ｢整備｣をひ

ととおり計画として位置づけることができる｡残りは

建築物の規制誘導である｡

12-6-2 建築物の規制誘導方策の総合化

まず,この内容は大きく3つのタイプの混合として

整理できる｡その第-は,ワンルームマンション指導

要綱に典型づけられる様な,建ててはいけない限度を

ペ-スに一般に合意できる建て方のレベルを示す (禁

止的誘導手法)部分である (第 2･3節)｡その対極に

あるのは,数敷地から街区単位程度で既存の居住者が

衰･12-11 指導要綱等の種類と指導目的

禁止的講等 -般誘輔 l共同猛和 特定敷地インtン

ティTA-1(住宅立地範囲) ○
○ ◎く環境客車

) ○ ○ ㊨A-2(相隣環境) 接道関係 ㊨ ㊨ ◎隣地関係 ○ ○ A

Bく居住水婆)I O
I OI 1 tCく住宅基準) ○ ○

D(定住.バランス)

0 ○ ◎窒::套糞荏絹 とこが共同性 鯛

い0:公共性も共同性も低いまとまって計画を共

有 (組合,協定等)することで,従来ネックとなって

いた規制を乗り越える可能性を与えることである (第

5節)｡第三は,このどちらにも属

さない,地区内住民による個別更新を全体の方針に沿

って誘導する一般的部分である｡なお,一定の基準

を満たした建物につき個別にボーナス等を与える住宅関

連の制度として,市街地住宅総合設計制度があるが,昭和6

3年5月末までに東京区部で認可された47物件の平均敷地面積

は5846琉 容積率550.7% く指定容積率は462

.7%)と大規模であり,従前指定容積率が300%前後の

3物件に限っても最低敷地面積が2396mtと大きい

ので,低層高密度市街地の一般敷地にはほとんど関係

なしと結論づけられる23㌦但し職住近接といったマク

ロレベルでの都市計画 ･住宅政策課題に答えるという

観点では評価できる.すなわち.広域の計画上の要請

に答えるのは条件のよい敷地に任せておき,一般敷

地では即地的な住環境を向上することを一義的目的と

するのが賢明な役割分担である｡さて,これらを第

4節で検討 した様な地区的計画システムとしてどう位置づけ

構成すればよいだろうか｡表.12-11は.指導要綱等の目

的と規制誘導の種類をクロスさせ,それぞれに誘導の

根拠を位置づけたものである｡これまでの指導要綱

等は,その場その場の状況に応じて事後的･規制的に

制定･運用されてきた面が強い｡しかし,今後は,マ

スタープランやまちづくり方針の基に体系的に位置づ

けながら,誘導要素の性格に応じて規制誘導の内容 ･程度を戟略的



補注(第12章)

1)昭和55年(前回の見直し時)に発表された基準o新

らしく示された昭和62年の基準ではこうした表現は

なされていない｡

2)大阪市では.基礎的調査を経て.昭和60年4月から

｢中高層共同住宅の2戸 1化設計指導指針｣及び ｢

同指導要領｣を実施している｡港区とは異なり,開

口予定部分設置基準や設計実例,構造上防火上の技

術指導などを盛り込んでいる｡

3)昭和62年に東京区部で供給された戸建長屋建分譲

住は2935戸(新設住宅全体の1.8%)に留まるo

4) ｢東京都渋谷区中高層建築物等の建築に係る紛争

の予防と調整に関する条例｣

5) ｢渋谷区ワンルームマンション建築物指導指針｣

(昭和59年2月23日,区長決裁｡同年3月1日施行)

6) 『渋谷区中高層建築物等の紛争の予防と調整制度

のあらまし』(昭和63年版)

7)昭和62年に区部で供給された共同分譲住宅 18544

戸車,30m'未満が46.2%(8571戸)を占める.

8)五十嵐敬喜(1987)『都市法 』 . この点につき,磯

部は,単なる当不当の世界を超えた ｢現代都市法秩

序の世界｣をそれとして確立することこそが課題と

している｡(『法律時報』1989.1p.67)

9)村田真(1986)｢宅閑要綱条例化に先鞭是正指導-

カウンターパンチ尼崎市, 『住環境整備条例』を施

行｣ 『日経アーキテクチャー』1986.3.24pp.80-84

10)河申俊(1988)『住環境の観点からみた敷地コント

ロールに関する研究』 (『建築研究報告』NO.117)

ll)村田其(1986),前出

12)河申俊(1988),前出

13)尼崎市住環境整備基本計画は,昭和62年度に南部

地域の策定がなされ現在調整中である.｢地区計画の

タタ車台として位置づける｣(市住宅政策課)として

いる｡

14) 『足立区地区環境整備計画総合版』(1987.9)とし

てまとめられた｡

15)例えば,高見沢邦郎編(1988)『居住環境整備の手

法』,彰国社

16)6つの指標のうち,｢3.住みつづけたいまち｣では

民間の住まいづくり指導,公共住宅づくりの指導,

地域別の住まいづくり指導,住環境を守るための指

導の4点につき基本的考え方を示しており,これを

具体的に展開する方向が現実的アプローチであるo

17)(財)特別区協議会(1987)『特別区政■86』p.207

18)小西慕-(1988)｢世田谷区の街づくり｣ 『住宅』

1988.7p.ll

19)大塩洋一郎 『日本の都市計画法』p.500

20)五十嵐敬喜(1987)『都市法』p.2310

21) 『都市計画』NO.143

22)補助を伴う地区施設造成事業,地区施設整備事業

を内包している

23)当制度は原則として環7以内に適用され,昭和63

年5月までの実績戸数5468戸｡但 し,半分の2520戸

は佃島の開発による｡なお, この制度では適用条件

として接道幅農6m以上,敷地面積500mZとしている

が,第8章で検討したように,これだけの条件を満

たす敷地は低層高密度市街地では全敷地の1%内外

しかない｡
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第13章 用途地域の改訂に伴う規制誘導方策の体系化

本章では,.東京区部を主要な対象として,とくに用途地域改訂作業に普目し,都心周辺

低層高密度市街地における住環境整備という側面と,都市械能の更新･高度化･活性化とい

う側面をいかに両立 しうるかとの問題意識のうえに,実証的なスタディーを通して両論理

の望ましい共存 ･実現の方法を考察するo 具体的には,罪-に,これまでの東京区部都心

周辺低層高密度市街地における用途地域指定の経緯と今日的課題を整理 (第 1節)したう

え,第二に,指定替え作業の考え方と実際の指定替えについて分析 ･評価する｡ ここでは

さらに,指定替え(緩和)状況と地区の実忠的状況の関係によってどのような効果 ･問題が

あるかを地区的に検討する (第2節)0 第三に,第12章で検討した誘導手法と関連づけな

がら,こうした用途地域指定替えをより有効に行うための方法につき考察する｡ その際,

他都市の先行事例を,特に東京区部都心周辺低層高密度市街地への応用面に著目して分析

評価する (第3節)｡最後に,地域地区の見直しを手がかりにして規制誘導方策を体系化

する方向を論じる (第4節)0

13-1 低層高密度市街地における用途地域運用経緯

と今日的課題

13-1-1 用途地域運用に関するこれまでの経緯

(1)はじめに

東京都心周辺の低層高密度市街地の形成に関し,節

5章で得られた結論は以下の様に整理できる｡

現在の低層高密度市街地は,基盤未整備のまま最低

限の基準によって急激に低層木造の建物が立ち並び,

後に,これが更新する過程で高容積化していく｡ こう

した状況に対し,昭和15年以降,市街地の密集化防止

を意図して指定された空地地区は,高度成長期初期に

は大幅に後退した｡また,建築基準法移行時に設けら

れた建蔽率の30m2控除規定も実効性をもたないまま制

度自体が昭和45年に廃止されて,敷地の細分化を伴い

ながら進む市街地の密集化にはなんら効果的な計画対

応がなされなかったうえ,この間指定された容積地区

紘,当地域が副 都心近傍など利便性の高い地域にある

等の理由により一般に過大な容積が設定された結果,

住環境という面からは大きな欠陥があった｡

以下,時代を追って,用途地域制運用に関する経緯

と今日的課題を整理する｡

(2)容積制の導入期

まず,容積地区の導入期 (環 6内昭和39年,環6外

昭和43年)は開発指向の世の中にあり,また,日周問

題や公害問題といった社会問題は末だ大きくは顕在化

していない時代であった｡さらに,計画技術的にみて

ち,それまで蓄積されていた精綾な定量的容積率指定

方法は都心部では確かに適当な考え方ではあったもの

の,実際の指定では都市全体のパターン,すなわちト

レンド推計のみならず計画的誘導意図日 を含めて都市

全体の密度構成を措き,これを容積に転化する方法に

よったことから,指定地の状況と比較して密度指定は

過大にならざるを得なかった｡このとき,当該地区は

将来には必ずや予想する容積に達し,基盤もいずれは

整備されるとの仮定に基づいていた｡その意味では,

当時設定された容積が今日意味を失ったとはいえず,

むしろゴールのボリュームを示すものとして生き残っ

ていると考えるのが妥当である｡

(3)新用途地域指定から昭和50年代初期までの規制

強化斯

さて,昭和39年から43年にかけて設定された容積地

区は,その後の中高層住宅の一般化2)と,日周紛争な

どの噴出のなかで芽生えた生活環境保全を要求する世

論の高まりのなかで修正を迫られ,昭和48年の新用途

地域の指定,昭和51年の建築基準法改正による日影規

制の導入,2種住専での低容積率メニューの新設等の

規制強化策が次々に実現していく. こうした流jlは,

東京区部に限るなら,昭和56年の第-回用途地域見直

しの際まで続いた(10-1).

これを,実際に指定 ･変更さ才Lた用途地域の実態か

らみていく｡ まず,昭和48年の新用途地域指定の際に

は,容積率という点からみると,500%･400%･300%の

指定は大幅に減少し,代わって200%が大幅に増加した

(表.13-3).200%地区には,①3種(300%)が強化さ
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義.13-4 東京区部用途地域指定の推移

義.13-1 東京区部空地地区指定の推移

S26.3539.lOIS43.2lS4

4.52 稚く延30)3 稚 く延40) 2063434 3572
365 3654 摺 (延50) 4597 4626

2772547 277

5 種 (延60) 36 22l6 ーt(娃70)
7 稚 く建30) 7 7 7240

8 40 12454 8835 295
9 稚 (建SO) l443 9141 101

70合計 22084 l7261

l2330 21027表.13-2 東京区部高

度地区指定の推移捗持前 新用途地域時 第1回見直耶 第1回見直し
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)れたもの,②容積地区が未指定だった地区の一

部に指定されたもの,③容積地区2種がそのまま移行した

もの3バク-ンが含まれるo図,13-1は,第8章

の典型4地区を含む荒川･豊島･渋谷･品川の各区

につき,容積地区から新用途地域への移行の状況を容積

率に普冒して示したものである｡その特徴を示すと,①最も容積率が強化されたのが品川区であ

る｡ その多くは,区の南半分に指定されて

いた3種(SOO知)から200%への強化で,五反田駅周辺,大森駅周辺では,

4種(400%)から300%-の強化も多い｡②これに対し,副都心をもつ渋谷区 ･豊島区では,3 用途地域 啓机Er, SJは.
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するのが一般的だった.ただし,もともと高容

積指定の多かった渋谷区では,4種に指定されてい

た恵比寿駅周辺及び甲州街道沿道の容積率が300%に強化され
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200%中心の規制に移行した反面,良好住宅地や郊外部

の空地地区指定部分も,200%を中心とする容積規制に

移行した｡すなわち密度指定は平準化したのである｡

昭和48年から第一回の見直しがおこなわれる前 (昭

和54年)までの指定容積率にはほとんど変化がない｡

ただ,昭和56年の見直しをはさんだ昭和60年を54年と

比較すると,60%及び100%の減少と150%の増加が均

衡し,200%の減少と400%及び300%の増加が均衡して

いる(表.13-3)｡ これを用途との関係でみると (義

.13-4).60%及び100%の減少は1種住専の減少で,

この分は2種住専150%の増加で埋め合わせている.ま

た.200%の減少は2種住専と住居地域の減少分がほと

んどを占め,住居 ･近商 ･準工の300%及び400%が増

加している.2種住専に200%未満の容積率指定が可能

になり,規制強化とみられがちの第1回見直しである

が,全体としては,低容積部分の規制緩和と.200%の

より高容積への緩和によって,平均容積率は.239.1%

(S54)から242.2% (S60)へと3.1%増加している｡

但し,これらは新用途地域移行時に経験した根本的な

変更ではなく,微少な緩和であった｡

(4)昭和50年代末期以降の規制緩和期

こうした東京都の住環境重視 ･現状維持の政策が転

換をはじめるのは,昭和56年の後半,すなわち第一回

用途地域等見直しの告示が出された直後である｡折し

ち,都心周辺の低層高密度市街地のみならず,都市全

体としても成長が一段落し,インナーシティ-問題の

発生が懸念されるなど,転換期の様相を呈していた｡

ここにおいて,それまで環状6号線～荒川放水路以内

に限られていた｢職住近接｣｢人口呼び戻し｣の政策範

囲が環状7号線まで拡大される (10-1)｡ ただし,

高度利用をおこなうときは ｢地区計画｣等の適切な措

置が伴うことが要請されてはいた｡しかし,具体的に

どう措置すればいいかの検討がないまま,時代はさら

に高地価,都心居住危機の時代-進む｡そして,具体

的な形で,こうした ｢高度利用｣の方向を ｢基準｣と

して明示したのが,昭和62年度から始まる第2回用途

地域見直しなのである3)0

13-1-2 第二回用途地域見直しの背景としての形

態規制緩和

昭和58年7月,建設省の 『規制の緩和等による都市

開発の促進方策』が通達される4)｡それ以後の規制緩

和の流れのなかで,用途地域等の改訂に関連する部分

を整理しておく｡

(1)昭和62年12月の建築基準法改正による形態規制

の緩和

大きな改正点は,① 1種住専における高さ12m区域

の指定,②15m以上の幹線に接続する 6-12m道路沿

道での全面道路幅鼻による容積率規制の緩和,③壁面

線指定による容積率の緩和,⑥道路から一定距離以上

の部分の道路斜線規制の緩和,⑤建物の後退による道

路斜線制限の緩和,⑥隣地斜線の緩和,⑦総合的設計

の適用基準の緩和,⑧防火地域における木造 3階建物

制限の緩和である｡

以上は,地域地区における規制のうち,容積率規制

の ｢歩止まり｣の状態を緩和する意味が最も大きいも

のと判断できる｡ 低層高密度市街地においては容積率

指定が200-300%に集中していることから,1)比較的

基盤の整っている住居系の地区で,全面道路6-7.5m

の部分については,幹線道路への接続の条件次第では

240% (6×0.4)～300%の使用不可能部分が最大まで

建築可能になることを意味している (②による)｡ ま

た,2)密集市街地においても,建物の建て方次第では

斜線制限が緩和され ｢歩止まり｣が上昇する (③,⑤

による)｡ こうして,容積率を改正するまでもなく,

一部の市街地では事実上の規制緩和が進行しているo

ただし,これらの規制緩和の論拠としては,例えば道

路斜線制限の緩和では歩行者環境の向上とひきかえに

なされているのに対し,②では蓑と裏との格差の解消

杏,表の規制強化によってではなく嚢の規制緩和で達

成しようとするものである｡

(2)東京都安全条例の緩和

建築基準法の改正を受けて,昭和63年 2月,乗京都

安全条例5)が16年ぶりに大幅改正 ･施行される｡ 低層

高密度市街地の居住環境整備に限ってポイントを整理

するなら,①路地状接続敷地の路地状部分の長さによ

る幅員規制の緩和 (路地状部分10-15mは幅員 3m以

上を 2.5mに,延床面積 200nf以上の耐火建築も路地

状部分10-15mで幅員4m以上を3.5m以上に),②3-

4階建物での接道条件の緩和(避難用の窓が基準以上に

あれば接道長4m以上を2m以上に)が重要である｡こ

れらは,基盤条件の悪い市街地において,いままで適

法に建てられなかった建物を適法化し,密集化を促進

するものである｡ いわば,市街地全体の ｢安全性｣の

向上を担保に建物レベルでの ｢安全性｣からみた規制

緩和をおこなうものであり,ここでは居住環境の他の

要素は考えられていない｡逆にいえば,安全性が低い
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ことで偶然にも確保できていた環境が,安全性の向上

とそれに関連する規制の緩和によって,損なわれる危

険性がある｡

く3)まとめ

以上の動向は,次の様な疑問を提示する｡ 総合的な

住環境を実現すべき地区において,一部の特定の性能

が確保されるからという理由でその基準を緩和できる

だろうか?という問いである｡ その性能には, ｢安全

性｣や ｢快適性｣といった絶対的 ･空間的価値ばかり

でなく,表と裏の ｢公平性｣という社会経済的価値 も

含まれている｡現行のシステムのなかで,こうした多

様な性能のバランス,それを支えている価値のバラン

スをいかにとるべきか.実態 として一般規制の緩和が

進行するなか.用途地域の見直 しはいかにあるべきか｡

これらを念頭に,以下,今回の見直しの考え方を整理

･評価する｡

13-1-3 昭和56年の基準 (≒48年の基準)と62年

の基準の比較

市街地を取り巻 く動向は昭和48年と56年とでは大き

く異なるが,低層高密度市街地に関連する具体的基準

という面では両者にほとんど差はない6)｡ 従って,こ

こでは昭和56年の基準を前の基準とし,これを今回の

基準と比較する｡ (以下,昭和56年の基準を 『56』,

62年の基準を 『62』とする｡ )

(1) ｢基本方針｣の変化

｢基本方針｣に関する主要な相違点は以下のとおり

である｡

① 『56』では全体方針を述べたのちすぐに指定基準が

示されるが, 『62』では全体方針につづいて土地利

用ごとに指定の方針が示されている｡ さらに,『62』

では静的な土地利用目標の明示に留まらず, ｢都市

施設の整備,地区特性の変化等への適切な対応｣を

基本方針のイとして設け.｢地区計画制度等の活用｣

｢魅力ある郡市空間の創出｣ といった整備の具体的

方向まで示 している｡これは, 『56』以降,地区計

画制度ができたこと,昭和61年には都市再開発方針

によって再開発の地区指定が具体的になさ才Lたこと

を反映し,時代の流れが開発基調にあることとも一

致 している｡

② 『56』では ｢安全性の向上｣のなかで原則として容

積率規制の緩和は行わないことを述べているのに対

し, 『62』では ｢機能的な都市形成｣のなかで原則

として変更 しないことを述べつつ も,計画的な市街

地の整備をはかる場合,都市施設が新たに整備され

た場合は見直しをおこなうことを,続けて述べてい

る｡また, 『56』では ｢自然の保護回復と生活環境

の整備｣のなかで住環境保護のため第 1種住専のみ

ならず2種住専についても容積率 ･建蔽率の強化を

図るとしており,規制強化が基調になっている｡ こ

れは,昭和51年の建築基準法改正で,2種住専にも

200% 未満の容積指定が可能になったこととも無関

係ではないが,先にもみたとおり時代自体が開発抑

制基調にあったためである｡

③ 『62』では高度利用の範囲が環6内から環7内へ拡

大している.これは.職住近接を達成するため中高層

化を指向する範囲が広がったという意味であるが,

結果的にみると,居住が不可能になりつつある都心

部人口をその外側で確保する受け皿としての意味を

含むことになった｡ 『56』時点では都心周辺のイン

ナーシティー問題対策に着手する直前であり,都心

部の問題もそれほど現れていなかったのが,その後

大きく状況変化が起こったのであるO

(2)都市スケールでの基準の変更と影響

高度利用の範囲が環6内から環7内へと広がったこ

とが最大の変更点である｡ 既に昭和57年の長期計画で

唱われていた課題を法定都市計画として実際に実現す

べく動きだしたのである｡

具体的にみると,1)1種住専の指定メニューを緩和

方向に増やして,1種においても200%の容積を可能に

した,2)2種住専は環6内で200-300%,環6外で100

-200%としていたものを環 7内で200-300%とした0

3)住居地域では環6内で300%環6外で200%としてい

たものを,環 7内で300%とした｡4)近商地域ではl種

住専に隣接する部分でも300%の容積率を可としたくそ

れまでは200%)のをはじめ,環6内の幅鼻20m以上の

幹線道路沿いで許 していた400%の容積率を,｢おおむ

ね16m以上の幹線道路沿いの区域で高度利用を図る区

域｣としつつ高度地区もはずすこととした｡5)幅員20

m以上の幹線沿いで許容する.商業地域の容積率500-

600%が環 6内から環7内にひろがった｡ 6)工業系の

地域はとくに関連 した変更はみられない｡以上を総合

すると.1種住専の容積率緩和とともに1種住専隣接

地での高度利用の拡大,幅の狭い幹線においても高度

利用が可能になるなどの規制緩和の方向になっている

のに加え.環 6外項7内のエリアではさらに概ね100%

の容積増を指向していることが明らかになったo
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(3)地区スケールでの基準の変更と影響

次に,郡市全体の密度構造には係わらないが地区の

構造に係わる基準の変更を整理する｡

まず,第 1種住専では基準明示による地区表示 く平

均敷地面積表示)から地区特性による地区表示へと変

わった｡これは, 1種住専の空間形態の同質性が崩れ

ている結果であると考えられる｡

第二に, ｢地区計画制度を用いて｣という但し書き

(変更条件の明示)である｡ これは,用途容積の緩和

に伴って弊害が出ないように緩和のしすぎを地区計画

によって是正するという消極的な意味と同時に,緩和

はしかたないことなのでそれを前提としつつ積極的に

｢あるべき市街地像｣の実現を誘導する意味をももつ ｡

過去の用途地域制の経緯をみても,一時的な開発抑制

の時代はあっても全般的には都市の発展に伴う規制緩

和の連続だったのである｡

第三は,路線指定の範囲の緩和 (12m以上の幅員道

路では20m-30m)及び高度利用をおこなう幹線道路

幅員の緩和 (20m･-16m)である｡ これは,地区構造

として補助幹線レベルでの高容積の奥行きが広がると

共にさらに高容積化することを意味するO先の一般規

制緩和を含めるなら,これに引きづられて幹線から一

歩はいった地区でもさらに高度利用が進むことを意味

しているo こうした一般的緩和のみにまかせるなら市

街地はますます高密度化する危険性をもつから,積極

的に望ましい市街地像を描き,規制緩和をおこなう場

合は,地区計画等で補完しながら誘導型の規制システ

ムに移行することが必要である｡

(4)建築レベルでの基準の変更による影響

さらに,建築レベルでの意味ある変更を整理する｡

まず第-は, 200%から300%への緩和によって実現

する市街地のイメージとそのときの住環境の問題であ

る｡既存研究をみる限り.200%の容積はまずまず住宅

としての性能(特に日照)を満足させうる｡しかし,300

%になると,敷地面積を大きく (300-500m2以上)し

て塔状の建物にするか幹線道路沿いで高密度に建てる

か しない限り,住宅としての一部の性能を犠牲にする

必要が出てくる｡従って,緩和をしつつも住環境も向

上 させるような手法が重要になる｡

第二に,主に1種住専についてであるが建蔽率-容

積率セットメニューの多様化についてである.市衝地

の質が果 して建蔽率一容積率のセットとして明示しき

れるかという問題ともいえる｡第12章で検討 したとお

り,その他の要素を盛り込む必要がある｡ 具体的には,

空地位置,住宅水準,敷地面積に対応 した集合形式で

あるO 法的にみるなら限界はあろうが,基準の組合せ

をいたずらに増やすのでなく,どの様な住宅地を誘導

･形成 していくのかの ｢像｣を示し,これを実現する

ような誘導システムを形成すべきである｡

(5)まとめ

以上の様に,今画の用途地域等の改訂に関する低層

高密度市街地の基本条件は,規制緩和を求める社会的

圧力が存在する状況下,地区計画制度や指導要綱等の

規制･誘導手法を生かしつつ,おおむね100%の容積緩

和,なかでも200%から300%-の緩和を.地区の活性化

と住環境の向上というトレー ドオフを調和させながら

｢あるべき市街地像｣を達成することを指向すべきだ

と整理できる｡従って,この検討にあたっては,地域

地区で定められる狭義の基準操作に惑わされることな

く,より広い視野からの検討が必要である｡

13-1-4 前提としての土地利用変化

昭和56年から61年の変化を東京都土地利用調査から

まとめると,全体的動向として以下の点が重要であるo

①東京区部のネット容積率は,この5年間で123.5%か

ら136.1%へと12,7%上昇した.区別にネット増加量

をみると,千代田区が54.4%上昇する一方,比較的

低容積だった区の中では目黒区 (+19.5%)豊島区

(+18.0%)練馬区(+16.6%)品川区 (+15.4%)

大田区 (+13.4%)が目だった増加をしている｡ 環

6を都心から7キロゾーン,環7を10キロゾーンと

してネット容積率のパターンをみると.都心部の630

% (0-1キロ)を最高に3-7キロでは180%前後と同

程度であり,一万11キロを超えると 100%程度に落

ち着く｡ すなわち,ちょうど環 6外環7内が遷移ゾ

ーンとなっており.7-8キロが142%.8-9キロが127

%,9-10キロが121%10-11キロが 113%と急減す

るO環7内の高度利用は,このゾーンの高容積化を

指向しているのである｡なお,道路率 (水面を除く

面積で除す)は都心の35.7% (0-1キロ圏)を負高

に,3-4キロ圏で21.3%,徐々に減少して6-7キロ

圏で18.2%のあと,7キロ圏以遠は16%程度に収束す

る｡容積率との関係でみれば,とくに7-10キロ圏の

道路率が低く,少なくとも2%程度は高 くする必要

があろう｡

②昭和61年時点で建物用地利用比率をみると,都心部

で非常に多い官公庁･事務所は4キロゾ-ンまでに急
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減すること.集合住宅は4キロゾ-ンから外側にむか

って20%弱の-様な割合で存在し,この間,専用独

立住宅が25%から40%へと 8キロゾーンまで増加,

以遠は43%前後で安定する一方,教育文化 ･事務所

･宿泊遊興は4から8キロまでに急減する｡

③建物用地利用比率で特徴的な変化は,東京区部全体

で集合住宅が1.3%,事務所が0.4如増加 し,逆に,専

用独立住宅が1.4%,専用工場が0.4%減少した｡事

務所の増加 ピークは2-3キロ圏にあり,7キロゾーン

までは1%強の増加.以遠では増加していない｡専用

独立住宅の減少と集合住宅の増加は,元々住宅用地

の少なかった都心部を除けばどこにも共通する｡専

用工場は 4-10キロゾーンで多く減少,とくに東北

部5-10キロ圏で最大のシェア滅 (-1.4%)と吃つ

ている｡

④今回の用途地域等の見直 しは,事務所 ･集合住宅の

増加,専用独立住宅 ･専用工場の減少といった土地

利用動向に合わせた修正という側面と,環7内の高

度利用という都市構造政策的側面を同時に含むもの

であると位置づけられる｡

13-1-5 建物形式と容積率

一般に,建物形式と容積率について,①建築基準法

集団規定は容積率200%を想定 している｡ ②住宅とし

ての質を日照確保を前提に求めるなら,容積率 250%

(300%)が限度である,といわれている. 一方.低層

高密度市街地の指定容積率は.150-200-300%に集中

している｡従って,住宅としての質確保と容積率の関

係につき,もう少 し詳細に整理 しておく｡

一般に.木賃アパー トの建つ敷地は接道条件が悪く,

4mを平均幅員とするなら,住居系地域では160%の容

積が限度になる｡ 既存研究7)によれば,この容積を実

現できる敷地面積は120m2程度 (床面積192nf)である｡

現況アパー トの平均容積率は95%(延床面積114m!)で

あるから,7割ほどの容積増となる｡

では,200%を上回る容積はどの様な敷地のとき可能

なのか｡最も高容積が実現 しやすいのは北側接道の敷

地で,その幅員が4mの場合,150-250mlもあれば230

%程度の容積が,5.5m接道では同面積で280%程度の

容積が可能である｡しかし,その他の接道方位では4

m,5.5mともに150-250rn2で170%.500nfを超えても

180%程度の容積しか実現できないOこれは.第2種高

度地区の北側斜線と日影規制が強く作用するからであ

る｡ ただし,法定容積を実現可能容積が上回る場合 (

例えば4m接道のとき160%以上可能な場合)には.プ

ラス分を設計の自由度にまわすことができるO すなわ

ち,その場に必要なセットバック等の可能性を保管で

きる｡

以上により,150-300%の容積率に開通して住宅の

質という点から重要な点は以下の様にまとめられる?

①150%から200%に容積率がアップするのは大きな利

点になる (接道幅農が5mもあれば180%程度の建物

が可能になる)が, 200%から300%へのアップが利

点になるケ-スほ限られるoすなわち,住居系地域

の接道5m以上 (耕地整理の区画道路程度)で,北側

接道の敷地である｡ また,第2種高度地区でなく3

種の場合も利点はあろう｡

②従って.商店街などの限られた場合を除けば300%と

いう容積は過大にすぎ,建て方に対して一定の条件

を要求することが正当化される｡ また,200%を300

%に緩和する場合にも,無秩序な開発を抑制する補

完措置が必要で,さらに地区の課題解決にも十分貢

献するなどの条件も場合により必要である｡

13-1-6 まとめ

今回の用途地域等の見直しにあたって前提とすべき

基本的課題は以下のようにまとめることができる｡

①計画論の蓄積という面では,1)おおむね1960年代に

固まった多心型かつ職住近接型の中高層住宅地の形

成という郡市レベルの計画論のうえに,2)おおむね

1970年代,具体的には昭和48年の新用途地域指定以

来基本にあった住環境重視という即地的な環境の質

を重んじる計画論の考え方が重なり,3)概ね1980年

代初期以来の産業構造の転換のなかで懸念されてい

るインナーシティー問題,地価高騰と都心居住の危

機といった現代的課題を解決すべLとの要請を東ね

合わせたたものとして理解できる｡

②今回の見直しの直前には,既に,形態規制の緩和,

安全条例の緩和といった形の個別規制の緩和が進ん

でおり,容積率の ｢歩止まり｣率も個別敷地レベル

で上がっている｡

③今回の見直し基準も,それまでの基準に比べてかな

りの規制緩和指向である｡ 特に,相対的に低容積に

留まっている環6外環7内のゾーンを.概ね100%容

積緩和する方向を指向しているが,このゾーンは相

対的に道路率が低いので,単なる緩和は住環境悪化

等の危険性をはらむ｡
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13-2 東京区部第二回用途地域等見直しの評価

13-2-1 _各区の見直し作業の状況

(1)変更のプロセス

今回の一斉見直しは昭和61年度から始まり,昭和62

年3月には東京都都市計画地方審議会答申 ｢東京にお

ける土地利用に関する基本方針について｣が,これを

受けて同6月には ｢用途地域等に関する指定方針及び

指定基準｣が東京都から発表され,各区ではただちに

指定見直し作業に入った｡その後,早い区では同年9

月頃から区のたたき台となる見直し素案を住民に示し

説明会をひらいて意見を求め,場合により,第2次案

(さらに3次案)を示して同様な手続きを踏んだ後,

審議会等を経て区 (秦)として昭和63年寄東京都に提

出した｡ これらは,区間の調整,公聴会の開催を経て

都案とし,昭和63年暮れまでに各区に提示,都の調整

を経て昭和64年4月までに告示予定とされている｡

(2)変更 (塞)の状沢

｢参考資料2｣は,今回の指定見直しに関する各区の
基本方針･変更の内容･他計画との関係をまとめたもの

である(昭和63年6月現在)｡ また,東京都の方針 ･基

準との関係を区がどう捉えて見直しをおこなったかを

まとめたのが.表.13-5である｡ さらに,素案の段階

で挙げられている変更箇所を示したのが.図.13-2及

び13-3である｡

まず,変更の考え方のパタ-ンを整理すると,

①-1 現行の指定は十分であるので変更 しない O

(積極的非変更)

①-2 現行の指定は不十分であるが,変更してもそ

の地区が抱えている課題を解決することになら

ないので現状維持とする(消極的非変更).

② 防災性の向上をめざして主要道路沿いの指定幅を

20mから30mに拡大する｡

③ 防災性の向上,都市機能の集積等をめざして主要

道路沿いの容積率等を緩和する｡

④ 面的に徐々に規制を緩和する(1専-2専-,容積

率80%-loo拓-200-)｡ あるいは,日影規制 ･高

度地区を徐々に緩和する｡

⑤ 地区中心･住宅地中心の機能集積を図るペく.用途

容積を緩和する｡

⑥ 用途転換(主に工業-商業･住宅)に伴って指定用

途を変更する｡

⑦その他

以上を,都心周辺部の低層高密度市街地に限り住宅

系と工業系の地域に分けて特徴をみれば,住居系地域

では,現行指定は十分でない (緩すぎる)し,このう

え規制を緩和しても必要な地区施設 (空地,道路等)

はできないうえ,いたずらに高容積建物を建て易くす

るので容積率は現行のままとし,主に改善型再開発な

どの事業的手法を中心に対応せざるをえない (上記①

-2｡ 以下,論理a)という考え方が中心になってい

る｡工業系地域では,上記論理 (a)が相対的に弱ま

る一方,防災性の向上をめざす②③と用途転換に対応

する⑥が多く,場所によっては併行して容積率を緩和

する事例も多くみられる｡しかし,場所によっては政

策的に,あるいは地元要望などを受ける形で,④⑤の

緩和も散見される｡

なお,参考までにその他の地域での対応を簡単にみ

ると,都心部では原則として非変更 (①-1)とし,

良好なプロジェクトに限り規制を緩和するのが原則で

ある (千代田区 .中央区 .台東藍)｡一方,郊外部,と

りわけスプロール状に市街地が拡散している旧緑地地

域では地価高騰によりこれまでの厳しい規制が意味を

失っており,少なくとも建蔽率50%,容積率100%まで

大幅に緩和するのが一般的である (練馬区･江戸川区･

(杉並区)) (図.13-3)0

(3)変更 (秦)の全体評価

現時点での評価は時期尚早であるが,低層高密度市

街地に関する変更 (秦)についてとりあえずの評価を

おこなっておく｡ まず,原則として変更しないのは論

理aによって妥当であると判断される｡ しかし,問題

がなくて変更しないのではないから,現行の用途地域

等は前提としつつも現在の課題に積極的に対応するべ

きである｡ すなわち,現行の容積率指定が過大すぎる

ことから起こる問題については,指導要綱等を用いて

建て方に対する誘導措置を施す一方,それでも解決で

きない主に地区施設の整備に関するものは事業手法を

積極的に取り入れることである (-第11章)｡ また,

場所によっては容積率等の規制緩和の要請が高まろう

が,その際にも居住環境整備の観点から総合的な判断

を行うことが必要である｡

13-2-2 典型地区における用途地域指定替えと誘

導手法の検討

(1)用途地域指定替えの主要バク-ン

用途地域等の規制の変更をおこなうパターンを誘導

的視点からまとめると,①単なる規制緩和 (強化) [

a],②建築基準法レベルでの条件設定 (居住環境整
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表.13-5 用途地域等の変更に対する各区の取り組み状況
(※印は未回収,空荒は未回答又は琵当するものない

I t･X.米 .X. .X.
千 中 節 文 台 墨 江 晶 日 大 世 渋 中 杉 豊 荒 板 鎌 足 吉

江代 轄 田
北 戸田 央 宿 京 東 田 東 川 黒 田 谷 谷 野 並 島 lIl横 馬

立 鉢 川今回の用途地域等の見直し く昭和63年等提出)の基準1.東京都の方針におおむね従い見直しをおこなった 〇〇 〇 〇〇〇○○
† lB tt2.東京都の方針を参考にしながら区の実掛 こ合わせて嬉正.適用した 〇 一 〇

2 0才 08003.東京都の方針はあくまで参考とし,区で独白の基蜂をつくった 05006 0

94,その他 〇一注)i.千代田区 :本区が策定したr街づくり方針｣にもとづき,地区の特性と目壕に応じて開発を籍gF･誘導していくJ必要性か
ら,変更する区域を限定した2.新宿区 :商集地域内における高度地区の廃止

/地域特性の変化による性正3.江東区:托抜式防火帯の拡幅 く20m-サ30m)は実施するが,拡幅箇所の
用途地域の見直しはしない｡4.品川区:東京都の方針を基本とし,区の特性を配推した見直し方針を定め運用した｡

5.世田谷区
6.中野区:
7.板橋区:
8
.練馬区 :9.

練馬区:10
.足立区 :ll.富飾区 ::地区計画を用途地域見直しと合わせて策定しようとした.素案段階20地区,最終8地区.地区計画の活用により

高度地区の)=Tを増やした区の基埠を作成｡1種･2種従尊は現状を確
保,斡抜道指を中心に変更.都の基蜂等を参考に,区としては区の基本計画を実現する立場から地域特性を尊蓋し,必要な見直しを

行うという考え方をとった.商業系用途地域の指定拡大,土地区画整理事業を施行すべ書区域における第l種住

専の連載･容統率の見直し｡東京都の指定方針は,都全体のマクロ的視点からの立場であり,周辺区としての当区の地域特性を十分に

把推したものとは嘗い謙い｡そこで.課題 ･方針を当区の実掛

こ沿いきめ細かく対応した｡東京都の方針を,よ

りきめ細かいものにL;良.原則は現状維持｡但し,著しい土地利用変化のあった区域につい



僻の視点から)型緩和 [

b],③地区計画を用いた変更 [C],⑥指

導要綱等による補完型が考えられる｡④は12章での検

討課題なので,ここでは①～③を検討課題とする｡

(2)典型地区の選定それぞれのパターン事例を,低層

高密度市街地の居住環境整備に係わる範囲,すなわち

.容積率150%から300%の範囲で,改訂案から

典型事例に著冒して以下にあげる｡ なお,容積

地区指定-新用途地域指定の経緯で重要な点を以下に

確認しておく｡①第5章でも示したとおり,現在の低

層高密度市街地は,概ね環6から環7の内外にかけ

ての山の手側地域 (主に住宅地)と,旧東京市の外

縁から荒川放水をはさんで環7に至る下町地域 (主に住工混在市街 地)に二分される｡② このうち前者 (

山の手側)では



たのに対し,荒川区では基盤未整備のまま 200%に

併せて300%も積極的に指定している｡

さて,今回の見直し (秦)に盛 り込まれた内容特性を

次に示す｡

①環状6号線外7号線内での容積率150%から200%へ

の緩和は,中野区の早稲田通 り以北で典型的にみら

れる｡ この地域では同時に, 2種住専第1種高度地

区の2種高度への緩和が(秦)として提出されている

[a]｡この2パターンも事例として取り上げる｡

なお,中野区の早稲田通り以南では既に2種住専容

積率 200%第2種高度地区が指定されており,今回

の変更は早稲田通り以北の一部を同以南の指定に一

致させることになる｡また,以南の地域も,渋谷区

に入れば住居地域 300%第2種高度地区なので,今

後,容積率緩和の要請も出て くる可能性がある (実

際,東京都の方針では,環7内の2種住専は.200%

又は300%,住居地域は300%である)0

②環状6号線外7号線内での容積率200%から300%へ

の緩和は,品川区荏原,荒川区隅田川沿い,足立区

加平 ･綾瀬等の環7以内の地域 (東京都の方針に従

った地域)に典型的にみられるが,いずれも緩和の

条件はつけていない [a]oこれらの地区は,住工

混在市街地という点でも一致するO後にケ-スとし

て取り上げる｡ なお,住居系地域での200%から300

%-の緩和を薬として示 している地区は少なく,足

立区の環7の外側で,都市計画道路沿道の住居地域

200%第2種高度地区 (周囲は2種住専200%第2種

高度地区)を300%第 3種高度地区に緩和する事例が

目だっ他は,上記の品川区荏原が住居地域を含む程

度で,ほとんどの事例は微小な駅周辺等の修正に留

まる｡ 容積200%の中での用途の緩和(北区西巣鴨駅

北側)や日影規制の緩和 (同)も若干みられる｡長

期的な経緯とからませてみるなら,山の手側の住居

系で200%に抑えた地区はそのままとし,下町側の工

業系で200%だった地区のうち.墨田区ではそのまま

とするが荒川区では残った200%地区も積極的に300

%に緩和しようとしている｡

③容積率の変更ではないが.300%の容積指定は,とり

わけ基盤未整備の地区において過大である｡ 変更例

としては,改造型の土地区画整理事業の進展に伴っ

て事業地区の一部の容積率を300%から400%に緩和

する池袋北地区の例が目だっ程度で,他は例外的な

ものであるO ただし,束京都の方針で,高度地区に

ついて.環7以内の住居地域300%の地区は3種とな

っているのが,実際には住環境に配慮して2種高度

としている (2種住専では2種または.3種)地区で

は高度地区緩和の要請が強く,渋谷区では2種から

3種に変更する案としている｡これも後に検討する｡

⑥地区計画を条件にしている事例 [Cコは世田谷区笹

多数 (第2次素案では21地区｡その他,壁面後退を

条件とするもの1地区)みられる｡その内容は多岐

に渡っており,容積率200%から300%への緩和事例

も一部含まれるので,これも検討対象とするo

(3)東京区部低層高密度市街地における事例検討

〈バターン1〉-率変更くその1)

(-150%から200%,200%1種高度を2種に)

まず,高度地区は第1種のまま,用途を第 1種住専

から2種住専に,容積率を150%から200%に緩和し,

用途の変更に伴って日影規制も1種住専の(ニ)号から

2種住専の(-)号に変更する (秦)の中野区大和町1

丁目北を検討する｡ ここで重要なのは,容構率の50%

の緩和が,4m以上の道路に接道する敷地で利用でき

る可能性があることの外に,日影規制の適用建物が従

来の3階以上から4階以上 (高さ10m以上)に変更さ

礼,また日影の測定レベルが1階部分 (地上1.5m)か

ら2階部分(地上4m)に変更される点にある｡ この場

合,1種高度は変更しないので,北側斜線の方が住環

境上意味を強めるが,日影の考え方自体は,従来3階

以上の建物が北側敷地の低層1階部分に落とす影を対

象にしていたものが4･階以上の建物が北側敷地の2階

部分に落とす日影を規制するものへと変化するo

以上の動きの次にくるのが200%･1種高度の2種高

皮-の緩和である｡ 具体的には,中野区野方 1丁目の

(秦)にみられる｡ 日影規制の変更はないが,従来1

種高度が強く効き,事実上北側敷地の1階部分の日照

を保障していたものが,2種高度に緩和すると, 1階

部分は採光の確保に,2階以上に日照を.との意義づけ

に変化する｡

こうして,市街地の高度利用の要請のなかで,3階

までの建物は許容し,日照は2階以上 (1階は採光)

に確保するという市街地像に法的には変化する｡ しか

し,こうして地区容積増の保障はするなかで個別建物

の建て方,なかんづく前面道路との関係には規制はな

く,密集化を促進する方向に結果するo

(バク-ン2)-率変更(その2)

(-200%から300%の場合)
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住居系,工業系を両方含む品川区荏原と,高度利用

を意図している荒川区墨田川沿い部分,区画整理後の

緩和を意図する足立区加平を検討対象とする｡

まず,品川区荏原地区は,耕地整理で区画街路 (5

-6m程度)だけは整備済みの地区で,地区内にある

住居地域･第2種特別工業地区共に容積率200%2種高

度を300%3種高度に変更する案を提出している(なお

日影規制は(-)号のまま変更なL o すなわち冬至8-

4時に隣地5-10mの範囲で日影4時間以内.10m以上

で2.5時間以内O地盤面より4mの高さで測定)o緩和

の影響をモデル的に確認すると.以下の評価ができる｡

①住居地域では,200%を上回る容積を使用できるのは

5m以上の道路に接道する敷地のみ,すなわち街区

外周の敷地に限られる｡ただ,高度地区は3種に緩

和するとはいえ日影規制が効いているので,北側接

道敷地や大敷地でないとそれほどの利点はない｡

②第2種特別工業地区では.接道道路幅員4mでも200

%を上回ることができるので,街区内の敷地でも緩

和分を使うことができる｡しかし,200%を超える容

積では4階以上となって日影規制が強く作用する｡

③いずれにしても,緩和は容積増をもたらすが街区内

部の密集が改善される保障はない｡すなわち,4m

に満たない街路は拡幅されず,高度地区が緩和され

た分,北側斜線が緩くなり高密感が増すおそれがあ

る｡すなわち,2種高度なら南に寄せて建物を建て

ても2階部分の採光は保障されていたが,これが保

障されなくなる(北側の立ち上がりが10mになる)0

⑥計画論からみるなら耕地整理済み街区の整備課題は

街区内部の整序化にある｡緩和自体に整備を分担さ

せるのには無理があるが,細街路整備と併せて緩和

をおこなうこと,表の接種分を裏の整備と併せてお

こなう手法 (例えば86条認定｡ひきかえに日影規制

を同意のうえ緩和する)の利用が必要である｡

次に,荒川区墨田川沿いを中心とする準工地域 (一部

第2種特別工業地区)の容積率を200%から300%へ緩

和する (秦)を検討する｡ここでは,もともと3種高

度地区が指定されているが,容積率の緩和と同時に日

影規制を現在の(-)号から(二)早 (5-10mで5時間

以内,10m以上で3時間以内)へ緩和する案となって

いる｡ 緩和後の状態は,荒川区内部に現在指定されて

おり第8章で典型地区とした地域に並ぶことになる｡

2タイプに分けて評価すると,

①ひとつのタイプは,墨田川沿いの大きな工場 ･都営

住宅と密集市街地との混在した基盤未整備地区での

緩和である｡ ここでは先の品川区と異なり,区画街

路もあったりなかったりであること,大敷地では緩

和分を使用しされるが密集部分では自ら使えない反

面隣地に中層が建った場合には日影規制が緩んだ分

迷惑を受ける構造になる｡ 従って,緩和分の100%及

び日影時間をめぐっての不公平感が否めない｡

②他のひとつは,南千住一帯の密集市街地 (一部非戦

災地区)における同様な緩和である｡ここでは基盤

未整備のため道路斜線,高度地区の北側斜線及び日

影規制がネ･yクとなって4階建ては難しく,個別敷

地では容積200%が限度であるo にもかかわらず300

%に緩和した理由は定かでない｡ひとつ考えられる

のは,区全体が衰退気味なので 300%建てられる所

を多くするとの意図であるが,この効果は少ない ｡

基盤整備を行うか共同化を促進するべきである｡

最後に,足立区加平付近の200%2種高度から300%3

種高度への変更である (日影規制はもと(-)号だが変

更について広報では触れていない)｡ この地区は,区

画整理済みである点,非ビル トアップ宅地がまだ残っ

ている点で先の2地区とは異なる｡計画の論理として

は最も筋が通っているので参考としてあげた｡こうし

た地区では開発行為の誘導が重要になる｡

〈パターン3)300%のままの場合(又はその変形)

容積300%の地区は乗京都の ｢方針｣では3種高度を

かけることになっている｡しかし,住環境への関心の

高まりのなか,300%でも2種高度を指定した地区が多

く残されているo例えば第8葦でのスタディー地区で

ある渋谷区本町では住居地域300%2種高度である(日

影浅利は(二)早)が,変更 (寡)では3種高度への変

更となっている (日影規制はそのまま)｡ パターン2

との関係でみるなら,容積率指定こそ過大であるが従

来 1階部分には採光を,2階以上に日照をと考えてい

たものが,北側斜線の立ち上がりが10m (従来5m)

になることで,密集感が強まるものと予想される｡た

だ,この段階では日影規制がより強く効いて密集化の

限度はあろうが,この次は日影規制の緩和も残された

道ではある (より都心寄りの代々木,千駄ヶ谷の一部

では実際そうなっている)｡ そして,最終的には高度

地区や日影規制は都心周辺部の高容積指定地区では不

要,という所まで行き普くであろう｡

〈パターン4〉 ｢地区計画を条件に｣の例

世田谷区で地区計画を変更の条件としており,これ
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までの議論にからむ5地区を対象に分析評価する｡ 5

地区は3つのタイプに分かれる｡

第-は,既成市街地での200%から300%への緩和を

含む地区である｡3地区あるが,いずれも面積は小さ

く,駅周辺や幹線道路沿いの,近年ポテンシャルが上

がってきた地区である (用賀4丁目,瀬田2･4丁臥

砧3丁目)｡規制の内容は,一階は店舗に,風俗営業

の禁止といった用途を定めるもの,1階部分の壁面後

退を定めるもの,通り沿いの塀の築造を禁止するもの

など.かいわい性や景観に配慮する内容となっている｡

低層高密度市街地でも近隣商店街に関連する区域では

応用の余地がある｡

第二のタイプは,1種住専 1種高度150%を2種住専

2種高度200%に緩和するが.緩和分に規制を補完する

もの(上馬2丁目)である｡ ここでの目榛は ｢土地の高

度利用を図｣るが ｢調和のとれた良好な中低層住宅地

として,街並み形成を図る｣ことにあり,敷地面積の

最低を100m!,高さの限度を12mと定め.塀の緑化につ

いても盛り込もうとしている｡ 基盤は耕地整理程度の

ものはあるので特に壁面後退は定めていない｡

第三のタイプはスプロール地区の区画道路形成と関

連づけて容積率を100%から200%に緩和するが敷地面

積は120mt以上,高さ12m以下,壁面の後退1mまたは

2mという規制で補完するも(砧1丁目)のである｡

13-2-3 まとめ

東京都の見直し方針は,どちらかというと都市全体

の望ましい密度構成をめざすもので,環6から環7に

かけてのゾーンは,容積地区指定の際指向したがその

後低く抑えられていた容積率をもとの計画の論理に戻

そうというものである｡しかし,こうした部の方針に

沿った変更を指向するのは荒川区 (･中野区)くらい

で,その他はそれほど大きな変更を考えていない｡し

表.13-6 低層高密度市街地における

用途地域等の緩和プロセス(住居系地域の場合)

段階 容税率 用途地域 l高度地区 日影

地区事例IMIIIi揺I [1] 150% l種柱専 l

種高虞I ii2

中野区大和町[2] 200% ー2種住専 上達適度 2

.11中野区野方lI[3コ 迎 盤 2種住専 I2種高度

I 呈土 1(FnJ.偲 荏原)I
[4コ 300%

2種.住居 I旦鍾最盛 2.2 渋谷区本
町[5]l300% I2種.住居 I3種高度 呈ゴ

i(1{々 木)
[6コI300% 12種.住居 3種高度 とき

事例なしl[7] 300%

2種.住居 3種高度 なし注)アンダーラインは最もネックになっている規制草葉

かし,実際の変更は徐々に進行しているO 表.13-

6にその状況をまとめた｡緩和を連続的なものとして

みるなら,その都度最もネックとなっている規制要素を

-段ずつ緩和していることがわかるo ただし,実際には接道幅農による容積率の制限(住居系xo.4,

非住居系×o･6)が強く効いているので,他の規制要

素が嬢印される割には実現できる容積は増加しない｡

こうした後追い的状況を改尊 し.実態上進む ｢変容｣

にさきがけて, ｢計画化｣するのが地区計画の大き

な役割である｡そ

の場合,いくつかの緩和のステップを飛ばすかわりに

,条件を設定して緩和を認めるという形がとられよう｡

さて,先にみた ｢原則非変更｣という区の方針であ

るが,こうした状況を住環境の側からみるなら.200%

以上の容積では決して良好な住宅地を形成できないこ

とに鑑み,妥当な措置といえる｡ また.たとえ300%

に緩和する相当の理由があったとしても,基盤未整備

の地区にあってほそうした地区的整備課題を同時に解

くべきであるし,耕地整理程度であっても街区内部の

整備に貢献できる緩和を,あるいはそうした補完措置

を伴う緩和を,公平性に配慮 しながら行うべきである

｡こうした状況に対し,地区計画を条件にした事例で

はどの様な対応がなされているだろうか｡先の検討で

明らかな様に.地区計画の内容は,①一部のポテン

シャルの上がった区域については,ちょうど線引きに

からめて地区計画を設定する例が多々見られるように目

標を設定しそれに規制を乗せる形での地区計画は作成

の可能性が高いo②しかし,一般住宅地の規制を面

的に変更する場合には,基盤整備上の問題がない場合

は地区計画的対応も可能であるが,基盤車備上の課題

も同時に解決すべきときには他の手法が補完されない限り地区計画化は困難であろ

う｡ すなわち,地区を限った事業的手法(第11章)

,地区を限った誘導手法く第12翠)の併用である

｡以上の様に,キメの荒い現用途地域制のなかで,

局途地域見直しにあたって考えうる対応の方向は二つに

絞られる｡ そのひとつは地域地区に連動させて指導要

綱や条例で補完をはかる手法である｡ この場合, ｢最

低限｣以上を求めるものには援助や補償が必要になる｡

もうひとつは,規制緩和はおこなうが,それをアメと

しつつ, ｢目標市街地像｣を達成するシカケを



13-3 用途地域の改訂にからめた地区計画的手法の

検討

13-3-1 広良市都心部の例 (-地区計画を用いた
条件設定型容積率緩和)

都心人口の減少 ･郊外からの通勤交通混雑に悩む広

島市では,用途地域の改訂に伴い,昭和62年3月,也

区計画制度を活用 して都心住宅建設を促進すべ く以下

の対応をおこなった｡戦災復興土地区画整理事業区域

内の住居地域約354ha8)を対象 として,制限容積率を従

来の200%から300%にあげると共に,次のような地区

計画をその全域に定めている(図.13-4).主要な内容

紘,300汀f以上の敷地における,床面積の3分の2以上を

住宅に利用する建築で,隣地境界からの一定の距離 (

0.75m以上)を後退するものは容積率300%まで建てら

れそれ以外は従来通り200%までというものである.す

なわも.容積率増という7メとひきかえに(良好な)9)

住宅供給を誘導 し都心部での人口定着を達成するとい

うものである｡

地区計画を用いての類似の例 としては,敷地面積と

の関係で容積率を定めた盛岡駅前北地区(昭和57年4月

1日計画決定｡2.2ha.商業地域｡敷地面積250nf以上は

600%,100-250mZは500%,100mt未満は400%),泉市泉

中央地区計画 (昭和60年11月1日計画決定｡102.1ha,

商業地域他｡土地区画整理事業後の中心地区形成が目

的)の駅西地区 (4.Oha.敷地面積150rrf未満は容積率

200%.それ以外は近商地域内300%商業地域内400%)

等があるが,これらは商業業務系地区の高度利用に伴

う条件設定である｡ しかし,住居系の地区に限り広い

範囲にわたって地区計画をかけ,いくつかの条件を設

定 しっつ容積率緩和を容認 した広島市の例は,地区計

画そのものの範鋸を広げた点で も注目されるので,関

係資料川 )の検討と,これを補足する質問票によるヒア

リングをおこなうたo (市,都市計画課.｢参考資料4｣

参照)

まず,地区計画区域の設定に関しては, ｢デルタ地

帯の人口の空洞化を防止しつつ,高水準の都市基盤条

件及び高次郡市便益の集積を生かした都心居住を推進

するためには土地の高度利用を促進する必要がある｣

としたうえ.｢都心周辺部の基盤整備済み住居地域は,

都心商業地に20分程度で到達できる位置にあり,良好

な都市基盤条件ともあいまって,高度利用に最適の場

所である｣とする｡また,現在 ｢高容積率の誘導効果

から商業地域へ,また,大規模な土地の市場供出可能

性から工業系地域-｣都市型住宅が立地する傾向にあ

るが,住宅立地という面からは住居地域に誘導するこ

とが望ましいと考えている｡ その結果,区域は戦災復

興土地区画整理事業完了地区を主要区域に,仮換地発

表済みの段原土地区画整理事業区域及び広島大学移転

跡地を加える形で設定 した｡

次に,100%の容積増が得 られる敷地･建て方につい

ての条件設定に関しては,

①敷地面積300m日こついては,まず,単なる-率緩和で

はペンシルビルの乱立を招 くこと,当該区域の敷地

規模分布は200mt未満が50%,300m!未満が79%なの

で,300mt以上に設定すれば2-3人の共同化でボーナ

スを得ることができ,敷地共同化のインセンティブ

効果があると考えられる｡また,市街地住宅組合設

計制度 (市細則.500m2以上)1日 ,優良再開発建築

物整備促進事業 (市要綱.500m2以上)との政策的斉

合関係が保持できるからである｡ なお,敷地併合を

進めるための制度の補完は,容積率の増加自体がイ

ンセンティブになると考えられたので,とくにおこ

なっていない｡

②住宅割合の設定については,県 ･国と協議を重ねる

中で追加された項目で.｢都心居住を特に促進する｣

という地区計画の目棲をより明確にするため, ｢延

べ面積の3分の2以上を住宅に供する｣という要件

が付け加えられたo

③住宅の内容まで立ち入った条件 (例えば平均専用面

積00m2以上)となっていない理由は,作成の過程

でかなりの議論はあったものの,長期的な運用を図

る立場や寮などに対応させる場合等において住戸の

専用面積を固定Lがたいという観点から,採用する

に至 らなかったからである｡

⑥隣地境界線からの距離を0.75m以上 としたのは,防

家との トラブルを防止 し,かつ,採光 ･通風等の確

保により住宅地としての良好な居住環境を形成する

という観点から設定 した｡総合設計制度で義務づけ

られる公開空地の設置と一般規制との中間的設定と

いえる｡

⑤また,こうした地区計画策定途上で出さjlた意見と

して,日影規制が存続される点に関 し.容積率を300

%に緩和するならはずすべきではないかという疑問

などが説明会において多数出された｡ ただし,縦覧

期間,公聴会での意見は1-2件と少なかったよう

である｡ なお,多数の部分に分散した区域全体をひ
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とつの地区計画区域にする (27箇所354.9haを1つの

地区計画としている)点については特に問題になら

なかった｡

最後に,公布 ･施行 (昭和62年3月19日)後昭和63

年8月31日までの1年半の評価であるが,この間の適

用は10件で,うち,市街地住宅組合設計制度の併用1

件12)を除く平均敷地は609m',平均容積288%,延べ面

積1918汀デ,増加面積538mzt,総じて恵まれた敷地条件

であった】3)｡しかし,立案時に想定していたものより

適用件数が少なく,これは日影規制が主な障審である

と考えられている｡ また,個人レベルでの敷地の共同

化も1例で,しかもこれは同一姓の事業主であったO

以上を踏まえて,東京区部都心周辺低層高密度市街

地-の応用上の問題点を考えると,

①広島の例はいずれも基盤整備の完了したケースであ

るが,東京区部の低層高密度市街地は一般に基盤未

整備であり,誘導手法だけでは限界があり,住環境

悪化の原因にもなろう｡ 耕地整理程度の基盤の地区

では街区内部の環境改善につながるような,基盤が

未整備の地区では,少なくとも街区形成につながる

ような補完措置がないと問題である｡ (広島市の当

地区計画の区域設定でも耕地整理地区等への拡大を

求める意見が2件あったが採用されなかった)

②ある面積以上の宅地にのみアメを与えることはそも

そも公平性の面で問題はないだろうか (公平性),

また,効果があるのか (実効性),その他の住宅の

質に係わる条件は付加しなくていいか (計画鰹)0

特に,高地価を前提にすると,容積が増加し住宅供

給が促進されること自体に意義はあるまい｡要は,

そうした際に,市街地整備や住宅政策にいかに連動

しつつ,各主体間の公平性をいかに保つかというこ

とである｡ 広島市の場合,デルタ地帯への人口呼び

戻しという都市構造上の要請が,容積をプラスする

論拠としての ｢公共の福祉｣になりうると考えられ

る｡ 東京区部の場合はそれに加え,プラスされた住

宅が中堅所得層に利用可能な家賃 ･間取りに設定さ

れることを重要な必要条件とすべきである｡

③さらに,広島市都心部でおこなった様な地区計画の

使い方は,基盤がある程度整備された地区での応用

可能性は特に高いと考えられる｡その場合,既存の

地域地区に関連する規制を緩和してこうした特別な

｢穴抜き｣的利用が正当かどうかの検討が残る｡ 端

的にいえば,緩める論拠と共に,既存の地域地区に

関連する諸規制だけでは目的にかなったきめ細かい

指定ができないこと,逆に,緩和をおこなっても都

市施設上の問題にならないことが最大の論拠となろ

う｡ 広島市ではこうした検討をつぶさにおこなった

うえで地区計画をかけたのである｡

13-3-2 枚浜市用途別容積規制 (-条例による条

件設定)

建築基準法第50条に基づく条例 (横浜市建築条例)

を活用した例で,以下の点に特徴がある｡

もともとこの制度の発端は,新用途地域制定の際,

全市的な人口抑制という理念のもと,商業地域におけ

る公共公益施設整備の負担回避という側面と,住宅と

しての質確保という側面を合わせ持っものとして制定

された｡すなわち,商業系用途地域では指定容積が高

いところほど住宅には不向きであること,逆に下限の

400%を指定したところでも.全てが住宅になると公共

公益施設整備負担が膨大になることから,最大の800%

では住宅の上限は50%.700%では100%.600%では150

%,500%では180%,400%では200%とした｡また,

近商地域では.200%･300%･400%のいずれも住宅容積

の上限は200%とされた｡ただし.｢市長が周辺の生活

環境,都市施設の整備状況等を考慮し,当該地区の利

便を害するおそれがないと認めて許可した場合はこの

限りでない｣(建築基準条例第4条の3)とした｡

この基準は昭和60年に市全域の地域地区見直しがお

こなわれた際緩和され,800%では100%.700%では200

鍾,600%以下では300% (近商地域の400%は300%,

300%は250%,200%は200%)までとなった (なお,

工業地域の容積率は200%だが,-率に住宅容積率100

%までとしておりこれには変更はない)｡これは,那

心部の人口が減少し,義務教育施設に対する負担の低

下等の社会情勢の変化が起きていることを踏まえた措

置である｡ なお,このとき ｢住居用容積率の許可基準｣

(昭和60年11月)が明文化された(｢参考資料5｣)｡適用

条件は,1)容積率が 500%以下の商業地域又は近商地

域内に限り, 2)敷地が原則として8m以上の道路に接

しており(6m以上でも歩道状空地をとればいい),3)

敷地面積が500mt以上で,許可基準は,空地割合,駐車

場整備に加え,集会室の設置を定めている｡

こうした制度は,制度適用段階で規制値 (ここでは

容積率)を厳しく縛っておき,予め設定された基準を

満たす良質なもののみを ｢許可｣により形成誘導する

14)もので.その一般性には限界があるものの一考に値
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する｡ 問題点をあげれば,まず,法的位置づけとその

一般性についてである. すなわち,建築基準法第50条

を根拠とすることであるが,そもそも法第50条は8種

の用途地域又は特別用途地区内における ｢建築物の敷

地,構造又は設備に関する制限で当該地域内又は地区

の指定の目的のために必要なものは,地方公共団体の

条例で定める｣ものなので,用途別容積率の規制には

使えないものと解されており,筑波研究学園都市敷地

条例(敷地面積の下限を165mtと定めている)の様な敷

地条例が想定されているからである｡ しかし,この横

浜市の条例の利点は,規制の手がかりを ｢商業地域｣

｢工業地域｣といった用途地域に求め,これを住宅の

桑 ･質と結びつけたことにある｡そうした目でみるな

ら,先の広島市の都心居住地区計画は,地区計画とい

う建築条例に連動する地区的誘導手法に.｢住居地域｣

で確保すべき住宅の質をリンクさせたものといえ,也

区詳細計画という色彩というよりむしろ,きめの粗い

用途地域を補完する誘導手法と位置づけることが可能

である｡ ただし,こうした地区計画は規制緩和 (寧積

率緩和)を前提として初めて可能だった｡

13-3-3 法定地区計画の策定とベースの地域地区

緩和

法定地区計画制度の成立以来,各地で策定された地

区計画の多くの事例で,ベースの用途地域を緩和して

緩和のしすぎを建築条例により補完する方法がとられ

ている｡先の広島市都心居住地域地区計画もそのひと

つである｡ しかし,むやみにこうした手法に頼ること

に対 して, ｢建築制限条例を定めて用途地域制による

制限をはずして地区整備計画による建築課制一本にし

ぼるのが本来のあり方｣15)とする批判が可能であるO

この場合,別の条例で定めている高度地区,日影規制

や,地区計画で定められない斜線制限との関係,さら

には規制手法には収まらない事業 ･誘導手法を考える

と,行き着く先は,西 ドイツ的な,地区の一体的総合

的かつ固定的な地区詳細計画である｡ しかし,日本の

市衝地,とりわけ低層高密度市街地を対象にする地区

の計画を考えると,こうした計画は現実的でない｡ま

た,広島市の例で指摘されているように,長期的な運

用をおこなうためには,規制内容は単純明快な方が良

いのである｡ しかし,だからといってベースの用途地

域をむやみに緩和 していいというのではなく,街区的

･地区的･郡市的な変更の要請を,相互間で,また ｢可

能性｣の点から検討したうえ,他の制度手法の補完を

加味しながら計画的に対応するべきである｡ ｢地区計

画制度を地区における統一的な計画と位置づけ,他の

諸手法･制度はその実現手法として位置づける事が筋｣

16)ではあるが.法定地区計画のみが鳥状に特化して浮

き出るのではなく,上位計画として都市基本計画一地

区別計画がある程度措かれており,それをガイドライ

ンとしながら地区の計画を位置づけることがそれを可

能にしよう｡ その意味でも,特定の地区にのみ詳細な

計画規制を運用する方向は現実的でないと考える｡

13-4 地域地区の運用と規制誘導方策の総合化

13-4-1 地域地区運用の基本的考え方

低層高密度市街地における地域地区の指定･改訂は,

規制的最低値の側面と,計画的 ･誘導的側面を併せも

つ｡ 従って論理的にみれば,個々の権利者相互間で合

意を得ればその範囲内でネックになって十分使いきれ

ていない要素に対する規制を緩和したり,逆に,意図

する誘導的側面を促進すべく運用することは可能であ

る｡ これを念頭に,これまでの検討をまとめる｡

まず,条件設定型の規制緩和は,その条件に沿うよ

うに後押しして促進すれば効果もあがるが,条件設定

の内容が目的に沿っているかがより重要である｡場合

によっては,条件に合わないものこそ後押しすべき場

合も発生しかねない｡例えば,低層高密度市街地では

一般に敷地は細分化されており接道条件も悪いうえ,

｢共同化｣の意向は低い｡この条件下で必要なのは,

こうした状況を踏まえて1 それぞれの建て替えがその

場の空間性健を向上させるようなシステムの形成であ

ろう.個々の建て替えのエネルギーを発揮させつつも,

デザイン面でのコントロールを建設コストの増加にな

らないように施し,場合によっては公共側で空間整備

の費用を ｢公共の福祉｣の程度に応じて負担して全体

の環境を向上させるためには,事業手法 (第11章)誘

導手法 (第12章)との組合せが必要になる｡ 発想とし

ては,これらを｢地区計画｣によって束ねるという考え

方であるが,法定地区計画でなければいけないという

訳でなく,対象要素 ･拘束力の程度によっていろいろ

な ｢地区的計画｣を重層的に重ねることも考えられる

べきである｡ この場合,ベースの用途地域を緩和する

のも一つの方法だが,実際にネックになっている要素

によっては,数敷地 ･街区程度の合意をもとに協定を

結び,これを担保として規制を緩めるシステムを開発

･運用すべきである｡ ただしこの際,権利者が変わっ
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た場合の改変が予想されるので協定の維持管理主体を

はっきりさせることが重要になる｡

次に,既に容積率指定が過大である場合,すなわち,

基盤未整備なのに容積率300%といった場合には,市街

地のあるべき姿に照らして,どの様な建て型が望まし

いかの指針を作成 し,できれば指導要綱などで地域地

区の補完をおこなうべきである｡ この場合,規制の強

化はそれなりの社会的世論の盛り上がりがないと実現

できない歴史を踏まえると,地権者に経済的ロスをも

たらす規制強化は現実味に欠ける｡ また,設計の自由

を奪うような細かな基準もおかしい｡ある程度の社会

的合意を前提とする明快な誘導手法が必要である｡ 例

えば,接道面外壁の後退と塀のつくりは規定するが敷

地面積の最低限度は規制しないなどである｡

しかし,単純な規制緩和は,150%から200%ではそ

の緩和が広範な敷地に大きな影響を及ぼす点で,200%

から300%では特定の敷地にのみ利点を与える点で.お

こなわれるべきでない｡また,第2種高度地区を3種

にする場合,日影規制を緩める場合もその根拠が明確

にされ,それが地区環境の向上に役立っ場合にのみ許

されるべきである｡また,地域地区に限らず,形態規

制の緩和や安全条例の緩和は,単一の価値に基づいて

おこなわれるのが現実であり,地区環境の総合的確保

という目的からみて最小限に留めるべきである｡ これ

らが緩和できる論拠は,1)その場その場の相隣関係の

｢合意｣をもとに納得ずくで動かせる場合,2)地区的

合意が得られる場合,3)中堅所得層の住宅確保など,

都市レベルの ｢公共の福祉｣に貢献する場合に限られ

よう｡これらの要請は空間的に重なっていることもあ

るので相互の調整が必要であるし,また,その他の手

法との併用が必要になる｡

13-4-2 地域地区から地区の計画へ

法定地区計画は,整備方針レベルまではさておき,

総合的なものをめざせばめざすほど計画化,さらには

その実現が難しく事例が蓄積されない状況がある｡ そ

こで,･地区計画の内容を事業的なもの.誘導的なもの,

ベースの地域地区に関わるものに分解し,それぞれに

独立させて運用することが特に低層高密度市街地の様

な複雑な地域では必要ではないか｡単一目的タイプの

地区計画を重ねてかけるのである｡ しかし,そうする

と地区計画の意味がなくなるという批判はあろう｡ し

かし,法定地区計画に地区計画を限定せず,6m道路

の形成を是非広域にわたっておこないときなどの基盤

に関する事項は法定地区計画でおこなうが,誘導型の

指導要綱の運用は地域地区や地区整備方針にリンクし

ておこない,一般の建て替えや2項道路の拡幅は条例

などで ｢整備促進区域｣｢整備誘導区域｣を指定し柔

軟に運用することが可能である｡ 法定地区計画で全て

を固めるのでなく,緩やかな合意事項としてのマスタ

ープランやこれを補完するコミュニティーカルテ,あ

るいは ｢まちづくり指針｣を依るべき ｢方針｣として

いろいろな地区の計画を重層的に用いるのである｡こ

の場合.地域地区もいくつかのレベルに分解されよう｡

すなわち,ベースとして最低限の項目を定める地域地

区,地区的計画や一団の敷地での ｢合意｣を担保に緩

和ができるタイプ (例 :86条宴宅地認定),一定規模

以上の開発に対する開発許可的運用である｡ このレベ

ルになると,各自治体での過去の積み上げ,工夫が最

も重要な要素となる｡ 上位の主体は,法律の改正 ･運

用基準の例示 ･財政的技術的援助を通 してそのバック

アップに努めるという補完関係である｡

補注(第13葦)

1)副都心とその周辺,幹線道路沿道など,中高層化

を図りたい地区については積極的に誘導型の容積指

定がなされた｡

2)マンション供給が一般化するのは容積地区指定後

の昭和44年以後である｡ すなわち,高層住宅協会デ

ータによれば,東京区部で昭和43年までに供給され

たマンション334疎 く昭和39年までに限れば95棟)の

うち港･新宿･目黒･渋谷･世田谷区の5区で全体の7

割を供給 していた｡これに対 し,新用途地域が指定

されるまでの5年間 (昭和44年～48年)だけで1151

棟が供給範囲を拡大させつつ供給きれ,続く5年間

(49年～53年)にはさらに区部全域に対象をひろげ

ながら1597棟が供給された｡

3)近年の用途地域見直しにおいて,他の大都市では

後に示す広島市を除けばこうした大きな緩和は指向

していない｡例えば大阪市や京都市は何らかの事業

がらみの所を除けばほとんど掲途地域を変更してい

ないo神戸市もインナーシティー対策を市の新基本

計画のなかで積極的に位置づけているものの,2種

住専の容積率を150%に強化するなど.むしろ全体と

しては規制強化の方向である｡ 横浜市や川崎市も地

価高騰の影響で郊外住宅地の容積率を大幅に緩和し
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ているが都心周辺部はほとんど変更 していない ｡

4)昭和58年建設省通達の主要な内容は,1)都市計画

･建築規制の緩和等による都市再開発の促進, 2)国

公有地の活用による都市開発の推進,3)規制の緩和

等による宅地開発の促進,の3点である｡ このうち

ここでの検討に係わりの強いのが1)で,この内容は

(1)一般的規制の緩和 (大都市,特に東京区部｡環7

以内1種住専の2種化,高度地区の解除,等).(2)再

開発時に個別に規制緩和 (市街地住宅総合設計制度

の創設,特定街区適用要件緩和,86条宴宅地特例,

52粂みなし道路許可準則の整備).(3)道路行政と建

築行政の機動的対応及び再開発事業の施行要件緩和

(4)中高層建築物指導要綱対策(確認時の行政指導を

最小限に,周辺住民同意書提出義務づけとりやめ,

用途 ･容積規制は建築基準法に基づいておこなうこ

と)という内容である｡最後の(4)は第12章と大きく

関連している｡

5)東京都安全条例は建築基準法第40条 く制限の付加

一地方の気候,風土の特殊性又は特殊建築物につい

て｡安全 ･防火 ･衛生上｡)及び43条 2項 (敷地等

と道路との関係-特殊建築物,階数が3以上の建築

物,等)を根拠として昭和25年に制定された｡

6)昭和55年2月の答申申,Ⅲ土地利用規制検討の方向

2.用途地域のところで.昭和48年の基本目標と相違

はないこと,また, ｢指定基準｣もその大網におい

て変更の必要は認められないとしている｡ (変更点

は,建築基準法改正に伴う2種住専容積率の強化と

日影規制が例外的なもの)

7)住宅 ･都市整備公団(1981)『木賃アパー トの建て

替えの可能性に関する研究』

8)再開発として土地区画整理事業を順次おこないっ

っある段原地区の施行済み区域もこの地区計画区域

に編入されている｡

9)ここでは,住宅の内容まで規定 しておらず,主に

大規模敷地による住宅の曇の確保が主目的と考えら

れるので ｢良好な｣という点については保留してい

る｡ ただし,広島市の都心部 (中区)での住宅供給

は市全域と比べて ｢持家｣が少なく広 く, ｢貸家｣

が多く若干狭く (平均40rnt強), ｢分譲｣は平均的

で若干狭い (平均70m2強)という特徴がある (いず

れも昭和60-62年平均)がとくにこの範囲では ｢問

題｣はみうけられない｡

10)広島市郡市整備局(1987)『活力あるまちづくりを

めざして』

ll)広島市総合設計許可取扱い (指針)では,容積率

緩和の条件として,住宅 1戸当たりの床面積を,賃

貸住宅は30m2以上,分譲は40m!以上となる住宅を総

住宅戸数の3分の2以上とすること,30戸以上の集合

住宅では集会室を設置すること等を定めている｡

12)広島大学跡地に建設された共同住宅で敷地面積は

6000nfある｡

13)容積率指定200%(住居･準工)の敷地で総合設計制

度を用いた事例はこれまで8例あるが (除 :地区計

画適用の1件),敷地面積 の平均は.19328m2の物

件を例外として除いても3274m2(適用下限 500m2の

6.5倍)で.200%から261%への容積率緩和となって

いる｡

14)昭和61年度の許可実績は5件｡

15)石田頼房(1984)｢地区計画制度の実績評価と今後

の展望｣『都市計画 132』 p.14

16)同上
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結くⅢ) 低層高密度市街地の総合的整備にむけて

結(Ⅲ)- 1 計画化の条件と構成

これまでの検討をもとに,低層高密度市街地の居住環境整備を総合的に進めるための

計画構成のあり方について述べる｡ すなわち,地区マスタ-プランを上位の総合的計画

と位置づけ,改善型事業,誘導型計画規制,地域地区を実現手法として構成する場合,

現在の計画システムに認められる限界をどの様に克服し,目標とする市街地像 (第Ⅱ部

の結)に近づくべきかを論じる｡

まず第-に,地区的合意を得た計画を,狭義の法定地区計画や参加論的｢まちづくり｣

のみに矯小化することなく,マスタープランとしてのゆるやかな合意のうえに,それを

上位の規準として具体的開発を誘導的に形成するシステムづくりが必要である｡ そのた

めには,近年各区で作成されつつある地区別計画を,東京都の｢整備･開発又は保全の方

針｣(長期計画の一部や住宅対策審議会答申などもこの上位計画･周辺計画と位置づける)

を上位計画とする ｢地区基本計画｣と位置づけ,法定地区計画等の地区の計画を下位計

画と位置づけて体系化をはかり,コミュニティーカルテ等の地区の評価まで含めた情報

を非法定ではあるが公表 ･共有して計画を補完する｡ カルテにおいては事実を示すのみ

でなく,計画論の観点から課題を指摘し,できれば整備のプログラム的表現を書き込ん

でおく｡この際,住宅政策 ･住環境整備方針に関する部分も盛り込んでおく｡ 手がかり

としては ｢地域住宅計画｣｢住宅白書｣｢住環境整備方針｣などである｡ 現在,特別区

には住宅行政を担当する窓口はほとんどなく,都営住宅を管轄する東京都住宅局等に人

員が集中している｡特別区に都市計画担当が充実してきた今日,今度は住宅分野の強化

が必要である｡ 既に都営住宅入居世帯の90%は地元区からの世帯であることは十分な説

得力をもつものであり,小規模団地の区への移管等の機会を利用した取り組みが可能で

ある｡

第二に,居住環境整備の総合性を保持するためには,各手法の統合をはかることが重

要になる｡ すなわち,地区基本計画に示された目標とする将来像を実現する手段として,

まず,個々の開発単位がそれぞれの条件下でめざすべき目標像を誘導手法に転化した形

で示す｡この日揺像はその時点の具体的規制手段としての地域地区に連動するが,それ

自体は目標ではなく,都市の成熟 ･市街地の更新に伴って見直しが要請される｡ この場

合,ベースの規制緩和を伴う場合もあろうが,望ましい市街地像を実現する誘導的計画

体系に組み込まれる｡ある場合には地区計画によって条件が設定されるものの,多くの

場合は条例 ･要綱といった規制誘導的手法で補完される｡すなわち,現在の地域地区は

｢ゴール｣としてでなく,望ましい ｢市街地像｣を達成するための ｢手段｣であると捉

えることを意味する｡ また,ここで想定する誘導手法は特定開発を禁止的に誘導するも

のの外に,数敷地あるいは街区単位で合意が得られればその協定を担保に規制を緩和す

る共同緩和的誘導手法や景観 ･緑化等住環境の質を総合的に実現する誘導手法も含む｡

第三に,以上の規制誘導による方法では整備に限界がある地区 ･区域に限って紘,事

業手法が併用される｡ しかし,事業といっても,その地区が上記ストーリーに乗るまでの

後押 しをすればよい ｡ 具体的には,まず個別敷地レベルを超える整備要素としての空地

系の整備を公的資金の投入によりおこなうこと (公園,街路のうち4mを超える部分の

買収), 次に,個々の敷地での更新を可能にするべく地区施設の一部とみなせる街路の
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形成を援助する(2項道路の拡幅)こと,さらに,それでも残る密集区域に対 して点的な

改造事業を起こすことである｡ これらは,いわば健全な更新をおこなうための前提条件

の整備であるoまた,全体のプランは地区基本計画の下位計画である地区計画 (整備方

針+整備計画)により担保す.る｡そうでない場合も,国のモデル事業等を使って,地区

レベルの計画を参加 と合意を得て策定し,これを地区の計画と位置づけるO

こうして,低層高密度市街地の居住環境整備計画は総合化される｡ これは,従来の｢改

造型｣｢改善型｣｢個別改善｣といった平面的かつ静的な分類ではなく,整備要素ごと

に適切な手法を想定 した重層的な計画システムである｡ ひとっの法定地区計画のなかで

全てを決定することは難しい｡プログラムさえ間違っていなければ,要素を分解してそ
れらが畢層的にかけられればよいのである｡

結(Ⅲ)-2 ｢住宅政策の空間化｣の実現にむけて

｢住宅政策の空間化｣はマスタープランレベルで述べられたものを受けて,具体レベ

ルでは以下の構成をとる｡

まず,ペースとしての地域地区が,現在,単純な規制を表示するのに留まっているこ

とは過去の経緯からみてしかたないので,これ自体に変更を加えることは難 しいと判断

される｡そこで,地域地区による法的 ｢規制｣の担保に連動させる形で,どの様な空間,

とりわけ居住地としてどの様な空間を形成すべきかを示す他の手法を充実させる｡ この

場合,指導要綱等のなかに他の要素 (接道条件･敷地条件と建て方など)も総合的に取り

入れて地域地区の欠点を補う｡

こうした民間建築のコントロールのみでは対応できない課題のうち,是非とも地域の

なかで解決すべきもの (とマスタープランで位置づけられているもの)紘,公的施策の

可能性と限界を踏まえて地域の中で実現する｡ 現在各区がおこなっている ｢老人アパー

ト借り上げ｣も,公営住宅の建設･管理･建て替え計画や ｢地域特賃｣との関係を明確に

しつつ,また,将来を見据えた計画のもと,計画体系に取り込むべきである｡そして,

改善型の再開発等の具体的事業をおこなう場合には,とくにこの点に配慮する必要があ

る｡ 例えば,老朽木賃アパー トの建て替え促進は,孤老などの沈澱層の追い出しを加速

することにもなるので,事業のなかには ｢受け皿｣も同時に用意することが必要であり,

建て替えに対する促進策のみに傾斜すべきではない｡言葉をかえるなら,市街地の高度

利用という都市再開発法の流れを汲む ｢公共の福祉｣はそれだけで暴走 してはならず,

同時に住宅地区改良法の流れを汲む ｢公共の福祉｣が達成される必要があるといえる｡

次に,改善型再開発や事業に伴って ｢改造｣的措置が必要な区域は量的には少ないと

考えられるが,再開発住宅や代替地の活用を充実させて事業の補完をはかることがより

重要になろう｡ また,密集市街地とはいえ,その場で ｢共同化｣する意向は低いので,

意欲のある人が ｢協同｣して建て替えるコープ方式を前資産の公的活用と連動させて促

進する方法や,近隣の合意を ｢協定｣として担保しネックとなっている規制を緩和する

手法,容積率緩和を事業用地の確保に結び付ける方式なども検討すべきである｡

これらは,別々におこなったのでは効果もなく,また,｢公共性｣｢公平性｣｢計画性｣
の面から問題があるので,全体を体系化した居住という側面からのマスタープランで根

拠づけることが必要である｡ ｢地域住宅計画｣は,このレベルをめざすべきであり,ど

の地域でもこうした計画をもつことが必要である｡ こうしてはじめて,物的市街地整備

との補完が可能になり,現在,居住環境整備が単なる手法論に陥っている限界を乗り越

えることができるのである｡
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結くⅢ)-3 居住環境整備のプログラム的展開 ･

以上の検討はかなり静的なものであり,また,一般解として示したものであるoLか

し,それぞれの区で進めているこれまでの居住環境整備の取り組みを前提に,実際の整

備を進める場合を想定すると,以下の様なプログラムが現実的である｡

まず第-に,これまでに示した計画の構成は初めから全て用意する必要はないし,ま

た有効でもない｡アプローチの仕方はいろいろあるはずであるQ想定されるタイプを示

せば,①市街地整備方針連動型,②地区基本計画型,③住環境整備方針型,⑥不燃化ま

ちづくりの例の様に最重要事項をベースにした発展型,が典型的なものとしてあげられ

る｡

まず,①の市街地整備方針連動型は世田谷区が典型である｡ここでは行政がおこなう

物的計画がそのプログラムも盛り込みながら総合的に描かれている｡すなわち,最低阪,

行政の糞任においておこなう事項が基本としてあり,それに付随して土地利用の方針等

が措かれている｡この付随する部分は主として民間が実現する部分であるが,これらは

上位の方針から派生 した地域地区 ･指導要綱等の規制誘導策でコントロールされながら

実現する｡ どちらかというと現状維持 ･保全型の市街地に向いていると考えられる｡

次に,②の地区基本計画型は足立区地区環境整備計画が典型的である｡ 区がそれぞれ

の住区の将来像を描き,個々の開発には ｢まちづくり総合指針｣を受けた ｢環境指導要

綱｣を適用することで総合的なまちづくりを進めようとしている｡ 今後は, ｢住宅づく

り指針｣が補完され,それぞれの地区におけるまちづくりも活発化すればひとつの型と

なりうる｡ 今後いろいろな事業が起きてくる可能性が高い市街地に向いている｡

③の住環境整備方針型は尼崎市住環境整備条例が典型的である｡手続きのみを示した

｢まちづくり条例｣ (世田谷区,神戸市)とは異なり,条例のなかにそれまでの指導要

綱や条例を束ね,地区指定や個々の開発誘導を体系化している｡ これに上位計画として

住環境整備方針が乗ればひとつの典型となりうる｡ このタイプは基盤がほぼできあがっ

た市域の管理に適しているといえる｡

⑥の不燃化まちづくり等の最重要事項発展型は墨田区が典型である｡ 過去の歴史から

みて ｢防災｣が第-の目標になり,区民にもこの意識が強いのでこのプロセスとなった｡

マスタープランもまずは ｢不燃化｣の観点から｢面｣｢線｣｢点｣に機能分担しつつ描

かれた｡㌢当初は不燃化助成をこのマスタープランと連動しておこなっていたが,その後

定住人口の確保,地域の活性化を意図して｢3世代助成｣をこのうえに乗せ,さらに近
年では ｢まちづくり助成｣を乗せて総合的体裁を整え,運転して ｢不燃化｣は ｢まちづ

くり｣の下に位置づけられる形式に発展した｡ ｢景観｣｢緑化｣等もコンセンサスが得

られる所では第一歩として有効である.

要は,その区の市街地の実態 ･変容上の特徴と組織上の特徴を最大限生かした方式を

育てていくことが,低層高密度市街地の居住環境整備をおこなう近道だと考えるのであ

る｡むろん,上位の郡 ･国はその支援をおこなうペく,法律的 ･財政的 ･技術的側面か

らバックアップに努めるべきである｡ また,都市計画専門家に限らず,福祉･法律･不動

産･税理･教育等の専門家も,それぞれの専門知識を地区をフィール ドとして.最大限発揮

する必要がある｡
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参考資料1 東京区部各区のマスタープランと計画体系

千代田区- 『千代田区街づくり方針』(昭和62年10月) 台東区-区全体では策定していない(上野.浅草のみ) 墨田区-未策定 (錦糸町.京島等の特定地区の

み)【計画の位置付】 千代田区基本計画 く昭和60年)にもとづいて策定され 台棄区は台東区基本雑感及び長期総合計画(昭和54年)上位計画は墨田区基本計画 (昭和56年
)である. ｢るものであり,千代田区の都市基盤軽備に関する基本 に基づいて ｢台棄区行政計画｣ (=実施計画)を運用 計画の内容｣において. ｢防災都
市｣が最重要課執 こ方針を定め.いわゆるハード面における街づくりに関 しているが.このなかでは既に地区環境整備の総合化 ｢環境都市｣が第

二に取り上げられている.する全般的な方針として位置づける｡

という考え方が示されている.【計画の練成】 r経論縞｣と ｢地域縞Jからなる. その内容は.(I)地区総合計画の横臥 (2)街区環境整 きて.r防災
都市Jの部分ではおおまかな土地利用の｢捻論編Jのなかで,目標とする都市像として,①多 情と共同スペースの創出 (のちに,(3)道路整備と交通 方針が示
されているが,,全体にみると市街地整備方針様な人々が住み晴動する生活都心.壇)地域特性を生か 安全対策の推進を追加)である.

とまではいえない.総合計画的で地味な く安全性の碓した文化#Jb,◎活気と賑わいのある商業都心,⑧国 各項目の内容は年 変々化しており.例えば(I)のr地区 保い
った基本的分野が中心ということ)記述に留まっている.際的に開かれた情報都心,の4つが示されたあと

,そ 絵合計画の検甜｣は再開発方針策定を実横として｢台棄れぞれの都心健を実現してゆくための課題と基本方針 区再開発方針の策定｣が小項目として追
加されたはか さらに.抜糸町の副都心計画もまだ出でおらず (現在がハード.ソフトの両面から述べられている.さらに r上野地域都市整備｣ ｢浅草地域

都市整備｣ ｢上野 . 検相中), ｢産業拠点をつくる｣といった一般的記述ハード面における基本方針として,土地利用の誘
導方 浅草地域の一体化｣が重点テーマとして盛り込まれた に留まっている.針,都市施設の盤備方針.街並み形成の方針が述べら ただし. r地区捻合

計画は｣いまだ ｢-の検討｣であ このように,すでに基本計画は時代遅れになってきたれている.このうち,土地利用の皇室五虻では事項別 つ

て,計画の策定にはいたっていない. ので.現在改訂作業が進んでいる.基本計画は昭和63方針として,①住宅.商業 .業韓施設の適正配置および高度利用の推進,②表地 .裏地を含めた一体的整備 行政計画上で想定されている台東区都市盤備体系によ 年6月頃素案が出される予定である.れ
ば,台東区基本樵想及び長舶捻合計画を受けて台束 市街地整備方針にあたるものは.墨田区の場合 r墨田③地域特性に基づく複合的土地利用.④人工地盤の利
区開発基本方針 (再開発方針とは一線を画す)が策定 区防災区画化計画｣であろう.この計画は,区内全域用等による土地の有効括用.名僧公有地の有効括

用, きれることになっている.これは地域別再開発方針と を不燃建築物や河川などの延焼遮断帯で分別した25のの5点が述べられている. 地区別再開発方針とからなっており,前者は北軌 南 区画をつくり,各区画ごとに小学校等
を利用した防災軌 谷中.上野.援葺,上野.浅草地域の一体化の6 活動拠点を儲け.災害に対する対応
力の整備,充実を地域で構成され,後者はさらに下の地区レベルで練成 はかることを目榛としている.しか

し,これはいわば古れる.ただし地区別再開発方針は上野,浅草,上野.演 防災という視点からの計画であって,市街地の投合的草地域の一体化に係わる地区のみ名があげられているきて,上野,浅草地域は再開発方針においても重点的に再開発促進地区.再開発誘導地区が広く指定されているわけだが;これらを市街地軽偏として具体化するものが r上野地
区都市捻合再開発促進計画 く案)｣ (昭和59年)及び ｢浅草地区都市投合再開発促進計画 ( 盤偏をおこなうマスタープランとは言い難い.r地域掠Jにおいて

,4地域区分が示される.その板拠として,わかりやすいこと,歴史的成立ち.硯祝の 秦)J (昭和6
0年)である.なお.その他の地域につ特性や問題点を反映した区分,住民組織や行政管轄区 いても,

街区環境と共同スペースの創出や住宅付置襲域と整合した区分の3点を挙げている.また,方針の 綿の施行など,いまだ絵合化きれていないが重要な rなかではさらに細かい地区 (8.5.7,5

の計25地区.野範囲は言葉による名称のみ.)それぞれにつき簡単ではあるが目標とする望ましい将来像を示している. 道具｣
は次々に具体化されている.【地区地域区分】 北部.南部.谷中.上野.浅草の5地域が地域区分である コミュニティ施設計画における地区区分は幹線道路.が,市街地整備方針ではいわば上野,浅草地

域の整備方針 (両地域の一体化も含めて)のみを示した

形にな 運河.鉄道によって8つに分けられているが, F防災区画Jはおおむねこの区分をさらにもうー段区切って地域における街づくりの基本的検討組織である r街づくり協議会｣.街づくり全般の検計組織である ｢街づくり懇談会｣は継続

して設置していく.また.具体的な街づくり計画を推進するため, ｢計画推進協諌会Jの設置を推進する.区はこれらの韻織に援助をおこな つている. 25区分としている.【実現のための とくに
具体的な組掛 こついては上野,浅草両生備計画 とくに存在しない｡##S] うが,計画

を公的に位置づけるための ｢街づくり条例 案のなかでも触れられていない (アンケートをおこな｣
や指導.諌辞のための ｢建築指導要綿｣などの制定について検討をおこなう. つた程度)

企画経営童副参事 (企画担当)都市掛肴郎都市計画課 (用途地域)開発促進室 (綿糸附,京島)【現行の 企画部企画課---.-..基

本計画 企画部企画課 (長期捻合計画.定住促進懇談会)行政組織】 都市整備部都市計画課-街づくり方針 獅 鮒 墓場 詣 豊 遺 賢 J課
務担当主査6 建築不燃指尊重〝 住宅整備課-公営住宅 施設計画課〝 地域整備課...86条運用,



品川区-.『品川区市街地整備基本棟想』 (昭和60年) 目黒区- 『生活圏域整備計画』 (昭和57年)『土地利用計画』 (60年) 世田谷区- 好世田谷区都市亜備方針』 く昭和60

年)【計画の位置付】 品川区基本計画は昭和53年に策定きれたが,新しい視 目黒区基本計画く昭和60年)に位置づけられる.具体的 都市整備方針は.21世紀の世田谷を展望
した長期的な点にたった街づくりをすすめていくためには,すでに にはまず.ユニ都市基盤整備計画の rl土地.空間の 街づくりに関する将来方向

を示すものである.再開発の進められている拠点地区,問題地区,更新が 利用｣のなかで.土地利用計画に沿って課題に取り雑 また.この方針は世田谷区
基本計画にいわれている r進んでいる地区などを,あらためて品川区全体のなか むことを示し,(1)効率的な土地.空間の利用.(2)地 物的計画体系の確立

｣を具射 ヒするとともに.街づくで位置づけをし,これと交通網整備など基盤整備と捻 域環境の整備.保全のなかで具体的施策を述べている り条例に定め
られている ｢街づくりに関する総合的,合化した構想を明らかにしていくことが必要だとの考 ｡また,.(3)コミュニティの計画的形成では住区単位 体系的

な施設｣に答えて世田谷区の将来都市の骨組みえ方にたって策定する r缶づくりの指針Jである. でおこなうコミュニティ形成の条件整備について,補
を示すものである.現在進められている街づくり事業なお,品川区はこの括想のあと.昭和63年には基本構 助計画として ｢生活圏域整備計画｣

に委ねていること 紘.この方針の中で位置づけちれる.感を決

定し,ひきつづき基本計画を策定している. を示している.【計画の樵成】 第3(章)の市街地整備の桂想では,都市構造,土地利 r生痛圏域壬備計画｣は実態的には住区
施設計画の方 将来目標.将来都市の骨凍み.土地利用(広義)の方針用,骨格的交通の体系,特定課題に対応する市街地の 針なのでここでは省略する. r

土地利用計画Jはまも と,これを実現する方策の体系を示す市街地整序の方形成 く防災都市/アメニティの向上)が示されている づくりの方針で,長
期計画の ｢都市基盤整備計画｣を 針および重点施策の方針とによって構成される.このうち.土地利用の基本的構成の r(2)ゾーニング 補完する計画であ
る.その体系は.以下の通り. 土地利用(広義)の方針は,土地利用の方針く狭義),交計画と整備の方向｣で示されたのは

,7.都市横能強化 地域環境整備計画 通体系の方針,防災および公害防止の方針,景観形成ゾー
ン;目黒,五反田,大崎,大井町から大森に至る の方針で構成される. また,土地利用の方針(狭低
地, ィ.混合市街地ゾーン;新しい往工混在市街地 義)紘,住宅地の配置および整備の方針,商業業務地として整備.荏原,立会Jil等. ウ.高密住居ゾーン; および工業地の配置およU生保の方針.自然地および
目黒台地部地区.旧市街地地区 く北品川～南品川), 農地の保全および整備の方針.生痛関連施設等

の配置工.産業環境保全ゾーン;京浜運河沿いの棄品川地区, および整備の方針により棟成される. 市街地整序才.住環境保全ゾーン;高輪台,旗の台.御殿山.̂ 潮 自然環境等整備.保全計画 の方針は,土地利用の方針のうち整備の方針の部分を

団地竿, 力.水辺痛用ゾーン;大井埠頭地区,大井競 E警護諾 譲 .保全 絵合化し,具体的,即地的に示したものである.さら馬場周辺. に,そのうち重点的に行なう施米について独立した記第4(
章)の実現方策では,重点プロジェクト,地区軽 述がなきれている.備モデル,整備手法の考え

方が示されている. 土地利用整備計画重点プロジ

ェクトは重点10地区について,20ページを ｣ 土地の用途区分 (地域地区の基本方針)きいてその将来像を示している. 公共施設等丑備計画地区獲備モデルは, r品川区の場合,同質な市街地が面的に広がっていることから,筆備事業をおこなうある特
定の地区だ削こ限定することは難しく,むしろ,それぞれのゾ-ン

や.地区の特性に応じた地区整備モデルを例示的に示し,住民や権利者の合

意形成を図つてゆくことが重要であるJとの認識から示されるもの 防災計画で,プロジェクトが中心
になる都市機能強化ゾーンと ｣ 都市防災の強化水辺活用ゾーンを除く4土地利用類型 (上記ィ,ラ,工,オ) であるが,最後のところで,地区別転借方針とし

てま 都市整備方針自体は区全体の都市整備につ

いて述べた方針であるが.更にまちづくりを推進するため,この方針に基づき.世田谷,北沢.玉川.砧,鳥山の5地ごとにモデルが示されている. とめて示している.【地区地域区分】 出張所単位に相当した13の住区施設単位は上記6
土地 5地区22住区が基本.利用類型とは合わない.ここでは後者の6類型が地
区 個々の施米は rOO住区Jのどこそこと表 域ごとに.地域特性にあったきめこまかい地域獲備方区分として意味がある. 現している. 針を策定して誘導L,ていくものとされる.

【実現のためのABS] とくに明示きれていない. 一般課掛 こついては住区協議会方式をとらている. とくに記述はないが, 『街づくり条例Aに基づいた住民参加による整備が考えられている.【現行の 企画広報鮮企画担当 (基本計画)助役I

企画部企画課 (基本計画) 企画辞企画課/計画開基副主幹/都市デザ
イン室都市盤備酢管理課 く建築宰査会,集合

住宅指等)都市計画課 (土地利用)/交通環境掛蘇室(沿道整備)/街づくり推進課 (開発措辞行政組織】 区民酢まちづ<り推進課(住区センター生活圏域盤備)都市計画部都市計画課 (土地利用計画)都市掛篇本部 (本部長,参事2,都市整備担当) 都市整備課
建築



中野区- rrまちづくり推進計画』 (昭和61年) 杉並区.-(64年度に ｢まちづくり基本方針｣を予定) 豊島区- 『街づくり方針 く案)』 (昭和62年5

月)【計画の位置付】 21世掛 こ向かって,中野区基本技想 (S56)にうた (昭和62年に出た ｢杉並区の不燃化まちづくりについ l豊島区基本計画 (S57)に基づき
策定される.われた r安全で快適に住めるまち｣を実現していく基 て｣を ｢基泰方針｣の指針として策定する.) ｢方針｣は昭和6

5年度に策定予定.本的な方向を明らかにし,区民と区の協働によるまち 長期行財政計画のなかには記
述はみられない.今後取づくりを進めるために策定する. り込みがおこなわれていくものと考えらjtる (基本構

想の改訂に既に着手している【計画の構成】 5章構成○ ｢不燃化まちづくりについて｣は,用途地域指定.再 基本的目標は.①
副都心的横紙と居住機能の調和,壇)第1章 中野のまちの現況と地域特性 開発計画などと共に rまちづくり基本方針｣の-掛 こ アメニテ

ィの形成,◎市街地更新の秩序化,◎防災性第2章 土地利用の方針 なる予定.なお,長期行財政計画 (S56修正)のな
の向上の4点を掲げている. また.土地利用 (住第3章 中野のまうの将来像 かの r環境整備計画Jでは,地域に即した修復的方向
宅地-都市型混在地-中心商業地.幹線沿道).道拍第4章 中野のまもづくり (将来像を受けた各論) での区民参加を含めたまもづくりが進めら

れる必要が の基本方向が示されている. 地域別に示された方第5章 まちづくりの推進に向けて第2章 土地利用の方針では ｢土地利用｣と r土地 あるとして,以下の構成で施策をあげ
ている.1線 針図では,土地利用 (上述をさらに分類.ただし区のとオープンスペースの確保,Ⅲ道
路 .交通体系の整 大半は ｢一般住宅地｣)と共に.アメニティ形成 (景偉,Ⅲ まもづくり運動の推

進 (1不燃化対策,2 捜道路,歩車共存道路.等)の方向,さらに.並備対の整備方針｣を明らかにしている.土地利用は,住宅 沿道峯備).ただし,具
体的に ｢方針｣を策定するこ 策区分 (保全.更新,改善)が重ねて示されている.地,商業地,工業地,公共用地それぞれの方針であり とは全く触れてい

ない.第5次実施計画 (61-63 これによりr改善｣をおこなう ｢一般住宅地｣,｢保,土地の整備方針では拠点,泊道,住環

境の整備につ 年度)にも出ていない. 全｣をおこなう r一般住宅地｣といった指定となっていて明らかにしている.住環境の盤億は ｢保全地区｣r指導地区J r改善地区｣の3分類となっている.第3章 中野のまちの将来像では,I.災害に強いまもづくり.2.快適に住めるまちづくり,3.痛力のあるまちづくり,4.ふれあいのあるまちづくり,5.文化の香り豊かなまちづくり.の5点があげられている.うち,2.快適に住めるまちづくりでは,快適な住宅づくり,快適な住

環境づくり,みち空間の整備,公共交通の確保,みどりと公園づくりがあげられている. いる.【地区地域区分】 第5章 まもづくりの推進に向けてでは, ｢地域のまちづくり｣と ｢拠点まもづくり｣によってまちづくり巻進めていくことを示しているが,前者は地域センターを核として展開される区内15地域での ｢住区

協議会｣がその主体となる. 生活環境施設整備のための区分は7地域46地区 13地区に区分きれる.【実現のための組織等】 15の住区協議会が ｢地域のまもづくりJを推進する主体であり,既に昭
和50年から58年にかけて設置された(地域センターは昭和50年から56年にかけ

て整備済み) なし なし.【現行の 地区担当制をしい
ている. 都市環境部は昭和61年新設. 企画部企画課行政組

織】 企画部企画課 企画部企画課 都市整備部都市計画課地域センタ一部地域センター15 都市環境部管理課 市街地整

備課都市警 部 { 雲警護 (建築指軌 狭あい道路) まちづくり計画課.まちづくり推進課 住環境整備課環境保全課,防災謀 公害対策課計画調整担当主幹 土木部管理課
.道搾課,公園緑地課. 自転車対策課獅 計酪 -

亡 霊詫 琵琶当宗妻ままもづくり推進計画)



北区- 好北区都市整備構想』 (昭和61年) 荒川区-なし (総合計画では拠点-軸整備) 足立区...『地区環境整備計画』 (昭和61年度完

了)【計画の位置付】 北区基本構想 (S56)にうたわれている ｢住みよい 整備拠点の考え方をとっており.全体について基借方 足立区基本計画 (昭和60年)に基づき
策定きれる.生き生きとしたまち｣を実現していくために,都市整 針を述べたものはない.従って,棄京都がおこなった (基本計画では,土地利用計画と

それを受けた環境基偏の観点から,実現性を確保しつつ.捻合的.体系的 『住環境整備計画策定調査』 (昭和56年)も再開発必 儒計画.さらにそれをブロッ
クに落とした13のプロツにまちつくりの方向と内容を示す. 要地区のスクリーニングになっている.ただし,これ ク別整備計画が策定

されている.なお,環境整備計画も見方によっては市街地整備方針の-施策詐門におい では ｢地域別棟
型｣ (=土地利用.建築物等の整備にて整備順位とを備強度を示すものであるから,いくつ 関する類型
区分)と r課題別横型｣ (=都市地域施設かのこうした計画を束ねて絵合化すれば,平板な記述 ･防災
その他の整備に関する類型区分)を地図上に示第3 都市整備の基本方向において. (1)土地利用 の多い地区の ｢方

針｣に比べて遜色ないものとなろう している.)の適正化 ;現実的にみると漸次土地利用の適正化を進 また,荒川区ではHOPE計画を策定していること
も 策定過程からみると, ｢地区環境整備計画｣は,街づめていく.とし, (2)整備目標において3つの亜備 記憶すべき

である. くり縫合技術指針 (S56年度)や各種街づくりに関目標.①複数の核を持ち,活気と一体感の

あるまちの する基礎調査などを集大成し.地区の将来像を提示す形成,②職.住の調和のとれた安全で快適なまちの形成.⑳ゆとりとうるおいのある魅力的なまうの形成.
を示し,それぞれのイメージを地図上に示している. るものである.

【計画の構成】 計画は,生括 .環境を整えるために必要となる事項とまた,特に整備効果が大き

く北区のまちづくりの契機 して.①土地利用.建築物の整備,②都市施設 .地区となりうる地区を ｢重点的に整備改善を図る地区｣として選定
しているが,これは,1)広域交通プロジエ 皆誓諾 乳 野 望讐J賢 二雫宗 主息艶 晋芸誓クトに関連して市
街地環境の改善整備を図る地区,2 められている.このうち,①は住民の主体的努力に朋)北区の核と
して育成強化する地区.3)地区の中心 持し,文章表現を中心としている.㊨ (◎)は拘束力として育

成強化する地区.4)市街地環境の整備改善 が生じるので,既存の計画を集大成することで計画をを図る地区.5)スJボーッ.レクレーション.文化の拠点として育成強化する地区.最後に r構想｣の課題及び解決の手法を地区別に整理した ｢地区別整備梼想｣を示している.きらにこれをひとまとめにして r整備桂想イメージJを示してい

る全般的に記述が平板であり.どのようにこの構想が横紙していくか疑問である. 提案している.【地区地域区分】 ウ地区 (浮間.赤羽西 .莱,王子酉 .莱,滝掛 り酉 . 13ブロック.70コミュニティ単位ごとの地

区環境並備兼)この地区区分は,基本計画 (昭和63年)中に示されている ｢地区別計

画｣と同じ. 計画.【実現のための】組織等】 なし なし 今後である○ rまう

づくり地区連絡会Jを予定.【現行の 企画辞企画課 企画部企画課 (基本計画) 昭和61年9月から地区担当制をしいている行政組織】 都市軽備郎捻合計画担当副参事 (都市整備構想)I 副主幹 (開発企画担当) 都市環境辞の職鼻70名が5
班14名ずつに分かれる公共施設担当副参事 都市整備部建築

課 企画部企画課開発担当副参事 特命担当副主幹 都

市環境静都市計画課赤羽駅西口市街地再開発担当副参事 開発企画室 嗣軽担当副主幹建設辞管理課.道路課,河川公園課 都市計画課 交通横関対
策室建築環境辞指導課,建築課,嘗繕課,環境保全課 再開発担当副主幹2 開発指等評(開発指軌 区画

整理,紛争嗣並)環境改善室 まちづくり課
.
建



参考資料2 東京区部各区の第二回地域地区見直し素案

新宿区 (8711素案による) l墨田区 (87日17素案による) !品川区 (8710 素案による) i目黒区 (880125第二法素案による)

【基本方針】 都の指定方針及び指定基輩をもとにまと
めたが.その際の留意点は以下の通り｡
tまき定住人口の確保と住宅地の保全
･:'Zi住環境の保全
魯災害に強いまうづくり
蔓り†ランスのとれた市街地の形成
魯都市施設とのJilランス
魯地域性の重視
茸良好なプロジェクトへの対応

1指定方針は以下のとおt)｡

巨‡)災害に対する安全性の向上 :狭小幅員
Iの細街指や行き止まりの道路が多い等都
i市基盤が未整備な区域については災害時
Jの避護の安全性及び火災の延焼速度の低
i減に賃する地域地区の指定をおこなう｡
い富〉産業都市の保全 ･育成 :用途地域指定
による産業規制の内容を十分検討して.
適切な地域地区の親合せを図る｡この場
令.春枝率は.都市施設との均衡に留意
すると共に.市街地の無秩序な過密化を
防止するため.原則として現行の指定を
変更しない｡
魯定住環境の確保 -.佳工商が共存共栄す
i共存共栄する定住環境確保｡
!魯地域開発の推進 :計画的な市街地の整
i情を図る区域については.事業内容等の
i目的に適合する様な用途地域等を同辺地
≡域との整合性に配癒しつつ指定する｡
l指定基準は (鴫)

主な見直し区域は.

･-:吉ヰ手繰道指.主要道指.避議連掛 こ治っ
た区域については,市街地の安全性の向
上を回るため`用途地域･高度地区･防火
地域･容積率等についての変更等を行う｡
壇,･･道路が整備さjtた区域等については.
高度利用をはかるため.用途地域や容税
率等について変更する｡
魯地域特性の変化した区域等については
土地利用現況に適合した用途地域に変更
する｡
今後は.次の一斉見直しの時.又は道指
等の公共施設が!割積きれた区域,土地利
用の方向が定まった区域等については随
時適切な時其耶こ.地域 ･地区等の変更や
指定について検討する｡

第-改案末人手のため不明｡

【変更の内容】 12件35箇所｡
変更区域の面積は小さく.主要路線に関
連したものがほとんど｡

変更は13件13箇所 (=用途地域関係)
その他.容積率,高度地区､防火地域の
変更もあり｡
用途地域関係では.峯工業地域 (一部2
拷)が近商地域に指定かえされるケース
がほとんどだが.方針のとおり.容積率
の変更はごく一部 (墳通り及び束向島の
一部隅田川沿い)に留まる｡ なお.壁
工が近商に変更きれると.風俗産業や危
険工場の一部が規制されることとなるの
で.用途の面からは強化されるとみるこ
とができる｡つまり.新たな機能を受け
入れつつ.安全性を向上させつつ.都市
型産業と住宅が調和する地域社会を指向
した変更といえる｡

2銅牛26箇所｡ !

変更箇所は住居地域の■なかの一部近商化 弓
一種住専地域の一群の規制緩和.路線指 弓
定の容積率緩和等.個別的なものである !
ただし1.小山5丁目･荏原4･5･6丁目 l
の一部はかなり広い範囲で仕官･2特の i
200%を同300%に変更する案を示してい i
るし.大井町圃辺では商業地域を拡大指
定している｡また.林業試
また.林業試験場跡地では現在進行中の
都市防災不燃化促進事業の進捗のなかで
別途用途地域等の改正を検討中と明記さ
れている｡

一次では37件.二次では43件｡
246号 ･環6沿いの路線指定か20mか
ら30mに変わったのを除けば.住宅地内
の区画道拍ぞいを若干緩和する程度の微
小な変更に限られる｡
一種住専関係では.東山･三田の一部等
150%･1種高度を.200%･2種高度 (局
途地域は1尊.2尊.仕官)に変更して
いるが範囲は小さい｡

【他の計画との
関係】

とくに明記なし｡
副都心岡辺の再開発棟想とも関係なし｡

墨田区は再開発促進地区･誘導地区に指
指定した地域がおおいため.特に向島に
おいて用途地域の変更素案箇所が再開発
地区と重なっている｡また.こうした再
開発地区の主要道拍沿いにおいては.安
全性向上のために現行の準防火地域を防
火地域に指定替えする部分が多く盛り込
まれている｡

特に明記はない｡
再開発方針との関係では.相補的である
ように読める｡

土地利用の変化をミクロなスケールで追
認しているとも読めるが.基本的には.
現状維持 ･住宅地保全を指向している｡



1大田区 (871005配布素案による) ･i世田谷区 (880201第二次素案による) ･i渋谷区 (871120第一枚素案による) ･中野区 (871129素案による)

〔基本方針】 iおおむね都の方針 ･基準に従う｡
iその他の部分の区の考え方は.
i①昭和75年までに埋立て事業が見込まれ
lる区域は市街化区域に編入する｡
②隣接地との容積率の差は 100%以内 (
商業系では差は 200%)とする｡
③防火地域は原則として中原街道以東の

t主要幹線道殆沿いに指定し.ネットワ-
ク化を図る｡

世円谷区都市整備方針 (昭和60年5月)
をもとに.用途地域と地区計画等の規制
･誘額や市街地再開発事業 ･区画整理事
業等の都市再開発.さらに道殆 ･公園･
学校の整備など,多様な街づくり事業を
捻合的にとらえ-.よりよい街っくりを誘
導していくように.用途地域の見直し,を
おこなう｡その際.次の5項目を目標に
検討した｡il層住環境の保全･整胤 魯
防災性の向上.③都市横能の増進.1重積8
市基盤のき割高.魯都市景観の形成｡また
さらに3つの基本的考え方を示している｡
1)住宅地は緑豊かな世田谷の環境を保全

していくため.現行の用途地域を基本的
に維持していく｡商業地.婆工地域も維
持し'ていく｡
2)街づくり事業を展開するうえで必要な
ところは.事業の推進とあわせて用途地
域を見直す｡
3)用途地域変更の掛 こは.地区の特性に
応じたきめ細かな指定ができるよう.也
区計画 ･特別用途地区その他の地域地区
を活用していく｡こうした考え方を受け
て見直しをおこなう地区として12項目を
あげている｡

｢渋谷区基本梼想｣に基づいておこなっ
たと書かれている｡

'｢中野区まちづくり推進計画｣に泊って.
i土地利用方針に掲げろ.1‡安全性の向上
Eを層住環境の保全･整胤 魯活力ある市

i街地の形成3つを柱に考えている｡
Iさらに.@前回の見直し以降の社会状況
iの変化に対応した土地利用の適正化を国
iる.魯 ｢一貫して良好な住宅都市の形成
】をめざすJという従来からの考え方を耗
i承する.魯災害に強い.緑とうるおいの
iあるまちづくりをめざし.計画的まちづ
iくりを進める｡
蔓これを受けて区都市計画審議会で審議き
重きtでいる ｢原則案｣ ｢基華案｣は次のと

iおり｡①幹線道路沿道は延焼遮断帯とL
iての防災強化をはかる｡(2:)1主居専用区域
iについては.居住環境の悪化の抑制に留
7意しながら.土地利用拙那こ変化のある
事区域について適切な見直しをおこなう｡
③幹線道路沿道の商業系地域については
商業･業務機能の立地 ･集根をはかる｡

項を良好な市街地形成をめざす地区計画 ･
再開発計画はその計画が決定される段階
で適切な見直しをおこなう｡盾嶺引き線
はできるかき'り将来とも変更のない個所
をもってする｡雇う隣接区との調整を計る

【変更の内容】 46件59箇所｡
ほとんどは.環状7･8号.中原街道.産
業道路沿いの用途 ･容棟率 ･防火地域 ･
高度地区変更に関するものである｡1尊
の面的緩和はごく一部に留まる｡

一次素案では59件｡説明会を経た二次素
案では20件増えて79件になっている｡
このうち地区計画を条件とするものが20
件ある｡

52件｡
渋谷 ･恵比寿を中心とする商業地域の拡
大とそれらを結ぶ近商の強化 (住居地域
からの縞人.容積増)が中心である｡
ポテンシャルの増大に伴う規制緩和指向
が顕著に現れているといえる｡

33件｡
早稲田通り以北では.l種柱専 (100/50
%)を容税率150%の1種住専又は200%
の住居地域に変更する区域が広くひろが
っている｡また.その少し内側では2種
住専l高200%を2種住専2高に変更する
事実上の容税率緩和が面的にひろがって
おり.この両者を合わせるとかなt.)の南
棟になる｡一方.早稲田通りの南側では
面的な用途地域の変更はおこなわれず.
もっぱら主要道拍沿いの指定幅の変更が
みられるにすぎない｡

【他の計画と
の関係】

とくに明示はないが. ｢防災ネットワー
ク化｣以外は個別の変更に留まる｡

世田谷区都市整備方針を受ける形になっ
ている｡

渋谷区基本構想Jをうけてつくられたと
いっているが.具体的計画展開について
は副都心の強化が主題になっているもの
とおもわれる｡

r中野区まもづくり推進計画｣を受けて
その考え方を具体化したものと位置づけ
ることができる｡



杉並区 (871122素案による) 空島区 (87102日素案による) 北区 (871010素案による) 荒J

lI区【基本方針〕 ii杉並区は.まちづくりの基本方針としてい 緑の豊かな福祉文化都市｣の実現をめ妻ざ'している.この方針に従い.バランスiのとれた市&-地の形成をはかるため.以 蔓区の基本的考え方は.極 刑 化 して変更しない. 7号昔潤途地域等による規制の性質上.良好lilir都の基本方針 .指定基準をもと に し た事用途地域等の見直し素案を作成 し た ｣ とさjlるのみ.iiJl iI ii妻 !蔓都U)基本方針 .指定基華をもとに.本区iの地域特性を考落したうえで素案を作成i したとささ1るの凱iII

Il∫iーな環境 (特に豊島区では必要な空地や道極 など)を創出するには有効に働かず.儲 …慧警芸崇まー壷芸墓慧芳墨完芸芸孟目口は原則としておこなわない○ほ ただし.牌 なプ
ロジェクトに対して下の3項目の要素を素案作成の基本に指ほ 墓誌差違の整備と自然観 の保全回復は 完露語芸芸諾

冨向上4iIi iは桝 凋遠地僻 の見

直しをおこなうO

liI一 i .【変更の内容】 個別変更箇所72.路線変更箇所15○ 晶 牛. ト 般の変割 帆 幹線
道路沿いの区域20!16件.和田lT臥 高井戸西1丁目といった例 池袋4丁目の区画整理済み地区.高田3

件. もともと容積率 200%だった輩工.住居外な1種住専の地区スケールでの緩和を廿 日の準工の容積率を 300%から 400% 全般的に規制緩和が基調に
なっているが 域をかなり広範囲に300%に変更する地除けはほとんどが個別かつ狭いでの微小 に面的に緩和する以外は大きな

変更はな とくに大きな変更はなく.個別の変更が 区が目だつ.i号な変更である.!IIi lt.､○iI lほとんどである.変更が目たつのは.赤羽線板橋駅間辺の容積率の緩和.都営地下鉄西巣鴨駅北側同辺の日影規制の緩和と用途地域の緩和 (2専一住居).王子 なお.微少な修正はなく.いずれも変更面積が大きい.

大きなものとしては.尾久.町屋の隅田川沿い (一皮内側).日光街道以乗の南iII壬 ･赤羽駅

周辺の容積率緩和.商

業系用途地域への変更.防火地域の指定などであ 千住一帯.ヨ る｡【他の計画との 特に明示はない.

特に明記されていないか.変更箇所は少 特に明記されていない.図上から読み取 特に明記されていない.関係】 現状維持 .住環境保全指向型の徴峻正に なく

.現状維持型といえる.】 iJtる範囲では.再開発方針にむしろ指定 図上から読み取ると.再開発方針指定地iとどまつたとみられる○圭 きれなかったところでの.誘導的 (土地利用変化に合わせた.変化を見越し,た)変更が目だつ｡ 区以外



板橋区 (871021素案による) 足立区 く871030素案による) 纏 綿区 (871230素案による)

I【基本方針】 ま見直し素案は.区の基本構想.基本計画 見直しに関する足立区の基本方針及TJ指 区の地域特性を踏まえて.埠域

地区見直を実現する枚点からまとめられたもので 定方針は以下のとおり.ます.基本方針は し方針を策定した
.その概略は.特徴点は以下の通り○ Ti二.市街地の安全性の向上 t.‡1現在指定されて
いる地域地区を基本と在,防/,)(地域の拡大などにより.市街地の i雪ー生活環境の整備と自

然環境の保全回復 Iする○防災性の向上をはかる○ 各機能的な都市形成 ÷宝)基本輯
想における土地利用括想等を指(宝)工業系の地域については.工業の生産 の3点. 今軌 容積輩については.市 向し
た変更をおこなう○等の方針が示さ環境の維持のため,できる限り現行指定 番地の無秩序

な過密化を防ぐため.地区 lれている○を維持する.
計画なと一により計画的に市街地の整備をl魯商業系の地域については.現況の土
地 回る区域を除き.原則として現在の指定 l利用との整合を図る必要のある箇所など を変更しない¢

を見直す. なお.道指や下水道なとの都市施設か整･.喜,区画整理事業な
どにより.道路などの 惰きれた区域や都市防災不燃化促進事業都市基盤が整備された地
域の容積率を見直す. を実施しITいろ区

域なとで.地区の状況が変化した区触 こついては.その変化に-(S吟後
市街地整備のための事業や計画が 応じた適切な用途地域を指定する.次に予定されている地域については.その時 指定方針については.lil地区特性による

点で土地利用の再検討をおこなうことと 指定方針.虐1主宅地の指定方針.魯商業し,当面は現行とおりの指定とする○ 地の指定方針.r=41)工業地の指定方針..:5'
特別用途地区.高度地区.およUその他
の地蟻 .地区の指定方針.iS.脂定または
変更の時期.の6つの面から方針が出き
れている.このうち.iIl:ーの ｢地

区特性による｣においては.土地区
画整理事業等の事業との関連や荒川
沿いの利用との対応方針等が

述べられている○再開発方針との関連では. ｢これら事業の

目的に合つた指定をする｣と述べている.【変更の内容】 24件. 変更は広範囲にわたっている○ 20件.
うち面積の大きい箇所は.60/30,80/40 まず.南的ひろがりをもつものとしてほ. 大きな変更は

なく.地区中心同辺の用途の1種住専地域に準防火地域を新たに指 加平 .
綾瀬.束綾瀬.束如 く環7の少し 容積緩和が特徴的である程度○定するもので西台

.成増.赤塚といった 内側だが加平2.3丁目は外側)の住居板橋区内の主
要な1専全体がこの変更を 地域の容積率が200%から300%に変更さ受けてい
る.また.区西部の環7に近い れるほか,柳原1丁目,千住東の輩工業小茂根.向原に残されていた1尊は2専 地域の容積率も200%から300%に変更さ

に緩和する案となっている○また.高島 れる｡その他の変更のほとんどが線的な辛.新高島平駅北側一帯での用途容積の もので,補助幹線レベルまでの幹線道路緩和が次に大きい○ 沿いの容

穣妾を200%から300%にしている.なH.練馬区にみられるような旧緑地地域に相当する1尊の容積率の大幅緩和

はなく.60/30.80/40のまま固定されている.【他の計画との 一般には上記のとおり恵が,再開発方針 特に明示はないが.地区別計画の規制手 特に示されていない.関係】 に指定されていた舟渡1丁目(



参考資料3 世田谷区街づくり建替登録 ･誘導事業要綱

昭和61年 4月 1日

世討究第 163号

(目 的)

第 1灸 この要鞘は､一定の広がりをもって街づくり事業が行なわれている

地区及びその予定地区において､民間カ連茶活動を､良好な市街地環境み

創出に資するように窮等 ･支援することにより安全で､住みよい市街地形

戒の推進を回ることを目的とする3

(定 毛)

第 2粂 この要鯛において､使用する同語の意義は､睦美毒草法(昭和之5年

法律第201号 )の例及び次ぎに掲げる各号の定めろところによる壬

(i)｢建替え_とは､壌藁物又は工作物(建集基準法施行令第138条)を新集､

改藁又は移転することをいう,

(2)｢地区住民等二とは､建替誘導地区内に替佐する者､土地又は建藁物杏

所有する者及Lt=借地髄を有する音並びに同地区内で糞を営む者をいうO

(建皆済専地区の静定)

第3条 区長は､次ぎの各号に掲げる地区のうち､良好な市街地環境を形成

するTLめ､民間の建藁活動を誘導､支保することが特に必要であると認め

る地区を期間を定めて､｢連替誘専地区｣として指定することができるっ

(i)東京弧Lu.田谷区娃fづくり条例(昭和57年6月東京都世田谷区条例第37

号 )に基づ く街づく;)推退地区及び括定が予定されている地区

(2)拓市計画法(昭和43年法律第100号)に基づく地区計画又は沿道整備計

画が柾市計画決定文は予定されている区域

(3)木造賃賢住宅地区総合整備事菜制定要綱(昭和57牢9月9日建設省旺

睦莞第160号)､都市防災不燃化促進事業制度要編(昭和55牢7月3日建

設省郎防染第38号 )並びに国の制度に基づく事業地区及び事巣の施行が

予定 さr.ている地区

(4)世臼谷区輪帯整備方針(昭和60年4月23日)において蟹先整備地区とし

て掲げられている地区

(5)東京都世田谷区ショ･Jピンyプロムナード整備夢集実施安納(昭和57

年 8月 1日世産経発第207号)に基づく盤偏事象実施地区

(6)駅周辺地区及,J=公共施設周辺地区で､計画的､一体的な整備が必要な

地区

(7)歩行者空聞及び沿道の重点整備又は軒並み形成が必要な地区
(8)零住環境の蛋息的立騒又は良好な居住環境の保全が必要j:=地区

之 区長は､捷替誘専地区を指定したときは､その旨を広粒その他適切な方
法により､地区旺民等に周知するものとする｡

3 前項の堤定は､建替誘導地区の指定の変更又は犀止の場合に準開する;

(生備誘導指針の策定)

第4粂 区長は,建替誘導地区を揖定したときは､当該地区に係る整備誘導

括 針を策定するものとする｡

2 生席詐称指針には､次の各号に掲げる事項を定めるものとする.

(L)目操

(2)地区全体の長鯖指針

(3)土地利用､建物利用に関する事項

(4)建毒物等の色彩､意匠､形態等のデザインに関する事項

(5)緑化､広場その他公共的空間の整備に関する事項

(6)その他の市街地の最鯖､保全又は街並みの形成のために区長が必要と

主恩める事項

3 区長は､整備誘導指針を策定したときは､その旨を地区住民等に周知す

るため､適切,-=措置を講じるものとするO

4 前項の規定は､集備誘帝指針の変更又は廉止の場合に準岡するら

(区長:の東棟)

第5条 区長は､この要綱の実施にあT=つては､地区住民等の理解と協力与

得るような適切J:L捨置をとろとといこ､住民の意志を反映するよう穿8.,･'=

けオこ:fならない｡

(10)

(地区住民lT)貴所)

第6貴 地区住民等は安全で住みよL増fづミ;)に好めるとともに､建替えを

行うときは､当該地区J3与解読零抵針に束づき良好L'L住環境の創出l:好め

るむ173とするこ

(専門家･Ĵ.)真横)

第7義 鎮藁物乃設計等建替計画を作成する専門官は､その敬能を生かし､

良好Tl=市街地へL,3整備に貢献するよう済めるものとする｡

(事前相談)

第8粂 建替えを行おうとする者は､当該行為を行うに鼻たっては､法令そ

の他区の棄縞に定める手放善を行う前に､建替計画事前相談蕃(別記第 1

号懐式 )によりその計画内零について.区長に協簸するものとする｡

第9粂 区長は､前条による事前相続があった場合は､当該地区の整備誘導

指針に基づき､薄切な助言 ･蕗等を行うものとする｡

(建替登録)

第10条 地区住民等のうち､建替えを予定している者はその旨を､建替萱線

審(別記第2号株式)により萱録することができろ.

(建替診断)

第日条 区長は､事前相談及び建替萱鏡があったときは､法令及び当法地区

/i)軽鱗誘導指針に基づき連替計画に配唐すべき事項等について建替診断を

行うことができる｡

(唾替計画娃案)

第12灸 区員は､地区住民等が建替診断に毒づき建替えを行おうとする場合､

必要とit71.tJるときは､建替計画の提案を行うことができるものとする?

(投計助成)

第13負 区島は､別に定める某単により､良好な市街地車鯖に鞍する建替え

に対し､その整備費J)一郎を助成することができる｡

(公開空地軽鯖助耽)

第14粂 区長は､別に定めろ兵単により､良好市折他常備に資する公開空地

･J3軽鱗に対し､そJmJ鞍備焚JTF一部を助成することかできるO

(軽挙業者のあっ旋)

第15灸 区長は､睦替えを行う者に対 して､連亮工事を行う建替裳者をあっ

旋することかできる｡

(委 任)

第16灸 この要細に定めるもののほか､この要綱の施行について必要な事項

は､別に区長が定める｡

付 則

この要綱は､昭和61年4月 1日から施行する｡

第2号様式 (第10集眺俵)

建 甘 萱 姪 カ ー F'

世EB等区では､現我お住vhの住宅の捷曹

計有PE戎 助鼓 します○TEのアンケー トbe

神だ入下 書

vl○世田谷区動市立帝帯帯づく

り推進謙① 現在お住
pの住宅は吃) #

董 : 鼓 一部 進@ 好 投
:地上 秤 地下 梓8 用 途:書用住宅 (何取 )
丁メート
聯壮宅( )その他

蛋)兼燕雀: 牢ぐちV>
⑳ 鼓地面gL

: I( 拷)② 暮書

時抑 ま¢ 昭和 年

月質 ㊥ 未 定(塾 &菅が苛物件① 住 宅 ㊥ アパート網 住宅e)店軸併用住宅
㊨ その他( ) ⑳ 点 棋(

)住 所 Jr



参考資料4 広島市都心居住地域地区計画

広島瀞都市計画 (広島平和記念都市建設計画)地区計画の決定

都市計画広島市都心托居地域地区計画を次のように決定する｡

(広島IiT'決'&)

名 称 広島市部心性居地域地区計画

位

広島市西区己斐本町--丁目 己斐本町二丁目.小河内町一丁目､小河内町

二TU.卸町.上天満町.R満町.観音町､浦島町一丁日,福島町ニ丁目､

西鶴音町.東観音町.南観骨町､観音本町一丁日､親帝本町二丁目.大宮-

TR.大宮二TH.大宮三丁目､大芝一一丁目.火芝二丁目､大芝三丁目_=:.

篠北町.打越町､三横町一一丁目.三珠町ニT日及び三篠町三丁目の-･-都銀び

に楠木町四TH.三滝町及び大芝公園の全部

申LF.広瀬町､寺町,舟人本町,舟入牽町､河川口町,舟入川Lコ町.雷鳥町.

羽衣町､(J島中町､白鳥九軒町.丙白鳥町.東白鳥町､港町､上械町､紫千

田町一･丁目､菜千Ftl町二丁目.千田町 -TEL 千円町二TEl及び千田町三丁

目の一一郎ali.ぴに白鳥北町の食部

南区比治山本町.皆実町-丁目､南段原町,段庶申町､出汐一･･T円及び比

治山公園の一部

東区山根町及び尾長町の一部

面 横 約 354.9 11a

区

域

の
盤

膚

･
開

発

及

び

保

全

の
方

針

地 区計画 の

日 棉

本市のデルタ地域を中心とした攻成市街地における人tjの減少は､公共施

設の遊休化並びにデルタ全体の括力低下につながる恐れがあり.好ましい傾

向ではない｡都市魂全体の効率的人口配辰の概点から都心居住を推進し.既

成市街地における人口の定着化を図ることが肝要である.

このため､当地区については.公共施設や生活関連施設のストックに見合

った良質な都心型住宅の供給を特に促進し.健全かつ高密な住宅市街地の形

!成を囲るものとする｡

ILの誌 こ芸芸誓 這.;賢覧芸悪書豊 富詣 志芸㌫還誓 書t.,1三芸芸警諾

!るオープンスペースの掩保など､水と緑が豊かな文化の薫り高い美しい都市

至広島を実現するため.郡市弟づくUを強力に推進するものとする.
~~ ~~-十'-'~●~~~一一一●}-M～~~- I' --～ -=二二一 ~̀-I''"~1-

土地利 用 の iの芸慧霊芸姦悪警警完讐 讐 慧芸謂 'LL:漂 霊芝孟宗警雷雲誓 り絹 水準
-i
･l
⊥
-
1I
l･･･-･-･-
一･I

針

一

の
針

.

等
方

このような.良好な立地条件を生かし､都心居住地としての土地の合理的

かつ健食な高度利用をよりいっそう促進する｡

ー廓,i.灘tlliLt=由眺給を促進するとともに.狭小化された淑地における建築物

の無秩序な高層化を防止し.故地の統合 .埠木による棒金な高度利用地びに
ょり良好な建那†画を誘媒するため､建築物の用途､淑地面横ゐ親横及び壁

面の位置に応じ､建築物の延べ両横の淑地面掛 こ対する割合の最高限度を定

地

区

鹿

骨

計

画

建
築

物

等

に

関

す

る

事

項

慧慧竺 ;

建築物の延べ南棟の淑地面横に対する割合の最高限度は､次の第1号.罪

2号及び第3号に弦当する建築物以外の建串物にあっては10分の20とす
る｡

1 延べ両横の3分の2以 上を住宅 く寄蒋食等を含む｡)の用に供するもの

であること｡

2 淑地面横 (建築物の淑地が地区計画の区域の内外にわたる韻合において
は､当該Bf_域の内外にわたる全体の敷地両横)が,300平方メー トル以

芸芸&霊 巨 :-一声軍書委蔓吾,LvB<l笠諾 芸警 誓 諾 デ､諾 警 雷警 f･,ou慧警qh,'t這

庫､物庶等については.この限りでない｡

r区域及び地区紫傭計両のFl.城は､計内国表示のとおり｣

理由

度利用を促進することにより､良好な居代務境の住宅市街地を形成するため･本案のとおり決

定するものである｡

都心に近接 し､高水準の郡市基盤灸件を備えた当地区について･土地の合理的かつ健全な苗

(ll)



参考資料5

横浜市 ｢住居用容積率の許可基準について｣

昭利 6ひ中 11月 根粥神仙水月

叫rtTJJ'て払 ^口J9加に梓 )柵絹地収の侶賀増加i･抑制し.令

b･打て水井 ･東Z#細粒呼を肪辞すふた払 拭折市城糸遊軸糸粥に

上って.次の上bKtk侶川iB鵜他称の客机串を定妙でhtす.

(!む帥IIIIn'仙tPorLIl郎)

ATl丸03 tl…UのIElに帆･TもIl卿 もは た1111…旭のJuに肘TもNl分セせLlik粥他のgI比tJ:8orlJ

にVt･TZ'Jul(BJIAFかこHI4-Tも拭J2.IVべ-I-.ArF呼のAJAセittl.)oAEベJbf節
のJtJ脚冊 に1)･Tも古Lh(以●Jrr柁WluLl妨地相のt167叫Jとい,.)Il.挿巾打出出 (吋8f
l)fJ一比Fl切目川JJ)oJN地に上iJ5日められたll地 地淡C)も次○如 くも)rYにJtlけ引llihJI

Atについて.排nIZ.4.･脚IJJl各Ljqyt掛こ上Jl恥(11佃 で柁吟らLLたrlyttり 汁にLut･Tも
故地 托rfr必IltlilqtJといさ.)に応じ.粥如 く))怜lミ蜘tz一政明とLtEけfLILIFらIz

L･.たflL.IlりIが川村の虫IilVIA .恥IIA'lt中丸Gl状況や七考仙し.別 l地域ollklセ叫する
lLそtt▲tlEL･上JLJhてJf:対した明朗土.亡の1lJJでない.

(

-▲

t･.〇

亡■巧

(あ) lIIi一地ht (t.} 銭岬ttBli(t (H l,P.li!1畑Ay!i

L沖 Jt JL 嬢 l○○/Itlu'F Il°/

I○松下=/I○以●F

l8/日 以下一Q/1○u●F

l○/l○以下78/J○以●F

壬○/J4tLTdO/J

○以下 3○/I○以下sD/

J○以下 JB/川 J:*T1V/

Jgu'F )○/Jtl拙●FZtPIPEA1- ht
18/日 払●F 38/JやJ:j

T3○/Itl比●F 叩/l○

以下18/18以●F Zq/J○‡lT

工 兵 鳩AL {○/l○F;nT )I/[○tIT30/tt)hlT =I/
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(朝市か諦客榊串 と住居容刑事とのl娼塊

)〟
暮II

I■●l●■l●●ltI)ttll

41●○JtQ抑 4叫 仰 臥I

lCLJ)7¢ L叫四 uT此 れ事

条文にあるエ)に.周到の生括弧弘 都祁施Litの並僻状況等を

判 正し.その他奴の利giを･Wするおそれかないとはある執 &忙

払住居用地創

始韓の容仇彩を払えた地穀物の桁町が'Cもる上)定わてあbtす｡ 近LF.人口増加スビー rのベース,･タy･軸心か

人口の放少切札 脚 枚甘細 に対ナるIE- 壮丁呼綿 剤 汀妙O射 ヒ

が起 きていせナ■怖柴ポ用削 血帆 将にl帽 机串以下O地区で比^

日放少が見られ.t九か心 S区0兆同住宅の舟三戸政に比…

する川向 もJLられすす.tた.中春別解で抑 軌 膳軸の'岬

" サ ルが旺叫 血区で払 肘 句

長ワyルームを もつ兆円仕宅が立地するとい う桝畑 も虫 垂{います

｡こSL托ことか ら.柳 川 申容Dt串が 50Cバーセyト以下の

班発赤用削 血城内の一定の条件を駒たす鮎井秘rC

?いて･上に述べた昨町桝虻を括用 して迎用するとと忙し･iし

た･この昨町の遊軸の内容は次のとかb'eナoI. 杵 町 の

方 針との拡神技教地の粥同北 ･地大化を鞭出 し.数地内托

一般に公的せれた空地縛を柵促 していただ(ととK上って.土地

の有効利m,締桐油

功蛾の並僻.紳輔地位宅の供給を出やるととを卵むにしてい

ます｡亡の誠埠に上る杵町払 ｢乙｣†こかす封出払如物に対し

.｢3.｣に蔀ナ粁町非難に従って.故地脚iu中生括取払 軸締劫

投の地憐状況特を考皿 し.当地地娘の羽吹を甘ナお

それ'hl7khものにつh-て行htナ.2. 封 故 地 熊肋
との粘坤は.次の

各号のナr(てには畠する故地に地如する地力軸に道川 します.tl) 都祁dr輔布胡略が 500パー･ヒ

ント以下oJ商射 血枕叉は逆的河井地城内にあるものであるとと.

(2

) 故地が瞬A8メー トJtJ以上のiE)粕に禎 している.ものであるとと｡ただし.fJA 6メー トJt,奴J='む退蛾に加地の外用の7

分の 1以上が放し,かつ.その旗する部分にriIt.?て.畠放ii

雌を含み郎A8ノー トJtJ以上の公粥の用に

胡する弧蛾七枚け.少iB状に裁鏑 したとき比とO帆 かrCない.

(3) 軌仙洞Ulが 500平方メー トル収J=¢ものであると●と｡ 1肺 町 地 神即

血及び姐刺b帆 扶QDJh･呼q)ナペてを粥たすものとし･ます｡日 放地内の非行･qEかよfI僻EJfJ)に苅行でもる也旭tr2.の(2LJ

のたたし廿に上iJ紙料ナ古称D･女続

く. )の弼Llか次の光にiBrrる扱姐以上であること

.必 jR 紐 地 frJiLJt仕周

m川_8物特Q)繋L#出の姐迦皿⊥巴1

弛地のiWitA (A)Ⅴ ≦ lOD辞

^≧ 放Jdz而PZX O.05Ⅴ> lDLi〆 ^≧ 欺ニ仙弼Ptx O

.10(2) Af水及び鮎軸のJFHC胡する地相が姫傭ゼ目しるもの

であること..ただし.恥】lLの川に俳する地相か故地a)胴辿

に腰棚卓れてVlる租食,占妨地lJtについて-･1この桝 少でな
い｡l糾 射!負の用に桝する京王を股け.そQ)網状か住戸.のかに0.3平

方メー トルを邦 じたIl的以_L.かつ. 50平)I-ノー トJtJ以1

であるとと

｡ただし.JJ=.戸のEkが 5I)戸弟的の111合はこの限D

でない｡(小 学校の収存.klJEu=.支肺をもたせない もQ:)であること

.(sJ tLt択了I‖ヨnII特化

叫W川に誰づ く申比 良が完了しているものであること.

4. 特 別M 桝的神栖桝 血m肌l紺 帆A:,⊂よっ'C牧丘改代唱

轡 として抑町を受ける地如物について

仏 伽旧の r3.｣rJJJI漣に過食した ものとみなすことが,L'色石

.(2) 一戸地O神IJ川三宅.:持しく比-のlli戸を和ナる指紋又はiii周

用地那物坤の有朋Zt王の川粒忙誠･かし攻Vlf托･'lT不泊は出l卿

ねの桃替えの もの (址FIのLtカりfuxlしなh ものに帆 ふ｡ )について

仏 的妃の ｢2J及び

｢3J Q)JJl粒を苅JIfL'hhで昨7)(するととができる.

とのA:軸に上ってh'r･Tllを生けるに帆 あらか じめ地顔局地カは印加拙糸鋸並ほと恥長袖した上IelJiTiiV)-1･蛇卓t.していただきます ｡



参考資料6 ま ちづ くり休制 ･指 導要 綱 に関す る ア ンケー ト

窒星間 票 (まちづくりのための計画･実施体制に関する調査)

【1コまちづくりに対応する迎接変更についてお防さします.
I) r都市環境部｣ rまちづくり公社｣等の組織の新設について｡
1.昭和58年4月以前に新設した. (時期,名称,主な分掌)

2.昭和58年4月以後新吉受･変更した｡ (時朋.名称.主な分掌

)3.現在新設 ･変更を検甜している. く時軌 名臥 主な分掌)

Gi-

ト･▲CA
ーヽ′ 4.とくに考え

ていない｡5.

その他 (2)まちづくりに関連するそれぞれの所管をお
書き下きい(例 :都市環境部都

市計画課)1.都市並瑞に関するマスタープ

ランの策定2.東京

都 く区部)都市再開発方針の区案3.用途地域見直し4

.区の住宅･住環境政策の立案 (特にあればお書き下きい)莞

[2コ都市整備に関するマスタープランについてお聞きします｡I)区の基本計画 (=捻合計画)以外に.都市整備に関するマスタープラ
ンをおもちですか｡ (施設建備計画のみの場合は除く)

】.もっている-名称.鞍定年度をお書き下きい｡

2.策定 ･変更の予定がある
→

名称.堆定年度をお書き下きい｡3.ない

4.その他 ( 12)マスタープランの位置づけなお聞き
します.1.捻合計画のうち物的計画を捻合的に示 たし 目る項あ当で法の′LIも )全てに○)

2.軽備開発又は保全の方針を空間化したものである｡

3.行政側が考える地区のあるべき資である｡4.公
民含むあらゆる開発に対するガイドラインである｡5.主として公的施隼に関するガイドラインである｡

6.主として民間主体が依るべき開発の ガイドラインである

7.
区
.
の物的将来｢イメージ｣である｡
8.
その他く

､ノ
1

2

3
4
5
6
7

3マスタープランの認知度についてお聞きします ｡(該当項目全てに○)

.
策定段階から区の広報等で硯極的にPRL Iたので区民の故知度は高い.

.
矩定段階から区の広和事で税額的にPRしたが区民の反応は鈍く計画の
捉知度も低い
｡

.
紗画韓 定からあまり時間が経っていないので紐知度は低い.

.
特定主体(開発業者 等)の関心

･認知度は高い｡.行政内部での認知度は高い..行政内卵でもあまり認知

されていない｡その他 (4)それまでに公表していたコミュニティーカルテ等,区全

体や地区ごとの情報との関係につきお聞きします｡1.そういった
博幸削ま公表していなかった｡2.そういった憎絹は公表 していたがマ

スタープランは別途矩定した.3.それまでのコミュニティーカルテ等
を参考にしなから計酎 ヒした｡4.それまでのコミュニティーカルテ等を取り
込みながら計画化した.5.それまでのコミュニティーカルテ等と槻建
させながら計画化しtマスタープラン堆定横もカルテ等で計画内啓をバックアッ7-している｡

6.
とりあえず区 全体のマスター プ



【3】東京都市再尉発方針の策定 ･見直しについてお聞きします.
1)昭和61年に都市計画決定をみた当初の再開発方針に対する区としての基本
的な考え方をお教え下きい｡
1.東京都の方針はあくまで都の方針である.
2.区寅として提出したものと都市計画決定きれたものが大きく異なる｡
-具体的にお書き下きい.

2.東京都の方針はレベルが連うので区で別に位置づけをおこなっている
.-具体的な位置つけ方を簡略にお着き下き

い3.素京都の方針に乗せることで横棒的意耗づけ
をおこなった｡-具体的意毒づけをお書き

下きい｡4.東京都の方針は仕分けして必要なだけ乗せた.-具体的な仕分けの仕方をお教え下きい.

5.棄京都の方針=区の方針である.6.その他 (2)今回の再開発方針見直しに対する
区の基本的考え方をお教え下きい.1.基本的考え

方に変更はない.2.基本的考え方に変更はないが位置づけが変わ

った-具体的にお書き下きい.3,基本的考え方

に変更をおこなった.-具体的にお書き下きい4.その他 ( ) 【4コ今回

の用途地域等の見直し (昭和63年3月提出)についてお聞きします.
●見直しの基饗はいずれのものによりま

したか｡1.東京都の方針におおむね従い見直しをおこなった
｡2.東京都の方針を参考にしながら

区の実状に合わせて鳩正 ･適用した｡-特に修正をおこ

なった部分を簡略にお書き下きい｡3.東京都の方針はあくまで参考とし,区で独自の基準をつくった｡
一時に独自の工夫をした部分を悼鴫にお

書き下きい｡4.その他 (

)【6コ区の住宅･住環境政策についてお聞
きします.1)区の住宅 ･住環境政策立案に対する体制はどの様なものですか｡

1.特に雑紙的対応はしていない｡2.住宅白書等の取り組みを通じ

て政策立案を指向している｡ー具体的内容をお書き下きい｡3.区で住宅政策審譲合等を冨



質 問 票 1 (都市型住宅に対応した措辞要窮等の運用に関する調査)

Eiid
トJ
CJl
Jヽ

※該当するものにはいくつでもOをおつけ下きい｡

1.近年の筒発動向についてお聞きします
I)｢ミニ開発J(狭小敷地の戸建て分譲住宅)の発生件数はどのくらいですか.
く該当するものにいくつでも0)
1.近年の地価高騰の影響でほとんど供給されていない｡

2.供給単位が小規模なもの (I,2戸から敷戸)が多くなった.
3.その他 ( )

2) rワンルームマンション｣ (おおむね257rt未満の住戸のみで構成される
リースマンション)の発生件数はどのくらいですか｡
1.近年の地価高騰の影響でほとんど供給きれていない.
2.かつてほどではなL･1がコンスタントに供給されている｡
3.以前は少なかったが供給棟数は増加の傾向にある
4.その他 ( )

2.以下の指串についてお聞きします.
〔1コ最小限宅地規模の指専 (宅地細分化規制)
1.指串はおこなっていない｡

2.現在はおこなっていないが検静の意向である.
-その内容を具体的にお書き下きい｡

[2】単身者の住戸最低面積の指等 (ワンル-ムマンションの最低両税
)注)一般的な住戸南棟規制は [5コでお答え下き
い1.指導はおこなっていない

.2.現在はおこなっていないが横線の意向である
.･すその内容を具体的にお書き下さい

｡3･=鬼等串の野で指半をお=こな?て史阜三見蕊二法姦盛男周鼠 醐

温血 ｡[3コ部屋数に応じた住戸両横の指等 くrlDKは0076以上｣等とする
規制)1.指串はおこなってい

ない.2.現在はおこなっていないが検討の意向で
ある｡-その内容を具体的にお書き下

きい｡3･何等かの形で増額をおこなっているJwq,よこ盟友恩賞周蕊菟禁鳥

工敗 .巨 [4]住戸の ｢2戸 1化｣の指串 (建設時に将来の2戸 1化を可能とさ

せるもの)1.指洋はおこなっ
ていない｡2.現在はおこなっていないが根幹の意

向である｡→その内容を具体的にお書

き下きい｡3,=:=何等かの粒二巳指辞をおこな?ている=A霊二夏長里蕉風提鹿

茸,泉工貴史｡[5コ最低専用面軌 平均専用両税の指尊 く最低00TnZ. 半数は007n2等と指祥

するもの)1.指辞はおこ

なっていない｡2.現在辻おこなっていないが検討
の意向である｡-その内容を具体的にお



【日 長低限宅地両税の指辞をおこなっている区にお聞きLJます｡
目 指群の形式はどの方法によりますか
1.条例
2.措辞筆耕
3-1.指辞指針 (公表している)
3-2.持斗指針 (公表していない)
4.事前協法だけおこなっている｡
5.その他 (

2)指#適用対象範囲をお教え下きい
1.全ての開発行為
2.おおむね300TnZ以上又は赦棟以上の開発行為
3.その他 (

3)指斗内容をお教え下きい
1,-率に規制している (最低数地面枯
2.建蔽率に連動している
3.用途地域に連動している
4_.開発規榛 (戸出)に連動LJている
5.建て方ごとに逢う (戸建て/長屋建て)
6.その他 (

4)指串の効果をお教え下きい

Tnt)

1.｢ミニ開発｣自体がほとんど出ない｡
2.開発単位が小規模化しており補足率が低い｡
3.持寄対象とするものはほぼ内容が守られている｡
4.指導対象とするもののうち半数くらいは守られている｡
5.指祥対象とするもののうち指好内容の厳しいものは守られに(い｡
6.指導内容に問題がありほとんど守られない｡

その状況を具体的にお着き下きい｡

5)賛辞改善の意向をお教え下きい.

巨

｢ 1.この1年間以内に既に見直しをおこなった

｡2.硯在,内容の見直しを考えている
｡3.近い将来,内容の見直しを考えている
｡4.近い将来.廃止の意向である

.5.変更の意向はない
｡6.逆用対象がなく実質的な横地を果していないが変更の意向はない

｡l 一その内容を具体的にお書き下きい. 6)近年の地価高脱のなか･最低限敷地両紙規制の代替手法として.以

下の指叫の有効性についてどうお考えです

か｡a.建て型別の最低敢地面

根規制【主旨:経て卦 こより数値を操作して長屋 ･共同住宅に誘媒する(例.･
声建は607nZ以上,それ未満は長屋建て

に)]1.有効だと思うが指軌 ま難
しい.2･いたずらに指畔内容が複雑になり有効で

ない｡3･個別建替えが両例になるので開発業者に受け入れられ
ない｡4.検甜し

たい｡5･その他 (

)b･空地位置の指定 (≒建物の外壁の道指境界からの
後退)[主旨:抜道方向に一定幅の空地(例:lm)を指定し沿道環境の向上を因る

｡

1

2
3
4
5

678 とくに従来指蝶の適用対象にならない小規模開発にも対応できる

｡]有効だと思うが指畔は誰
しい｡二項道指の拡幅が伴わないと意味が

ない｡ブロック塀などでしゃまきれ効果が
薄い.最低限敷地両統規制の代替手法にはなら
ない｡最低限故地両紙規制の補完手法にはなり
うる｡検許し

たい｡わから
ない｡そ

の他 (亡.抜道部緑化等.他手法によ
る補完〔主旨:建物の壁面も含め.按連邦の景枕向上を重点的におこなう｡とくに

l

つ
】
3
4
LD
nU
7
C3 従来指洋の連用対象にならない小規模開発にも対応でき

る｡コ有効だと思うが相済は難

しい｡二項道路の拡境が伴わないと意味が
ない｡ブロック塀などでしゃまきれ効果が

薄い｡最低限敷地両紙規制の代替手法にはなら
ない｡最低限敷地両紙規制の補完手法にはなり
うる｡検紺し

たい｡わから
ない｡そ



[2]単身者の住戸最低両紙の措辞をおこなっている区にお聞きします｡
1)指群の形式はどの方法によりますか
1.条例
2.指斗葉柄
3-1.指導指針 (公表している)
3-2.指#指針 く公表していない)
4.事前協議だけおこなっている｡
5.その他 (

2)持寄適用対象範囲をお教え下きい
1.ワンルームマンション

一連用条件をお書き下きい.

2.その他

(3)指詳内容とその考え方

をお教え下きい【指串内容】1.-率
に規制している (最低専用両紙2.用途地域に連

動している (3.その他 (【考え方】 i)

ここ

4)指串の効果をお教え下きい1.対象となる開発自
体がほとんど出ない｡2.開発単位が小規模化しており補足率が低い

｡3.指導対象とするものはほぼ内容が守られ

ている巨4.措辞対象とするもののうち半数くらいは守られている｡5.指斗対象とするもののうち
籍尊内容の厳しいものは守られにくい｡6.指詳内容

に問題がありほとんど守られない｡l 一その状況を具体的にお

書き下きい.5)糟鮮内容改善

の意向をお教え下きい.F去:孟芸.1認 諾望蓋菅笠霊

芝吉宗誓.=なった`F 3.近い将来,内容の見直しを考えている4.

近い将来,廃止の意向である｡5.とくに変更は考え

ていない.i
一一内容を具体的にお書き下さい｡ [3コ帥屋敷に応じた住

戸規制の運用をおこなっている区にお聞
きします｡I)指

韓の形式はどの方法によりますか1

.条例2.指群要
綱3-I.指媒指針 (公表して

いる)3-2.
指祥指針 (公表していない)4.事前協講だけおこなって

いる｡5.その他 く2)指
祥適用対象範囲をお教え下きい1.一般マン

ション-適用条件をお書き下きい｡2.そ

の他 く3)指好内容とその考え方をお教え下きい

【指媒内容】4=)指額の効果をお教え下きい

1.対象となる開発自体がほとんど出ない｡2.開発劉立が小規模化
しており輔定率が低い｡3.措辞対象とするも
のはほぼ内容が守られている4.緒邸対象とするもののうち半数くらいは守られて

いる｡5.指辞対象とするもののうち拍祥内容の
厳しいものは守られに(い｡6.指群内容に

開封がありほとんど守られない｡-その状況

を具体的にお書き下きい｡5)指媒内容改善の意向をお教え下きい｡
1.この1年間以内に枕に見直しをおこな



[4コ住戸の r2戸 1化｣の指串をおこなっている区にお聞きします.
1)措辞の形式はどの方法によりますか
】.灸例

2.指#要緬
3-1,指群指針 (公表している)
3-2.指#指針 (公表していない)
4.事前協議だけおこなっている.
5.その他 (

2)指#適用対象範囲をお教え下きい
1.一般マンション
一連周桑件をお書き下きい.

2.その他 (

3)指#内容とその考え方をお教え下きい

【指尊内容】- コト ▲0〇亡■■ィ

4)指導の効果をお教え下きい1.対象となる
開発自体がほとんど出ない｡2.開発単位が小規模
化しており補足率が低い.3.指串対象とするもの削 まぼ内容

が守られている.｢ 4.持寄対象とするもののうち半数くらいは守
られている｡.指辞対象とするもののうち指串内

容の厳しいものは守られにくい..指#内容に問題がありほとんど守られない｡

-その状況を具体的にお書き下きい.5)指導内

容改善の意向をお教え下きい.F去:義完.1諾 岩宝芸雷謂 要害宗誓.=なった
｡3.近い将来.内容の見直し

を考えている4.近い将来,廃止の意向でおる.5.とくに変

更の意向はない.ヰ内容を具体的にお書き下きい.

[5コ住戸専用両紙の指額をおこなっている区にお聞
きします｡I)指邸の形式はどの方法に

よりますか1.条例2.指鮮要
締311.指串
指針 (公表している)3-2.指媒指針 (公表していない)

4.事前協決だけおこなっている
｡5.その他 く

2)指鮮適用対象範囲をお教え下きい
1.-般マンシ

ョンヰ適用条件をお書き

下きい｡2.その他 く3)指鮮内容と
その考え方をお教え下きい【指輔内

容】4)指串の効果をお教え下きい
i.対象となる開発自拝がほとんど出ない｡
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空星間 票 三≧
(建築基準法86集第1項の認定基#_(諜宅地認定)とその運用実技に関する粥査)

※該当するものには全て0をおつけ下きい｡

[1コ現在.86集第1項 (某宅地認定)の運用はどのようにおこなっていますか.
1)運用の基準
1.おおむね建設省の許可蜂則 (昭和60年)に基づいて運用している.
2.おおむね棄京都の許可基推 (昭和60年)に基づいて運用している｡
3.区で独自の許可準則を作成し運用している｡

-その内容をお教え下きい (算数吸弧 通.点鹿且,L!/工 E貴史)

4.その他 (2

)運用の方針1.枚極的に運用しており区で独自の促進策 (助成等)をおこ

なっている.-+具体的にお教え下さい く馳 透通腰且 揖

;烹選ぶ)2.積極的に運用しており区で情報の提供を根極的
におこなっている｡-具体

的にお教え下きい｡3.許可基準に合えば短めているが特別のこ
とはおこなっていない.4.

運用には消極的である.5.その他 (

)【2コ昭和62年の建輿基準法改正による86集運用へ
の影響をお教え下きい.1)86

集以外の改正による影響1.許可基準の根拠の見直LIをおこなった

. 一2.運用
の見直しをおこなった.3.とくに対応はおこなって

いない｡4.その他 く2)
86集の改正による対応1.改正に従った対応

をおこなう程度である｡2.改正を概会に運用の転換をおこ
なった (検討中である)ー

具体的にお者書下きい.3.とくに対応はおこな
っていない｡4.その他 ( [3コBG集第1項によるこれまでの諜宅

地認定実続をお教え下きい｡I)詑定
の程度はどれくらいですか｡).
コンスタントに認定している2.ときど垂ある程度である｡
3.事例はほと

んどない4.

事例はない5.その他 (2)湛宅地認定の事例がありましたらできる
だけ具体的にお教え下さい｡(揖札 コピー

等を送付下されは幸いです)[4コ諜宅地妃定に関する現行制度 (86粂第1項)言の問題点及び考え

方をお聞きします｡I)認
定基蜂につきお聞きします｡1.適用面粗 く5001㌔以上)が

厳しすぎる｡-どれくらいが適当とお考えで

すか く2.有効前面造指の基輩が厳しすぎる.3.油粕の基唯が鵬しすぎる

｡4.空地の基埠が厳しすぎる｡5.

桝地斜線制限緩和の基蜂が厳しすぎる｡6.時に考えはない.7
.その他 ( Tn一以上)2)控定の運用上の問題点

につきお聞きします｡1.北側斜抜 ･日影規制の緩和の襟,日照の確保がネ
ックになってしまう｡-鼻緒的状況をお書き下き

い.2.権利者が多くなるので合意にこぎつけるのか
容易でない｡3.紀定の綜建築協定を結ぶことが容易でない
｡4.認定の事後担保をするのか

容易でない｡6.特に考えはない｡6.その他 く
)3)今後の装宅地評定に対する区の考えをお教え下きい｡

1.拭桂的におこなえるよう
.
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